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   For many years, the authors have been involved in providing disaster management education and training for various 
facilities / personals located in expected tsunami damage areas caused by the Nankai Trough Earthquake. We once 
again traveled along the coast line of Miyazaki Prefecture, Southern Shikoku Island, Kii Peninsula, and from Atsumi 
Peninsula to Izu Peninsula, to confirm the current situations of tsunami risk and countermeasures. Many of the buildings 
were built in the era of old building-code. With the notable exception of the coastal levees between Imagiriguchi of 
Lake Hamana and Cape Omaezaki, even Level 1 tsunami would cause severe damage on these areas. Construction and 
implementation of theories and reasonings to pull-out disaster prevention investments is an high-priority issue.  
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１．はじめに 

 筆者らは長年にわたり、南海トラフ地震で大きな被害

を受けることが確実視される各地で、災害図上訓練DIG
を活用した防災指導を行ってきた。2024年秋から2025年
夏にかけ、改めて、津波リスクと対策の現状を把握すべ

く、九州東部沿岸、四国南部、紀伊半島、渥美半島～伊

豆半島までの想定被災範囲を視察した。本論文では、こ

の視察結果について報告すると共に、東日本大震災での

被災と復旧・復興の事例に基づき、各地の津波リスクと

求められる対策について考察する。 

２．南海トラフ地震による津波リスク検討の前提 

(1) 東日本大震災以前の南海トラフ地震の津波予想

歴史上９回発生したとされている南海トラフ地震であ

るが、前回の発生は昭和東南海地震(1944 年)と昭和南海
地震(1946 年)で、今でいう「半割れ」のパターンであっ

た。この際に

割れ残った部

分での地震の

発生を想定し

て 1978 年に
制定されたの

が「大規模地

震対策特別措

置法」であっ

た。さらに同

法成立から約

四半世紀、かつ前回の南海トラフ地震から半世紀以上が

経過した 2002年、「東南海・南海地震に係る地震防災対
策の推進に関する特別措置法」が成立した際、参考とし

て示されたのが東海・東南海・南海地震(いわゆる三連動
地震)の津波高である。これら３タイプの地震による津波
高分布を図１に示す。 

(2) 南海トラフ地震のレベルと対策の目標水準について

東日本大震災(M9、2011 年)の発生から 2年が経過した
2013 年５月、中央防災会議から「南海トラフ巨大地震対

策について

(最終報告)」
が発表された。

そこではこれ

まで対象とし

てきた M8 ク
ラス (いわゆ
る三連動地

震 )をレベル
１とし、起こ

り得る最大級

の地震(レベル２)として南海トラフ巨大地震(M9 クラス)
が新たに設定された。図２にレベル１(Ｍ8.6 の宝永型)と
レベル２の津波高の違いを示す。レベル２の設定にあた

っては、地震規模(エネルギー)の違いだけでなく、巨大
滑りの発生個所も考慮された。

ここで、しっかり確認しておかなくてはならないこと

が一つある。それがレベル２地震発生の可能性について

である。筆者らにとって極めて理解に苦しむことは、次

の南海トラフ地震がレベル２になることはほぼあり得な

いにも関わらず、なぜか次に起こるのはレベル２と多く

の者が扱っていることである。図３に中央防災会議のワ

ーキンググループによる表現を記すが、南海トラフ地震

対策の基本はレベル１の地震・津波への対応であってレ
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ベル２を対策の前ᥦとすることは現実ⓗではない、と᫂

確に記㏙され

ている。南海

トラフ巨大地

震(レベル２)
の発生確⋡は、

༓年の一ᗘあ

るいはそれよ

りもっと発生

㢖ᗘがపいも

のである。こ

のような理解

から、筆者らによる現地視察のホ౯基‽はࠕ現ᐇⓗに考

というࠖ࠿ྰ࠿じる⏕ࢆるレベル１の津波࡛被害ࢀࡽ࠼

Ⅼでのものであることを、᫂記しておく。 
 

(3) レベル１࡛ࡶ地┙ỿୗࡸㆤᓊ被害はⓎ⏕する 

 レベル２論議に஌ってしまうと、その津波高が␗ᵝに

高く、それゆ࠼その高さに┠がዣわれがࡕであるが、レ

ベル１でも༑分に大きな地震である。過ཤの被災経㦂か

らして、地震そのものࡸ地震によるᦂれにより、地┙ỿ

ୗࡸㆤ岸・ሐ防のᔂቯ(ὀ㸸津波によるㆤ岸・ሐ防の◚ቯ
ではない)は発生するものと考࠼ておくべきである。大き
なᦂれが想定される地域で津波被害を考࠼るሙྜ、これ

ら「津波く᮶前の被害」をも考慮するᚲせがある。以ୗ、

２つの事例を㏙べる。 
a) 地┙ỿୗの஦౛㸦᫛࿴南海地震࡛の㧗▱ᕷの஦౛) 

 図㸲の෗┿は、昭和南海地震(1946 年)発生ᚋに生ࡌた
地┙ỿୗの記

㘓෗┿である。

南海トラフ地

震に㝈らずプ

レート境⏺型

地震では、㊴

上がりഃプࡡ

レートの境⏺

から㞳れたሙ

所でỿୗが生

▱ることがࡌ

られている。高▱ᕷに㝈らずレベル１でも地┙ỿୗは生

 。ることを෌確認しておきたいࡌ
b) ᾮ≧໬によるሐ㜵被害の஦౛(᪂₲地震にࡅ࠾るಙ⃰

ᕝሐ㜵/日本海୰㒊地震にࡅ࠾るඵ㑻₲ᖸᣅሐ㜵) 

 新₲地震(1964 年)では大規模なᾮ状໬が発生し、図５
のようにಙ⃰

ᕝሐ防がᾘ⁛

し新₲ᕷෆに

津波ᾐỈが発

生した。また

日本海中部地

震(1983 年)で
もඵ㑻₲のᖸ

ᣅሐ防にⴭし

い被害が生ࡌ

ている。いず

れも南海トラフ地震レベル１┦ᙜよりもᙅい地震動で生

ている。ྂいሐ防のᾮ状໬対策の進ᤖලྜについてもࡌ

確認すべきであることを、ᛕのためゐれておく。 
 
(4) 津波リスクのホ౯ᇶ準について 

防災関係者の㛫でも༑分に認㆑されているか、いささ

かᚰもとない

とこࢁである

が、津波高の

推定は大ኚ㞴

しい。地震規

模ࡸ震※఩置、

ึᮇỈ఩のᙧ

状、海ᗏ地ᙧ、

海ᗏ地すべり

の᭷↓、ᦂれ

によるㆤ岸ࡸ

ሐ防被害、沿岸部での㐳上、཯ᑕࡸᒅᢡの᭷↓➼ࠎ、多

くのせ⣲があり、これら各せ⣲を事前にṇしくධຊする

ことが現実ⓗには୙可能である。その୙可能性を理解し

た上で、筆者らの視察にあたっては、図㸴で示したよう

に、レベル１㸦宝永型あるいは三連動㸧津波についての

中央防災会議㈨ᩱを参考にしつつ、地域ࡈとの津波リス

クを多ᑡ大きめに考࠼、ホ౯基‽を設定することにした。 
 
㸱．視察⤖ᯝのࡋࡲࡽ࠶ 

 
以ୗ、視察結果のあらましを㏙べる。ヲ⣽については

共ⴭ者(宮本)が௦表をົめる災害対策◊✲会の HPでබ表
すべく‽ഛ中である(https://www.saitaiken.com/)。 
 

(1) 大ศ┴బ఑ᕷ㹼ᐑᓮ┴୵㛫ᕷ໭㒊㸸ホ౯ᇶ準㧗 5m 

日ྥℿに㠃してリ࢔スᘧ海岸ࡸ海岸ẁୣがあり、その

㛫にいくつかのᕷ⾤がある。໭部のబ఑ᕷは に防₻ቨ

は↓い。ᘏᒸᕷは」ᩘのἙᕝがὶれるప地で南にはᶆ高

10㹫⛬ᗘの◁ୣがある。日ྥᕷはᕤᴗ である。そのᚋ
はᶆ高 20～50㹫の海岸ẁୣ上に㒔㎰⏫、ᕝ南⏫、新ᐩ⏫
がつながり、大ᾷᕝἙཱྀの宮ᓮᕷのᖹ㔝部に⮳る。宮ᓮ

ᕷのᖹ㔝部沿岸も宮ᓮ を㝖いてはᶆ高㸴～10m の◁ୣ
上にあり宮ᓮ✵ もそこに఩置する。その南は日南ᕷを

ᣳࢇで海岸ẁୣが୵㛫ᕷの㒔஭ᓁまで⥆く。బ఑ᕷ、ᘏ

ᒸᕷ、日ྥᕷ、宮ᓮᕷ、日南ᕷのప地ࡸ、沿岸⁺ の防

₻ቨはపく(⏒だしくはᏑᅾしていない)、津波に対して
は⬤ᙅである。 
 
(2) 㧗▱┴ᐟẟᕷ㹼ᚨᓥ┴㜿南ᕷ南㒊㸸ホ౯ᇶ準㧗 8m 

高▱┴す部はリ࢔スᘧ海岸が⥆き、‴ዟのప地にある

ᐟẟᕷもᅵబΎỈᕷのᕷ⾤地も、防₻ሐはపい。ᅵబΎ

Ỉᕷ三ᓮᖹࣀẁは宝永地震ᚋに高ྎ(ෆ㝣)⛣㌿した㞟ⴠ
である。同ᕷΎỈࣨୣは高ྎ⛣㌿した中学ᰯの࿘囲にᏯ

地㐀成がなされ、2024 年秋には高ᰯ(高▱┴立ΎỈ高ᰯ)
も⛣㌿、新しいまࡕが安全なሙ所にฟ᮶つつある。津波

防災のྲྀり⤌ࡳでヰ㢟の㯮₻⏫では、ᶆ高 25m ほ࡝の高
ྎに⏫ᙺሙを⛣㌿さࡏたが、ఫᐙの多くは౫↛として旧

㐨沿いのᶆ高 5mほ࡝のሙ所に఩置している。 
中部はᅵబᕷ・高▱ᕷ・南国ᕷ・㤶南ᕷに高▱ᖹ㔝が

ᗈがり、ኴᖹὒ沿岸部にはᶆ高 10m ⛬ᗘの◁ୣと防₻ቨ
があるሙ所もあるが、ෆ‴に㠃した高▱ᕷのᶆ高は特に

పい。そのᚋは海岸ẁୣが⥆き、᥀り㎸ࡳ⁺ がいくつ

かあるᐊᡞᕷを回ってᚨ島┴に⮳る。海㝧⏫、∹ᒱ⏫、

美波⏫と小さな⮬治యが⥆くが、ᘓ≀はྂく海岸ሐ防は

పい。㜿南ᕷ南部のᶲ‴には四国㟁ຊのⅆຊ発㟁㔞の約

1/3を༨める２つの発㟁所(㜿南発㟁所 45୓ KW、ᶲ‴発
㟁所 70୓KW)があり、津波被害を受ける可能性がある。 
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(3) ᚨᓥ┴㜿南ᕷ໭㒊㹼㬆㛛ᕷ東㒊㸸ホ౯ᇶ準㧗 5m

紀伊Ỉ㐨に㠃して㜿南ᕷ໭部・小ᯇ島ᕷ・ᚨ島ᕷ・ᯇ

ⱱ⏫・㬆㛛ᕷ東部までᶆ高のపいᖹ㔝部が⥆く。㜿南ᕷ

໭部の㑣㈡ᕝἙཱྀ部࿘㎶のἙ岸ሐ防の高さ(8mほ࡝) は特
筆に್するが、࿘㎶の中小Ἑᕝのሐ防高とのギࣕࢵプが

㏫に┠立つ。ྜྷ㔝ᕝのἙ岸ሐ防は㑣㈡ᕝほ࡝ではなく、

࿘囲の中小Ἑᕝのሐ防はさらにపい。本᮶であれࡤ༑分

な高さをᣢつἙᕝሐ防・海岸ሐ防が求められるはずであ

るが、↓防ഛに㏆いとの༳象を受けた。それ以እのᕷ⏫

村も沿岸部に５㹫⛬ᗘの防₻ሐ(◁ୣ)があるが、ᦂれࡸ
ᾮ状໬でỿୗ・ᔂቯする可能性がある。 

(4) ࿴ḷᒣᕷ㹼࿴ḷᒣ┴日㧗⏫㸸ホ౯ᇶ準㧗 5m

紀のᕝୗὶᖹ㔝の和ḷᒣᕷはᶆ高がపいとこࢁがᗈが

るが、ᚨ島ᕷと違い沿岸㏆くに᫇の◁ୣとᛮわれるᶆ高

５～10m の⥳地ᖏが⥆き、⥳地ᖏから海ഃは〇㕲所ࡸ⏘
ᴗ用地でఫᏯはない。ᗓ┴境に㏆いຍኴの高ྎからぢୗ

、でࡆ཭ࣨ島Ỉ㐨(紀ῐ海ᓙ)と㬆㛛海ᓙのおか、ࡤࡏࢁ
℩ᡞෆ海沿岸各地をくう津波の高さも、ẚ㍑ⓗపいもの

で῭ࡳそう、との想を得ることがฟ᮶よう。もࢇࢁࡕ、

℩ᡞෆ海各地の海岸ሐ防(特にᇙ立地のඛ➃)をሐ防高３m
⛬ᗘであれᩚഛすることが㛫にྜࡤ࠼、安全ᗘはかなり

のものになるのではないか、とᛮわれる。和ḷᒣᕷから

南はリ࢔スᘧ海岸が⥆き、㝶所に 、㐀⯪所、ᕤሙな࡝

があるが津波対策は୙༑分である。✄村のⅆで▱られる

ᗈᕝ⏫でもᗈ村ሐ防(ᶆ高５～㸴m)の海ഃに⏫ᙺሙࡸఫᏯ、
学ᰯがある。そもそもᗈ村ሐ防がᙉいᦂれによるᾮ状໬

に⪏࠼るಖドはない。 

(5) ࿴ḷᒣ┴⨾὾⏫㹼୕㔜┴ᚿᦶᕷ㸸ホ౯ᇶ準㧗 8m

紀伊半島のす海岸から₻ᓁを回って紀伊半島の東海岸

まで、リ࢔スᘧ海岸が連⥆し、㝶所に ࡸ⏫がある。ま

ず美὾⏫はᶆ高 10㹫の◁ୣ上に⏫ᙺሙな࡝がある。次に
ᇙ立地にⅆຊ発㟁所のあるᚚᆓᕷから⏣㎶ᕷまでの㛫は

リ࢔スᘧ海岸が⥆く。⥆いてྎ地上に✵ 、ほග地、⏫

ᙺሙがあるⓑ὾で、海岸部はⓑ὾⏫をྵめて୵本⏫まで

᩿ᓴが連⥆するが、いずれもప地の津波対策は༑分では

ない。୵本⏫では、高ྎで紀伊半島⮬動㌴㐨の「すさࡳ

～୵本㛫」が᏶成㛫㏆かで、୵本 ICண定地௜㏆の「ࢧン
でいる。一᪉でᶆ高ࢇへのබ共᪋設の⛣㌿が進「ྎࢦ 3m
ほ࡝の旧ᕷ⾤では、津波㑊㞴ࣅルの表示は┠立つものの、

ேᕤᵓ㐀≀(防₻ሐ)による津波防ㆤ策は進ࢇでいない。
紀伊半島の東海岸も海岸ẁୣࡸリ࢔スᘧ海岸が⥆き、紀

伊຾ᾆ、新宮、ᑿ㮖な࡝の多くの⏫ࡸ を経てᚿᦶに⮳

るが津波対策は༑分ではない。

(6) ឡ▱┴⏣ཎᕷ㹼㟼ᒸ┴ᚚ前ᓮᕷ㸸ホ౯ᇶ準㧗 8m

三Ἑ‴沿岸にはトࣚタ⮬動㌴⣔ิの⮬動㌴〇㐀関連௻

ᴗ⩌が多ᩘᏑᅾしている。ෆ‴ゆ࠼極➃な高さの津波被

害は考࠼にくいが、ᇙ立地ゆ࠼のᾮ状໬被害はᙜ↛考࠼

られる。東日本大震災との㢧ⴭなᕪ␗である日本の基ᖿ

⏘ᴗへの被害をイ࣓ーࢪするには᱁ዲのሙ所である。渥

美半島は一部(⏣ཎᕷᇼษ⏫௜㏆)で津波が半島を㉸࠼る
可能性があるが、ほと࡝ࢇが 10㹫以上の海岸ẁୣࡸ◁ୣ
であり、これが὾名†の今ษཱྀすഃまで連⥆する。὾名

†のෆ部の†岸ሐ防は⥲ࡌてపく(↓防ഛのሙ所も多くᏑ
ᅾする)、津波が὾名†のෆ部まで౵ධしたሙྜ、ᗈい範
囲でのᾐỈが༴᝹される。今ษཱྀの東ഃからᚚ前ᓮまで

の海岸部は 10㹫以上の防₻ሐが連⥆しており、特筆すべ
きᬒほを࿊している。このうࡕ今ษཱྀ東ഃからኳ❳ᕝἙ

ཱྀ部までの 17.5km の部分は、一᮲ᕤົᗑ(὾ᯇᕷと東ி
㒔Ụ東༊の஧本社制)からの 300 ൨෇のᐤ௜を中ᚰとする
Ẹ㛫㈨㔠 330൨෇で㐀られ「一᮲ሐ(いࡻࡌࡕうつつࡳ)」
と名௜けられた。スࢬキ⮬動㌴も☬⏣ᕷの防₻ሐᘓ設に

28 ൨෇をᐤ௜するな࡝、Ẹ㛫からのᐤ௜によるබ共事ᴗ
として特筆されるべきである。残ᛕながら海岸ሐ防の高

さとኳ❳ᕝࡸ⳥ᕝな࡝のἙ岸ሐ防の高さが㔮りྜってお

らず(Ἑᕝሐ防がపい)、Ἑᕝを㐳上した津波が࢜ーࣂー
フࣟーすることによる被害リスクは残されている。

(7) 㟼ᒸ┴ᚚ前ᓮ㹼㟼ᒸ┴἟津ᕷ໭㒊㸸ホ౯標準㧗 5m

ᚚ前ᓮより໭の㥴Ἑ‴に㠃した部分では、ᚚ前ᓮᕷか

ら∾அཎᕷにかけて防₻ሐᕤ事が進行中である。ྜྷ⏣⏫

のྜྷ⏣⁺ から大஭ᕝἙཱྀまでは高さ 11.8m のᕝᑼ防₻
ሐ(長さ 1.5km)が᏶成している。↝津ᕷでは「₻㢼グリー
ン࢛࢘ーク」と名௜けられた高さ 8.2mの防₻ሐが᏶成し
ている。ᐩኈᕷの⏣Ꮚのᾆ から἟津ᕷにかけてのᐩኈ

ሐ防は 17.2㹫の高さでᩚഛされている。これらの進ᒎが
ぢられる一᪉で、↝津 ࿘㎶ࡸΎỈ ࿘㎶、ᐩኈᕷの⏣

Ꮚのᾆ ࿘㎶な࡝、現状ではほぼ↓防ഛとゝわࡊるを得

ない ‴もある。

(8) 㟼ᒸ┴἟津ᕷ南㒊㹼㟼ᒸ┴ୗ⏣ᕷ㸸ホ౯ᇶ準㧗 8m

伊豆半島は全域がリ࢔スᘧ海岸で、ᡞ⏣、ᅵ⫧、す伊

豆、ᯇᓮといったほග地が⥆いている。ᬒほを㐽る防₻

ሐの高さは⥲ࡌてపく、それ以前に旧⪏震ఫᏯが多く(例
ᯇᓮ⏫ෆのఫᏯの⪏震໬⋡はࡤ࠼ 63.6%、す伊豆⏫で
69.3㸣)、ᙉいᦂれと┤ᚋの津波という「ࣈࢲルパンࢳ」
が༴᝹される。伊豆ᕷᅵ⫧地༊の◁὾に津波㑊㞴タワー

をවࡡたほග᪋設「ࢸラࢭࢵ」がᘓてられたことは特筆

すべきであるが、伊豆半島す海岸に対しては、ᦂれてい

る最中に津波がく᮶する可能性が高いとされているのが

南海トラフ地震のᦂれと津波であり、地域の安ᚰᮦᩱと

఩置௜けることは㞴しい。伊豆半島全యでỈ⏘ᴗ、ほග

ᴗ、地域安全を考慮した対策が求められるとᛮわれる。 

㸲.東日本大震災の᚟ᪧ࣭᚟⯆஦౛ࡽ࠿ఱࢆᏛ࠿ࡪ

(1) ᪉㔪(๰㐀ⓗ᚟⯆)と予⟬

東日本大震災以前は被災前と同ࡌ⛬ᗘまでの「復旧」

までであったが、東日本大震災では஧ᗘと津波被害にあ

わないための

「๰㐀ⓗ復興」

を┠ᶆに、国

が ண ⟬ を

100㸣㈇ᢸす
ることとなっ

た。ᢞࡌられ

た㈝用はண⟬

のᮍᾘ໬な࡝

もあってわか

りづらいが、

ཎ発事ᨾ関連㈝用を㝖き 10年で約 30඙෇(図㸵)、15年で
約 40඙෇と報㐨されている。このうࡕ、津波被災者に㝈
って議論するなら３┴で約 40୓ே、復興ண⟬の全㢠が津
波防災にᢞࡌられたヂではないが、被災者１ேᙜりに᥮

⟬してᩘ༓୓の⛯㔠がᢞධされたとゝ࠼なくもない。 

(2) の஦౛࢕ࢸࢩクトࣃࣥࢥ
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筆者らはこの 15年㛫、ほぼẖ年、東日本大震災の被災
地を視察しているが、過␯໬が進む⁺村で小規模の高ྎ

⛣㌿地がᘓ設

されているの

をᩘ多くぢて

いる。ᡞᩘ

(世ᖏᩘ)がᑡ
なく㏆くにಖ

⫱ᅬࡸ学ᰯ、

ၟᗑ、་⒪ᶵ

関もなけれࡤ、

㐲からず「ࣆ

ーࢦの࢝ࣆ࢝

ストタ࢘ン」

となるであࢁ

う。その一᪉

で、ある⛬ᗘ

のேཱྀ規模を

確ಖし、ᒃఫ

者㛫の関係性

をቯさないよ

う␃ពしつつ

津波ᾐỈ範囲

のᐙᒇを高ྎ

⛣㌿し、学ᰯᅬࡸ་⒪ᶵ関な࡝と⤌ྜࡳわࡏ新たな「ま

わྜࡳ⤌をᙧ成した事例もある。多㔜防ᚚと⛣㌿を「ࡕ

もある。過␯໬が進むいくつかの沿岸㞟ⴠ「ࡕま」たࡏ

をまとめてコンパクト࢕ࢸࢩをసり上ࡆた、宮ᇛ┴ᒾ἟

ᕷの⋢ᾆす地༊ࡸ、同ࡌく宮ᇛ┴ᒣඖ⏫のᒣୗ地༊な࡝

の事例は、南海トラフ地震をᛕ㢌に置いた災害ண防のま

 。づくりの参考事例として఩置௜けられるべきであるࡕ
 
(3) 㐨㊰⥙ 

 常☬㐨に⧅がる௝ྎからඵᡞまでを⦪㈏する三㝣沿岸

㐨㊰は 2021 年 12 月に᏶成した。ෆ㝣と三㝣沿岸を結ࡪ
高規᱁のᶓ᩿㐨㊰(復興ᨭ᥼㐨㊰)も᏶成している。発災
から 15年をᚅたずしてこのレベルまでの㐨㊰⥙ᵓ⠏が᏶
成したヂだが、この᫬㛫の長さはᴫࡡ、南海トラフ地震

発生までに残された᫬㛫の長さでもある。求められるの

は、ປാຊῶᑡが確実にくい᥃かってくる㏆ᮍ᮶ண想に

㚷ࡳての、被災ᚋの復興ではなく、被災┤ᚋからのᨭ᥼

活動もព㆑しての(紀ໃ㐨ࡸ伊豆⦪㈏㐨㊰のような)高規
᱁の㐨㊰インフラの事前ᩚഛ、となる。 
 

㸳．南海トラフ地震対策のಁ㐍のࡓめに 

 
(1) ஦ᚋ対ᛂ(᚟ᪧ࣭᚟⯆)の㈝⏝と災害予㜵の㈝⏝ 

東日本大震災での復旧・復旧ண⟬は前㏙のように 30～
40 ඙෇と考࠼られるが、東日本大震災よりも被災範囲が
ᗈく被災者も多く、社会経῭ⓗ◚ቯも大きいことがᚲ⮳

の南海トラフ地震のሙྜ、復旧・復興ண⟬として࡝のく

らいの㢠が想定されるのであࢁうか。また、災害ண防ᢞ

㈨をቑࡸすことで、࡝のくらいの被害をῶらすことがฟ

᮶るのであࢁうか。 
2025年 6月にᅵᮌ学会は、今ᚋ 10年㛫で 58඙෇以上
のබ共インフラ対策㈝のᢞධで、161 ඙෇(以上)の復興㈝
ᅽ⦰と⛯཰ῶᑡ回㑊がฟ᮶るとのヨ⟬をබ表した。この

ヨ⟬はබ共୺యのබ共インフラᢞ㈨に↔Ⅼをᙜてたもの

で、ఫᐙの⪏震⿵ᙉによる被害㍍ῶຠ果まで⟬ฟされた

ものではない。ともあれ図㸵から想ീされるように、ఫ

Ꮿ・防₻ሐ・㐨㊰⥙な࡝への災害ண防ᢞ㈨により被害を

ᢚ࠼ることができ、復興ண⟬をྵめたண⟬をᢚ࠼るだけ

でなく、確実にே࿨ࡸ生活基┙をᏲることがฟ᮶る。 
 

(2) 災害予㜵ᢞ㈨の୺࡞対㇟とࡑのຠᯝ 

筆者らは、求められる災害ண防ᢞ㈨の୺な対象として、

➀ఫᏯの⪏震໬、➁津波対策 ➂㐨㊰⥙ࡸ上ୗỈ㐨な࡝の
ライフラインᩚഛ、を考࠼ている。ゝうまでも↓くこれ

らのㄢ㢟は南海トラフ地震の想定被災地だけでなく、全

国ⓗなㄢ㢟である。ここでは、南海トラフ地震の復旧・

復興㈝用と「࡝れだけの災害ண防ᢞ㈨があれ࡝ࡤれだけ

のことがฟ᮶るか」についてのヨ⟬を行ってࡳる。 
地域は南海トラフ地震の被災地に㝈定し、復旧・復興

にᚲせな㈝用を(┦ᙜにᑡな┠であるとはᛮうが)௬に 30
඙෇とし、同㢠を上記災害ண防ᢞ㈨の୺せ３㡯┠に各 10
඙෇඘てたとしてࡳる。南海トラフ地震による被災ᕷ⏫

村ᩘについては「南海トラフ地震防災対策推進地域指定

ᕷ⏫村」の１㒔２ᗓ 27┴ 723ᕷ⏫村とは大きく␗なるが、
今回の視察範囲である 83ᕷ⏫村にవ⿱をぢて 100ᕷ⏫村
とする。ேཱྀ規模ࡸ㠃✚規模、対策の進行状ἣ➼につい

ては考慮しない。 
a) ఫᏯの⪏震໬ 
 旧⪏震ఫᏯの⪏震⿵ᙉに 10඙෇の⛯㔠をᢞධฟ᮶るな
ら、ᚲせ経㈝を１Ჷᙜたり 200 ୓෇として 500 ୓Ჷ、１
ᕷ⏫村ᙜたり༢⣧ィ⟬で５୓Ჷの⪏震⿵ᙉができる。 
b) 津波対策 
同ᵝに津波対策に 10඙෇の⛯㔠をᢞධฟ᮶るなら１ᕷ

⏫村ᙜたりの対策ண⟬は༢⣧ィ⟬で 1000൨෇、レベル２
の津波にも⪏࠼られる「一᮲ሐ」17.5km の３ಸの㊥㞳の
防₻ሐのᙉ໬ࡸ多㔜防ᚚを行うことがฟ᮶る。 
c) 㐨㊰⥙ୖࡸୗ水㐨࡝࡞のラ࢖フラᩚࣥ࢖ഛ 
想定津波被災地をつなࡄ高規᱁㐨㊰については、東九

州⮬動㌴㐨、四国㸶のᏐネࢵトワーク、紀伊半島一࿘高

㏿㐨、伊豆⦪㈏㐨➼のᕤ事が進行中である。これらの推

進に半分を౑うとしても、津波ᾐỈ地域の高ྎ⛣㌿ࡸ、

沿岸㞟ⴠの㞟約㸦コンパクト࢕ࢸࢩ໬㸧に１ᕷ⏫村あた

り 500൨෇の事ᴗ㈝が୚࠼られる。そのうࡕ 1割の 50൨
෇を震災用஭ᡞの᥀๐とί໬ᵴの෌導ධに඘ᙜするだけ

でも、上ୗỈ㐨被害は┦ᙜ㍍ῶさࡏることがฟ᮶る。 
 
㸴．ࡾࢃ࠾に 

 
ክ≀ㄒを㏙べてしまったか、とのᛮいはあるものの、

求められるべきは、「ேᰕが立たなけれࡤ⛯㔠がᢞධさ

れない」現ἣからの⬺༷である。もࢇࢁࡕこれには、᠇

法学ࡸᨻ治ဴ学、㈈ᨻဴ学といった分㔝もྵむᗈい範囲

での┿๢かつᗈ範囲な᳨ウが求められる。高㱋者のࡳが

ఫࡳ次世௦にはᘬき⥅がれないであࢁうᐙᒇの⪏震⿵ᙉ

に⛯㔠をᢞධすることに࡝れほ࡝のព࿡があるのか、と

いった、ᙜ↛ฟてくるであࢁう␗論཯論もᐜ᫆に想ീで

きる。ただ、ⴭ者らが現地視察で┠のᙜたりにしたこと

は、一᪉で「国㞴」「国㞴級」といったゝ葉が㌍りつつ

も、それらの議論から置きཤりにされてしまった⁺村の

旧⪏震ఫᏯであり⊃あい㐨㊰であった。 
ேཱྀῶᑡ社会における巨大災害という㑊けられない㏆

ᮍ᮶のㄢ㢟に࡝う立ྥࡕかうのか。ၥわれているのは、

ክ≀ㄒとゝわれようともᦂるがない想ീຊとᵓ想ຊ、つ

まりはࣦࣙࢪ࢕ンをᥥきฟすຊではないだࢁうか。 
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事前復興計画に関する住民理解の醸成手法とその効果の検証 
 －和歌山県田辺市の事前復興計画策定の取組を事例に－ 

Study on Fostering Public Understanding of Pre-Disaster Recovery Planning: 
A Case Study of Pre-Disaster Recovery Plan in Tanabe City, Wakayama Prefecture 

ᑠ಴ ⳹Ꮚ1,2ۑ
，市ྂ ኴ㑻1

Hanako OGURA1 and Taro ICHIKO2

1 ᮾி㒔立大学 㒔市⎔ቃ⛉学研究⛉ 㒔市ᨻ策⛉学ᇦ 
     Tokyo Metropolitan University 
2 ᰴ式会♫建設ᢏ⾡研究ᡤ 㜵災㒊 
     Disaster Mitigation Division, CTI Engineering Co.,Ltd. 

  Discussing pre-disaster recovery plans with residents and facilitating their understanding can lead to smoother 
recovery after a disaster. The objective of this study is to develop and evaluate a method through which residents can 
gain a clear understanding of the objectives and functions of pre-disaster recovery plans and effectively incorporate 
their perspectives as principal stakeholders in community recovery. 

Keywords : Pre-Disaster Recovery Planning , Nankai Trough earthquake , Tsunami , emergent , improvisation , 
emergent , common understanding 

１．はじめに 
事前復興計画の検討は，༡ᾏトࣛࣇ地㟈等の大規模地

㟈が想定されている地ᇦを中心に全ᅜྛ地で実施されて

いる。しかし，その策定においては計画策定主体である

基♏自἞体のᢪえる課題がከく，策定が進まない現状が

ある。事前復興計画は，計画自体がᖹ᫬においてά用さ

れるものではなく，被災後の復興計画策定᫬に土ྎとな

る考え方が位置づけられるものである。そのため，計画

の検討の過程の中で「༶興性（improvisation）(1)」「๰発

性（emergent）(1)」に結びつく⤒㦂を✚み重ࡡることで，

事後に発᥹されるといった考え方を前ᥦに置くᚲ要があ

る。このことを，事前復興計画の策定に取り組ࡔࢇこと

のない基♏自἞体においてཷけ入れることは大きなࣁー

ルとなることが➹者のこれまでの取組の中でも把握さࢻ

れてきた。 
ᑠᯘ 1)は，被災後の復興の実㉁的なプロセスは，ᖹ᫬

のまちづくりにみられる「構想」Ѝ「計画」Ѝ「事業」

からなる本᮶のセオリーとは㏫の㡰␒，つまり㏫㌿のプ

ロセスの中で対応ࡊࡏるをᚓないとᣦ᦬している。その

ため，想定されうるᵝࠎなことを事前に考えておくこと

がᚲ要であり，たࡔし，࣐ࣗࢽアルをస成して㡰␒通り

にືくことが全てではなく，想定እが発生する事ែを念

頭に置くことがᚲ要である。また，被災後に策定する復

興計画は，被災地ᇦの住民との対話を通して理解と共通

認識を㔊成しながら検討を進めていくこととなる。事前

復興計画の検討においてもྠᵝに，住民をྵめた議論を

行い，被災後にも復興まちづくりの中心となる住民自㌟

が理解を῝めておくことが，いࡊ被災した後に෇⁥に復

興を進めることにつながると考える。つまり，事前復興

計画の検討・策定プロセスは住民にとっても重要であり，

計画策定主体の୍つとして住民をᤊえ，୍⥴になって取

組を進めるᚲ要がある。

以上を踏まえ，本研究では，事前復興計画の策定過程

において，住民が事前復興計画の意⩏，役割を☜実に理

解・認識し，その上で，復興まちづくりの主体としての

住民意見を丁寧に把握し，計画にⴠとし㎸ࡴための手法

を構築し，その効果を検証することを目的とする。 
発災┤後に復興後の生άをල体的に想像することはᴟ

めてᅔ㞴である。しかし，まちのᑗ᮶像を描けないまま

に復興を㏕られる現実がある。୍方，まちのᑗ᮶像がな

けれࡤ被災者は，復興後のᮍ᮶に向けた新たな୍Ṍを踏

みฟࡏないというジࣞン࣐がᏑᅾする。本研究は，この

ジࣞン࣐に対する試みとして，発災後の 10年後までを対
象に想像する取組を行うこと自体に意⩏がある。 

２．研究方法 
(1)研究の対象地
和歌山県田辺市は，༡ᾏトࣛࣇ地㟈により᭱大 12m の

津波がくう地ᇦである。Ṛ者ᩘは᭱大で 15,600 ே，㑊㞴
者（㑊㞴ᡤ及び㑊㞴ᡤእ）は᭱大で 47,100 ேに及ࡪと想
定されている 2)。津波ᾐỈが想定される࢚リアには，住

Ꮿ⾤，商業ࡸ漁業施設が集✚している。そのため，㏿ࡸ

かな復ᪧ・復興がなされࡎ，⤒῭的ᨭ᥼策が行きᒆかな

い場ྜ，ᇦእ࡬のேཱྀὶฟがᠱ念される。 
事前復興計画の検討にあたり，津波ᾐỈ想定༊ᇦ，㑊

㞴行ື≉性ࡸ生άᅪ等を踏まえ，市ᇦをす㒊地༊，中㒊

地༊，ᮾ㒊地༊に༊分されている。す㒊地༊には，JR ⰾ
㣴㥐を中心に，ⰾ㣴ᕝ୧ᓊに位置するⰾ㣴地༊，田辺‴

ἢᓊに位置する目Ⰻ地༊，Ụᕝ地༊がྵまれる。中㒊地

༊には，JR ⣖ఀ田辺㥐を中心に，ᕥ会津ᕝᕥᓊの商業地
と住Ꮿ地をྵࡴ地༊がྵまれる。⇃野ྂ㐨，㜚㭜⚄♫等

のከくのṔྐᩥ໬㈨※を有する地ᇦである。ᮾ㒊地༊に

は，JR ⣖ఀ新ᗉ㥐を中心に，新ᗉ⏫がྵまれる。ᩥ㔛‴
࿘辺は，ྂくから〇ᮦ業でᰤえてきた。㏆年は新興住Ꮿ

地がᩚഛされ医療・福祉施設，ᩍ⫱施設等のከᵝなᶵ⬟

を有する地ᇦである（図 1）。 
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事前復興計画策定の取組において，令和 3 年度に市職
員によるワークショップ等を踏まえた机上検討が行われ，

事前復興計画案としてとりまとめられた。その後，令和

4 年度に復興まちづくりを進める際に重要な役割を担う
住民のうち代表者を選定し，事前復興に対する理解を促

すための手法を取り入れた「田辺市事前復興計画検討会

議」（以下，「検討会議」とする。）が実施され，事前

復興計画案の更新が行われた。以上より，令和 6 年 3 月
に事前復興計画が公表された 3)。 
復興まちづくりの現場では，意見を聞き取りながら計

画を形にすることが中心であることに対し，事前復興計

画の検討においては，起きていない事象に対する「想像」

が求められる。そのことを踏まえ，和歌山県田辺市の取

組では，被災者像を設定した上でシナリオを描く手法が

採用されている。 
以上より，事前復興計画策定の過程の中で，実際の復

興まちづくりを念頭におき，計画策定の段階から住民と

の情報共有・対話を行う等の丁寧なプロセス構築を図っ

た事例として検証の有用性がある。 
(2) 研究の方法 
本研究では，検討会議における住民の代表者との情報

共有，対話の試みについて，参与観察した結果をもとに

住民が自分事として事前復興計画を認識し，その上で計

画策定に係る意見を集約する手法をグループワークの結

果，検討会議における意見，事後アンケート結果をもと

に分析する。 
 
㸱．検ウ఍㆟のᴫせ 
(1) 検ウ఍㆟の఩⨨࡙࣭ࡅෆᐜ 
 検討会議は，地元関係団体の意向を把握し，事前復興

計画に反映して実効性のあるものとするとともに，官民

の協力体制を構築することを目的に全 5 回で実施された。
令和 3 年度にとりまとめられた事前復興計画案をもとに，
主に復興まちづくり計画について共通認識をもつことを

主眼に置き，大規模災害発生後の復興まちづくりを住民

の立場で考え，議論する場と位置づけられた。 
 検討会議委員は，土木・建築，医療・福祉，農業・漁

業，商工等の分野の関係団体の 17名で構成された。関係
団体の代表を主体としつつ，男女比に留意し，次世代を

担う若い世代を織り交ぜる等の工夫がなされた（表 1）。 
 第1回及び第2回は，事前復興計画の基本的な考え方，
田辺市が考える復興基本方針案について理解を図ること

を目的に座学形式で実施された。第 3 回は，大規模津波
災害からの復興パターンを理解し，田辺市が考える復興

まちづくりイメージ案をもとに課題と対応策を考えるこ

とを目的にグループワークを取り入れて実施された。第

4 回は，被災後に想定される状況を住民の視点で想像し

ᅗ 1 研究の対象地㸦和歌山県田辺市㸧のᴫせ 
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課題と対応策を考えることを目的にグループワークを取

り入れて実施された。第 5回は，4回の検討会議における
意見の計画࡬の反映方針に関する意見交᥮が実施された。

また，第 2 回の後に被災地復興に対する理解を῝めるた
めᮾ᪥本大㟈災被災地にて現地視察が行われた。 
(2)住民のどⅬに❧ࢡ࣮࣡ࣉ࣮ࣝࢢࡓࡗのᐇ᪋
第 4 回検討会議では，࢝スタ࣐ージࣕーࢽーの視点を

取り入れたグループワーク(3)が実施された（表 2）。復興
まちづくりイメージ案の地ᇦ༊分とྠᵝにす㒊地༊，中

㒊地༊，ᮾ㒊地༊の 3 つのグループに分かれ，ಶேワー
ク及びグループ討議を組みྜわࡏて進められた。1 グル
ープ 5㹼6ேで構成され，ಶேワークは，発災後から復興
の目Ᏻとゝわれる 10年後までを対象に自分自㌟ࡸᐙ᪘の
生ά像及びまちのጼをイメージし，᫬⣔ิに応ࡌて想定

される状況ࡸ心ቃの᭩きฟしが行われた。

グループ討議は，ಶேワークの結果をもとにグループෆ

で共有し，意見交᥮が実施された。以上の結果を踏まえ，

住民の視点から᫬⣔ิに応ࡌたឤ情ኚ໬が模㐀⣬にࣕࢳ

ートᩚ理された。

 ಶேワークを行うにあたり，ᮾ᪥本大㟈災における事

例を踏まえた発災後の᫬⣔ิに応ࡌた前ᥦ᮲௳及び状況

がᥦ♧された（表 3）。࠙災害発生から㸯か月後㸸㑊㞴
ᡤ生άをしている中，市の復興基本方針が♧され，発災

後 3 か月後を目㏵に復興まちづくり計画を市民にᥦ♧す
るスケジࣗールが♧された。࠙ࠚ災害発生から 3 か月
後㸸第 1 回地༊ู復興まちづくり協議会が㛤ദされ，⩣
月から応ᛴ௬設住Ꮿ入ᒃが㡰次㛤ጞするㄝ᫂がなされた。

復興まちづくりイメージ図と事業スケジࣗールが♧され

たものの，ᅜ・県との協議及び 㔞・ㄪᰝ，設計等を୪

行で進めなけれࡤならないため現᫬点で☜約できないと

いうㄝ᫂がなされた。࠙ࠚ災害発生から 1 年後㸸定ᮇ的
に地༊ู復興まちづくり協議会が㛤ദされ，復興事業全

体のὶれを理解できるようになってきたが，ᮍࡔ分から

ないことがከい状ែである。自Ꮿの෌建方法について意

向ㄪᰝを実施するというㄝ᫂がなされた。࠙ࠚ災害発生

から 3㹼5年後㸸地༊ู復興まちづくり協議会で⛣㌿住Ꮿ
地のᘬきΏしがண定より 1 年㐜れるというㄝ᫂がなされ
た。࢘ࣁスメー࢝ーからは建築ࢥストの㧗㦐，╔工᫬ᮇ

の㡰␒ᚅちの状況を聞き，㖟行にはぶᏊリࣞーローンを

່められた。災害公Ⴀ住Ꮿ入ᒃに関する᭱⤊意向ㄪᰝの

⥾ษが㏆づいている状況である。࠙ࠚ災害発生から 10年
後㸸新しい自Ꮿでの生άが 3年目を㏄えた。ࣅࣞࢸの 10
年≉␒により௒᪥までの事をᛮいฟすᶵ会がቑえている。

復興関係者のῶᑡにより⾤なかが㛩ᩓとしてきている。ࠚ

被災者目⥺から復興に向けて想定される状況ࡸ心ቃのኚ

໬に関わる要⣲を┒り㎸ࡴことで，被災後から復興まで

の状況をල体的にイメージできるෆᐜとされた。 

㸲．኱つᶍ⅏ᐖࡽ࠿の復興の理解にྥ࣮࣓࢖ࡓࡅ

 の⤖果ࢢࣥࢽ࣮ࣞࢺࢪ
に対ࡾࡃ࡙ࡕࡲ復興ࡓࢀࡽᚓ࡚ࡋを㏻ࢡ࣮࣡ࣉ࣮ࣝࢢ(1)
するẼ࡙࣭ࡁᨵၿ策に関ࢃるពぢ

࢝スタ࣐ージࣕーࢽーの視点を取り入れたグループワ

ークを通して，ከくのẼづき，ᨵၿ策に関わる意見がᢳ

ฟされた（図 㑊㞴ᡤ生άをしている᫬ᮇから応ࠑ。（2
ᛴ௬設住Ꮿ࡬の入ᒃが㡰次ጞまる᫬ᮇ（災害発生から 3
か月後）ࠒにおいては，㑊㞴ᡤ生άの中で想定されるၥ

題を事前にシ࣑ࣗࣞーションして心のケアをྵめたඃඛ

㡰位ࡸルールを事前に考えるᚲ要があるという㑊㞴生ά

に関わり想定されるၥ題に関する意見がᣲࡆられた。ま

た，㑊㞴ᡤ，応ᛴ௬設住Ꮿにおけるᚑ前の࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥ

のே㐩が集まる場ᡤ・ᶵ会を⏫ෆ会よりᑠさい༢位でస

るというᨵၿ策に関わる意見がᣲࡆられた。ࠑᑡしࡎつ

大規模災害をཷけ入れる᫬ᮇ（災害発生から 1 年後）ࠒ
においては，㧗㱋者の視点からᐙを新たに建てるᚲ要性

に関わる意見，௙事・㞠用，生ά෌建におけるከくの課

題に┤㠃し，そのඛの事を心㓄する᫬ᮇであるという意

見がᣲࡆられた。ࠑ地༊の復興の進ᤖࡸಶࠎの生ά෌建

の見通しにᕪがฟጞめる᫬ᮇ（災害発生から 3㹼5 年
後）ࠒにおいては，災害が発生していない௒の᫬ᮇに௒

後࡝うするか考え，‽ഛしておくことで被災 5 年後には
もうᑡし᫂るい方向で考えられるといった事前から復興

後の事を考えておくことのᚲ要性に関わる意見がᣲࡆら

れた。また，生ά෌建におけるᵝࠎな選ᢥに┤㠃するこ

と，ಶࠎのࣛイࣇスタイルࡸ⎔ቃによって生ά෌建のあ

り方がከᵝであることのẼづきに関する意見がᣲࡆられ

た。ࣁࠑーࢻ㠃の復興がᴫࡡ཰᮰しつつも心の復興㠃で

は課題がṧる᫬ᮇ（災害発生から 10年後）ࠒにおいては，
⏫ෆ会ྠኈの㐃ᦠによる交ὶのά発໬が地ᇦ・まちの復

興にᚲ要であること，復興事業が進み生ά⎔ቃはᩚうが
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「生きる目ᶆ」「ാく意ḧ・目的」がᑡしࡎつḞけてく

る᫬ᮇであるため，まちの復興と共に「心の復興」が重

要であること等のẼづきに関する意見がᣲࡆられた。ま

た，10 年の⠇目に元Ẽのあるイ࣋ントをసり上ࡆて，ᮍ
᮶に向けた元Ẽな復興まちづくりのきっかけができると

Ⰻいといった，住民自らが被災からの復興に前向きに取

り組ࡴためにᚲ要な視点に関する意見がᣲࡆられた。 
 のศᯒࢺ࣮ࣕࢳ㢼ࣉࢵ࣐࣮ࢽ࣮ࣕࢪ࣮࣐ࢱࢫ࢝ (2)
 また，グループワーク成果としてまとめられた࢝スタ

࣐ージࣕーࢽー࣐ップ㢼ࣕࢳートの結果をもとに，᭩き

ฟされた௜⟢のෆᐜについて分析を行った（表 4）。災
害発生からの᫬⣔ิとその᫬の状況から，「プࣛスឤ情」

と「࣐イナスឤ情」を考៖した意見（௜⟢）に対して，

。とに௳ᩘをᩚ理したࡈスト分㢮を行い，グループ࢟ࢸ

災害発生から 3 か月後までは，ྛグループ「㑊㞴生ά」
「心のケア」に関わる意見がከくᣲࡆられ，被災後の㑊

㞴生άにおけるᏳ心の☜ಖが住民にとって大きな関心ࡈ

とであることが把握された。災害発生から 5 年後までは，
㑊㞴生άから「生ά෌建」に目を向けጞめ，自㌟の生ά

෌建に対する୙Ᏻࡸそれにకう復興まちづくりにおける

㐺ษな情報ᥦ౪，用地☜ಖ等に対する関心があることが

把握された。災害発生から 10 年後は，「心のケア」，
「生ά෌建」，「復興計画」に関する意見がᣲࡆられ，

自㌟の生άにຍえて，ᣢ⥆ྍ⬟な復興まちづくりに対す

る関心があることが把握された。その࡯か，プࣛスឤ情

について，意見⥲ᩘはከくないものの，災害発生後᫬㛫

の⤒過とともにከくなるഴ向にあることが把握された。 
以上より，᭱⤊的にᩚ理された࢝スタ࣐ージࣕーࢽー

࣐ップ㢼ࣕࢳートでは全グループで，災害発生から 1 年
後にẼᣢちのኚ໬が大きいこと，災害発生から 10年㛫の
㛗ᮇ㛫の中でᑡしࡎつプࣛスឤ情が大きくなっていくこ

とが把握された。災害発生┤後は目の前の㑊㞴生άにお

けるၥ題ࡸ୙Ᏻに対応していくことがᚲ要であり，1 年
の༊ษりの中でẼᣢちのᩚ理がつきጞめるのではという

イメージを全体で共通認識としてᚓられた結果と考える。 
(3) 検ウ఍㆟にࡅ࠾るពぢ࣭成果 
 第 5 回検討会議では，委員による意見交᥮が実施され
た。この中で，委員のᑓ㛛分野を踏まえた「事前復興計

画について地ᇦ࡬のⴠとし㎸みの重要性をឤࡌる。」

「༴ᶵឤの共有ができていないことをᨵめてឤࡌた。」

「復興まちづくりを考える上で，その前段階の対応にၥ

題が起こると෇⁥に進めることが㞴しくなるため，その

ためのഛえが重要である。」等の意見がᣲࡆられ，事前

復興計画の住民࡬の࿘▱，ၨ発ࡸ理解促進のᚲ要性，被

災後のよりⰋい復興のための༴ᶵឤ等の共通認識を図る

ᚲ要性，復興まちづくりのみならࡎ災害発生┤後からの

対応をྵめた事前のഛえのᚲ要性に関して，検討会議委

員に対する理解ࡸ意識の共有が図られた。 
 また，第 5 回検討会議の⤊஢後，委員に対して，グル
ープワーク及び検討会議全体を通してᚓられた「復興ま

ちづくり」「事前復興計画」に対する理解度と検討会議

をきっかけとした௒後の㜵災άື，まちづくりάື等に

対する意識のኚ໬に関するアンケートを実施した（表

5）。グループワークに対して，12ே中 9ேが理解が῝ま
ったと回⟅，検討会議に対して，13ே中 11ேが理解でき
たと回⟅した。また，検討会議による意識ኚ໬について，

14ே中 13ேが意識ኚ໬をឤࡌたと回⟅した。以上より，
グループワークをྵࡴ検討会議の୍㐃のプロセスが「事

前復興」の取組に対する理解ࡸᖹ᫬における意識ኚ໬に

ᐤ与したとゝえる。 

㸳．⪃ᐹ 
(1) 成果 
 以上より，事前復興計画策定の取組において，住民を

対象にした検討会議を実施し，その中で，災害発生後か

ら 10年㛫の᫬⣔ิ༊分による状況と心ቃをヲ⣽にᢳฟす
ることで，住民が「復興まちづくり」ࡸ「事前復興計画」

の取組を「自分事」として認識し，理解の㔊成を図るこ

とに୍定の効果がᚓられた。また，事前復興計画そのも

のを「࡝のようにᨵၿ，更新す࡭きか」という┤᥋的な

ၥいかけではなく，被災後の自㌟ࡸまちの状況を想像す

るための࢝スタ࣐ージࣕーࢽーの視点によるグループワ

ークを取り入れることで，計画を考える上での取組の௙

方に࢛ࣇー࢝スすることの重要性に♧၀をᚓた。これら

の取組を重ࡡることで，災害発生後に生まれる「๰発性

（emergent）」に結びつくものと考える。 
 ୍方，「心の復興」にも目を向けるᚲ要がある。᫬㛫

の⤒過とともに被災者の心のയがᑡしࡎつ⒵える中でも，

ឤ情ኚ໬のከᵝ性と㠀⥺形性を踏まえることが 10年㛫の
ᮇ㛫で復興を考える上でḞかࡏない視点である。 
(2) ௒ᚋのㄢ㢟 
 本研究では，住民の代表を対象に検討会議を行い，グ

ループワーク等を通してᚓられた成果をもとに分析し効

果を検証した。検討会議委員の意見にもᣲࡆられるよう

に，௒回の取組は୍㒊住民によるものであり，さらにᗈ

く取組をᗈࡆ，ከ世代をྵめた議論を行うᚲ要がある。

また，検討会議を通して୍定の理解と認識の㔊成に効果

をᚓられたとゝえるものの，事前復興計画の役割，位置

づけ，そのෆᐜについては，計画の中で用いられる用ㄒ

の㞴しさからも理解の観点では課題がṧった。事前復興

の取組を⥅⥆的に進めるためには，対象をᗈࡆるととも

に，ㄡもが理解しࡸすいㄝ᫂，用ㄒの定⩏・౑用等を検

討するᚲ要があり，それらのල体的な手法についてはᘬ

き⥆き検証を進めていきたい。 
⿵ὀ 
(1) 市ྂ 4)は，事前復興研究の視点から災害復興計画策定に関わ

る組織の「๰発性(emergent)」に╔目し，㠀ルーࢳン的なά
ືであっても発災前のࣄトࢥࡸトの㈨※のࢿットワークから

「༶興(improvisation)」されるものであると㏙࡭ている。 
(2)࣐ーケ࢕ࢸング用ㄒで用いられる「㢳ᐈが࡝のように商ရの
情報をᚓて㉎入意ḧを㧗め，㉎入࡬と⮳るのかというプロセ

スを᪑に見立てたもの」から発想し，被災後の復興まちづく

りの過程を᫬⣔ิで༊分し，その過程の中でᚓられる状況と

心ቃを「࢝スタ࣐ージࣕーࢽー࣐ップ」に見立てて，ࣕࢳー

トでᩚ理する手法として，本研究対象において⊂自に取り入

れられたものである。 
ཧ⪃ᩥ⊩ 
1)ᑠᯘ㑳㞝（1999 年）「⚄ᡞにおける復興まちづくりのึື対
応とᑓ㛛ᐙの役割」，㒔市研究ᡤ共ྠ研究Ϫ第 2回シン࣏ジ࢘
࣒（「㟈災復興計画の策定プロセスと復興まちづくりのึື

対応」） 
2)和歌山県（2014 年）「和歌山県地㟈被害想定ㄪᰝ報࿌᭩（ᴫ
要∧）」 

3)田辺市（2024年）「田辺市事前復興計画」 
4)市ྂኴ㑻（2020 年）「木㐀住Ꮿᐦ集地ᇦを対象とした復興ま
ちづくりカ⦎で๰発される㸺事前㸼復興まちづくり計画の意

⩏とྍ⬟性」， 㒔市計画論ᩥ集 No.30，pp. 1-11 

⾲ 5 検ウ఍㆟を㏻ࡓࡋ復興に対する理解ᗘࠊព㆑ኚ໬ 
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大規模地震発生時の電力被害と復旧について 

Damage of Electric Power Supply and Restoration after Large-Scale Earthquake 

〇 宮本 英治1
，小村 隆史2

Hideharu MIYAMOTO1 and Takashi KOMURA2

1 地域安全学会名誉会員 
     Honorable Member, Institute of Social Safety Science 
2 常葉大学社会環境学部 防災・地域安全コース 
     Disaster Management and Community Safety Course, Department of Environment and Society, Tokoha University 

   How many people are aware that Japan's disaster management discourses have been quite superficial in their 
assessment of damages and restoration of electric power supply in the event of major earthquakes? In damage 
estimation research paper on Nankai Trough Earthquake of 2025, discourses on damages of electric power plants have 
only just begun. In this paper, the authors, who have been involved in disaster management education and training for 
many years, present here how they have explained the issues of damages and restoration of electric power supply, and 
hope to raise awareness of these issues to the younger researchers and invite them to join us in addressing these issues. 

Keywords: Damage of Electric Power Supply, Restoration of Electric Power Supply, Damage and Restoration of 
Tokyo Metropolitan Earthquake, Damage and Restoration of Nankai Trough Earthquake 

１．はじめに 

 東日本大震災(2011年)の被害と復旧・復興の教訓から
政府・中央防災会議も南海トラフ地震対策を適宜見直し

ている。ただ、こと電力被害については、過去10年の施
策の基本となった「南海トラフ巨大地震対策について(最
終報告)」(2013年５月)でも、配電設備の障害による停電
の検討にとどまり、発電所被害は考慮されていない。当

然のことながら、これを受けた都道府県や市区町村の地

震被害想定調査も同様であり、筆者らが調べ得た限り、

発電所被害まで考慮したものはない。それから10年余が
経過した本年(2025年)３月、中央防災会議のWGによる
「南海トラフ巨大地震 最大クラス地震における被害想

定について【定量的な被害量】」で、「供給側施設被害

として個別の発電所の被害を考慮」したとようやく記さ

れた。その影響が及ぶ裾野の広さに鑑みて、極めて重要

な課題であるのだが、検討は始まったばかりである。 
一方筆者らは、2004年ごろから、災害図上訓練DIGを
活用しての民間企業(トヨタなど)の防災指導(後のBCP)に
携わってきた。その中で、伊勢湾岸に位置する中部電力

(現・JERA)の火力発電所の多くが被害を受けて長期に停
止する可能性が高いことを指摘し、トヨタの目標復旧時

間を従来の地震発生後10日から「Ｘ＋10日：Ｘはライフ
ラインの復旧予想日」へ変更することを提案した。この

目標復旧時間の考え方は、東日本大震災からのトヨタの

復旧計画に反映され、実際、2011年４月８日に「４月18
日から操業再開」との新聞発表が行われている。

同じく2000年代前半から半ばにかけ、筆者(宮本)は電
力会社からも発電所を対象とするDIGの指導依頼を受け、
各地の発電所で防災指導を行い、その中で発電所の災害

リスクに関する知見を得る機会を得た。その知見を元に

関西や四国・九州に位置する企業のBCPの指導を行う中
で、南海トラフ地震(東日本大震災までは東海・東南海・
南海地震と呼んでいた)での電力被害と復旧予想を説明し
てきた。さらに首都圏の企業に対しては首都直下地震で

の電力被害と復旧予想についても説明してきた。 
本論文は、これらの経験に基づき、大規模地震時の電

力被害と復旧に関して述べるものである。なお、水力発

電所は一般に規模が小さく、原子力発電所(原発)は東日
本大震災以後停止中のものが多く南海トラフ地震を受け

ての停止も考えられることから、両者とも対象外とした。 

２．過去の地震災害での電力被害と復旧 

(1) 阪神淡路大震災

関西電力の火力発電所の位置と阪神淡路大震災で大き

な揺れに見舞われた範囲を図１に示す。関西電力の火力

発電所は揺れが大きい地域には立地しておらず、緊急停

止したものの

被害は殆どな

く、運転を継

続していた J-
POWER (電
源開発 )の高
砂火力発電所

から起動電力

の提供を受け、

早期に電力供

給を再開した。

関西電力の停電からの回復状況を図２に示す。電柱電線

等配電設備被害は他の電力会社の支援を得て復旧が進み、

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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㸵日目(1/23)までには㏦電は再開された。 
なお、་⒪機関等ᚲ要施設への㏦電を急いだためಽቯ

ᐙᒇに対して

も㏦電を再開

、るをえずࡊࡏ

これにより多

くの㏻電火災

が発生した。

このことへの

反┬から後の

災害では各ᐙ

ᗞへの㏻電再

開には電力会

社はៅ重に対ฎしている。南海トラフ地震では、」ᩘの

電力会社が同時に被災し、復旧స業の┦஫ᛂ援がᅔ㞴に

なることから、発電施設被害にຍえ、配電設備の復旧に

も┦当長期の日ᩘを要することは☜実である。 
 

(2) ᮾ᪥ᮏ大震災 

a) ᮾ໭電力 

 東日本大震災におけるの東໭電力の発電所の被害状況

を図３に示す。東໭電力は、ኴᖹὒ岸にある東㏻とዪᕝ

の両原発が停

止し、」ᩘの

火力発電所も

ὠἼにより被

災した。ᖾい

にも日本海側

に立地する火

力発電所も多

く電力供給能

力の⣙半ศを

⥔ᣢし得た。

阪神淡路大震

災での関西電

力の早期再開

と、東日本大

震災での東໭

電力の電力供

給能力の⥔ᣢ

がその後の国

や⮬治యの被

害想定で、発

電所の被害を

↓どする஦に

⧅がったもの

とᛮわれる。 
もࡕろん被

災地では図４

から図５に示

すように、変

電施設や㏦電

設備も被害を

受けている。 
 

b) ᮾி電力 

東ி電力の原発には⚟ᓥ➨一、⚟ᓥ➨஧及ࡧ新₲県の

᯽ᓮส⩚原発がある。東日本大震災では⚟ᓥ➨一原発が

大஦ᨾを起こした࡯か、⚟ᓥ➨஧原発も緊急停止した後

にᗫ⅔がỴ定した。᯽ᓮส⩚原発は 2007年の新₲中㉺Ἀ

地震で全ての原子⅔が⮬動停止し、その後にᗄつかが再

起動したものの、東日本大震災後はすべて停止している。 
東ி電力の

火力発電所は

ኴᖹὒ岸の広

野火力などが

ὠἼ被害を受

けた࡯か、図

㸴のように東

ி湾ෆの５࢝

所の火力発電

所も一時停止

した。東໭電

力からの㏦電も止まり、東ி電力⟶ෆでは計画停電が２

㐌間続いた。 
 
(3) ᭱㏆の発電ᡤ被害 

a) ໭ᾏ㐨⫹᣺ᮾ㒊地震 

 2018 年㸷月に発生した໭海道⫹᣺東部地震(M7.6)では、
໭海道電力のⱢ東ཌ┿火力発電所がᙉい揺れ(ཌ┿町で震

ᗘ 7)にくわれ
て緊急停止し、

その影響で急

⃭な࿘Ἴᩘの

୙安定໬が生

じて໭海道全

域で広域停電

࢔クࢵラࣈ)
࢘ト )が発生
した。ࣈラࢵ

ク࢘࢔トは２

日で復旧したものの、図㸵に示すように、Ɫ東ཌ┿火力

の発電機の復旧には⣙ 10日から１ࣧ月を要した。 
 
b) ⚟ᓥ┴Ἀの地震 

 2022年３月 16日に発生した⚟ᓥ県Ἀ地震(M7.4)では、
各電力会社の発表によると東໭電力、┦㤿ඹ同火力、東

ி電力の」ᩘの火力発電所に被害を生じた。東໭電力で

は௝ྎ火力の４ྕ機、原町火力の１ྕ機・２ྕ機に被害

を生じて復旧に２㹼４ࣧ月を、┦㤿ඹ同火力では新地火

力の１ྕ機・２ྕ機に大きな被害を生じて復旧に８㹼10
ࣧ月を、東ி電力でも広野火力㸴ྕ機に被害を生じて復

旧に１ࣧ月を要した。⫹᣺東部地震のⱢ東ཌ┿火力とẚ

べて復旧に時間を要しているが、いずれも 2011年に東日
本大震災、2021 年に㹋㸵㸬３の⚟ᓥ県Ἀの地震を経験し
ていることが影響しているものと予想される。 
 
㸱．電力఍♫の発電⬟力と電力⼥㏻ 

 
(1) 電力఍♫

の発電⬟力 

 図８に、ᩘ

年前から防災

教⫱用に౑用

している大ᡭ

電力会社の災

害時の発電能

力のᴫ要を示

す。 2016 年
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の電力⮬⏤໬により多くの民間発電業者がㄌ生したこと、

東日本大震災後の原発の再✌ാၥ題、火力発電所のᨵᗫ

などで、地域別の発電能力の予 は㞴しくなっている。

以下の検討では、災害時には࡯とんどの原発が停止する

ことをᛕ㢌に置き、大ᡭ電力会社の発電能力から原発ศ

を㝖いて災害時の発電能力とした。 
 
(2) 電力఍♫㛫の電力⼥㏻ 

஦ᨾや災害で電力会社各社の供給能力が୙㊊したሙྜ、

電力会社間で電力⼥㏻が行われるが、各社間の㏦電能力

(2021 年現ᅾ)を図㸷に示す。なお、これは㐃携線の最大
㏦電能力であり、各社の供給力をಖドするものではない。

౛えば関西電力と各社との㐃携線の㏦電能力の࿴は 1005
୓ KW であるが、災害時に同時にこれを受電できるわけ

ではない。 
また、中部電力・東ி電力間は࿘Ἴᩘ変᥮がᚲ要であ

るが、変᥮能力は東日本大震災時Ⅼで 120 ୓ KW、2021
年に 210୓ KWにቑᙉされた。௒後は 300୓ KWまでቑ
ᙉされる予定がある。 
 
㸲．㤳㒔┤ୗ地震での㤳㒔ᅪの電力≧ἣ 

 
 首都直下地

震の一つに

M7 ⣭の都ᚰ
南部直下地震

があるが、こ

の地震は東ி

湾岸に位置す

る各発電所へ

の影響が大き

い。都ᚰ南部

直下地震が発

生したሙྜは、

前に図㸴に示した東ி湾ἢいの火力発電所の全てが停止

し、地震直後はࣈラࢵク࢘࢔トになる可能性が高い。配

電設備の被害も広域で㟂要ᐙᩘも多く、ᛂ急㏦電だけで

も阪神淡路大震災での復旧時間を大ᖜに上回る時間を要

するものとᛮわれる。ኴᖹὒ岸の広野火力などからに他

社からの電力⼥㏻をຍえても、計画停電は㏻常時の⣙

50㸣⛬ᗘから始まり、電力供給の᏶全復旧まではᩘか月
を要すると考えられる。 
 
㸳．༡ᾏࣇࣛࢺ地震でのྛ地ᇦの電力≧ἣ 

 
 図１１は南海トラフ地震ࣞ࣋ࣝ１(ᐆỌᆺ)の震ᗘとὠ
Ἴ高のศᕸである。これに基づき、各地方の電力状況を

予 する。電力被害が⏒大な地域は中部電力、関西電力、

四国電力の各⟶ෆである。 
 
(1) ࿘ᅖの≧ἣ 

 まず被災地の࿘囲の状況を述べる。 
a) ᮾி電力 

 南海トラフ地震の影響は、図１１で示す㏻り、東ி湾

ἢ岸部では震ᗘ４㹼５ᙅ、ὠἼ高１㹼２㹫と、東日本大

震災と同⛬ᗘであろう。東ி湾ἢいの火力発電所の一時

停止はありうるが、ኴᖹὒ岸の火力発電所は東日本大震

災の時のようなὠἼ被害はなく、揺れも小さいので首都

圏に計画停電は生じないとᛮわれる。 

b) ஑ᕞ電力 

 大ศ南部㹼

宮ᓮἢ岸部は

南海トラフ地

震で３㹼５㹫

のὠἼにくわ

れるが、この

範囲に九州電

力の火力発電

所はない。九

電の火力発電

所の大半は九州໭部にある。別府湾に㠃した新大ศ火力

が一時停止する可能性はあるが、安全性を☜ㄆ後に早期

に再開するとᛮわれる。 
c) ୰ᅜ電力 

中国電力の火力発電所は日本海側と℩ᡞෆ海側、≉に

℩ᡞෆ海側に多い。℩ᡞෆ海ἢ岸では震ᗘ４㹼５ᙉ、ὠ

Ἴ高２㹼３㹫と予想され、一時停止する可能性はあるが

安全性を☜ㄆ後に早期に再開するとᛮわれる。 
 
(2) ༡ᾏࣇࣛࢺ地震被災地の≧ἣ 

a) ୰㒊電力 

 図１２に、༑年࡯ど前から説明㈨ᩱとして用いている

中部電力の発

電所の位置と

ࣞ࣋ࣝ１の震

ᗘศᕸを示す

㸦この図は上

㉺火力の✌ാ

前にసᡂした

もので、ᑿ㮖

୕⏣火力発電

所は 2018 年
にᗫ止されて

いることに␃ពされたい㸧。 
 その時Ⅼで὾ᒸ原発が再✌ാしているかどうかは୙明

であるが、いずれにしても南海トラフ地震後は長期に停

止する。全ての火力発電所が大きな揺れに見舞われ、ຍ

えてᾮ状໬での側方ὶ動やὠἼによるㆤ岸施設の被害も

予想され、発電再開に┦当の時間を要することはᚲ⮳と

筆者らは考えている。 
 他社からの電力⼥㏻については、西からは同時被災で

期ᚅできない。࿘Ἴᩘ変᥮⿦置を㏻して東から 210 ୓
KW、໭㝣電力から 30୓ KWの⼥㏻は期ᚅฟ来るが⮬社
の上㉺火力の 240୓ KWとྜわࡏても 480KW、㏻常時の
1/4までప下する(1400୓ KW前後の୙㊊)と考えられる。 
 中部地方では、地震直後にࣈラࢵク࢘࢔トが生じ、配

電設備の復旧まで停電が続き、その後は長期にཝしい計

画停電が継続すると考えられる。南海トラフ地震では中

部地方の電力状況が最もཝしく、市民生活だけでなく⏘

業にも大きな影響が及ぶと考えるのが現実的である。 
b) 㛵す電力 

 関西電力の火力発電所の位置は図１で述べた㏻りであ

る。これと図１１で示した南海トラフ地震の震ᗘとὠἼ

高を重ࡡると、日本海側に位置する舞㭯火力以外の発電

所全てに被害生じる可能性が高いとᛮわれる。 
 ᚚᆓ火力が震ᗘ㸴ᙉの揺れに見舞われ、同火力と海南

火力が５㹫を㉸えるὠἼにくわれて長期に機能をኻうと

考えられる。その࡯かの火力発電所も震ᗘ５ᙉから㸴ᙅ、

ὠἼ高２㹼３㹫の被害を受ける。ᾮ状໬にకう側方ὶ動
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とὠἼによって⇞ᩱ施設に関する被害も予想される。 
 災害後は、舞㭯発電所の 180୓ KW と、図㸷に示した
他社からの電力⼥㏻(西からは九州電力や中国電力の運転
再開後に最大で 425୓ KW、໭㝣電力から 190୓ KW)を
ྜわࡏて⣙ 800 ୓ KW、㏻常時の 40㸣までの回復はẚ㍑
的早いと期ᚅฟ来る。その後は被害の㍍い発電所から㡰

ḟ再開していき、１㹼ᩘか月で回復するとᛮわれる。 
c) ᅄᅜ電力

四国電力の発電所の位置を図１３に示す。四国電力の

火力発電所の発電能力の⣙半ศはᚨᓥのᶲ湾にあり、南

海トラフ地震

では大きな揺

れ(震ᗘ㸴ᙉ)
と高いὠἼ

(５㹫以上)に
見舞われ、長

期に停止する

とᛮわれる。

ṧり半ศは℩

ᡞෆ海側にあ

り、震ᗘは５

ᙅ㹼５ᙉでὠἼ高は２㹼３㹫、地震後に一時停止するが

早期に再開するとᛮわれる。 
 他社からの電力⼥㏻は図㸷に示すように最大で中国電

力からの 120 ୓ KW で、℩ᡞෆ海側のᆏฟ、西᮲火力発
電所とేࡏて 310 ୓ KW となり、供給能力は㏻常時の⣙
60㸣となり、その後の復旧までは、計画停電が長期໬す
るとᛮわれる。 
 なお、ᶲ湾には J-POWER の火力発電所(210 ୓ KW)が
あり、࿴ḷᒣ県まで⣖伊水道の海ᗏࢣーࣝࣈを経⏤して

୺に関西に㏦られているが、この発電所も南海トラフ地

震では長期に停止するとᛮわれる。 

㸴．ࡲとめ 

(1) 㤳㒔┤ୗ地震(㒔ᚰ༡㒊┤ୗ地震)での電力被害ண 

東ி湾ἢいの多くの火力発電所の被害により、首都圏

では地震直後にࣈラࢵク࢘࢔トが発生、その後は計画停

電が始まり火力発電所の復旧まで続く。 

(2) ༡ᾏࣇࣛࢺ地震での電力被害ண 

a) ᮾி電力

東ி湾ἢいの火力発電所で一時停止するものがあるが、

安全☜ㄆ後早期に(࡯とんどが⩣日に)再開する。 
b) ୰㒊電力

上㉺火力を㝖く原子力・火力発電所が長期に停止し、

≉にྂい火力発電所がὠἼ被害を受けたሙྜには復旧ま

でに┦当の時間を要する。他社からの電力⼥㏻を受けて

も電力供給量は㏻常の1/4にప下する。配電設備の被害の
復旧にも┦当の日ᩘを要する。配電設備復旧後もཝしい

計画停電が長期に継続する。市民生活や⏘業への影響が

大きい。 
c) 㛵す電力

舞㭯火力を㝖く全ての発電所が停止するとᛮわれる。

供給量は他社からの⼥㏻を受けて㏻常の 40㸣までの復旧
は早いが、その後の電力供給の復旧は火力発電所の復旧

に依Ꮡし、その後は長期に計画停電が継続する。 
d) ᅄᅜ電力

ᶲ湾の２ࣨ所の火力発電所が揺れとὠἼで長期停止す

る。℩ᡞෆ海側の２ࣨ所の火力発電所の再開と他社から

の電力⼥㏻で㏻常時の 60㸣⛬ᗘまでの回復は早いが、そ
の後は長期に計画停電が継続する。 
e) ୰ᅜ電力

℩ᡞෆ海側に多くの火力発電所がある。中国電力の発

電所の再開㸦復旧㸧状況が関西電力や四国電力⟶ෆの電

力供給を大きくᕥྑする。 
f) ஑ᕞ電力

揺れやὠἼの大きい地域に火力発電所はない。一時停

止する発電所はあるとᛮわれるが、早期に運転を再開し、

中国電力を経⏤して他社への電力⼥㏻が期ᚅされる。 

(3) ௒ᚋについて

௒までの国や⮬治యの被害想定は、発電設備の被害は

↓いものとして検討・発表されてきた。電力供給の長期

障害が┿๢に考慮されてこなかったということは、その

影響が長大かつ広範囲にわたるものであることを考える

時、௒まで行われてきた大規模地震災害に対する備えや

災害対ᛂ計画は᰿本から見直さなければならないのでは

ないか㸦௒までのものはᙺに立たない㸟㸧、との῝้か

つ重大なၥ題を提起することになる、と筆者らは考えて

いる。災害の規模によって発電設備の被害の大きさや復

旧時期は変わるが、まずは電力各社の┿ᦸかつ✚極的な

᝟報බ開がᮃまれる。 
≉筆すべきこととして、大ᡭ電力会社以外でも発電஦

業にྲྀり⤌ࡴ企業がฟ始めていることを指摘しておきた

い。神ᡞ〇㗰は神ᡞ市ℿ区やᰣᮌ県┿ᒸ市に大きな発電

所を設けている。このうࡕ┿ᒸ発電所は 2019 年(1 ྕ機)
と 2020 年(2 ྕ機)にႠ業運転を開始、神ᡞ発電所も 2022
年に 3ྕ機、2023年に 4ྕ機のႠ業運転開始と、ẚ㍑的
新しいศ、災害にもᙉいことが期ᚅฟ来る。 
௒後ᒎ開される都道府県他の被害想定においても、ま

たそれらを㋃まえた大規模地震対策においても、小論で

筆者らが述べたၥ題ព㆑を㋃まえ、発電所被害とそれが

及ࡰす影響についても┿๢にྲྀり⤌んでḧしいとᚰから

㢪うものである。ྜわࡏて、ⱝいୡ代の防災◊✲者が、

筆者らのၥ題提起を受け止めてくれることを期ᚅしてや

まない。 
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   Earthquake disasters damage water supply infrastructure in affected areas, causing water outages. While many 
citizens have a high level of awareness about the risks of lifeline disruptions during earthquakes, few actually practice 
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１．はじめに 
 大規模な地震災害は被災地域の水道インフラにも被害

を与え，断水被害をもたらす．2011 年の東日本大震災で

は，約257万戸に断水被害が生じ，9割が復旧するのに約

3週間を要した 1)．内閣府の南海トラフ巨大地震対策検討

ワーキンググループ 2)によると，最大レベルの南海トラ

フ巨大地震が発生した場合，被災直後は最大で約 3,690

万人が断水し，95％復旧に要する日数は東海三県と四国

で約 8 週間，近畿三府県で約 4 週間，山陽三県で約 3 週

間，九州二県で約 6 週間と推定されている．南海トラフ

巨大地震のような大規模広域災害の場合，行政自身が被

災することで機能が麻痺し，行政が全ての被災者を迅速

に支援することが難しいとされる．そのため被災直後か

ら支援が届くまでの期間は，各家庭における備えが極め

て重要となる．

 内閣府が平成 29 年に行った世論調査 3)によると，大地

震が起こった場合の心配事として，約 50%の人が「電気，

水道，ガスの供給停止」，約 60％の人が「食料，飲料水，

日用品の確保が困難になること」を挙げている．一方で，

土田ら 4)のアンケート調査によると，約 40%の人が水を

「備えていない」と回答しており，水の備蓄が十分に普

及しておらず，ライフライン断絶に対する危機意識と備

えが一致していないのが実状である． 

 家庭における水の備蓄行動を促進するためには，行動

を促進・阻害している様々な要因を把握することが重要

である．既往研究では，非常持ち出し品の準備や避難場

所の確認，緊急連絡先の確認といった一般的な防災行動

に影響を与える要因について分析されてきた．元吉ら 5)

は，防災行動に対するコスト認知やベネフィット認知な

どの心理的要因が行動の意図を規定することを指摘して

いる．増田ら 6)は，防災行動にかかる負担感を金銭的な

面と非金銭的な面の 2 つの面から捉え，それらが行動実

践への障壁となることを明らかにした．大友ら 7)は，地

震防災行動におけるメディアの影響について着目し，情

報源の種類によって異なる影響を与えることを指摘した．

その一方で，水の備蓄行動に着目し，行動に影響を与え

る要因について分析した研究は行われてない．以上のこ

とから，本研究では，水備蓄行動と個人属性や心理的特

性，情報接触との関係を明らかにすることを目的とし，

Web アンケートの回答結果に基づく基礎的な分析および

重回帰分析を実施する． 

２．Webアンケート調査 
(1) 調査概要

本研究における分析には，2025年 5月28日に実施した

Web アンケートの回答データを用いる．Web アンケート

の調査概要を表 1 に示す．本調査の対象地域は，内閣府

の南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会が発

表した「地震モデル報告書 8)」の震度想定のうち，いず

れかのケースで最大震度 7 が想定されている 10 県とし，

20歳から69歳までの男女を性別・年齢層別に同サンプル

数ずつ収集した．表 2 に回答者の属性や被災経験の有無

について示す．アンケートでは，冒頭に基本的な世帯に

関する情報や災害被害へのイメージ等を訊いたのち，断

水に対する備えや防災意識等についてリッカート尺度を

用いて質問した． 

表 1.Web アンケート調査の概要 
調査期間 2025年5月28日

調査対象
静岡県 愛知県 三重県 兵庫県 和歌山県 徳島県
香川県　愛媛県 高知県 宮崎県
に在住の20歳から69歳までの男女

調査手段 インターネット調査（アイブリッジ株式会社）
回答数 1500名（有効回答数：1364名）

調査項目
世帯属性　災害被害のイメージ　被災経験
断水に対する防災意識や備え（リッカート尺度）

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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(2) ㉁ၥ㡯┠

㎰ᯘ水⏘┬の「災害᫬に備えた食品ストッࢡガイࢻ 9)」

では，災害᫬のライフライン停止への備えとして，㛗期

保Ꮡᆺの水の備蓄，水道水の備蓄，日㡭から飲ࢇでいる

飲ࡳ≀の用意を挙げている．また，災害᫬の断水状ἣୗ

では飲料水の確保ࡔけでなく生ά用水の確保が重要であ

る．௝ྎ市が東日本大震災後に実施した市Ẹアンケート

調査 10)では，「3 月 11 日以㝆，自Ꮿで生άする୰で特に

୙自⏤を感じたこと」として，49�9%の人が「断水でトイ

レ・㢼࿅などの生ά用水の確保が困難」と回答し，全項

目の୰で最も高い結果となっている．そのため，家庭に

おける断水への備えとしては，飲料水の備蓄ࡔけでなく，

生ά用水を㈓めておくことや，災害用トイレ・ࢻライシ

ࣕンプーといった水を౑わなくても⾨生ά動を行える防

災用品を準備しておくことがồめられている．以上のよ

うな⫼ᬒから，本研究では地震᫬の断水への備えについ

て，ձ飲料水の備蓄，ղ生ά用水の備蓄，ճ断水᫬の水

の௦᭰品の 3 つのどⅬから，普段飲ࡴ水のከめの準備，

㛗期保Ꮡ用の水の備蓄，水道水のくࡳ⨨き（飲料用），

お㢼࿅のṧり害災，（水用ά生）用฼のどなࢡンタ，‮

用トイレの準備，水のいらないシࣕンプー類・ṑ☻き用

品の準備，水のいらない非常食の準備の合ィ 8 つの行動

をタ定し，各行動をどの⛬度実践しているか「1�全くし

ていない」から「5�十分にしている」の 5 段㝵尺度でᑜ

．たࡡ

 備蓄行動に影響を与える心理的要因として，本研究で

はベネフィット認知，金銭的コスト認知，非金銭的コス

ト認知，社会的要因としてཷ動的情報接触をタ定した．

ここで，ベネフィット認知は断水への備えをすることの

メリットのホ౯，金銭的コスト認知は備えにかかる金銭

的な負担感，非金銭的コスト認知は備えにかかる面ಽさ

等の心理的負担，ཷ動的情報接触はメディア等を㏻じて

防災関連の情報を目にする㢖度を意࿡する．質問項目に

ついては，元吉ら 5)，増田ら 6)，大友ら 7)の防災行動に関

するアンケート調査をཧ⪃に，アンケート調査で把握す

る要因をタ定し，断水に対する備えの行動に㐺合するよ

うにタ問をస成し，心理的要因の 3 つは「1�全くしてい

ない」から「5�十分にしている」，ཷ動的情報接触は「1�

全くない」から「5�よくある」の 5 段㝵尺度によってᑜ

．たࡡ

㸱．アンケートの基礎㞟ィ 
(1) 災害⿕害に対する࣓࢖ーࢪ

内閣府の調査 3)をཧ⪃に，大地震が起きた᫬にどのよ

うなことが心配かについてᑜࡡた．ᅗ 1 にその回答結果

を示す．大地震᫬の心配ࡈととして最もከく挙げられた

のは「建≀のಽቯ」と「電気の停止」（65�0%）であり，

それにḟいで「水道の停止」（62�7%），「飲料水の確保」

（60�3%）が挙げられた．この結果から，地震᫬に起こり

ᚓる様々なリスࢡの୰で，水を౑えない・飲めないこと

への危機意識は非常に高いとゝえる．「わからない」お

よび「心配なことはない」と回答した人は合ィで 7�9%で

あり，࡯とࢇどの人は大地震が起きた場合になࢇらかの

心配ࡈとを持っている結果となった． 
(2) 備蓄行動

断水に対する備えの行動について，アンケートの結果

をᅗ 2 に示す．㛗期保Ꮡ用の水の備蓄，水のいらない非

常食の準備の2つの行動については40%を㉸える人が「ᑡ

ししている」もしくは「十分にしている」と回答した． 

表 2.ᅇ⟅⪅のᒓᛶ 

ᅗ 1.኱ᆅ㟈ࡀ㉳ࡓࡁሙྜのᚰ㓄࡜ࡈ㸦」ᩘ㑅ᢥ㸧 

ᅗ 2.断水に対する備࠼のᐇ㊶の⛬ᗘ 

཯対に，水のいらない水道水のくࡳ⨨き（飲料用），お

㢼࿅のṧり用害災，（水用ά生）用฼のどなࢡンタ，‮

トイレの準備，水のいらないシࣕンプー類，ṑ☻き用品

の準備の5つの行動については，約40%の人が「全くして

いない」と回答する結果となった．災害用トイレの準備

については，50%を㉸える人が「全くしていない」「あま

りしていない」とした一方で，7�0%の人が「十分にして

いる」としており，普段飲ࡴ水のከめの準備にḟいで 2

␒目に高い結果となった．また，8 つの行動全てにおい

て「十分にしている」と回答する人は非常にᑡないഴྥ

がぢられた．

項目 カテࢦリ回答者数 割合 項目 カテࢦリ 回答者数

男性 ��� ��.� % 静岡県 1�2 11.� %

女性 ��� �1.� % 愛知県 ��� ��.2 %

20௦ 2�� 1�.� % 三重県 �� �.� %

30௦ 2�� 1�.� % 兵庫県 ��� 2�.� %

40௦ 2�� 1�.� % 和歌山県 �� �.2 %

50௦ 2�� 2�.� % 徳島県 2� 2.1 %

60௦ 2�� 2�.� % 香川県 �� �.2 %

1人ᬽらし 2�1 1�.1 % 愛媛県 �� �.1 %

2人 ��� 2�.� % 高知県 22 1.� %

3人 ��� 2�.2 % 宮崎県 2� 2.� %

4人 2�� 2�.2 %

5人以上 �� �.� %

割合

ᒃ住地域

地震など自↛
災害の経験

%

2�� 1�.� %

性別

年齢

世帯ᵓ成ဨ
の人数

災害᫬の
断水の経験

1��

被災経験
の有無

1�.�
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(�) ᚰ⌮的要ᅉ 

 ベネフィット認知，金銭的コスト認知，非金銭的コス

ト認知について，アンケートの集ィ結果をᅗ � に示す．

ベネフィット認知では，断水に対して備えることで「断

水が起きても大୔ኵ」と感じる人はẚ㍑的ᑡない一方，

「自分・家᪘の࿨をᏲれる」「බຓが届かないときにᙺ

❧つ」のようにලయ的なメリットを重どする人がከい結

果となった．金銭的コスト認知では，備えにかかる直接

的な㈝用の負担が大きいと感じる人がẚ㍑的ከい一方，

「災害が起きないとお金が無㥏になる」「いつ起こるか

分からないことへの出㈝」のように，要した㈝用が無㥏

になるྍ能性を重く感じる人はᑡないഴྥがぢられた．

非金銭的コスト認知では，「家事・௙事の᫬間を๐るこ

との負担」「㈙い≀の面ಽさ」「手ຓけなしに備えるこ

との面ಽさ」のように，備えをする㝿にかかる直接的な

心理的負担よりも，「ス࣌ース確保の負担」「備蓄≀⟶

理の負担」のように備蓄を行うことで結果的に生じる行

動の負担が重くぢられるഴྥがぢられた． 
(�) ཷ動的᝟ሗ᥋ゐ 

 ཷ動的情報接触について，アンケートの集ィ結果をᅗ

� に示す．テレࣅ␒⤌やインターネット上のグ事・Web
サイトで防災関連の情報を目にする人が特にከく，ḟい

で家᪘や地域の広報から情報に触れる人がከい結果とな

った．一方で，ラジ࢜や地域の回ぴᯈを㏻じて防災情報

に触れているような人はẚ㍑的ᑡないことが分かった． 
 
�．㔜ᅇᖐ分析 
 備蓄行動 8 項目のᚓⅬを目的ኚ数，個人属性や心理的

要因，ཷ動的情報接触をㄝ明ኚ数とする重回帰分析（ኚ

数㑅ᢥ：ステップワイࢬ法）を行った．ベネフィット認

知，金銭的コスト認知，非金銭的コスト認知は，各項目

にྵまれるタ問のᚓⅬを༢⣧ຍ⟬しኚ数として౑用した．

ཷ動的情報接触では，9 つの情報源をメディア，身近な

情報源，インターネットの 3 種類に分類し，そこにྵま

れる項目のᚓⅬを༢⣧ຍ⟬しኚ数とした． 
 重回帰分析の結果を表 � に示す．基準にᚑって 9I) を

確認したとこࢁ，いずれのኚ数においても 1 から 2 の⠊

ᅖ内にあったことから，ከ重ඹ⥺性の影響については問

㢟ないとุ断した．まず個人属性について，年齢は普段

飲ࡴ水のከめの準備と㛗期保Ꮡ用の水の備蓄を㝖く 6 項

目において，負に有意であった．性別（女性を 1 とした

水の準備，災害用トイレの準ࡴーኚ数）は，普段飲࣑ࢲ

備，水のいらないシࣕンプー類・ṑ☻き用品の準備にお

いてṇに有意，お㢼࿅のṧり生）用฼のどなࢡンタ，‮

ά用水）において負に有意であった．1 人ᬽらし࣑ࢲー

は，普段飲ࡴ水のከめの準備，㛗期保Ꮡ用の水の備蓄に

おいて負に有意であった．地震の被災経験࣑ࢲー，断水

の経験࣑ࢲーは，水道水のくࡳ⨨き（飲料用），お㢼࿅

のṧり࣑ࢲ験経の水断に᭦，りあで意有にṇていおに‮ 
 

 
ᅗ  ▱トㄆࢫࢥ㔠㖹的࣭㠀㔠㖹的࡜▱トㄆࢵ࢕ࣇࢿ࣋.�

 

 
ᅗ �.ཷ動的᝟ሗ᥋ゐ 

表��㔜ᅇᖐ分析⤖ᯝ㸦ࢬ࢖࣡ࣉࢵࢸࢫἲ㸧 

 
（ὀ）各備蓄行動ୗの数್はᶆ準೫回帰係数を示す．


p��.��1，

p��.�1，
p��.�� 

>目的ኚ数@

>ㄝ明ኚ数@
（個人属性）
年齢 -�.�� -�.12 


 -�.�� 

 -�.1� 


 -�.�� 


 -�.1� 


 -�.�� 



女性࣑ࢲー �.�� 
 -�.�� 
 -�.�� 
 �.�� 


 �.�� 


1人ᬽらし࣑ࢲー -�.�� 

 -�.�� 

 -�.��
地震の被災経験࣑ࢲー �.�� 
 �.�� 
 �.��
断水の経験࣑ࢲー �.�� 
 �.�� 
 �.�� 


（備えに対するホ౯）
ベネフィット認知 �.1� 


 �.�� 


 -�.�� -�.�� 
 �.�� 
 �.�� 



金銭的コスト認知 -�.�� �.�� -�.�� �.�� -�.1� 


非金銭的コスト認知 -�.1� 


 -�.1� 


 -�.�� 
 -�.11 


 -�.11 


 -�.1� 


 -�.�� 


（ཷ動的情報接触）
メディアから �.1� 


 �.1� 


 �.2� 


 �.2� 


 �.2� 


 �.1� 


 �.21 


 �.1� 



身近な情報源から �.11 


 �.12 


 �.1� 


 �.�� 


 �.�� 
 �.�� 


 �.�� 

 �.1� 



インターネットから -�.��

調ᩚ῭52ࡳ �.11 �.1� �.�� �.1� �.1�

——

—

—
—

—
—
—
—
—

—
—
—

—

—
—

——

—

—

——

—

お㢼࿅の
ṧり‮

タンࢡなど
の฼用

（生ά用水）

災害用
トイレ
の準備

水のいらない
シࣕンプー類・
ṑ☻き用品の準備

水のいらない
非常食の準備

普段飲ࡴ
水のከめの

準備

㛗期保Ꮡ用
の水の備蓄

水道水の
くࡳ⨨き
（飲料用）

�.11 �.1� �.1�

—

—
—

—
——

—
—

—
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ーはタンࢡなどの฼用（生ά用水）においてもṇに有意

であった．備えに対するホ౯について，ベネフィット認

知は普段飲ࡴ水のከめの準備，㛗期保Ꮡ用の水の備蓄，

災害用トイレの準備，水のいらない非常食の準備におい

てṇに有意であり，タンࢡなどの฼用（生ά用水）のお

いて負に有意であった．金銭的コスト認知は，水のいら

ない非常食の準備において負に有意であった．非金銭的

コスト認知は，タンࢡなどの฼用（生ά用水）を㝖く 7

項目において負に有意であった．ཷ動的情報接触は，メ

ディアと身近な情報源からの影響が 8 項目す࡭てにおい

てṇに有意であった一方，インターネットを㏻じた情報

接触からは有意な影響はぢられなかった．

�．備蓄行動にᙳ㡪ࢆཬࡰす要ᅉ 
(1) ಶேᒓᛶのᙳ㡪

重回帰分析の結果から，年齢や性別といった個人属性

は備蓄行動の種類によって異なる影響を及ࡰすことが分

かった．特に性別については，災害用トイレの準備や水

のいらないシࣕンプー類・ṑ☻き用品の準備といった⾨

生ά動に関する防災用品の備蓄において女性ඃ఩の結果

となり，性別による備蓄行動の㐪いが㢧ⴭに表れたとい

える．また，1 人ᬽらしをしている人は，家庭において

飲料水の備蓄をあまりしないഴྥにあると分かった．被

災経験も備蓄行動に影響を与え，地震や断水の経験があ

る人は，水道水のくࡳ⨨き，お㢼࿅のṧり฼ࢡンタ，‮

用といったከ㔞の水を㈓めるような備蓄行動をྲྀりやす

いഴྥにあると分かった． 
(2) ᚰ⌮的要ᅉのᙳ㡪

備えに対するホ౯のうち，ベネフィット認知は」数の

備蓄行動に対してṇの影響を与え，཯対に面ಽさやス࣌

ース確保等の負担感である非金銭的コスト認知がᙉい࣐

イࢼスの影響を与えることが明らかになった．また金銭

的コスト認知は，非金銭的コスト認知よりᙅい影響度で

はあるものの，負の影響を与えると分かった．増田ら 6)

の研究でも，非金銭的な負担感の方が金銭的な負担感よ

りも自ຓ実践に及ࡰす負の影響がᙉいことが示၀されて

おり，本研究の結果とも概ࡡ一致している．

(�) ཷ動的᝟ሗ᥋ゐのᙳ㡪

ཷ動的情報接触については，メディアや身近な情報源

を㏻じて防災関連の情報に触れる機会がከい࡯ど備蓄行

動が促進される一方，インターネットを㏻じて情報に触

れる㢖度は࡯とࢇど影響を与えないという結果になった．

そのため，備蓄行動の促進のためには情報に触れる༢⣧

な㢖度ࡔけではなく，どこから，ㄡからཷけྲྀった情報

なのかというどⅬが重要ࡔと⪃えられる．また，インタ

ーネットを㏻じた情報についても，᫬間や場所を㑅ࡤず

ከ様な情報にアࢭࢡスできることや，ᚲ要な情報を自分

でྲྀᤞ㑅ᢥしてධ手できるといった大きな฼Ⅼがあるこ

とから，情報リテラシーᩍ⫱の促進や，฼౽性が高い࣏

ータルサイト等のᩚ備を行うことで，家庭での備えを行

うための非常に有効的な情報源となるవ地があると⪃え

られる． 
(�) 断水࡬の備ࢆ࠼ᬑཬ࣭ಁ㐍するࡓめに

家庭における断水への備えを普及するためには，備蓄

行動に影響を与える負の要因をᢚไし，ṇの要因を促進

するᚲ要がある．金銭的コスト認知は，個人の౑用でき

るお金に基づくコスト認知であり，ാきかけによってኚ

໬さࡏることは困難ࡔと⪃えられる．その一方で，非金

銭的コスト認知は行動の面ಽさや負担感によるものであ

り，行動によってᚓられるメリットとのトレー࢜ࢻフで

あることから，ベネフィット認知を促進することで間接

的にᢚไできると⪃えられる．断水に対して備えること

でどのようなメリットがあり，災害᫬にどのようにᙺ❧

つのか，あるいはもし備えをしていなけれࡤどうなるの

か，という情報を࿘知することでベネフィット認知が促

進され，非金銭的コスト認知のᢚไにもつながり，結果

的に備蓄行動の促進にもつながると⪃えられる． 

 にࡾࢃ࠾．�
 本研究では，水備蓄行動と個人属性や心理的特性，情

報接触との関係を明らかにすることを目的とし，Web ア

ンケートの回答結果に基づく基礎的な分析および重回帰

分析を実施した．結果として，性別，年齢，1 人ᬽらし，

被災経験といった個人属性は備蓄行動の種類によって異

なる影響を与えることが明らかになった．また，備えに

対するホ౯のうち，ベネフィット認知は備蓄行動に対し

てṇの影響を与え，金銭的コスト認知・非金銭的コスト

認知が負の影響を与えることが明らかになった．᭦に，

ཷ動的情報接触のうち，メディアや身近な情報源を㏻じ

て情報に触れる㢖度が備蓄行動に対してᙉいṇの影響を

与える一方で，インターネットを㏻じての情報接触はあ

まり影響を与えないྍ能性が示၀された．

 ௒後は，本研究の知ぢに基づき，家庭における水の備

蓄行動の心理モデル໬をヨࡳ，備蓄行動に影響を与える

様々な要因についてヲ⣽に分析していきたい．また，そ

の結果から備蓄行動を普及・促進するためのලయ的な方

策について検討していきたい． 
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インフラメンテナンスの契約方式が豪雨災害時の

初動に与える影響に関する一考察 
A Study on the Impact of Infrastructure Maintenance Contract Schemes 

on Initial Response during Heavy Rain Disasters 
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This study focuses on the relationship between routine infrastructure maintenance and initial emergency 
response during heavy rainfall disasters. A questionnaire survey was conducted with members of the 
Ehime Prefecture Construction Industry Association, along with interviews with senior civil engineers of 
Ehime Prefectural Government. The findings indicate that: (1) unifying the contact system used for routine 
infrastructure maintenances and for disaster situations is effective in facilitating a rapid initial response; 
and (2) the introduction of comprehensive contracts through business cooperatives tends to be approached 
with reluctance, due to reasons such as staff shortages in branch offices and difficulties in obtaining 
construction business permits. 

Keywords : heavy rain, initial response, disaster, infrastructure maintenance, local government, contract scheme, 
construction company 

１．はじめに 
人々の暮らしを支える社会インフラには，常に修繕や

更新などの維持管理がついてまわる．道路であれば路面

の舗装劣化や陥没箇所の補修，破損した水路蓋の交換，

河川では護岸損傷箇所へのコンクリート間詰など，日々

多くの施設で応急的な施設の維持修繕が行われている．

また，山間部では倒木や落石が発生し生活道路が通行止

めとなることもあり，この場合インフラ管理者と地元建

設業は一刻も早い道路啓開を実施するなど，インフラの

維持管理において重要な役割を果たしている． 
しかし，我が国の社会資本ストックは高度経済成長期

に集中的に整備されており，今後急速な老朽化の進行が

懸念される．一方で，地方公共団体の土木部門職員数は

減少し，地域の建設業においても担い手の高齢化に伴う

高齢者の大量退職が見込まれるなど，我が国のインフラ

維持管理を取り巻く環境は極めて厳しい状況である 1)，． 
このような現状に対し国は，山梨県中央自動車道笹子

トンネルで天井板崩落事故が発生した翌年 2013 年「イン

フラメンテナンス元年」を宣言し，老朽化インフラの維

持管理を本格化させることとなった．以後「インフラ長

寿命化計画」の策定や「インフラメンテナンス国民会議」

の開催などの施策が進められ、2023 年 3 月には「インフ

ラメンテナンスの包括的民間委託導入の手引き」を公表

し，PPP/PFIなどによる効率的な維持管理手法の導入を推

奨している 1)．このインフラメンテナンス包括的民間委

託の先行事例としては，東京都府中市や新潟県三条市に

おける道路・公園等の包括管理事業，上下水道施設を対

象とした「ウォーターPPP」などの実績があるが，いず

れの事業も公共インフラの長期的な維持管理が目的で，

災害対応を強く意識した事業ではない 2).

災害対応に関する先行研究のうち初動対応については，

仲村ら 3)による平成 28 年熊本地震における地域建設事業

者の応急復旧対応と震度の関連分析がある．地震により

壊滅的な被害が生じた地域では，行政と地元建設業者も

被災するため，初動対応に一定の時間を要することが明

らかにされている．また福田ら 4)は，巨大地震や豪雨災

害時の被害状況の把握は，まずインフラ維持工事の契約

を締結している地元建設業者がパトロールを実施し，被

害状況に応じてインフラ管理者から応急対策が指示され

るという初動対応のフローを明確化している． 
他にも建設業による災害対応の研究は多岐にわたるが，

地震時の災害対応を題材にした研究が中心であり，豪雨

災害時の初動対応とインフラ維持工事との関係性を調査

した研究は管見の限りなかった．そこで本研究では，水

害が激甚化・頻発化する今日において，インフラメンテ

ナンスの契約方式が豪雨災害時の初動に与える影響につ

いて明らかにすることを着想した．

２．調査目的 
 本研究は，日常的なインフラメンテナンスの契約方式

の違いが，災害時の初動対応にどう影響するかを明らか

にし，地元建設業による初動対応の迅速化に資する知見

を得ることを目的とする． 

具体的には，愛媛県土木施設年間維持工事と災害対応

の連絡体制の比較，平成 30 年 7 月豪雨における災害対応

事例を調査し，インフラメンテナンスが災害時の初動対

応に与える影響と，インフラメンテナンス包括的民間委

託の推進を阻害する要因を分析する． 
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㸱．インフラメンテナンスの契約方式 
日常的なインフラ維持工事は，もともと施設やస業ࡈ

とに建設業者とಶู契約される契約方式が一⯡的ࡔった．

しかし，ಶู契約は契約௳数が多く，事ົฎ理や⥭急時

の一ᩧ連絡が↹㞧で，業者数の減少や経Ⴀෆᐜのᝏ化か

ら人や重機などの資※が減少したことで、維持工事にお

いて包括的民間委託がὀ目されるようになってきた1)． 

今ᅇ，調査対象とした愛媛県は，東すと༡໭に⣽長い

地ᙧ≉性から，東ண・中ண・༡ணという地域ูの࿧⛠で

分㢮される．また県ᗇ所ᅾ地で中᰾市でもあるᯇ山市の

ような都市ᆺの地域から，㐣␯化が進行する地域までᖜ

ᗈくᢪえている．経済ᇶ┙においては東ண地方は工業，

中ண地方はほග，༡ண地方は一ḟ⏘業が中心と多ᵝ性が

見られ，඲国のࣔࢹル地༊となり得る≉性がある． 

愛媛県における県管理施設のインフラメンテナンスは，

長年愛媛県土木施設年間維持工事としてಶู契約で㐠⏝

されていた．そこに平成23年度から事業༠ྠ⤌合による

包括契約が導入され、平成28年度には地域維持ᆺ建設共

ྠ௻業体による契約方式が㏣ຍされた．現ᅾはձಶู契

約，ղ地域維持ᆺ建設共ྠ௻業体による契約，ճ事業༠

ྠ⤌合による包括契約という，⾲��に示す3✀㢮の契約方

式でインフラメンテナンスが㐠⏝されている(1)． 

ձ ಶู契約�

ᚑ᮶から行われてきたインフラメンテナンスの契約方

式で，インフラ管理者はస業ෆᐜや路⥺・河川ࡈとに建

設業者と契約する㸦管ෆの面✚や路⥺・河川数等によっ

て契約者数は␗なる㸧． 

ղ ᆅᇦ⥔ᣢᆺᘓタඹྠ௻ᴗయ方式�

市または⏫を」数の࢚リ࢔に分割㸦旧市⏫村༢఩の༊

分が一⯡的㸧し，௦表者と」数のᵓ成員が共ྠ௻業体を

ᵓ成し，対象範ᅖの維持管理を契約する． 

ճ ஦ᴗ༠ྠ⤌ྜにࡼるໟᣓ契約�

市ෆ඲域を事業༠ྠ⤌合(2)が包括管理する契約方式で，

インフラ管理者はᵝ々な維持・修繕や⥭急対応の౫㢗を

⤌合事ົᒁへ連絡し，⤌合員である建設業者が下ㄳとし

て対応する． 

事業༠ྠ⤌合が維持管理業ົをཷ託した事例には，ᰣ

木県ᰣ木土木事ົ所管ෆを下都㈡建設業༠ྠ⤌合が，福

ᓥ県ᐑ下土木事ົ所管ෆをᐑ下地༊建設業༠ྠ⤌合がཷ

託した�例がある．この�௳には，෤Ꮨの路面㝖㞷が重要

業ົであるという共通Ⅼがࡳられる． 

 

㸲．ᖹᡂ��ᖺ�᭶豪雨 
愛媛県土木施設年間工事が�✀㢮の契約方式で㐠⏝され

されጞめてから，᭱初の大つᶍ災害が平成��年�月豪雨で

ある．�月28日から7月8日までの⥲㝆水量は，ᅄ国地方で

1800࣑リを㉸え，河川のỏ℃や土◁災害がす日本を中心

に多発し，Ṛ者224ྡ，行方୙明者8ྡをฟすなど甚大な

被害が発生した． 

愛媛県では7月7日ᮍ明から雨が強まり，Ᏹ和ᓥ市で༗

前7時からの1時間に��࣑リをほ ，愛媛県ෆで413௳の土

◁災害と県ෆ᭱大の一⣭河川である⫰川のỏ℃などによ

り，災害関連Ṛをྵめ33ྡの命がኻわれた． 

本✏では，この平成30年7月豪雨における災害対応を事

例として，愛媛県建設業༠会ྛ支部での連絡体制の違い

が，災害対応の初動にどう影響したかを分析する． 

 

㸳．ឡ፾┴ᘓタᴗ༠఍࡬の࢔ンࢺ࣮ࢣ調査�

���調査方ἲ�

愛媛県建設業༠会の඲12支部に対し，㟁子メールによ 

る࢔ンࢣート調査を௧和7年�月に実施した．୺な調査ෆ

ᐜは，維持工事に関する㉁ၥが4ၥ，平成30年7月豪雨に

おける災害対応事例と連絡体制，課題等についての㉁ၥ

が7ၥである．期日ෆに඲12支部からのᅇ⟅を得た． 

 

���調査⤖ᯝ�

D�ឡ፾┴ᘓタᴗ༠఍ྛᨭ㒊の⌧ᅾの契約方式�

愛媛県建設業༠会12支部における現ᅾの契約状況を，

ᅗ��に♧す．年間維持工事のಶู契約は2，地域維持ᆺ建

設共ྠ௻業体が3，⤌合包括契約が2，支部ෆでಶู契約

と共ྠ௻業体がΰᅾしている支部が�と᭱多ࡔった． 

E��ឡ፾┴ᘓタᴗ༠఍ྛᨭ㒊のᑗ᮶的࡞契約方式�

ྛ支部のᑗ᮶的な契約方式への方㔪をᅗ�� に示す．「地

域維持ᆺ建設共ྠ௻業体」のᅇ⟅が᭱多で �，「ಶูと

共ྠ௻業体」がΰᅾする支部はす࡭て共ྠ௻業体を目指

すとのᅇ⟅ࡔった．「⤌合包括契約」を目指すとのᅇ⟅

は �，「ಶู契約」を⥅⥆する支部は 1 った．ಶู契ࡔ

約を᭱㐺とする理⏤は，管ෆ施設数と対応ྍ⬟業者数が

ྠじという≉Ṧ事᝟で，⥭急対応の経㦂も㇏ᐩなため，

ಶู契約による現体制がᮃましいとのุ᩿である． 

⾲��� ឡ፾┴ᅵᮌ᪋タᖺ㛫⥔ᣢᕤ஦の契約方式�
 契約方式� ධᮐ方式� ᴫせ�

① ಶู契約� ᣦྡ➇தධᮐ� సᴗのᕤ✀ࡸ㸪㊰⥺࣭Ἑᕝ࡝࡞の᪋タ࡜ࡈにᘓタ఍♫がಶู契約�

② ᆅᇦ⥔ᣢᆺᘓタඹྠ௻ᴗయ方式� බເබ࿌� ௦⾲⪅࡜ᵓᡂဨにࡼるඹྠ௻ᴗయࢆᵓᡂࡋ契約㸦一⯡的にᪧᕷ⏫ᮧ༢఩がᑐ㇟࢚ࣜ࢔㸧�

③ ஦ᴗ༠ྠ⤌ྜ方式� බເබ࿌� ᕷෆ඲ᇦの⥔ᣢ⟶⌮ࢆ一௳ᕤ஦࡚ࡋ࡜஦ᴗ༠ྠ⤌ྜがໟᣓ契約ࡋ㸪⤌ྜဨがୗㄳ᪋ᕤ�

 

 
ᅗ��� ឡ፾┴ᘓタᴗ༠఍ᨭ㒊にࡅ࠾る⌧ᅾの⥔ᣢᕤ஦

契約方式㸦1 ��㸧 

�

�

�

�
ಶู契約

ᆅᇦ⥔ᣢᆺඹྠ௻ᴗయ

ಶู㸩ඹྠ௻ᴗయ

⤌ྜໟᣓ契約

12௳のᅇ⟅

 
ᅗ��� ឡ፾┴ᘓタᴗ༠఍ᨭ㒊にࡅ࠾るᑗ᮶的࡞⥔ᣢᕤ

஦契約方式㸦1 ��㸧�

�

�

�
ಶู契約

ᆅᇦ⥔ᣢᆺඹྠ௻ᴗయ

⤌ྜໟᣓ契約

12௳のᅇ⟅
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F�⤌ྜにࡼるໟᣓ契約のᑟධがᅔ㞴࡞⌮⏤�

この㉁ၥは඲12支部のうち，包括契約をすでに導入し

ている�支部を㝖く10支部を対象に，」数ᅇ⟅がྍ⬟な条

௳設定で実施した．ࡑの⤖ᯝࢆᅗ��に示す． 

᭱も多かったのは「人員୙㊊」の7で，ḟに「建設業チ

ྍ取得」がࡔ�った．ᑠつᶍな支部にとって，⤌合でのᢏ

⾡者㞠⏝や建設業チྍの取得はࣁーࢻルが高いとの意見

を得た．その他，包括契約がᙜ支部でもうまく機⬟する

とは限らないという「୙確実性」は3，現ᅾの契約方式が

ጇᙜという「現体制維持」と包括契約で初動対応が迅速

化するとは限らないとの「損ኻᅇ㑊性」が2ࡔった． 

「地域維持ᆺ共ྠ௻業体」を，ᑗ᮶的な契約方式にᣲ

た�支部の業者数は40社ᮍ‶で，職員数も2㹼3ྡと少なࡆ

く，⤌合による包括契約を導入している支部の職員数が�
ྡであることに比࡭ると，ᑠつᶍな支部といえる．こう

したつᶍのᑠさな支部では，包括契約を導入して事ົᒁ

の業ົ量がቑえても，事ົᒁ職員のቑ員はᅔ㞴であると

いうⅬが，包括契約の導入が㞴しい᭱大の要因である． 

G�⥭ᛴ時の㐃⤡యไの㐪࠸�

 事前に取りỴめた連絡体制と，実㝿の対応時との違い

を⾲��に示す．震度�強以上の地震などでฟされる大つᶍ

災害༠定にᇶ࡙く応急対策業ົにおいて，県からの連絡

が業者へ┤᥋行われるとのᅇ⟅は3ࡔが，平成30年7月豪

雨の実績では業者への┤᥋のฟ動౫㢗はࡔ�った． 

 これは，巨大地震時には支部経⏤となる連絡が，豪雨

災害の場合，まず維持工事業者へパトロールを౫㢗し，

被害状況を把握するという連絡体制の違いである． 

㸴．ឡ፾┴⫋ဨ࡬のイン࣮ࣗࣅࢱ調査�
���調査方ἲ�

愛媛県土木施設年間維持工事に関係する愛媛県職員3ྡ
に対し，௧和7年7月㠀ᵓ㐀化インタࣗࣅーを実施した．

調査༠ຊを౫㢗した3ྡは，ձ平成22年ᙜ時，年間維持工

事の事業༠ྠ⤌合による包括契約導入にあたり制度設計

にᚑ事し，平成30年7月豪雨の対応において，県ᗇ災害対

策本部を⤫括的に指᥹した元職員の㸿Ặ，ղ平成30年7月
豪雨において，༡ண地方ᒁ建設௻画課長として現場対応

にᚑ事した元職員の㹀Ặ，ճ年間維持工事の3✀㢮の契約

方式す࡭ての管理経㦂を᭷する職員の㹁Ặである． 

୺な調査ෆᐜは，維持工事の契約方式ࡈとの長所と▷

所，⥭急時の連絡体制の比較，平成30年�月豪雨における

初動対応の課題のᢳฟである．これらの㉁ၥに対して，

ྛ々の経㦂知にᇶ࡙く具体的なᅇ⟅を得た． 

 

���調査⤖ᯝ�

D�ឡ፾┴ᅵᮌ᪋タᖺ㛫⥔ᣢᕤ஦の契約方式࡜ࡈの㛗ᡤ࡜

▷ᡤ�

ձಶู契約㸸業者の㈐௵範ᅖが明確で，地ᙧや危㝤ಶ所

といった地域の᝟ሗに⢭通した業者による෇⁥な対応が

期ᚅでき，ఫ民との関係性も強く᝟ሗも得やすい．しか

し，地方の中ᑠ㞽⣽な建設業者はᙅ体化が進ࡳ．」数の

施工⌜をಖ持することがᅔ㞴なことも多く，契約路⥺ෆ

で」数の被害が発生した㝿に一業者では対応できず，契

約እの業者への㏣ຍ౫㢗が生じる．また，管ෆの契約業

者数が多いためインフラ管理者は連絡に時間を要し，初

動対応が㐜れるྍ⬟性も高いことが示၀された． 

ղ地域維持ᆺ建設共ྠ௻業体㸸被害が」数ಶ所で生じた

場合にも，௻業体ෆの」数業者によるᵝ々な対応がྍ⬟

である．しかし，担ᙜ࢚リ࢔እの被害᝟ሗや他社の✌ാ

状況などの᝟ሗを把握できず，඲市的な被害が発生した

場合，他の共ྠ௻業体との連ᦠ༠ຊに時間を要するとい

う意見を得た．また，௦表者の⬟ຊやᵓ成員の数によっ

て，対応⬟ຊにᕪがฟるྍ⬟性も示၀された． 

ճ事業༠ྠ⤌合による包括契約㸸連絡❆ཱྀが⤌合事ົᒁ

に一本化され，業者や重機の㓄⨨，応急対策の進ᤖ状況

等を⤌⧊的に⤫括管理できる．また，県にຍえて市管理

施設の被災᝟ሗも把握でき，県・市・⤌合が連ᦠし市ෆ

඲域の対応を効率的に実施できる．しかし，包括契約を

⤌合で工事ㄳ㈇するには，事ົᒁに一定の人員がᚲ要な

上，ᢏ⾡者を㞠⏝し建設業チྍを取得するᚲ要もあり，

導入へのࣁーࢻルが高いⅬが課題との意見を得た． 

E�ᖹᡂ30ᖺ7᭶豪雨にࡅ࠾る初動ᑐᛂのㄢ㢟�

初動対応における課題について，行政職員・建設業⏺

の཮方の意見を⾲��に示す．᭱も多かった意見は，連絡

体制・指᥹命௧⣔⤫に対する意見ࡔった．これらの意見

から，連絡体制の୙備が初動対応の㐜れや現場でのΰ஘

に大きく影響していたことが明らかになった． 

また，「㞳ᓥや山間部の災害対応✵ⓑ地ᖏのၥ題」，

「ಶู契約による初動対応には限⏺があり，災害༠定と

ྠじ支部中心の⤌⧊的な対応がᚲ要」，「業者が被災し

た場合の本部体制の事前想定」など，⤌⧊や体制上の୙

備も，初動対応の㐜れに影響するという意見を得た． 

 
ᅗ��� ⤌ྜໟᣓ契約がᅔ㞴࡞せᅉ㸦」ᩘᅇ⟅ྍ�Q ��㸧�

�

�

�

�

�

� � � � � � � � �

ᦆኻᅇ㑊ᛶ

⌧యไ⥔ᣢ

୙☜ᐇᛶ

ᘓタᴗチྍ

ேဨ୙㊊

表�� ⥭急時の連絡体制㸦1 ��㸧�

 大つᶍ災害 

༠定 

平成 �� 年  

� 月豪雨 

年間維持工事 

支部経⏤ � � � 

業者┤᥋ � � � 

 

⾲��� ᖹᡂ �� ᖺ㸵᭶豪雨にࡅ࠾る初動ᑐᛂのㄢ㢟�
 ㄢ㢟�

�

�

⾜

ᨻ

⫋

ဨ�

㞳ᓥࡸᒣ㛫㒊࡛は㸪災害ᑐᛂ✵ⓑᆅᖏが初動の㐜ࢀに┤⤖ࡓࡋ�

Ⓨ災┤ᚋは㸪㏻ಙ㏵⤯ࡸேဨ୙㊊ࡽ࠿᝟ሗ཰㞟がᅔ㞴࡛㸪᝟ሗ

㘒⥈ࡸ㔜」ᣦ♧ᣦ♧ᚅࡕにࡼる⌧ሙ೵࡝࡞⁫のΰ஘が⏕じࡓ．

㐃⤡❆ཱྀの一ᮏ໬࡜⌧ሙᑐᛂࢆ⤫ᣓ⟶⌮するྖ௧ሪがᚲせ�

⏺㸪ಶู契約には㝈࡚ࡋ࡜のᑐᛂ࡬害⿕࡞時ከⓎ的ྠࡘ࠿ᩘ「

が࠶るࡓめ㸪ᨭ㒊୰ᚰの⤌⧊的࡞యไᩚഛがồめࢀࡽる�

災害時の⥭ᛴᑐᛂに࡚࠸࠾㸪ᴗ⪅㛫のࠕ⦖ᙇࡾព㆑ࠖが初動ᑐ

ᛂの㐜ࢆࢀㄏⓎする࡜ࡇが࠶る�

�

ᘓ

タ

ᴗ

༠

఍

ᨭ

㒊�

ᣦ♧⪅୙᫂࡝࡞ᣦ♧࿨௧⣔⤫のΰ஘がࡓࡲ．ࡓࡗ࠶㸪ྠ一のሗ

࿌ࢆ」ᩘ㒊ᡤࡽ࠿ồめࡾࡓࢀࡽ㸪ᣦ♧にᇶ࡙࡚࠸⌧ሙ࡬ฟ動す

る࡜ᑐᛂ῭࡝࡞ࡓࡗࡔ㸪㐃⤡యไのㄢ㢟がከࡃᐤࡓࢀࡽࡏ�

㏻ಙ㏵⤯にࡾࡼ初動ᑐᛂに時㛫ࢆせࡓࡓࡋめ㸪⮬動的にࣟࢺࣃ

�がᚲせࣝ࢔ࣗࢽる࣐ࡁ㛤ጞ࡛ࢆ࣮ࣝ

ᅜ࣭┴࣭ᕷࣂࡽ࠿ラࣂラに౫㢗ࡓࢀࡉඃඛ㡰఩࠺࡝ࢆする࠿�

ኪ㛫ࡸ豪雨時の༴㝤ࢆక࠺㐣ᗘ࡞ᑐᛂはၥ㢟࡛࠶る�

災害ᑐ⟇ᮏ㒊㛗⮬㌟が⿕災ࡓࡋ．ᴗ⪅が⿕災ࡓࡋሙྜの災害ᑐ

⟇ᮏ㒊యไ᳨ࢆウࡃ࠾࡚ࡋᚲせが࠶る�
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㸵．考察 
���᪥ᖖ的࡞インフラメンテナンスは災害時の初動ᑐᛂに

࠿影響する࠺࡝

 豪雨災害時の初動対応において，ಶู契約では㟁ヰに

よるパトロール౫㢗の業者数が多く，パトロール開ጞま

でに時間を要する．また，パトロール᏶஢や被害状況の

ሗ࿌が，᝟ሗの重要度に関係なく業者から↓⛛ᗎにሗ࿌

されるため，インフラ管理者㸦地方ᒁまたは土木事ົ所㸧

の᝟ሗฎ理対応が㞴⯟し，結果的に᝟ሗの㘒⥈や指示者

୙明といったΰ஘を生じさせていた．こうした初動対応

上のၥ題Ⅼは，平成24年7月の஑ᕞ໭部豪雨災害を事例と

したຍ知ら�)の࢔ンࢣート調査において，ྠᵝの課題が

ᣲࡆられている． 

 一方，維持工事の⥭急ฟ動を建設業༠会支部の事ົᒁ

から౫㢗した事例では，地方ᒁ㸦または土木事ົ所㸧と

建設業༠会支部の཮方に災害対策本部が設⨨され，パト

ロール開ጞから᝟ሗ集約，指示のఏ㐩，業者・重機の㓄

⨨等を比較的෇⁥に実施できていたことが示された．

 これらの事例から，日常的なインフラメンテナンスと

災害対応のいずれにおいても，支部を中心とした連絡体

制・指᥹命௧⣔⤫とし，一ᩧ連絡㏦ಙ⥙のᵓ⠏や自動的

なパトロール実施体制の整備など，⤌⧊的な初動体制の

ᵓ⠏が，豪雨災害時の迅速な初動対応に᭷効といえる． 

 こうしたインフラメンテナンスと災害対応の関連につ

いて高ᶫ�)は，「国の機関をᣲࡆて，㜵災とインフラメ

ンテナンスを関連௜けた施策を推進することが重要」と

ᥦ᱌しており，愛媛県職員からは「㌿໅の多い自἞体職

員の要ồに迅速かつ的確に応えるには，地元に⢭通した

建設業者が機⬟するࢩステ࣒がᚲ要」との意見を得た．

まずはインフラ管理者と地域建設業が，日常と災害時

のどちらにも対応できるフ࢙ーࢬフリーな連絡体制を整

備し，地域建設業の⤌⧊ຊを活かしたインフラメンテナ

スの実施体制をᵓ⠏することが，豪雨災害時の迅速な初

動対応への➨一Ṍといえる．

���インフラメンテナンスໟᣓ的Ẹ㛫ጤクの᥎㐍ࢆ㜼害す

るせᅉ

今ᅇの調査では，愛媛県建設業༠会支部が⤌合包括契

約を導入できない大きな要因は，ձ事ົᒁの人員୙㊊，

ղ建設業チྍの取得がᅔ㞴，であることが示された．༢

⊂支部として，職員やᢏ⾡者を㞠⏝し建設業チྍを取得

することは，現ᅾの支部の経Ⴀ状況では現実的ではない

という意見である．

㏫に，インフラメンテナンスを包括的に民間委託する

動機௜けについては，愛媛県職員から「豪雨災害への対

応において，ಶู契約よりも包括契約にඃ఩性があるた

め」とのᅇ⟅を得た．このことから，災害対応の経㦂に

より迅速な初動対応の重要性を෌ㄆ識したྛ地方ᒁ㸦ま

たは土木事ົ所㸧と建設業༠会支部が，災害対応と維持

工事を関連௜け，契約方式を࢔ッࢹࣉートした結果，⤌

合包括契約や共ྠ௻業体による契約方式がቑຍした，と

推ᐹされる． 

今ᅇの調査では඲12支部のうち，⤌合包括契約の�支部

を㝖く10支部の事ົᒁ職員の中に，1⣭土木施工管理ᢏ士

と2⣭土木施工管理ᢏ士がྛ3ྡずつ，合計�ྡのᢏ⾡者が

ᅾ⡠していることが分かった．ᢏ⾡者1ྡのࡳでは、建設

業チྍを取得して一定㔠㢠を㉸える工事ཷὀはできない

が，ᗈ域連ᦠにより」数支部が共ྠ௻業体をᵓ成すれば，

支部をまたいで包括契約による⤌⧊的な維持工事対応が

ྍ⬟となる．今後は，」数・ᗈ域・他分㔝のインフラ施

設を「⩌」としてᤊえ，包括的民間委託など地域の実᝟

に合った契約方式の工ኵを᳨ウするᚲ要がある7)． 

㸶．࡜ࡲめ 
 今ᅇの調査で，���日常的なインフラ維持工事の連絡体

制を災害時の連絡体制と⤫一することが，災害時の迅速

な初動対応に᭷効であること，���事業༠ྠ⤌合による包

括契約導入には，支部事ົᒁの人員୙㊊や建設業チྍの

取得がᅔ㞴といった理⏤から，導入に対しᾘ極的になる

ことが示された． 

本研究では，愛媛県を対象に調査を実施したが，今後

は他地域をྵめた調査を実施し，より一⯡性の高い知見

を得ることがᚲ要であると⪃える．また，地元建設業の

⤌⧊的な災害対応ࢩステ࣒にᗈ域連ᦠというどⅬをຍえ，

災害時の初動対応を迅速化するための方策について研究

を行うண定である． 

ㅰ㎡ 
インタࣗࣅー調査にࡈ༠ຊいたࡔいた愛媛県職員の

方々，࢔ンࢣート調査にࡈ༠ຊいたࡔいた一⯡社団法人

愛媛県建設業༠会会長，ྛ支部長，事ົᒁのⓙᵝに῝く

ឤㅰの意を示します． 

⿵ὀ 
���ձಶู契約は指ྡ➇த入ᮐで業者を㑅定する．ղ地域維持

ᆺ建設共ྠ௻業体の契約とճ事業༠ྠ⤌合による包括契約

は，地域維持ᆺ契約方式公ເ公࿌に対し，入ᮐཧຍᕼᮃ者

がղまたはճを㑅ᢥし，入ᮐཧຍ⏦ㄳ᭩をᥦฟする．

���愛媛県建設業༠会の支部は法人格を持つ事業༠ྠ⤌合を᭷し

ており，一⯡的に事ົᒁ職員は支部と⤌合の業ົをවົし

ている．また，ྠ一建設業者が支部会員と༠ྠ⤌合の⤌合

員という୧方の資格を持つࢣースが多い．
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ᐙලᅛᐃάືに㛵ࡿࢃ地ᇦのᢸいᡭによࡿ⤌⧊ⓗྲྀり⤌ࡳ
Organized efforts by local leaders involved in furniture fixing activities  

ᒸ村 Ὀගࠐ
1
㸪㤿場 ⨾ᬛᏊ

1

Yasumitsu OKAMURA1 and Michiko BANBA 1 

1 රᗜ県立大学大学㝔 ῶ災復興ᨻ策研究⛉ 
 Graduate School of Disaster Resilience and Governance University of Hyogo 

   I Although many local governments recognize the necessity of furniture fall prevention, it is estimated that there are 
large regional differences depending on the existence of support measures and the state of local efforts. As a result of 
a survey on support measures and results of major local governments in three metropolitan areas, results tend to increase 
in areas where there are people who fix furniture. Based on the hypothesis that continuous community activities by 
bearers are effective for the promotion of furniture fall prevention, we investigated the activities of bearers in local 
communities in Edogawa Ward and Midori Ward in Nagoya City, and considered the importance of organization and 
maintenance improvement of furniture fall prevention activities by bearers in local communities. 
Keywords : furniture fall prevention㸪public assistance,  local community㸪 community activities 

１．◊✲の⫼ᬒ
(1)ᐙල㌿ಽ㜵Ṇのㄆ㆑

㏆いᑗ᮶㸪༡ᾏトࣛࣇᕧ大地震ࡸ㤳都直ୗ地震な࡝の

大規模地震の発生がᠱ念されており㸪௒年 3 ᭶には国の

被害᝿ᐃが前ᅇから 10 年వりを⤒㐣し全㠃的に見直され

た．中ኸ防災఍㆟の༡ᾏトࣛࣇᕧ大地震対策᳨ウ࣡ー࢟

地ࢫࣛࢡᕧ大地震 最大ࣇによる「༡ᾏトࣛࣉルーࢢࢢࣥ

震における被害᝿ᐃについて」（2025）では㸪ᐙල等の

㌿ಽ・ⴠୗ防Ṇ対策のᙉ໬ᐙල㌿ಽ防Ṇの実施により㸪

᝿ᐃ死ஸ⪅⣙5,300人を大きくῶᑡさࡏる᥎計が行われて

いる．東京消防庁の「ᐙල㢮の㌿ಽ・ⴠୗ・⛣ື防Ṇ対

策ࣈࢻࣥࣁッ（2024）「ࢡによればᐙල㌿ಽでは࢞ࢣ㸪

ⅆ災㸪㑊㞴㞀害の３つの༴㝤から㌟を守るᚲ要があると

され㸪死ஸ以እの༴㝤࡬の対ฎがồめられている．

人ཱྀがከく大地震の被害も大きくなることが᝿ᐃされ

る 3 大都市ᅪのᨻ令指ᐃ都市に加え㸪阪神㛫のྛ自治体

のホームページでは㸪いࡎれもᐙල㌿ಽのࣜࢡࢫにഛえ

るᚲ要性があるとの記載が見られ㸪ᐙල㌿ಽ防Ṇのᚲ要

性はᗈく認識されている．

(2)ᐙල㌿ಽ㜵Ṇのᨭ᥼ෆᐜとᐇ⦼

ᐙල㌿ಽ防Ṇを㐍めるためにከくの自治体で支援策が

タけられている．3 大都市ᅪの主要都市で支援策の᭷↓

とある場合の支援内ᐜは表 1 の㏻り༊によって␗なる． 
⾲ 1 ᐙල㌿ಽ㜵Ṇᨭ᥼策の᭷↓とෆᐜ 

㤳都ᅪとྡྂᒇのᨻ令指ᐃ都市のከくがᐙලᅛᐃჾල

ྲྀ௜け支援を行っており㸪関すのᨻ令指ᐃ都市では支援

策が行われていない．ᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜け支援策は㸪自

治体により対象⪅も様ࠎであるが㸪ከくは表 2 の㏻り㸪

㧗㱋⪅等に限ᐃしている．そのような自治体では㧗㱋⪅

⚟♴としてᐙල㌿ಽ防Ṇが行われていることがከかった．

⾲ 2 ᨭ᥼対㇟⪅ 

支援実⦼㸪ྲྀ௜け㈝⿵ຓ上限と実⦼が把握できた自治

体について、実⦼がከい⌮⏤を⫈ྲྀした．表 3 に対象⪅

を限ᐃしない自治体㸪表 4 に対象⪅を㧗㱋⪅等に限ᐃし

ている自治体を♧す．ᢸ当❆ཱྀでは実⦼のከᐻの要ᅉを

把握していない自治体もあったが㸪ᐙලᅛᐃჾලのྲྀ௜

けᢸい手がၨ発からྲྀ௜けまで⤌⧊的に関わっている地

ᇦと㸪㑊㞴行ື要支援⪅に⤠ってẸ生ጤဨ等の༠ຊもᚓ

て⥅⥆的にᐙලᅛᐃをാき᥃けている地ᇦで実⦼がከい

ഴྥにあった．なお㸪実⦼は㐣ཤ 3 年度または把握でき

た直㏆年度のᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜け等実⦼世帯数を 2024 年

1᭶ 1日現在の世帯数で割り 1万世帯当たりの数್で♧し

ている．

⾲ 3 ᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜ࡅᨭ᥼ᐇ⦼(対㇟⪅ไ㝈ࡋ࡞) 

支援対象を限ᐃしない᪂ᐟ༊㸪文京༊㸪㊊立༊とྡྂ

ᒇ市の中では㸪᪂ᐟ༊と文京༊が災害᫬㑊㞴行ື要支援

⪅に⤠って⥅⥆᥎㐍していることが実⦼のከい一ᅉと考

えられるが㸪この実⦼が地ᇦ全体のᐙල㌿ಽ防Ṇにつな

支援策 支援内ᐜ ヱ当する自治体

ᐙලᅛᐃჾල㉎入⿵ຓ  ༊,῰㇂༊,Ⲩᕝ༊

ᐙලᅛᐃჾල᩷᪕ ㇏ᓥ༊

あり

中ኸ༊, ༊,᪂ᐟ༊,文京༊,
ྎ東༊,ቚ⏣༊,Ụ東༊,ရᕝ༊,
目㯮༊,大⏣༊,世⏣㇂༊,中㔝༊,
ᮡ୪༊,໭༊,Ⲩᕝ༊,ᯈᶫ༊,
⦎㤿༊,㊊立༊,ⴱ㣭༊,Ụ戸ᕝ༊,
ᶓ὾市,༓ⴥ市,ྡྂᒇ市

なし

༓௦⏣༊,さいたま市ͤ,京都市,
大阪市,神戸市
（ͤᇸ⋢県ではᐙලᅛᐃྲྀ௜ᴗ⪅
⤂௓ไ度あり）

ᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜

対象⪅ ヱ当する自治体

༊・市Ẹ全ဨ ᪂ᐟ༊,文京༊,㊊立༊,ྡྂᒇ市

㑊㞴行ື要支援⪅ ⦎㤿༊

中ኸ༊, ༊,ྎ東༊,ቚ⏣༊,Ụ東༊,
ရᕝ༊,目㯮༊,大⏣༊,世⏣㇂༊,
中㔝༊,ᮡ୪༊,໭༊,Ⲩᕝ༊,ᯈᶫ༊,
ⴱ㣭༊,Ụ戸ᕝ༊,ᶓ὾市,༓ⴥ市

㧗㱋⪅のࡳ世帯等

自治体 実⦼
ྲྀ௜㈝

⿵ຓ上限
要ᅉ࡯か

᪂ᐟ༊ 6.4 なし 災害᫬㑊㞴要支援⪅を対象に⥅⥆᥎㐍

文京༊ 6.6 25,000෇ 災害᫬㑊㞴要支援⪅を対象に⥅⥆᥎㐍

㊊立༊ 1.7 100,000෇

ྡྂᒇ市 6.6 なし ᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸの⤌⧊的活ື
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がっているかは不明である．ᐙල㌿ಽによる࢞ࢣ㸪ⅆ

災㸪㑊㞴㞀害の 3 つの༴㝤から㌟を守る࡭き人は全住Ẹ

であることからすると㸪支援対象を㧗㱋⪅等に限ᐃしな

いで実⦼をあࡆているྡྂᒇ市のྲྀ⤌ࡳがඃれているも

のと᥎ される．ྡྂᒇ市では㸪2005 年に発㊊したᐙල

㌿ಽ防Ṇ㝲をᘬき⥅いで 2015 年に市がไ度໬しᐙලᅛᐃ

のᢸい手となるᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸを㣴ᡂし㸪そ

の認ᐃⓏ㘓⪅は⣙ 300 ྡで᥎⛣している．ᐙල㌿ಽ防Ṇ

ࡔは㸪自ら⤌⧊的にᐙලᅛᐃჾලのྲྀ௜け࢔࢕ࢸࣥࣛ࣎

けでなく㸪ၨ発の活ືも行っている．なお㸪ྡྂᒇ市

は㸪ᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸがྲྀ௜けるため㸪ྲྀ௜け

に関する市の㈇ᢸは࡯と࡝ࢇないが㸪௚の自治体はྲྀ௜

けᴗ⪅に⤒῭合⌮性のある㈝用を自治体が㈇ᢸするた

め㸪自治体ഃのṓฟが大きく㸪⛯཰の大きな自治体以እ

では᥇用しにくいものと考えられる．

⾲ � ᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜ࡅᨭ᥼ᐇ⦼(対㇟⪅ไ㝈࠶り) 

㧗㱋⪅等に対象を⤠っている自治体の中では㸪中ኸ༊㸪

ቚ⏣༊㸪Ụ東༊㸪世⏣㇂༊㸪中㔝༊が 1 万世帯当たり 2
௳を㉸えている．Ụ戸ᕝ༊はᖹᆒで 2 ௳ᮍ‶であるが㸪

年によるቑῶが⃭しく㸪࣐ࣥࣥࣙࢩから⧳まった౫㢗が

ある年は 2.9 ௳の実⦼をあࡆたこともある． 
これら 6 ༊の中では㸪中ኸ༊と世⏣㇂༊は 65 ṓあるい

は 75 ṓになった人全ဨ࡬のᐙල㌿ಽ防Ṇを࿧ࡧかけてい

ることによるຠᯝとの༊ᙺ所ᢸ当からのᅇ⟅があった．

ణし㸪このようなຠᯝが地ᇦ全体のᐙල㌿ಽ防Ṇにつな

がっているかは㸪᪂ᐟ༊ࡸ文京༊のࢣーࢫと同様に不明

である．Ụ東༊は࣐ࣥࣥࣙࢩ管⌮⤌合からまとまった౫

㢗が᮶ることが実⦼がከい要ᅉで地ᇦとしてのᾐ㏱は不

明である．

一方、ቚ⏣༊では㸪ቚ⏣༊⪏震໬᥎㐍༠㆟఍が᥎㐍の

ୗ㸪ᐙලᅛᐃჾලのྲྀ௜けは㸪大ᕤのࣜタ࢔࢖ᒙが༊の

支援金の金額で受ὀしており㸪Ụ戸ᕝ༊等では東京ᅵ建

⤌合の支部がᢸい手となっている．中㔝༊では⪏震デ᩿

ᴗ⪅がᐙලᅛᐃჾලのྲྀ௜けも行っており㸪ᢸい手であ

るᴗ⪅が᥎㐍のᙺ割をᢸっている可能性がある．ᐙලの

㌿ಽ防Ṇは⥅⥆的に㐍めることでᐙලᅛᐃ実施割合が㧗

まるため㸪ᢸい手ഃの⤌⧊的㸪⥅⥆的なྲྀ⤌が重要にな

ると考えられる．

(3)ᐙල㌿ಽ㜵Ṇのᐇ㊶⌮ㄽ

࣑ࣗࢥ㊶ー ら（2002）は㸪実࢙࢞ࣥ࢘・ࢾ࢚ࣥ࢕ࢸ࢚

ニ࢕ࢸの基本ᵓ㐀は㸪࣓ࣥࣂー㛫の一体ឤを生ࡳฟす

「㡿ᇦ」㸪学⩦する♫఍ᵓ㐀である「࣑ࣗࢥニ࢕ࢸ」㸪

そしてその࣑ࣗࢥニ࢕ࢸが生ࡳฟすし特ᐃの▱識を指す

「実㊶」の 3つの⤌ࡳ合わࡏであると㏙࡭ている．この 3
つの要⣲が上手くかࡳ合ってึめて㸪実㊶࣑ࣗࢥニ࢕ࢸ

は⌮᝿的な▱識を生ࡳฟし㸪ඹ᭷する㈐௵をᢸうことの

できる♫఍的ᯟ⤌ࡳとなるとしている．

地ᇦにおけるᐙල㌿ಽ防Ṇ活ືを⤌⧊的㸪⥅⥆的に行

われる場を実㊶࣑ࣗࢥニ࢕ࢸとして位⨨௜けると㸪ᐙල

ᅛᐃという「㡿ᇦ」において㸪ᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜けのᢸ

い手が集まって「࣑ࣗࢥニ࢕ࢸ」をᙧᡂし㸪ᐙලᅛᐃჾ

ලྲྀ௜けという「実㊶」を㏻してᢏ⾡ࡸ⤒㦂▱を㧗め合

うという௙⤌ࡳと考えられる．

ᐙලのᅛᐃ現場では㸪建物のቨࡸኳ஭のᵓ㐀㸪ᐙලの

㓄⨨・㧗さ・ᖜ・ዟ行・ᵓ㐀㸪ࣥࢭࣥࢥトの位⨨㸪ᐙල

なྲྀ௜けࠎの✰あけの可ྰ㸪生活様ᘧ等により様࡬ቨࡸ

方ἲがあり㸪౫㢗⪅との合ពにより㑅ᢥし㸪ྲྀり௜ける

ため㸪ಶู性が非常にᙉく㸪⤒㦂と࢘ࣁ࢘ࣀを要する．

また౫㢗⪅にᏳᚰឤをᣢってもらうためには現場での受

け応えも重要であり㸪実㊶を㏻してᢏ⾡と⤒㦂▱を㧗め

合う場をᙧᡂするᚲ要があると考えられる．

２．◊✲の┠ⓗ
内閣府による「防災に関する世論ㄪᰝ（2020 年 9 ᭶ㄪ

ᰝ）」（2023）でのᐙල・ᐙ㟁の㌿ಽ・ⴠୗ・⛣ື防Ṇ

対策の程度によれば㸪「ࡰ࡯全てのᐙල・ᐙ㟁な࡝のᅛ

ᐃができている」と「重㔞または㧗さのあるᐙල・ᐙ㟁

な࡝のᅛᐃはできている」と⟅えた⪅の合計割合は

39.5㸣にṆまっている．同ㄪᰝの 2017 年（2018）と 2013
年（2014）の同割合は 46.6%㸪44.4%であり㸪ᅇ⟅対象⪅

が␗なるため㸪単⣧比較はできないが㸪ᐙලᅛᐃ割合は

あまり㧗まっていないものと考えられる．

ᐙලᅛᐃの実施割合ྥ上のためには㸪前ᅇ᫓Ꮨᢞ✏で

ᒸ村ら（2025）は㸪行ᨻがఱらかの᪝᣺りを行い㸪地ᇦ

な関わり方をすることでᐙල㌿ಽ防ࠎが様࢕ࢸニ࣑ࣗࢥ

Ṇが᥎㐍され㸪その関わり方が住Ẹとᢸい手の୧方にᣑ

がる࡝࡯実⦼がቑ加して行くものと考えられるとした．

本✏では㸪地ᇦ࣑ࣗࢥニ࢕ࢸにおけるᢸい手の活ືに╔

目し㸪ᢸい手による⥅⥆的な࣑ࣗࢥニ࢕ࢸ活ືがᐙල㌿

ಽ防Ṇの᥎㐍にຠᯝがあるのではないかとの௬ㄝを立て㸪

Ụ戸ᕝ༊㸪ྡྂᒇ市⥳༊と同市守ᒣ༊において㸪地ᇦࢥ

࣑ࣗニ࢕ࢸの中でᢸい手の⤌⧊活ືをㄪᰝし㸪3 地ᇦの

．を比較し㸪その⥅⥆性とྥ上性を考ᐹするࡳ⤌ྲྀ

㸱．ྛ地ᇦ࡛のᐙලᅛᐃの⤌⧊ⓗάື
(1)東ி㒔Ụᡞᕝ༊の東ிᅵᘓ୍⯡ປാ⤌ྜỤᡞᕝᨭ部

༊ᙺ所に᮶る住Ẹからの住宅のಟ⧋㸪ቑᨵ⠏等に関す

る┦ㄯに対応するため㸪住宅ᨵၿ┦ㄯ事ᴗを開ጞしたこ

とからはࡌまる（1983 年事ᴗ開ጞ）．この事ᴗは༊が┦

ㄯ⪅を建⠏⣔⤌合に⤂௓し㸪⤌合の所ᒓするᕤົᗑが┦

ㄯ⪅に対応し㸪ቑᨵ⠏の直接受ὀにつながり㸪┦ㄯ⪅に

とっても地ඖのಙ㢗できるᕤົᗑに౫㢗できる࣓ࣜット

がある．現在のᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜け支援ไ度（現在のྡ

⛠はᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸไ度）は㸪その事ᴗの一

⎔として開ጞされた．現在は 3 ⤌合（東京ᅵ建Ụ戸ᕝ支

部㸪東京建タᚑᴗဨ⤌合㸪㤳都ᅪ建タ産ᴗユニ࢜ࣥ）が

対応している．௒般㸪この 3 ⤌合のうࡕ最も実⦼がከい

とされる東京ᅵ建Ụ戸ᕝ支部の活ືをㄪᰝした．

ᐙලのᅛᐃჾලྲྀ௜け౫㢗があれば㸪同支部内の東京

ᅵ建住宅ࣥࢭターの఍ဨが㏻常 1 人で対応する．ணめ㌿

自治体 実⦼
ྲྀ௜㈝
⿵ຓ上限

要ᅉ࡯か

中ኸ༊ 2.8 なし 65ṓになる人全ဨに᱌内

ྎ東༊ 1.6 なし

ቚ⏣༊ͤ 2.8 14,500෇ ቚ⏣⪏震໬᥎㐍༠㆟఍�ᢸい手連ᦠ�が᥎㐍

Ụ東༊ 4.6 なし 管⌮⤌合からከくの౫㢗ࣥࣙࢩ࣐ࣥ

ရᕝ༊ 1.2 20,000෇

目㯮༊ 0.3 20,000෇

大⏣༊ 1.0 なし

世⏣㇂༊ 8.0 20,000෇ 75ṓになる人に全ဨに᱌内。⏦㎸が⡆単

中㔝༊ 2.2 なし ⪏震デ᩿と一体で᥎㐍�⪏震デ᩿ᴗ⪅がྲྀ௜�

໭༊ 0.2 なし

Ⲩᕝ༊ 0.7 10,000෇

ᯈᶫ༊ 0.7 22,000෇

ⴱ㣭༊ 1.4 30,000෇

Ụ戸ᕝ༊ 1.7 なし ከい年は2,9.東京ᅵ建Ụ戸ᕝ支部が᥎㐍

ᶓ὾市 1.3 なし

༓ⴥ市 0.3 5,000෇

ͤቚ⏣༊の実⦼はᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜と࢞ࣛࢫの࢕ࣇルム㈞の௳数合計

ቚ⏣༊の࢞ࣛࢫの࢕ࣇルム㈞の⿵ຓ上限は17,500෇

ᅇ⟅がᚓられていない༊については記載していない
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ಽ防Ṇがᚲ要なᐙලの✀㢮と点数等を⪺いておき㸪ᚲ要

なჾල㸪部ᮦをᣢって行って㸪半日程度で᏶஢さࡏてい

る．ᚲ要なჾල㸪部ᮦは༊の㈇ᢸで東京ᅵ建Ụ戸ᕝ支部

の಴ᗜでಖ管している．

౫㢗⪅からは↓ᩱで受ὀするため㸪༊からの支援金と

㏣加⿵ຓが཰入となるが㸪一般的なᕤ㈤よりかなりప額

であるため㸪支援ไ度のྡ⛠はᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛࣥ࢕ࢸ

．られているࡆとされ㸪༊の㈇ᢸ額はᢚえつつ実⦼を上࢔

一方㸪東京ᅵ建住宅ࣥࢭターの఍ဨにとり㉥Ꮠ受ὀであ

るが㸪この఍ဨには住宅ᨵၿ┦ㄯ事ᴗでのቑᨵ⠏ᕤ事受

ὀがあるため㸪ᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜けはప額で行われてい

る．同支部には現在⣙8,000ྡの⤌合が所ᒓしているが㸪

ᐙලᅛᐃჾලྲྀり௜けに対応している఍ဨは 25 人である．

ᐙලのᅛᐃは㏻常の建⠏現場とは␗なり㸪特Ṧであり㸪

఍ဨにはᒇ根㸪内⿦㸪ሬ⿦な࡝のᴗ⪅も఍ဨであるため㸪

年 1 ᅇᐙලᅛᐃჾලのྲྀ௜け学⩦఍を実施している．఍

ဨ㛫では᭶ 1 ᅇのᐃ例఍により㸪情報をඹ᭷し㸪࢟ࢫル

の⥔ᣢྥ上が行われている．

同住宅ࣥࢭターではᐙලᅛᐃჾලのྲྀり௜けࡔけでな

く㸪そのᚲ要性のၨ発にも✚ᴟ的に関わっている．地ᇦ

のおまつり（2025年は 4㹼11 ᭶で年 11ᅇ）でのᮌᕤᩍᐊ

な࡝でᐙල㌿ಽ防Ṇࡸ住まいのಟ⧋等のၨ発を行ってい

る．また㸪༊と連ᦠした住まいのఱでも┦ㄯ఍（ᅗ 1）
では↓ᩱᮌᕤᩍᐊࡸໟ୎↓ᩱとࡂで集ᐈし㸪ᐙල㌿ಽ防

Ṇのၨ発を行っている．

図 1 ఫまいのఱ࡛ࡶ┦ㄯ఍のࢩࣛࢳ 

この┦ㄯ఍では㸪ᐙලᅛᐃを受ὀしている௚の⤌合࣓

震デ᩿をᢸ当するタ計ኈとの஺ὶもあり㸪情⪏ࡸーࣂࣥ

報஺᥮を㏻して࢟ࢫルྥ上ྲྀࡸ⤌ᣑ大にもつながってい

るものと考えられる．

(2)ྡྂᒇᕷのᐙල㌿ಽ㜵Ṇ࣎ࣛ⥳

ྡྂᒇ市の現在のᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸไ度開ጞ

により㸪⥳༊の同ไ度に基࡙き認ᐃされる࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸ

の㐠Ⴀ⤌⧊（௵ពᅋ体）としてᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛ⥳は

2016 年にタ立された．ᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜けにᚲ要なゼၥ

஺㏻㈝㸪㥔㌴場௦㸪ಖ㝤ᩱな࡝ಶ人㈇ᢸでは㛗⥆きしな

い．そこで市と༠㆟して㸪これらのಶ人㈇ᢸ㈝用の⿵ሸ

を市からᚓることになったことが㸪活ື⥅⥆に寄୚して

いる．

市のไ度の対象⪅は㸪当ึ㸪㧗㱋⪅等に限ᐃされてい

たが㸪災害᫬に㧗㱋⪅等のᙅ⪅をຓける人も対象にす࡭

きとして㸪市のไ度の対象⪅がᣑ大された．

同ᅋ体では主にࣜタ࢔࢖ᒙが加入し㸪ᐙලᅛᐃჾලྲྀ

௜けࡔけでなく㸪ᐙල㌿ಽ防Ṇのၨ発活ື（2024 年度は

10 ᅇの防災カ⦎等）を行っている．ၨ発カ⦎の場では᮶

場⪅のᐙලᅛᐃ≧ἣのㄪᰝが行われており㸪その集計⤖

ᯝでは㣗ჾᲴのᅛᐃ割合は 57.2㸣と㐣半数を㉸えている

（表 5）． 
⾲ � ᐙලẖのᅛᐃ๭ྜ

ᐙලᅛᐃの現場では㸪様ࠎな᮲௳に合わ࡝ࡏのように

ᅛᐃするかは࢘ࣁ࢘ࣀと࢟ࢫルを要するが㸪10 年㏆く活

ືを⥅⥆する中で㸪࢟ࢫルがྥ上し㸪現場に合わࡏたྛ

✀ᅛᐃ方ἲはྡᇛ大学との実㦂᳨証も行われ☜立されて

いる． 

同ᅋ体ではࢳームไをྲྀり入れ㸪同一ࢳームでのᅛᐃ

సᴗを⧞り㏉すことでసᴗの෇⁥໬をᅗることで㸪ᐙල

ᅛᐃჾලのྲྀ௜けㄪᰝから実㝿のྲྀ௜けまでの᫬㛫を半

分以ୗに▷⦰しసᴗຠ⋡をྥ上さࡏてきた． 

また㸪加入⪅㛫でのྥ࢘ࣁ࢘ࣀ上のために㸪ྲྀ௜けኻ

ᩋ事例を 2 ᭶ࢣ 1 ᅇの఍㆟でඹ᭷໬し㸪࣐ニࣗ࢔ルに⤌

ไ度を㐠Ⴀす࢔࢕ࢸ入れている．ᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛࣥࡳ

るྡྂᒇ市消防ㄢは㸪ᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛ⥳が市内で最も

⤌⧊的に活ືできているとホ౯している． 

(3)ྡྂᒇᕷの㜵災࣎ࣛࢺࢵࢿᏲᒣ

防災࣎ࣛࢿット守ᒣは㸪ྛ✀࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸ活ືを行う

௵ពᅋ体として 2003 年に発㊊し 2006 年にᐙල㌿ಽ防Ṇ

を行っていたかࡄてࡰࢇう㝲の活ືをᘬき⥅ࡂ㸪♫఍⚟

♴༠㆟఍との連ᦠによるᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜け活ືを行っ

ている．2015 年からጞまった市のᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛࣥࢸ

活ືにᚲ要な㈝用は࢔࢕ࢸไ度とはูᯟで㸪࣎ࣛࣥ࢔࢕

♫఍⚟♴༠㆟఍のເ金をཎ㈨として年 70 ௳を上限にᐙල

ᅛᐃ࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸ活ື㈝（ჾල㈝用㸪࢞ࣥࣜࢯ௦㸪㥔㌴

場௦等）を㈥い㸪㉥Ꮠにならないように㐠Ⴀされている．

市のไ度では㸪ᐙලᅛᐃჾල௦は౫㢗⪅㈇ᢸであるが㸪

守ᒣではჾල௦も♫఍⚟♴༠㆟఍で㈇ᢸし㸪౫㢗⪅の㈇

ᢸはない．守ᒣのᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸは 50 ṓ௦か

ら 70 ṓ௦が࡯と࡝ࢇでᖹᆒ年㱋 60 ṓᙅ．最年ᑡは 30 ṓ

௦である．ᐙලᅛᐃ活ືはᅵ日のࡳの年㛫ࢣࢫジࣗール

でỴまっているため㸪ࣜࣛࢧー࣐ࣥでもཧ加可能であり㸪

ⱝい࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸも活ືしている．࣓ࣥࣂーには建⠏ኈ㸪

ᐙල⫋人ࡸ㟁Ẽᢏ⾡⪅もおりከᙬである．また㸪年 2 ᅇ

はᐙලᅛᐃ現場にཧ加⩏ົ௜けし㸪1 ᅇ当り 1,000 ෇のㅰ

金あり㸪これで఍㈝と࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸಖ㝤ᩱも㈥えるよう

になっている．

守ᒣでもᐙල㌿ಽ防Ṇのၨ発としてẖ年の⥲合防災カ

㸪ಶูฟ前ㅮᗙもࡸ㓄ᕸࢩࣛࢳ地ᇦのおまつりでのࡸ⦏

実施している．

ᐙලᅛᐃの࢘ࣁ࢘ࣀඹ᭷とྥ上のために㸪᭶1ᅇの఍合

௦表からの࣓ール発ಙの௚㸪௦表とࡸ 2 ྡのࣜーࢲーで

ᐙලᅛᐃ報࿌᭩をᅇし㸪情報をඹ᭷している．᫛和༊㸪

ኳⓑ༊㸪中村༊㸪守ᒣ༊ࡸ⥳༊な࡝のᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛ

ࡸ主ᑟ⪅との情報஺᥮も行う௚㸪市の㣴ᡂㅮᗙ࢔࢕ࢸࣥ

ルྥ࢟ࢫーと஺ὶし㸪ࣂㅮᗙで௚地༊࣓ࣥࣉッ࢔ル࢟ࢫ

上をᅗっている．防災࣎ࣛࢿット守ᒣではᐙලᅛᐃ以እ

の࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸ活ືを行っており㸪௚の࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸ活

ືを㏻してのᐙල㌿ಽ防Ṇの᥎㐍ၨ発も行われているも

のとᛮわれる．前㏙のᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛ⥳の௦表⪅もᐙ

ᐙල✀㢮 ᅛᐃしている ᮍ対応 ⨨いていない

ࣅレࢸ 40.5� 58.5� 1.0�

෭ⶶᗜ 21.1� 78.9� 0.0�

タࣥࢫ㢮 38.4� 42.9� 18.7�

本Ჴ・ࣛッࢡ 40.5� 45.3� 14.2�

㣗ჾᲴ 57.2� 34.8� 8.0�

ᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛ⥳によるㄪᰝ⤖ᯝから➹⪅సᡂࠉ530 1
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ල㌿ಽ防Ṇ以እの࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸ活ືを行っており㸪その

㠃でのᗈがりが考えられる．

㸲．3地ᇦの⤌⧊ⓗࡳ⤌ྲྀ࡞ẚ㍑ศᯒ 
(1)3 ⤌⧊のྲྀ⤌ẚ㍑

3 ⤌⧊の比較は表 6 の㏻りである．

⾲ � 3 ⤌⧊のྲྀ⤌ẚ㍑ 

活ື内ᐜは㸪ᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛ⥳はᐙලᅛᐃに特໬し

ているが㸪東京ᅵ建住宅ࣥࢭターは住宅┦ㄯ事ᴗが࣓࢖

ࣥであり㸪防災࣎ࣛࢿット守ᒣは㸪ᐙලᅛᐃ以እの࣎ࣛ

れのᅋ体もၨ発活ࡎもᗈく行っている．また㸪い࢕ࢸࣥ

ືを✚ᴟ的に行っている．

㐠Ⴀ㈝用㠃では㸪東京ᅵ建住宅ࣥࢭターはᐙල㌿ಽ防

Ṇ事ᴗの㉥Ꮠを住宅┦ㄯ事ᴗの࣓ࣜットで࢝ࣂーしてい

ることでᡂり立っているとゝえる．௚の 2 ᅋ体は㸪㐠Ⴀ

㈝用を市または♫఍⚟♴༠㆟఍からの給௜金で㈥い㉥Ꮠ

にならないよう㐠Ⴀされ㸪⥅⥆性がᢸಖされている．

ーには㸪金㖹的な࣓ࣜットはない活ືであるたࣂ࣓ࣥ

め㸪住宅のቑᨵ⠏受ὀで利┈がᚓられる人ࡸ᫬㛫的వ⿱

があるࣜタ࢔࢖ᒙが主体であるが㸪防災࣎ࣛࢿット守ᒣ

は㸪活ື日程をᅵ日の中からணめỴめていることからཧ

加⪅が現ᙺᒙにもᣑがっている．なお㸪東京ᅵ建住宅ࢭ

ࣥターでは㸪⫋人不㊊という全国的なഴྥの中㸪ᢸい手

のῶᑡはㄢ㢟になっている．

ーがᐙලᅛᐃჾලྲྀり௜けという特Ṧでᑓ㛛的ࣂ࣓ࣥ

なసᴗのため㸪࢟ࢫࡸ࢘ࣁ࢘ࣀルの⩦ᚓとྥ上は重要で

あり㸪3ᅋ体とも研ಟ఍ࢳࡸームไによる OJTの௚㸪᭶ 1
ᅇのᐃ例఍等でኻᩋ事例等のඹ᭷໬により࢘ࣁ࢘ࣀとࢫ

࢟ルを㧗めている．これらによりᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛ⥳で

はᐙලᅛᐃのㄪᰝからჾලྲྀり௜けまでの᫬㛫も半ῶさ

．㸪現在も▷⦰໬が㐍行しているࡏ

௚ᅋ体との஺ὶ㸪連ᦠ㠃も㸪ᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛ⥳は市

のไ度ᨵၿࡸᕤἲのຠᯝ᳨証な࡝市との連ᦠにᙉࡳがあ

ることが㢧ⴭであるが㸪いࡎれのᅋ体も✚ᴟ的に行われ

ている．同一ᴗົを行う௚ᅋ体であれば㸪当ヱᅋ体のࢫ

࢟ル࢘ࣁ࢘ࣀࡸをྲྀᚓするᶵ఍になり㸪関連するᅋ体で

あれば㸪ᐙල㌿ಽ防Ṇにつなࡆるᶵ఍をᣑ大できる可能

性があるものと考えられる．

ᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛ⥳は㸪ไ度㐠Ⴀࡸᅛᐃ方ἲのᢏ⾡㠃

の☜立にඃれ㸪防災࣎ࣛࢿット守ᒣは㸪఍ဨを現ᙺᒙに

ᗈࡆるᕤኵが行われ㸪♫఍⚟♴༠㆟఍との連ᦠに特ᚩが

ある．これら௚ᅋ体の஺ὶを㏻してඃれた♫఍⚟♴༠㆟

఍との連ᦠ方ᘧが᫛和༊にもᗈがるな࡝཮方にྲྀ⤌がྥ

上しているものと考えられる．

(2)⥅⥆ᛶとྥୖᛶࢆ☜ಖࢺࣥ࢖࣏ࡿࡍ

これら 3 ᅋ体のྲྀ⤌ࡳを比較した⤖ᯝ㸪⥅⥆性とྥ上

性には㸪ḟの 3 点が࣏ࣥ࢖トと考えられる． 
ձ㉥Ꮠにならない㐠Ⴀ

ルのྥ上࢟ࢫと࢘ࣁ࢘ࣀ఍ဨの߈

関連ᅋ体との஺ὶࡸ同一事ᴗの௚ᅋ体߉

ᐙල㌿ಽ防Ṇは㸪ᢸい手⤌⧊に╔目すると㸪いࡎれの

ᅋ体もこの 3 つの࣏ࣥ࢖トにྲྀり⤌ࢇでおり㸪௚ᅋ体と

の஺ὶも活かし㸪᭦にྲྀ⤌レベルがྥ上さࡏることがᮇ

ᚅされる．ణし㸪建⠏ᴗ⏺は⫋人不㊊で人ᮦ☜ಖがㄢ㢟

であり㸪࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸもྡྂᒇ市のᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛࣥ

のⓏ㘓人数が࢔࢕ࢸ 300 ྡ程度で᥎⛣し㸪ቑえていない

ことから㸪᭦なる᥎㐍には㸪࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸをቑࡸすྲྀ⤌

がᚲ要と考えられる．

㸳．まとめ
ᐙල㌿ಽ防Ṇは災害᫬㑊㞴行ື要支援⪅等に⤠って支

援ไ度を᱌内し⥆けることで実⦼はቑ加するが㸪地ᇦ全

体のྲྀ⤌ࡳが㐍ࡴとは限らないため㸪地ᇦ全体の᥎㐍の

ためにはᢸい手による⤌⧊をつくり㸪⥅⥆性とྥ上性を

☜ಖし㐍めて行くことが重要である．௒ᚋ㸪⤌⧊のᵓᡂ

ဨである఍ဨの活ືのㄪᰝを㐍め．᭦なるᨵၿにᚲ要な

要ᅉを᥈って行きたい．

⿵ὀ

(1)Ụ戸ᕝ༊のᐙලᅛᐃჾලྲྀ௜け支援実⦼㸸2021 年度 73 ㌺㸪

2022 年度 15 ㌺㸪2023 年度 104 ㌺㸪2024 年度 47 ㌺ 

ㅰ㎡

௒ᅇのㄪᰝで東京ᅵ建一般ປാ⤌合Ụ戸ᕝ支部㸪ྡྂᒇ市消防

ᒁ消防ㄢ㸪ᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛ⥳㸪防災࣎ࣛࢿット守ᒣ㸪Ụ戸ᕝ

༊ᙺ所⚟♴᥎㐍ㄢはࡌめ東京特ู༊のᐙල㌿ಽ防Ṇ支援ᢸ当部

⨫㸪ᶓ὾市地ᇦ防災ㄢと༓ⴥ市㧗㱋⚟♴ㄢのࡈ༠ຊをいたࡔい

た．ᚰからឤㅰ⏦し上ࡆます．

ཧ⪃ᩥ⊩
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2) 東京消防庁（2024）「ᐙල㢮の㌿ಽ・ⴠୗ・⛣ື防Ṇ対策ࣁ

㸪 1「ࢡッࣈࢻࣥ
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4) 内閣府（2023）防災に関する世論ㄪᰝ（2020 年 9 ᭶ㄪᰝ）．

ᐙල・ᐙ㟁の㌿ಽ・ⴠୗ・⛣ື防Ṇ対策の程度のページ

5) 内閣府（2018）防災に関する世論ㄪᰝ（2017 年 11 ᭶ㄪᰝ）．

ᐙලࡸᐙ㟁の㌿ಽ・ⴠୗ・⛣ື防Ṇ対策の≧ἣのページ

6) 内閣府（2014）防災に関する世論ㄪᰝ（2013 年 12 ᭶ㄪᰝ）．

ᐙලࡸᐙ㟁な࡝の㌿ಽ・ⴠୗ・⛣ື防Ṇ策の実施≧ἣのページ

7)ᒸ村Ὀග㸪㤿場⨾ᬛᏊ（2025）,「ᐙල㌿ಽ防Ṇが㐍ࢇでいる

地ᇦの行ᨻ支援と࣑ࣗࢥニ࢕ࢸのᙺ割」㸪地ᇦᏳ全学఍㸪319-
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ྡ⛠ 東京ᅵ建住宅ࣥࢭター ᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛ⥳ 防災࣎ࣛࢿット守ᒣ

ἲ人᱁ ௵ពᅋ体 ௵ពᅋ体 ௵ពᅋ体

住宅ቑᨵ⠏┦ㄯ対応 ᐙලのᅛᐃ ᐙලのᅛᐃ

ᐙලのᅛᐃ ᐙල㌿ಽ防Ṇၨ発 ᐙල㌿ಽ防Ṇၨ発

ᐙල㌿ಽ防Ṇၨ発 ࢔࢕ࢸࣥࣛ࣎✀ྛ

ᐙලᅛᐃ以እの࣎ࣛࣥ
のྲྀ⤌でᖜᗈ࡬࢔࢕ࢸ
くつながりあり．௚༊
のᐙල㌿ಽ防Ṇ࣎ࣛࣥ
ーとも஺ࣂ࣓ࣥ࢔࢕ࢸ
ὶ

ームไによる2-7と2ࢳ
に᭶1ᅇのᐃ例఍でࢣ
ኻᩋ事例をඹ᭷し࣐
ニࣗ࢔ル໬．ㄪᰝから
ჾලྲྀり௜けまでの᫬
㛫▷⦰実現

年1ᅇの研ಟ఍
᭶1ᅇのᐃ例఍

ームไによる2-7とࢳ
ー㛫で情ࢲームࣜーࢳ
報ඹ᭷࢘ࣁ࢘ࣀඹ

᭷・࢟ࢫル
ࣉッ࢔

年఍㈝㸩༊からᅛᐃస
ᴗ⿵ຓ㸩支部からに㏣
加⿵ຓ

௚ᅋ体との
஺ὶ、連ᦠ

住宅┦ㄯ఍でᐙලᅛᐃ
をᢸう௚の⤌合ࡸ⪏震
ᖌᅋをᢸうタ計ኈとも
஺ὶ

市のᐙල࣎ࣛ㣴ᡂㅮᗙ
のㅮᖌをᢸうな࡝市と
連ᦠᙉい．௦表はከく
の࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸにも関
わっている

その௚

⫋人不㊊な࡝から఍ဨ
がῶᑡし㸪☜ಖがㄢ㢟

市のไ度ᨵၿࡸᕤἲの
ຠᯝ᳨証にも✚ᴟ的に
ྲྀり⤌ࢇでいる

年㛫ᅛᐃ௳数とᅛᐃ活
ື日がணめỴまってい
る

活ື内ᐜ

⊂立性のᙉいᕤົᗑ㸪
内⿦ᒇ㸪ሬ⿦ᒇな࡝

♫఍⚟♴༠㆟఍からの
給௜金

市の給௜金（஺㏻㈝程
度）㐠Ⴀ㈝用

ཎ㈨と཰支

࢖ー࣐ࣥのࣜタࣜࣛࢧ
ᒙが主体࢔

50௦㸪60௦が主体．30
௦もいる࣓ࣥࣂー
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災害対策本部会議資料フォーマット導入による有効性の検証 
－大阪府S市における意思決定時間短縮を目指した訓練事例－ 

Verification of Effectiveness through the Introduction of a Disaster Response 
Headquarters Meeting Materials Format 

〇塩津 達哉1
，有吉 恭子1,2

，柴野 将行1,3
，越山 健治2

Tatsuya SHIOZU1，Kyouko ARIYOSHI1．2，Masayuki SHIBANO 1，
Kenta NAKAMOTO3 and Kenji KOSHIYAMA2 

1 吹田市総務部危機管理室 
     Department of Crisis Management SUITA city OSAKA 
2 関西大学 
     Kansai University 
3 日本大学 
     Nihon University 

   To enable swift decision-making at disaster response headquarters meetings, meeting materials providing the basis 
for judgment are essential. However, many municipalities lack pre-established formats, meaning creating these 
materials during a disaster can be time-consuming and risk delays in response. This study developed a disaster response 
headquarters meeting document format based on the Cabinet Office's “Guidelines for Earthquake Response in Local 
Cities and Towns,” and validated it through training exercises. The results demonstrated that this format shortens the 
time required for the headquarters director to decide on response policies, proving effective in accelerating initial 
response actions. 

Keywords : Emergency Operation Center, Meeting materials Commom, Format, decision-making, Disaster Response 
Headquarters 

１．はじめに 
災害が発生した際に中心的な役割を果たす災害対策本

部では，被害状況や各対応の進捗状況などを的確に把握

するために，新聞，テレビ，インターネット，SNS，無
線通信など多様な情報媒体を通じて情報の収集・整理を

行っている．そして，これらの情報を適切に収集・分

類・分析した上で，災害対応の方針や具体的な施策を検

討・立案した結果を災害対策本部会議の資料として取り

まとめる．災害対策本部会議は，災害対応に関する意思

決定を行う場と位置付けられており，的確な意思決定を

実施するためには，適切な判断材料が不可欠であるとさ

れている1）．そのため，被害の全体像や他の関係機関の

対応状況など，災害対応に関わる関係者間で必要な情報

を相互に共有し，統一的な状況認識（COP：Common 
Operational Picture）を形成することが非常に重要な要素
となる．災害対策本部会議資料は，その時点での被害の

規模や対応の進捗状況などを一元的に整理・集約したも

のであり，庁内間や関係機関と「状況認識の統一」を図

るための重要な役割を担っている．しかしながら，現実

の災害現場では情報の収集・整理が十分に行われず，結

果として災害対策本部会議資料の作成が不十分に終わっ

てしまうケースが多く見られる．そのため，会議の場に

おいても十分な議論や検討が行われず，単なる報告にと

どまり，意思決定がなされないまま時間が経過する場合

や，組織内部や関係機関との間で情報の共有がなされず

連携が不十分になるといった問題が生じている2）3）． 
このように，災害対策本部会議資料は，災害全体の状

況を把握し，関係者間で統一的な認識を持つために欠か

せないものであり，その後の災害対応の迅速性や的確性

を左右する重要な情報である4）．そのため，本研究では，

大阪府S市で実施された訓練結果を基に，災害対応にお
ける本部会議資料の構成内容，情報の流れの変化によっ

て会議内容がどのように変化をしたのかを明らかにする

ことで，災害対策本部会議における意思決定の迅速化へ

の有効性を検証することを目的とする． 

２．S市の概要 
(1) S市の取組

S市は，平成30年に発生した大阪府北部地震を経験した
自治体であり，当時は災害対応オペレーションルームが

常設されておらず，初動体制の早期構築に課題がある状

況であった.過去の災害からも初動体制の早期構築の重要
性は明らかにされていることから，令和4年度に災害オペ
レーションルーム等を常設化した危機管理センターを設

置した．また，ハード面だけではなく，災害マネジメン

ト業務を的確に遂行するためには，専門的な知識・経験

の蓄積が必要であることから，専門コースの採用枠を設

け人材育成の取組も推進しており，災害対応能力の強化

を積極的に行っている自治体である.

(2) S市の災害対策本部体制
災害対策本部の設置は，災害対策基本法第23条で定め

られており，災害発生時には地域防災計画に基づき設置

することとなっている．また，その構成は，災害対策本

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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部㛗，災害対策๪本部㛗，災害対策本部ဨとされ，市⏫

ᮧ㛗が当ヱ自治体から௵࿨する．災害対策本部のά動は，

災害ண防ཬࡧ災害応ᛴ対策の実施であり，そのヲ⣽は地

域防災計画に定められている． 
 図1は，S市の地域防災計画に定められている災害対策
本部体制組織図である．災害対策本部は，12部で構成さ
れており，災害発生後は，この組織体制のୗに内㛶府の

࢞イドࣛイン5）に基づく災害対応が実施される．また，

本部会議には本部㛗，๪本部㛗，本部ဨがฟᖍする． 
 
㸱．ศᯒෆᐜ 
大阪府S市の全部ᒁを対㇟とした訓練において意思決

定に迅速化に必要と⪃࠼られる災害対策本部会議でᥦฟ

された資料に╔目して，資料内容，資料の取りまとめᡭ

㡰，災害対策本部会議の結果ཬࡧཧຍ者からの訓練に関

する意見・課題について令和4年度，令和6年度に実施し
た内容について分析を行った． 
 なお，いずれの訓練においてもS市において᭱大の被
害をもたらすと᝿定される上⏫断ᒙᖏを震※とする地震

を᝿定し，状況付୚を行いながら，訓練㛤ጞから1時間༙
㹼2時間後に災害対策本部会議を実施する流れであった． 
 
(1)௧࿴ 4ᖺᗘ訓練 
a）資料内容 

本部会議資料としては，஦๓に作成された࢛ࣇーマッ

トをά用して作成されていた．ᥦ♧された資料は，ձ人

的，ᘓ≀，ࣛイࣛࣇイン等の被害状況の集約した資料

（図2）ཬࡧղ各部の対応状況・報告஦㡯を集約した資料
（図3）であった．なお，資料内容は，被害状況の報告ཬ
対応状況に関する内容となっており，課題や対応方針ࡧ

を♧したものは資料としてはᥦ♧されていなかった． 
b）資料の取りまとめᡭ㡰 

 各情報は，平時の室課から各部に行き，平時の各部か

らཧㅛ本部本部⌜に行くという流れとなっていた．本部

会議資料の作成に当たっては，本部⌜計画担当が各部か

らᥦฟされた情報に基づき，本部会議資料にグ㍕を行っ

ていた．なお，ᥦฟがない部においては計画担当または

情報グ㘓収集⌜が状況確認を行っていた． 
c）災害対策本部会議結果 

 S市の災害対策本部会議は，地域防災計画によると㛤
ദ๓に災害情報分析作ᡓ会議を実施することとなってお

り，災害情報分析作ᡓ会議では，被害の全体像に関する

共通認識ཬࡧ災害情報の分析による将᮶ண に基づき，

災害対応の当面目ᶆཬࡧ将᮶計画など災害対策本部進行

方針の決定を行うと定められている． 
 本訓練においても災害情報分析作ᡓ会議は，実施され，

被害の状況等について災害対応オペレーションシステム

で情報共有は図られたが，対応方針については情報集約

の㐜れから㞴しい部分もあった．災害対策本部会議では，

本部会議資料に基づき，各部から報告され，本部㛗から

対応方針についてᣦ♧を行っていた． 
 なお，訓練後に実施したཧຍ者への災害対策本部㐠Ⴀ

に関する課題・ᨵၿ点の࢔ンケートでは，「報告が必要

なものが決まっていれࡤ知りたい．」，「各部との情報

共有の௙方が統一されていない．」，「将᮶ண が十分

に行࠼なかった．」等，本部会議資料の࢛ࣇーマット内

容や情報ఏ達経㊰に関する課題が上がっていた． 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᅗ 1 S市の災害対策本部体制 

ᅗ 2 ⿕害≧ἣ㸦௧࿴ 4ᖺᗘ㸧 

ᅗ 3 ྛ部対ᛂ≧ἣ➼ 
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(2)௧࿴ 6ᖺᗘ訓練 
a㸧資料ෆᐜ 
 令和4年度の訓練結果や過去の災害஦౛を㋃ま࠼て本部
会議資料の࢛ࣇーマットの変化が見られた．資料の構成

は，大きく3つに分類されており，1つ目に報告஦㡯とし
て人的，ᘓ≀，ࣛイࣛࣇイン等の被害状況等がグ㍕され

ており，2つ目に災害対応の状況ཬࡧ関係機関のά動状況，
3つ目に௒後の対応方針とされていた．なお，2つ目の災
害対応の状況については，内㛶府の࢞イドࣛインに基づ

く㡯目で整理されていた．また，各㡯目ࡈとに，人と防

災ᮍ᮶センターがᥦ案する目ᶆ管理ᆺ災害対応に資する

஦㡯として，現ᅾ，課題，対応時期，対応方針など災害

対応ࣟࣉセスを᭩くḍが用意されていた࡯か，災害対応

㡯目に応じた担当部ᒁがணめグ㍕されていた（図4）． 
b㸧資料ෆᐜ 
 各情報は，地域防災計画に基づく部のᗢ務⌜が部内の

情報を取りまとめて，本部⌜にᥦฟされていた．また，

本部⌜は，図5で♧す通り，各部からのᥦฟ資料について
は本部⌜の担当ࡈとに，内容の確認やᥦฟ状況の確認を

行っていた．各担当の確認後は，計画担当が本部会議資

料に集約を行う流れとなっていた． 
c㸧災害対策本部会議⤖ᯝ 
 災害情報分析作ᡓ会議は実施され，被害の状況等につ
いて災害対応オペレーションシステムで情報共有は図ら

ᅗ 4 本部会議資料㸦௧࿴ 6ᖺᗘ㸧 

ᅗ 5 本部会議資料సᡂの᝟ሗのὶࢀ ᅗ 6 ᝟ሗ཰㞟࣭資料సᡂのᵝᏊ 
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れるとともに，本部会議資料の内容について一部の災害

対応について対応方針の検討が行われた．災害対策本部

会議では，資料に基づき被害状況に関する報告がされた

後，本部㛗から資料内容を㋃ま࠼て本部ဨの一部に対応

状況等の確認を行い，本部㛗から「㑊㞴ᡤの⾨生状況に

関し，具体的な対策の検討すること」，「災害ᗫᲠ≀は

බᅬ，学ᰯ㐠動場を฼用することを検討すること」等の

具体的な対応方針・ᣦ♧஦㡯が♧された． 
 なお，訓練後に実施したཧຍ者への࢔ンケートでは，

「本部会議資料にグ㍕する内容については，明確になっ

た．」，「各部から本部会議資料を時間までにᥦฟされ

ず，時間を要した．」，「情報のの集約に時間を要し，

本部会議資料の一部を᭦新できなかった．」等，ཧຍ者

からは，令和4年度からの本部会議資料の࢛ࣇーマットの
ᨵၿについては，一定ホ౯はあったものの情報ఏ達，集

約に課題が見られた． 
 
㸲．࡜ࡲめ 
 本研究では，本部会議資料の内容ཬࡧ作成ᡭ㡰に㐪い

による災害対策本部会議までの変化について明らかにし

た． 
令和4年度の訓練では，グ㍕内容を明確に♧しておらず，

各部が対応状況について自⏤にグ㏙する方ᘧとなってい

た．グ㍕内容は，ㄝ明する見ฟしを⟠条᭩きでグ㍕した

ものとなっているため，資料だけでは具体的な状況を把

握することはᅔ㞴なものとなっていた．一方で，令和6年
度は，各部のグ㍕㡯目が明確割り᣺られており，各㡯目

について状況を✰ᇙめする形ᘧとなっていたことから，

令和4年度とẚ㍑して情報㔞が多く，具体的な内容になっ
たと⪃࠼られる．また，その結果，災害対策本部会議で

の具体的なᣦ♧に⧅がったと⪃࠼られる． 
一方で，本部会議資料に係る情報ఏ達について令和4年

度では，本部⌜計画担当または情報収集グ㘓⌜が中心に

行っていたが，対応する部が多く各部の進捗確認やᥦฟ

資料の཯ᫎに時間を要することとなった令和6年度では，
各部のᗢ務⌜から取りまとめてᥦฟすることとし，進捗

確認等を本部⌜の各担当が中心となって行うこととなっ

た．その結果，情報集約の迅速化に一定効果はあったと

られるが，一部の部からは，ᥦฟの㐜れがあったこ࠼⪄

とから本部会議資料の作成にあたって情報ఏ達経㊰につ

いては，౫↛として課題がある状況と⪃࠼られる．その

ため，௒後は，災害対策本部会議の迅速化にྥけて，情

報ఏ達経㊰について検討஦㡯として⪃࠼ていく必要があ

る． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ㅰ㎡ 
 本研究にあたり，吹田市・関西大学の「すいた防災ࣛ

࣎」からᨭ᥼いただいたことに心よりឤㅰ⏦し上ࡆます． 
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能登半島に関する土砂災害リスクマップの作成と考察 
Generation and Discussion of a Landslide Risk Map for the Noto Peninsula 

〇ブイ・クアン・フィー
1
，岩切宗利

2

〇Bui Quang HUY1 and Munetoshi IWAKIRI2

1 防衛大学校理工学研究科 
     Graduate School of Science and Engineering, National Defense Academy of Japan 
2 防衛大学校電気情報学群 

 School of Electrical and Computer Engineering, National Defense Academy of Japan 

   In the Noto Peninsula, a magnitude 7 earthquake occurred in January 2024, followed by heavy rainfall in September, 
both of which caused severe damage to the region. Among natural disasters, landslides are particularly prone to occur 
in localized areas and remain difficult to predict. This study focuses on landslide risk and undertakes the generation of 
a risk map. In this report, we present an example of a landslide risk map for the entire Noto Peninsula and discuss the 
results. The risk map developed in this study is expected to contribute to disaster prevention and crisis management in 
the region. 

Keywords : Noto Peninsula, Earthquake, Heavy rain, Landslide, Risk Map 

１．まえがき 
令和 6 年 1 月に石川県能登地方で発生した M7.6，最大

震度 7 の地震は，家屋の倒壊や火災，道路の寸断など，

地域社会に深刻な被害を与えた[1]．続いて同年 9 月には，

線状降水帯の影響による記録的豪雨が発生し，浸水や河

川の氾濫が相次ぎ，被害は一層拡大した[2]．これらの大

規模自然災害に伴って誘発される典型的な二次災害が土

砂災害であり，その発生には地形地質条件，土地利用，

降雨特性など多様な要因が複雑に関与するため，予測は

非常に困難である[3]．特に急斜面の多い能登半島では，

地震により地盤が不安定化し，その後の降雨が引き金と

なって土砂災害が連鎖的に発生するリスクが高い．その

ため，土砂災害リスクに着目することが必要だと考えた． 
本報告では，能登半島一帯を対象とした土砂災害リス

クマップの作成と考察を行って，地域で深刻な被害を引

き起こす可能性のある土砂災害リスクが高い場所を特定

することにした．その作成したリスクマップは，当該地

域の防災や危機管理に活用できるものと期待している．

２．土砂災害リスクマップの評価法
 土砂災害リスクを正しく評価するためには，まずその

基本的な概念を把握することが重要である．Hungr らの

研究[3]によると，リスクは「Risk = Hazard × Vulnerability」
という式で定義される．近年では，Hazard（危険発生確

率）とVulnerability（起こりうる被害の大きさ）を組み合

わせ，リスクを空間的に可視化する試みが注目を集めて

いる[3]．その代表例として，Arrogante-Funes ら[4]はメキ

シコのゲレーロ州を対象に， 13 変数を入力とし

AutoML[5]を用いて多種類の機械学習モデルを比較した

結果，最も精度の高かった Extra Trees[4]を採用して

Susceptibility マップを作成した．さらに，Ecological（生

態系）と Socio-Economic（社会経済）の両観点から作成

した Vulnerability マップと統合することで，総合的な土

砂災害リスクマップを構築している．このアプローチは，

他地域にも適用可能であることが示されている[4]．

本研究では，図 1 のような Arrogante-Funes ら[4]が提案

した手法を参考にし，能登半島の土砂災害リスクマップ

を作成して考察した．この結果から，今後は令和 6 年 9
月の豪雨前後データにも検討して，多時点リスク構造変

化の評価および将来的なリスク予測モデル構築へと展開

の基盤を築くことを目指した． 
３．実験 
3.1 実験目的 

本実験では，前章で述べた土砂災害リスク評価フレー

ムワークに基づき，能登半島地震に関連する地理情報を

用いて，Susceptibility マップ，Vulnerability マップ，およ

び土砂災害リスクマップの作成と考察を行って，地域で

深刻な被害を引き起こす可能性のある土砂災害リスクが

高い場所を特定することにした．これより，今後の多時

点リスク構造変化の評価および土砂災害リスク予測モデ

ルへの展開の基盤を築くことを目指した．

3.2 実験方法

3.2.1 「Susceptibility」マップ作成方法

a. 土砂災害発生地点データの整備 
本研究では，国土地理院が公開している令和 6 年能登

半島地震に関する土砂災害発生地点データ（シェープフ

ァイル形式）を利用した[6]．このデータには，令和 6 年

能登半島地震後に確認された土砂災害の発生範囲が記録

されており，輪島西，輪島中，珠洲，穴水，七尾の 5 地

域に分類されている．  
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図 1㸸土砂災害リスク評価の構成要⣲ 
本研究では，これを30mメッシࣗにࣛスタデータ化し

たୖで，土砂災害発生地点をᩍᖌಙྕ1としてᢳฟし，さ

らにྛ地域から同数の非発生地点をࣛンࢲムにᢳฟして

ᩍᖌಙྕ0とした．最⤊的に，発生地点20556点と非発生

地点20556点を合わせて，モデルの学習および評価した． 

E.�評価ኚᩘとデータࢯース 

 表�には，土砂災害のSusceptibility評価において条件因

Ꮚとして用いた変数の概要を示す．これら13種類の変数

は，ඛ行研究において土砂災害Susceptibility評価で㢖⦾に

利用されている㡯目を参考に㑅定した[4]． 

F. Susceptibility評価とマップ作成 

 本研究では，表�に示したྛ種地理情報を཰集し，まず

図2に示すようにゎീ度30mのࣛスタ形式に変᥮し，ᗙᶆ

系をEPSG�6675に統一する前ฎ理を行った．あわせてḞ

ᦆ್のฎ理や，必要にᛂࡌた࢝ࢦࢸリ変数の数್化も実

᪋した．その後，ฎ理済みの地理情報と土砂災害の発生

地点，非発生地点データを統合し，分ᯒに用いるデータ

を構築した．モデル㑅定にはAutoML[5]（自ື機ࢺッࢭ

械学習）を用い，データをࣛンࢲムに90㸣を学習用，

10㸣をࢸスࢺ用に分๭し，この手続きを10ᅇ⧞り㏉すこ

とで安定した性能評価を行った．ᚓられた最適モデルを

用いて能登半島඲域の土砂災害発生確率を᥎定し，

Susceptibilityマップを作成した． 

3.2.2 「Vulnerability」マップ作成方法�

� 図3は，Vulnerability評価のフレームワークである．本

フレームワークでは，EcologicalとSocio-Economicの2ഃ面

からVulnerabilityを定義しており，それࡒれに必要な地理

情報データを཰集とฎ理した．  

 

 

 

 

図2㸸Susceptibility評価変数の可視化（一㒊） 

 まず，表2に示すデータࢯースからྛ種データをྲྀᚓし

た．前ฎ理としては，Susceptibility評価と同様に，ゎീ度

30mのࣛスタ形式への変᥮，ᗙᶆ系（EPSG�6675）の統一，

さらに࢝ࢦࢸリ変数の数್化やḞᦆ್のฎ理を行った．

続いて，ᩚഛされた変数を基に，ྛ指ᶆを1（Low）から

4（Very High）の範囲に正規化し（図4），Ecologicalおよ

びSocio-EconomicのVulnerabilityを可視化マップとして作

成した．最後に，両⪅を統合することで総合的な

Vulnerabilityマップを構築した． 

3.2.3 土砂災害リスク評価とマップ作成�

� 最後に，SusceptibilityとVulnerabilityマップを統合して，

土砂災害リスクマップをྲྀᚓした． 

3.3 実験⤖ᯝ 
3.3.1 Susceptibilityマップ�

� 表3には，FLAML[1�]フレームワークにより自ື的に

㑅定された5種類の機械学習モデルの性能評価結果を示す．

Accuracy，AUC，Recall，Precision，F1，および学習時間

（ TT ）を比較したとこࢁ， Light Gradient Boosting 
Machine（LightGBM）[5]が総合的に最もඃれた性能を示

した． 

 

 
図3㸸Vulnerability評価のフレームワーク 
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図㸲㸸Vulnerability評価変数 

特にAUC（0.9��），Accuracy（0.947），F1（0.94�）
は他のモデルをୖᅇり，最適モデルとして採用された．

このLightGBMモデルを用いて，能登半島඲域におࡅる

30mゎീ度のSusceptibilityマップを作成した． 

3.3.2 Vulnerabilityマップ�

図5にEcologicalおよびSocio-EconomicのVulnerabilityマ
ップを示す．これら2種類のマップは，ྛ要⣲を4ẁ㝵（1
㸻Low，2㸻Moderate，3㸻High，4㸻Very High）に正規化

と分類したୖで統合し，総合的なVulnerabilityマップを作

成した． 

3.3.3 土砂災害リスクマップ 

 図6に作成したSusceptibilityマップとVulnerabilityマップ

を示す．これら二ࡘのマップを統合することで，図7のよ

うな土砂災害リスクマップを構築することができた．本

リスクマップにより，リスクの高い地域を地理的に可視

化することが可能となった． 

 

 
図5㸸EcologicalとSocio-Economic Vulnerabilityマップ 

 
図6㸸Vulnerabilityマップ（ᕥ）Susceptibilityマップ（ྑ） 

 

図�㸸土砂災害リスクマップ 

3.� ⤖ᯝ考察 
� 図7では，リスクの高い地点は⣸Ⰽで表⌧されている．

すなわࡕ，⣸Ⰽの㡿域は，SusceptibilityとVulnerabilityの
両方が高い地域をព࿡しており，地理的に土砂災害が発

生しやすく，かࡘ被害が大きくなる可能性を示၀してい

る．一方で，リスクのపい地域は࢜レンࢪⰍ系で表示さ

れ，相対的に土砂災害の危険性がᑠさい㡿域として把握

できる．このように，リスクマップは地域඲యの土砂災

害リスクの┤ឤ的な把握に᭷用である． 

⌧ᅾ，土砂災害に関する᪤Ꮡデータとして，「令和6年
能登半島地震に関する土砂災害発生地点データ[6]」や

「土砂災害㆙ᡄ༊域[19]」が国土地理院や国土数್情報

などの公的機関から公開されている．これらのデータは，

㐣ཤの災害記録や法的に指定された危険༊域を཯ᫎして

おり，防災対⟇の基♏㈨ᩱとして重要なᙺ๭を果たして

きた．しかし，これらのデータのみでは「将来，災害が

発生する可能性のある危険⟠所」を༑分に把握できない

というㄢ㢟があると考えた． 

本研究では，リスクマップを作成したうえで，「᪤Ꮡ

の土砂災害発生地点や土砂災害㆙ᡄ༊域にはྵまれない

が，リスクが高く，かࡘ࿘㎶にᒃఫ地がᏑᅾする」地域

をᢳฟした．これより，ᚑ来の指定㆙ᡄ༊域や᪤ 災害

データを⿵᏶し，防災に㈨する᪂たな▱ぢの提౪を目指

した．このアプローチは，᪤Ꮡの防災データ࣋ースを拡

ᙇし，地域ఫẸや行ᨻ機関にとって実ຠ性の高い危機管

理情報を提౪できる可能性がある． 

今ᅇの分ᯒでは，リスクマップ�図7�，土砂災害㆙ᡄ༊

域�図�ᕥ�，土砂災害発生地点データ�図�ྑ�，Socio-
Economic Vulnerabilityマップ�図5�という4種類のࣛスタ

ーデータを用いた．前ฎ理としては，これらをすべて

30mメッシࣗのゎീ度，ᗙᶆ系EPSG�6675に統一し，リス

クマップを基‽としてアࣛインメンࢺを行った．これに

より，空間ゎᯒにおいて␗なるゎീ度やᗙᶆ系によるㄗ

ᕪを᤼㝖した．これらを用いて作成したリスクマップお

よびSocio-Economic Vulnerabilityマップから，「土砂災害

㆙ᡄ༊域[19]」と「土砂災害発生地点データ[6]」に該当

する఩⨨を㝖ཤした．これにより，᪤に危険༊域として

指定済み，あるいは㐣ཤに災害が発生した地点をゎᯒ対

象からእすことができた．そのうえで，リスクマップと

Socio-Economic Vulnerabilityマップを重ࡡ合わせ，両⪅の

情報を統合した．この統合結果から「᪤Ꮡの土砂災害発

生地点や土砂災害㆙ᡄ༊域にはྵまれないが，リスクが

高く，かࡘ࿘㎶にᒃఫ地がᏑᅾする」地域をᢳฟし，リ

スクマップୖで㉥Ⰽに表示した（図9と図10）．次に，そ

れらを࣏リࢦンデータとして変᥮してᘓ≀データ[7]を重

ンとᘓ≀の఩⨨関ಀをゎᯒしࢦ合わせ，ᢳฟ地域࣏リࡡ

た．その結果から，ྛᢳฟ地域࣏リࢦンෆにྵまれるᘓ

≀の数を⟬ฟすることができ，高リスク地域と࿘㎶ᒃఫ

地との対ᛂ関ಀをලయ的に示した࣋クターデータを作成

した．図11は高リスク地域（ࣆンクⰍの࣏リࢦン）とᘓ

≀（㟷Ⰽ）の重なりを示した例であり，ྛ࣏リࢦンෆの

ᘓ≀数（bldBcount）と面✚（areaBm2）が⟬ฟされている． 

 
図�㸸（ᕥ）土砂災害㆙ᡄ༊域データ（能登半島） 
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   （ྑ）土砂災害発生地点データ（能登半島） 

本研究の結果は，᪤Ꮡの土砂災害発生地点や㆙ᡄ༊域

に౫Ꮡしない᪂たな危険⟠所の把握にࡘながり，特にఫ

Ꮿ地近ഐの高リスク地点は㑊難情報やࢨࣁーࢻマップ᭦

᪂に᭷用である．一方で，ಙ㢗性の確ಖには地形地質や

土地利用ࠊ降水㔞データなどのヲ⣽分ᯒ，⌧地ㄪᰝなど

㏣ຍ検ドが必要である．したがって，本研究で提示した

リスクマップは᪤Ꮡデータを⿵᏶しᚓるが，⌧ẁ㝵では

試行的成果であり，精度と෌⌧性のྥୖが今後のㄢ㢟で

ある． 

㸲．ࡴすࡧ 
本研究では，能登半島を対象に Susceptibility と

Vulnerabilityを統合したリスクマップを作成し，᪤Ꮡの㆙

ᡄ༊域や発生地点にはྵまれない᪂たな高リスク⟠所を

ᢳฟした．しかし，これらの結果は試行的ẁ㝵にあり，

そのಙ㢗性にࡘいてはさらなるデータゎᯒや⌧地ㄪᰝに

よる検ドが不可Ḟである．実用的な防災活用には，精度

ྥୖと෌⌧性の確認が今後のㄢ㢟となる． 

 
図9㸸考察結果 

 
図10㸸考察結果の一例（図9）の拡大 

 
図11㸸高リスク地域（半㏱᫂ࣆンクⰍの࣏リࢦン） 

とᘓ≀（㟷Ⰽ）の఩⨨関ಀ 
参考ᩥ⊩ 
[1] 国土஺㏻┬，ᾘ防ᗇ，ෆ㛶ᗓ，経済⏘ᴗ┬㸸「令和 6年能

登半島地震に関する被害状ἣ➼にࡘいて（➨ 41 報）」
https���www.mlit.go.Mp�common�001�64443.pdf 

[2] 国土஺㏻┬㸸「➨ 5 ᅇ 令和 6 年能登半島地震にಀる関ಀ┬
ᗇ 連 ⤡ 会 ㆟ ㈨ ᩱ 」 ，
https���www.mlit.go.Mp�river�shinngikaiBblog�renrakukaigi�dai05
kai�pdf�04.pdf 

[3] Hungr, 2., Fell, R., Couture, R., and Eberhardt, E.（⦅）� 
³Landslide Risk Management´, CRC Press，London（2005） 

[4] P. Arrogante-Funes et al. � ³Integration of Vulnerability and 
Hazard Factors for Landslide Risk Assessment´，,nt� -� Environ� 
Res� PuEliF Health, Vol.1�, No.22, pp.1±21（2021年 11 月） 

[5] A. G. Bruzyn et al. � ³Landslide Susceptibility Assessment Using 
an AutoML Framework´，,nt� -� Environ� Res� PuEliF Health, 
Vol.1�, 971, pp.1±20（2021 年 10 月） 

[6] 国土地理院「令和 6 年能登半島地震に関する情報」
https���www.gsi.go.Mp�B2USAI�20240101BnotoBearthquake.htm
l 

[7] 国 土 地 理 院 㸸 「 基 盤 地 図 情 報 」 ，
https���service.gsi.go.Mp�kiban� 

[�] 国土஺㏻┬㸸「国土数್情報ᖹ年್メッシࣗデータ」

https���nlftp.mlit.go.Mp�ksM�gml�datalist�KsMTmplt-G02-v3B0.html 
[9] ⏘ᴗᢏ⾡総合研究所㸸「20 ୓分の 1 ᪥本シームレス地質

図」，https���gbank.gsM.Mp�seamless�use.html． 
[10] ⏘ᴗᢏ⾡総合研究所㸸「活断層データ࣋ース」，

https���gbank.gsM.Mp�activefault�search 
[11] Google Earth Engine㸸³Sentinel-2 Surface Reflectance 

Dataset´，https���developers.google.com�earth-
engine�datasets�catalog�C2PERNICUSBS2BSRBHARM2NI=E
D"hl=Ma 

[12] JA;A（Ᏹᐂ⯟空研究開発機構）㸸「High-Resolution Land-
Use and Land-Cover Map Products」 ，
https���www.eorc.Maxa.Mp�AL2S�en�dataset�lulcBe.htm 

[13] Copernicus Land Monitoring Service㸸 「Net Primary 
Productivity」，Copernicus Land Monitoring Service  

[14] Protected Planet㸸 「Protected Natural Areas �PNA�」 ，

https���www.protectedplanet.net�country�JPN 
[15] European Soil Data Centre �ESDAC�㸸「Rainfall Erosivity 

Factor」，https���esdac.Mrc.ec.europa.eu�themes�global-rainfall-
erosivity  

[16] European Soil Data Centre �ESDAC�㸸「Soil Erodibility」，
https���esdac.Mrc.ec.europa.eu�themes�global-soil-erosion 

[17] ᮾி大学空間情報科学研究ࢭンター㸸「ேཱྀᐦ度データ」，
https���gtfs-gis.Mp�teikyo�  

[1�] Microsoft Research㸸FLAML� A Fast and Lightweight AutoML 
Library，https���microsoft.github.io�FLAML�  

[19] 国土஺㏻┬㸸「国土数್情報土砂災害㆙ᡄ༊域データ」，
https���nlftp.mlit.go.Mp�ksM�gml�datalist�KsMTmplt-A33-2023.html 

-  104 -



水害リスクマップ作成の簡易手法と適応エリアの検討 
A Simplified Method for Developing Flood Risk Maps and Examination 

of Their Applicability  
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  To promote watershed flood control, the Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism (MLIT) has created 
“multi-stage flood inundation maps” and “flood risk maps” targeting flood disasters. However, due to high costs, 
prefectural governments have not advanced their creation. Therefore, Maejima et al.(2023) developed a simplified 
method to generate inundation maps for various return periods based on existing two-stage inundation maps (L1, L2). 
This study compares existing flood inundation maps with those produced by the simplified method to establish criteria 
for determining suitable rivers for application of the method. The results indicate that the method is applicable to 
approximately 70% of rivers managed by Gifu Prefecture, potentially reducing costs by about 400 million yen. 

Keywords : probability, flood, risk, depth, inundation 

１．背景・目的 
近年，地球温暖化に伴う気候変動，局所的な豪雨の増

加等，災害の頻発化・激甚化が進み，被災リスクが高ま

っている．洪水の被災リスク軽減のためには，浸水想定

区域内に人を住まわせないようにすることでリスクを回

避し，たとえ洪水が発生したとしても被害を少なくする

ことが有効である．しかしながら，現在の日本では，ほ

とんどの都市は浸水が起こりやすい平野部を中心に広が

っている．日本の地形的に，浸水想定区域あるいは土砂

災害の危険区域以外の居住可能面積は限られており，洪

水による浸水や土砂災害のリスクがない地域に全ての人

が居住することは難しい．つまり，全ての人を浸水想定

区域外に居住させることは，費用および代替地等の関係

から現実的ではない．このような現状を踏まえると，利

便性と水害リスクのバランスを取った住まい方や土地利

用の仕方，水害対策が求められる． 
国土交通省は，流域全体で水害対策を考える流域治水

に基づいた取組を推進することを目的とし，１つの河川

につき複数の発生確率に対する浸水想定図である「多段

階の浸水想定図」，および「水害リスクマップ」を作

成・公表してきている 1)．しかしながら，浸水想定図を

作成するためには，氾濫解析が必要であり，多段階の浸

水想定図を作成するためには，複数の確率規模の降雨に

対し何度も浸水解析を行うことが必要となる．浸水解析

を行うためには，相応の時間とお金等のコストが必要で

あるが，これを多段階で行うとなると，莫大なコストと

労力が必要になるため，これを都道府県単位で行うこと

は負担が大きい．このような理由から，現状では都道府

県管理河川においては，「多段階の浸水想定図」，およ

び「水害リスクマップ」の作成はあまり進んでいない． 
前島ら 2)は，岐阜県管理河川を対象に，既に全河川で

作成済みである 2段階の浸水想定図(L1, L2)を利用し，河

川ごとに多段階の浸水想定図を簡易的に作成する手法を

提案した．  
本研究では，この簡易手法の精度の評価を行い，河川

ごとにこの本手法が適用可能か否かについて検討する． 

２．水害リスクマップ作成の簡易手法 
初めに，前島ら 2)は，一定規模の降雨の発生頻度とそ

の降雨によって発生する浸水深との関係には以下の 2 点
の特徴が見られることを発見した．木曽川の 10, 30, 50, 
100, 200 年規模のすべての確率年で浸水ハザードマップ
が作成されている 10,708地点(メッシュ)を対象に，図 1に
示したように式の当てはめを行ったところ，決定係数の

平均は R2=0.9873 であったため，式①によって任意の確
率年に対する浸水深の対数による近似を行った． 

① 確率年の対数と浸水深の関係は線形であり，地点

ごとに以下の式で表すことができる

𝑌 = 𝑎 ∗ log10 𝑇 + 𝑏・・・式① 
（𝑌:浸水深[m]，𝑇:確率年[年]，𝑎:傾き，𝑏:切片[m]） 
② 式①の傾きの値は周辺地点で類似している

図 1 木曽川のある地点の確率年と浸水深の関係 

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10

-  105 -



 

 
図 2 確率年と浸水深の関係ࡍ♧ࢆ簡易ᘧ 

 
前島ら 2)はこの関係に基づいて，多段階の確率年に対

応する浸水深を推ィする手法を提案した．ල体的には，

既Ꮡの L1と L2の浸水想定図を GIS ୖで㔜ྜࡡわせ，地
点(メッシュ)ごとに， L1の確率年と浸水深および，L2の
確率年と浸水深から，式①による当てはめを行うことで

簡易式の傾き a と切片 b を求めた．これにより，任意の
確率年 Tの浸水深 Hを求めることができる．なお，L2の
確率年は 1,000 年としてタ定した．ここで，L1 の浸水域
は L2の浸水域よりも⊃いため， L2のみしか浸水想定ࢹ
ータがない地点がある．このような地点については，L1
と L2の୧ࢹータがᏑ在するሙ所の「傾き a」に基づいて
Kriging による✵間⿵間を行い，ヱ当地点の傾き aを推定
し，その⤖ᯝを式①の傾き a とすることで，多段階の浸
水深の推定を行うことができる．このようにして，岐阜

県管理河川において多段階の浸水想定を行った．  
 
㸱．簡易手法の⢭ᗘㄪᰝ 
 岐阜県の洪水ணሗ河川，ཬび水位周▱河川にᣦ定され

ている河川の一部には，㐣ཤに作成された，L1およびL2
以外の発生確率の複数の浸水想定図が作成されているも

のがᏑ在する．岐阜県より，その河川ごとの多段階の浸

水想定図の GIS（地理᝟ሗシス࣒ࢸ）ࢹータを提౪いた
き，これをṇ解と௬定して簡易手法による浸水深とのࡔ

ẚ㍑を行った．GISは ArcGIS Pro3.0.3を౑用した． 
浸水深を H(m)，確率年を T(年)とし，既Ꮡの L1，L2に

関してそれࡒれの浸水深および確率年をܪ௅1ǡܪ௅ଶǡ 𝑇௅1ǡ 𝑇௅ଶ
と表グする．一方，簡易手法により⟬ฟされた浸水深は，

estimate(推定)の㢌ᩥᏐをとり，ܪா௅1ǡ ா௅ଶと表グする．簡ܪ
易手法によって推ィされた浸水深ܪா௅௡と浸水解析による
浸水深ܪ௅௡のᕪをㄪべることで精度の評価を行う． 
精度はㄗᕪの⤯対値で評価を行い，⤯対値ㄗᕪ「MAE」

と，⤯対値ㄗᕪ率「MAPE」の2つによって精度を評価す
ることとした．ィ⟬式は以下のとおりである． 

௅௡ܧܣܯ = ȁܪ௅௡ െ  ா௅௡ȁ・・・式ᬆܪ
௅௡ܧܲܣܯ = ௅௡ܧܣܯ ോ  ௅௡・・・式ᬇܪ

岐阜県管理河川のうࡕ，多段階の浸水解析が既に行わ

れている河川に限らࡎ，それ以外の河川でも精度ㄪᰝを

行うため，既Ꮡの L1の浸水深と簡易手法によって求めら
れた浸水深（EL1）をẚ㍑する(以降，L1 推ィ法と࿧⛠)． 
この㝿，L1と L2の୧方の浸水深ࢹータがあるሙ所の a

（式①）を krigingで✵間⿵᏶しているため，浸水解析に
よって L1で浸水が想定されなかったሙ所でも，簡易法で
は 0 より大きな浸水深がィ⟬されることがある．このよ
うなሙ所では式ճにおいてศẕが 0 となり，MAPE をィ
⟬することができない．さらに，河川ごとにィ⏬規模

（L1）の確率年が␗なるため，␗なる河川どうしの推ィ
精度をܧܣܯ௅1やܧܲܣܯ௅1によりẚ㍑することは難しい．そ

こで L1 推ィ法においては，これらの値を L2 の規模に᥮
⟬し精度の評価を行う．式は以下のとおりである． 

௅ଶܧܣܯ = ௅1ܧܣܯ ∗ ሺlog10 𝑇௅ଶ log10 𝑇௅1Τ ሻ・・・式ᬈ 
௅ଶܧܲܣܯ = ௅ଶܧܣܯ ௅ଶΤܪ ・・・式ᬉ 

⤖ᯝを以下の表 1，表 2に示す．それࡒれ L1推ィ法に
よる河川ごとのܧܣܯ௅ଶ，ܧܲܣܯ௅ଶについてまとめてある．
平均とは，河川内のすべての浸水メッシュのܧܣܯ௅ଶ，
ܧܣܯ ௅ܲଶの平均を示している．➨ 1ᅄศ位数，中ኸ値，➨
3 ᅄศ位数についてもྠᵝである．これらの値は，小さ
いほど精度がⰋいといえる．表 1 中の〇m 以ୖの๭ྜと
は，河川内すべての浸水メッシュのうܧܣܯࡕ௅ଶが〇m を
㉸えるメッシュの๭ྜ（࢜ーバーࣟࣇー）を示している．

表 2 中の〇%以ୖの๭ྜに関してもྠᵝに，河川内すべ
ての浸水メッシュのうܧܲܣܯࡕ௅ଶが〇%を㉸えるメッシュ
の๭ྜ（࢜ーバーࣟࣇー）を示している．これらの࢜ー

バーࣟࣇーも，๭ྜが小さいほど精度がⰋいといえる． 
 

⾲ 1 ᒱ㜧┴⟶⌮Ἑ川 54Ἑ川ࡅ࠾࡟るܧܣܯ௅ଶ 

 

河川名 L1年 平均 第1四分位数 中央値 第3四分位数1m以上の割合 3m以上の割合
宮川 50 0.581 0.056 0.145 0.434 8.95% 1.54%
江名子川 30 1.608 0.353 1.080 2.397 31.41% 2.96%
荒城川 50 0.445 0.078 0.485 0.485 4.70% 0.36%
川上川 50 1.050 0.115 0.354 1.177 17.88% 4.10%
苔川 50 0.446 0.115 0.287 0.639 2.02% 0.00%
大八賀川 50 1.131 0.187 0.544 1.393 18.96% 3.49%
笠原川 50 0.794 0.183 0.515 1.169 12.47% 0.09%
妻木川 50 0.726 0.151 0.424 0.978 10.38% 0.25%
小里川 20 1.423 0.425 0.973 1.876 17.72% 1.40%
大原川 50 0.248 0.061 0.144 0.302 0.80% 0.00%
土岐川 50 0.539 0.080 0.224 0.630 7.49% 0.27%
肥田川 50 1.487 0.006 0.996 2.472 36.52% 2.97%
可児川 100 0.263 0.002 0.021 0.144 4.72% 0.52%
関川吉田川 20 0.219 0.000 0.002 0.188 0.88% 0.00%
牛道川 50 0.222 0.009 0.033 0.117 3.42% 0.11%
境川新荒田川 50 1.116 0.277 0.966 1.847 27.24% 0.00%
五六川 80 0.136 0.000 0.002 0.037 14.93% 0.11%
後田川 30 0.388 0.021 0.078 0.342 4.99% 0.00%
根尾川 30 0.243 0.001 0.006 0.023 3.69% 0.77%
根尾東谷川 100 0.457 0.113 0.247 0.748 3.64% 0.82%
山除川 30 0.810 0.000 0.035 1.816 19.87% 0.00%
糸貫川 50 0.560 0.008 0.280 0.823 6.19% 0.01%
新境川 30 0.729 0.075 0.448 1.079 7.75% 0.04%
川浦川 20 0.560 0.010 0.107 0.523 6.75% 0.40%
前川 30 0.191 0.006 0.048 0.143 1.42% 0.39%
曽部地川 30 0.050 0.004 0.009 0.022 0.00% 0.00%
相川 50 1.310 0.151 1.089 2.152 34.78% 0.00%
大安寺川 50 0.298 0.015 0.124 0.491 0.69% 0.00%
大滝川 50 0.200 0.001 0.029 0.245 0.82% 0.01%
大谷川 50 0.475 0.002 0.146 0.645 8.83% 0.00%
中川 30 0.499 0.100 0.282 0.669 2.82% 0.11%
中津川 50 0.258 0.018 0.068 0.228 2.06% 0.05%
長除川 30 0.055 0.000 0.000 0.002 0.23% 0.00%
長良川 100 0.258 0.001 0.006 0.031 4.41% 1.67%
鳥羽川 20 0.163 0.000 0.001 0.010 1.17% 0.02%
津保川 30 0.497 0.010 0.062 0.484 8.55% 0.49%
泥川 50 0.060 0.000 0.001 0.007 0.03% 0.00%
天王川 50 0.101 0.000 0.003 0.126 0.00% 0.00%
田違川 30 0.883 0.036 0.470 1.358 11.90% 1.02%
東川 50 0.114 0.001 0.008 0.085 0.16% 0.03%
梅谷川 50 0.410 0.116 0.269 0.556 1.51% 0.00%
板屋川 50 0.153 0.001 0.009 0.146 0.80% 0.02%
板取川 50 0.497 0.000 0.003 0.057 8.65% 2.69%
飛騨川 50 0.693 0.005 0.030 0.142 9.27% 4.76%
武儀川 50 0.194 0.000 0.002 0.023 3.30% 0.43%
牧田川 50 0.521 0.004 0.047 0.635 10.85% 0.00%
木曽川 50 0.044 0.000 0.002 0.009 0.69% 0.15%
薬師川 50 0.077 0.000 0.002 0.019 0.43% 0.01%
阿木川 30 1.459 0.309 1.038 2.274 28.94% 4.68%
伊自良川 20 0.368 0.000 0.002 0.027 5.73% 0.10%
永田川 30 0.435 0.024 0.096 0.348 6.13% 0.33%
横町川 30 0.177 0.004 0.015 0.056 1.97% 0.05%
吉田川 20 0.938 0.009 0.071 0.404 13.63% 3.37%
粕川 50 0.304 0.006 0.039 0.403 2.67% 0.00%
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⾲2 ᒱ㜧┴⟶⌮Ἑ川54Ἑ川ࡅ࠾࡟るܧܲܣܯ௅ଶ 

 
 河川ごとの精度について，ܧܣܯ௅ଶの平均値に╔目して
検討する．表1より，全54河川のうܧܣܯࡕ௅ଶ平均値が0.5m
（国土交通省が定める浸水ランク3)の᭱小単位）を㉸え

る河川が20河川ある．54河川中20河川で平均0.5m以ୖの
ㄗᕪがあるのは一見精度がᝏいように見えるが，中ኸ値

に╔目すると，46河川で0.5m以下であり，30河川では
0.1m以下である．さらにܧܣܯ௅ଶの➨3ᅄศ位数は，32河川
で0.5m以下であり，14河川で0.1m以下である．つまり，
32河川では7๭以ୖのメッシュにおいて，浸水ランクにᙳ
㡪するほどのㄗᕪはないため，相応の精度で推ィされて

いるといえる． 
一方，ܧܣܯ௅ଶが1m以ୖのメッシュが10%以ୖを༨める

河川が15河川ある．全体のメッシュに༨める๭ྜは少な

いものの，ㄗᕪの⤯対値が大きいメッシュがあるため，

これらの河川ではܧܣܯ௅ଶ平均値が高くなっていると考え
られる．このようなܧܣܯ௅ଶの⤯対値が大きい地点では，
簡易手法を適用する㝿にはὀ意が必要となる． 
以ୖより，河川ごとにܧܣܯ௅ଶの中ኸ値や➨3ᅄศ位数や，

࢜ーバーࣟࣇーに╔目することとで，簡易手法の精度評

価ができた． 
 ḟに表2について，ܧܲܣܯ௅ଶ平均値は木曽川が0.51%と
᭱Ⰻで，ỤྡᏊ川が467.19%と᭱ᝏであった．ܧܲܣܯ௅ଶが
400%を㉸えるということは，浸水深の4ಸのㄗᕪがある
ということで，とても簡易手法が適応できるとはゝえな

い．ܧܲܣܯ௅ଶの中ኸ値は，ほ༙ࡰศの河川が5%以内であ
り，う15ࡕ河川が1%以内に཰まっている．ܧܲܣܯ௅ଶが5%
ということは，1mの浸水深の地点のㄗᕪがわࡎか5cmで
あり，中ኸ値からは精度がⰋいᵝにᛮえる．しかし

௅ଶの➨3ᅄศ位数は，5%以内に཰まっている河川はܧܲܣܯ
わࡎか2๭の11河川に␃まった．また，19河川でܧܲܣܯ௅ଶ
が100%を㉸える๭ྜが10%をୖ回る．中ኸ値にẚべて➨
3ᅄศ位数がかなり大きい値をとるということは，ㄗᕪが
大きいメッシュが஧ḟ関数的に増える傾ྥにあり，精度

がᝏいようにᛮえる．しかしこの傾ྥが表れる原ᅉは，

浸水深がὸい⟠所のㄗᕪ率が大きくるためと考えられ，

河川全体で精度を評価する㝿には，浸水深がὸい࢚リ࢔

と深い࢚リ࢔でܧܣܯ௅ଶを用いるかܧܲܣܯ௅ଶを用いるかศࡅ
る必要があると考えられる． 
 

㸲．簡易手法適応のྍྰุ᩿ 
 3 ❶の⤖ᯝを基に，精度を評価する基‽値を検討する． 
浸水解析と簡易法によって推ィされた浸水深のᕪを考

えるうえで，౛えࡌྠ，ࡤ 10cmのᕪでも，浸水深が 5m
のときの 10cmのᕪと，浸水深が 30cmのときの 10cmの
ᕪでは，ᕪの意࿡ྜいが変わってくる．つまり，浸水深

がὸいほど値のࣞࣈによるᙳ㡪は大きく，浸水深が深い

ほどࣞࣈによるᙳ㡪が小さくなる． 
そこで，本研究では，浸水深がὸい࢚リ࢔ではᕪの数

値そのもので評価できる⤯対値ㄗᕪ「MAE」を用い，浸
水深が深い࢚リ࢔ではᕪが浸水深に୚えるᙳ㡪をとらえ

るため⤯対値ㄗᕪ率「MAPE」を用いることとする．ල
体的には，国土交通省が定める 3)浸水ランク 2と浸水ラン
ク 3の境にあたり 2階ᗋ下に相当する 3mを基‽に，ܪ௅ଶ
が 3mᮍ‶のሙྜはMAEを，ܪ௅ଶが 3m以ୖのሙྜMAPE
を用いて検討を行う． 
なお，浸水解析を行う㝿には，DEM（数値ᶆ高ࣔࣝࢹ）

と࿧ࡤれるࢹータୖの地形に，確率規模をタ定した降雨

を発生させる．国土地理院によると 4)，DEM ⯟ータをࢹ
✵ࣞーザー 㔞によって作成する㝿，1 メッシュ内にᘓ
≀やᶞ木に㐽られることなく地面をィ できた地点（ࢢ

ランドࢹータ）があるሙྜ，実㝿のᶆ高とィ ᶆ高値の

ᶆ‽೫ᕪが 0.3m 以内であり，1 メッシュ以内にࢢランド
ータがないሙྜは，ᶆ‽೫ᕪがより大きくなりさらにࢹ

精度がຎる．これを踏まえ，本研究では，DEMࢹータの
精度を基‽とし，簡易手法の精度をᶆ‽೫ᕪ 0.3m以内，
つまり 68.3%以ୖのメッシュが 0.3m以内を適応可能の基
‽とする． 
以ୖより基‽をまとめると，L2 に浸水深が 3m ᮍ‶の

地点では式մよりܧܣܯ௅ଶが 0.3m以内，L2の浸水深が 3m
以ୖのሙྜ，ܧܣܯ௅ଶ ൏ ͲǤ͵よりܧܲܣܯ௅ଶ ൏ ͳͲΨを基‽とし，
河川全体の 68.3%が基‽を‶たしていれࡤ，その河川は
簡易手法が適応可能とする． 

河川名 L1年 平均 第1四分位数 中央値 第3四分位数 1���以上の割合
宮川 50 11.54% 1.04% 2.96% 9.99% 0.49%
江名子川 30 467.19% 45.53% 191.15% 612.78% 62.17%
荒城川 50 34.53% 4.71% 14.00% 41.18% 10.72%
川上川 50 31.92% 5.13% 16.10% 42.91% 7.50%
苔川 50 39.12% 12.90% 32.44% 61.37% 3.27%
大八賀川 50 15.53% 2.00% 2.77% 2.77% 0.56%
笠原川 50 50.30% 12.72% 40.36% 80.41% 14.93%
妻木川 50 55.55% 7.10% 21.81% 54.75% 10.73%
小里川 20 50.16% 16.59% 34.47% 53.41% 7.05%
大原川 50 13.95% 2.90% 7.13% 16.15% 0.58%
土岐川 50 15.99% 1.83% 5.36% 16.35% 2.97%
肥田川 50 63.11% 3.29% 69.02% 111.25% 33.87%
可児川 100 12.33% 0.09% 1.27% 11.10% 1.15%
関川吉田川 20 31.04% 0.00% 0.45% 48.63% 12.47%
牛道川 50 25.79% 0.95% 4.09% 19.49% 0.29%
境川新荒田川 50 62.39% 24.43% 66.34% 94.77% 20.04%
五六川 80 16.37% 0.02% 0.30% 5.80% 2.29%
後田川 30 43.31% 3.44% 16.80% 62.17% 17.72%
根尾川 30 4.19% 0.02% 0.11% 0.43% 0.23%
根尾東谷川 100 8.15% 2.42% 4.69% 9.48% 0.11%
山除川 30 51.77% 0.03% 3.91% 116.11% 32.39%
糸貫川 50 40.13% 0.92% 29.05% 71.31% 11.26%
新境川 30 43.54% 7.15% 36.09% 70.72% 7.91%
川浦川 20 57.00% 1.08% 16.17% 111.59% 26.69%
前川 30 38.63% 1.71% 11.67% 43.14% 13.81%
曽部地川 30 25.33% 1.58% 4.39% 13.78% 7.09%
相川 50 46.41% 9.33% 48.96% 73.09% 5.95%
大安寺川 50 72.37% 2.29% 18.67% 65.89% 15.15%
大滝川 50 27.27% 0.09% 5.06% 47.78% 6.49%
大谷川 50 32.02% 0.21% 15.86% 57.65% 7.72%
中川 30 100.15% 16.24% 0.46% 100.95% 25.27%
中津川 50 23.49% 1.05% 7.17% 29.78% 5.52%
長除川 30 6.88% 0.00% 0.02% 0.19% 3.10%
長良川 100 3.87% 0.02% 0.12% 0.66% 0.28%
鳥羽川 20 8.25% 0.00% 0.04% 0.49% 1.67%
津保川 30 11.34% 0.20% 1.23% 20.80% 0.84%
泥川 50 8.78% 0.01% 0.17% 2.27% 1.61%
天王川 50 13.42% 0.04% 0.65% 17.37% 1.88%
田違川 30 54.38% 3.87% 45.62% 92.80% 18.87%
東川 50 20.48% 0.11% 1.89% 24.86% 5.82%
梅谷川 50 85.54% 48.40% 87.18% 125.84% 41.76%
板屋川 50 20.96% 0.08% 2.24% 28.79% 5.15%
板取川 50 9.78% 0.01% 0.09% 1.82% 1.78%
飛騨川 50 9.28% 0.08% 0.54% 3.31% 1.68%
武儀川 50 7.40% 0.01% 0.10% 1.40% 1.75%
牧田川 50 24.07% 0.13% 2.35% 44.73% 3.60%
木曽川 50 0.51% 0.00% 0.02% 0.10% 0.02%
薬師川 50 24.90% 0.07% 0.89% 13.75% 11.98%
阿木川 30 22.21% 7.81% 24.54% 47.15% 2.31%
伊自良川 20 19.10% 0.00% 0.06% 1.92% 6.25%
永田川 30 32.97% 2.60% 11.88% 46.82% 10.71%
横町川 30 35.63% 1.34% 5.29% 20.83% 10.01%
吉田川 20 13.09% 0.15% 1.38% 8.28% 1.10%
粕川 50 33.19% 0.79% 6.91% 56.39% 8.21%
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図 3 適応ุ᩿のᇶ‽ 

 
この基‽をもとに適応の可否をุ᩿した⤖ᯝをḟの表

3 に示す．表中の一␒ᕥのิから，河川ྡ・L1 の確率
年・L2の浸水深が 3mᮍ‶の全メッシュのうࡕ L1推ィ法
にྜ᱁したメッシュの๭ྜ・L2 の浸水深が 3m 以ୖの全
メッシュのうࡕ L1推ィ法にྜ᱁したメッシュの๭ྜྜ᱁
率・L2の浸水深が 3mᮍ‶のメッシュ数・L2の浸水深が
3m 以ୖのメッシュ数・河川ごとで全メッシュのうࡕ L1
推ィ法にྜ᱁したメッシュの๭ྜ，となっている．一␒

ྑのิのྜ᱁率が 68.3%を㉸える河川をྜ᱁とし，簡易
手法が適用可能とุ᩿する． 
 表 3より，岐阜県管理河川のୖグ 56河川中 34河川で
本研究においてタࡅた基‽を‶たしていることがศかっ

た．また，少し基‽を⦆めて 60%以ୖをྜ᱁とすると，
39 河川が基‽を‶たしていることがศかった．さらに，
9河川は 90%のかなり高いྜ᱁率を‶たしている．㏫に 3
河川は 30%以下のྜ᱁率であり，このような河川では簡
易手法の適応は難しいと考えられる．L2 が 3m 以ୖのメ
ッシュが೫って多い河川や，その㏫の河川も複数あるが，

L2の浸水深の೫りによるྜ᱁率࡬のᙳ㡪は，表 3からᙳ
㡪がないとᛮわれる． 
 1 河川あたりの水害リスクマップ作成のコストは，ᚑ
᮶の方法のሙྜ༙年以ୖかつ 1000୓෇以ୖかかるとされ
ており，௒回適応可能とุ᩿された 39河川のみに簡易手
法を適応したሙྜでも，のべ⣙ 20年と⣙ 4൨෇のコスト
๐減が可能であることがศかった． 
 ௒回は河川ごとに適応の可否をุ᩿したが，適応が୙

可能とุ᩿された河川においても，氾濫࢚リ࢔や地域ご

とには適応可能な⟠所があるかもしれないため，地図ୖ

での確ㄆが必要である． 
 
 ࡵとࡲ.5
 本研究では，簡易手法の精度評価を行い，簡易手法

によって多段階の浸水想定図，および水害リスクマップ

を作成したሙྜのコストをヨ⟬した．その⤖ᯝ，岐阜県

管理河川において，およそ 4 ൨෇のコストを๐減できる
可能性が示された．௚の都道府県でも簡易手法をά用で

きれࡤ，పコストで多段階の浸水想定図，および水害リ

スクマップの作成がಁ進され，流域治水の考えに基づい

た水害対策が進ࡴことがᮇᚅされる． 
 
 
 
 
 
 
 
 

⾲ 3 Ἑ川ูのྜ᱁率 
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避難訓練2.0－安全の原理原則に基づくRisk to Action型訓練の 
社会実装に向けて 

Evacuation Training 2.0: Towards Social Implementation of Risk to Action-based 
Training Grounded in the Principles of Safety 

○江夏 猛史1, 2
，秦 康範3

Takeshi ENATSU1, 2 and Yasunori HADA3
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  For decades, evacuation training in Japan has been dominated by the Instruction to Action model, which emphasized 
compliance with instructions but did not adequately cultivate children’s autonomy, risk recognition, or decision-making 
skills. This study reports on the implementation of the Evacuation Training 2.0 Promotion Model. The model 
incorporates a risk-based perspective, using disaster plans, damage assumptions, and past cases as the basis. Through 
practical programs and tools, collaboration expanded to over 100 facilities. The findings indicate a shift from ritualized 
drills toward practices with real-world relevance and effectiveness, presented as outcomes of action research showing 
regional transformation in disaster preparedness. 

Keywords : evacuation training 2.0, risk to action, disaster education, social implementation, action research 

１．はじめに 
ISO/IEC Guide 51（2014）は、安全を「許容できないリ

スクが存在しない状態」と定義している。この定義に基

づけば、安全とは絶対的な安定を意味するのではなく、

リスクを明示し、それを許容水準以下に制御することで

初めて成立する。そして、その証明は Risk to Action、す
なわちリスクを想定し、それに即した行動をとる実践に

よってのみ可能となる。

しかし日本の避難訓練は長年、指示を守って迅㏿に行

動することを目的とした「Instruction to Action型」（指示
従属型）が主流であった。この形式は、常に指示が与え

られることを前提とし、秩序を守ること自体が目的化し

てしまう。その結果、秩序の維持とリスクに即した最適

行動が乖離し、指示がなければ動けない人を生み出し、

災害時に必要な主体的判断力や行動力の育成を妨げてき

た。加えて、文部科学省（2022）が「大学等の教員養成
機関では、学校安全の 3 領域全てを深く理解するための
十分な学修が確保されていない」と公式に指摘している

ように、現場で安全を担う教員・保育士が、養成段階で

体系的な防災・安全教育を学ぶことができていないとい

う構㐀的課題が存在する。 
避難訓練は「本番で起こりうることを練習する」場で

あり、練習していないことは本番ではできない。この原

則を外した訓練は、形式だけが整っていても命を守る行

動にはつながらない。訓練は画一的・形骸化・前年踏襲

の繰り返しとなり、本番適合度（E/QC）の低さが顕著で
ある。ここでいう本番適合度（Effectiveness/Quality of 
Consistency, E/QC）とは、地域防災計画や被害想定、過
去の被害例に基づいて導き出される被害像に対して、訓

練で実施された行動が実際の災害時に求められる最適行

動とどの程度一致しているかを示す指標である。E/QCが
低い訓練は、一見整然としていても本番で機能せず、時

として甚大な被害を招く可能性がある。 
その限界を如実に示した事例が、2011 年東日本大震災

における大川小学校である。多数の児童と教師が犠牲と

なった背景には、子どもや教師の個別の判断の誤りでは

なく、訓練やマニュアルが現実のリスクと結びついてい

なかったという構㐀的欠陥がある。誤った避難訓練が教

師をも誤らせ、結果として子どもたちの命を奪った。こ

の悲劇を「先生の判断ミス」に矮小化せず、訓練設計の

原理と学習の積層が欠落していた問題として捉え直す必

要がある。 
文部科学省（2013）が制作した『学校防災マニュアル

（地震・津波）作成の手引き』には、「非構㐀部材等の

危険はどこにあるのか、その危険を回避するためにどの

ような行動をとらなければならないのかを、発達段階に

応じて考えさせることが必要」と明記している。例えば、

写真 1 は体育館の天井材落下という非構㐀部材の典型的
な危険性を示す一方、写真 2 はまさにその体育館で、多
くの訓練が画一的な指示行動を教えるに留まっている現

状を示唆している。これは、大川小学校の悲劇から本質

的に学ぶことができていないことを象徴する事例であり、

形骸化した訓練の限界を改めて浮き彫りにしている。 

２．先行研究と本研究の位置付け 
 避難訓練の形骸化や誤学習は、これまで多くの研究者

や行政機関によって指摘されてきた。秦ら（2015）は、
緊急地震㏿報を活用した抜き打ち訓練において、「休み
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時㛫にᗯ下や㞄の教ᐊにᒃた場合でも、自分の教ᐊの自

分のᮘにྥかう子ども達が多数見られた」と報࿌してい

る。これは、リスクから㌟を守る行動ではなく、過去の

訓練でๅり㎸まれた「ᮘの下にもࡄる」という指示行動

を෌現したにすࡂず、Instruction to Action型訓練の限界を
示す典型例である。 
また、教員・保育士の養成段階における防災教育の୙

㊊については、守ら（2022）が「保育者を目指す学生ྥ
けの防災教育࣒ࣛࢢࣟࣉに関する研究は見ᙜたらない」

と明ゝしている௚、ᮎ⸨（2018）や⃝・小㔝（2019）も
教⫋課程の必修化が㐍ࡴ一方で、実質的な学修が୙十分

であることを指摘している。 
しかし、᪤ 研究の多くはアࣥࢺ࣮ࢣや意㆑ㄪᰝに౫

存しており、実際の訓練をほᐹ・௓ධし、改ၿにつなげ

るアクࣥࣙࢩリࢳ࣮ࢧが୙㊊しているというࣉࢵࣕࢠが

存在する。このため、▱見が現場改㠉に波及せず、研究

と実践の㛫に⁁がṧり⥆けている。 
本研究は、このࣉࢵࣕࢠをᇙめることを目指す。保

育・教育現場は⊂自の文化や័習がᙉく、外部が௓ධし

にくい領域であるため、現場の保育者・教師自㌟が⣡ᚓ

し、ඹにྲྀり⤌ࡴ体制を構⠏することが୙可欠である。

本研究は、先行研究が指摘する「養成段階の୙㊊」や

「実践研究の୙㊊」という課題に対し、現場に深くධり

㎸み、実践を積み㔜ࡡることで、♫会実⿦を実現しよう

とするⅬに⊂自性がある。 
 
㸱．᪉ἲと஦౛ 
 本研究では、避難訓練を Risk to Action型に㌿᥮するた
めの௓ධ࣮ࢶルと௙⤌みを㛤発し、㟼ᒸᕷやᚨᓥ┴を୰

ᚰにᒎ㛤した。 

(1) ௓ධ࣮ࣝࢶの㛤Ⓨ 
地震の減災⣬Ⱚᒃ「がたࡄら」（写真 3ཧ↷）: 地震時

に危険がどのようにኚ化するかを≀ㄒ形式で子どもにఏ

え、ᗂ児でも理解できる形で危険ண 力・回避力を育ࡴ

ことを௻ᅗしている。 
どこでも地震体㦂マࢺࢵ「YURETA」: 体㦂場所で想

定される震度を体ឤし、対応行動や事前対⟇の㔜要性を

学ぶ。この教材は、地域の被害想定や防災計画と結びつ

けることで、⪏震化やᐙලのᅛ定化などの事前対⟇のಁ

㐍やල体的な回避判断・行動につなげる。 
本研究が提ၐする Risk to Action 型訓練では、従᮶の

のように㢌を守って動かないጼ「ࢬの࣏࣮ࢩ࣒ࢦࣥࢲ」

ໃを教えることの危険性も指摘する。そこで、YURETA
を用いた体㦂では、まず「࢚࢝ルの࣏࣮ࢬ」、それでも

ጼໃを保てない࡯どのᦂれでは「ࢤ࢝ࢺの࣏࣮ࢬ」とい

った、より実践的なጼໃを指導している。これは、Ẽ象

ᗇの震度階⣭解ㄝで震度 6 ᙉ以ୖでは「はわないと動け
ない」とされていることに基づく。これらのጼໃは、ᙉ

いᦂれの୰でも࿘ᅖの危険をㄆ▱し、⛣動による危険回

避をㅉめないためのල体的なᢏ⾡である（写真 4 ཧ↷）。 
Risk to Action 型訓練における実践例㸸どこでも地震体

㦂マࢺࢵ「YURETA」による、こどもᅬで想定される震
度を体㦂するᗂ児（写真 ではࢬの࣏࣮ࢩ࣒ࢦࣥࢲ（(1)4
㌿がってしまう（写真 で࿘ᅖの危ࢬの࣏࣮ࢤ࢝ࢺ（(2)4
険を確ㄆしながら㏨げる 
(2) 社会実装に向けࡓᆅᇦࣔࣝࢹのᵓ⠏ 
 これらの教材は༢なる࣮ࢶルではなく、Risk to Action
型訓練を実⿦するための「௓ධ࣮ࢶル（ Intervention 
Tools）」である。現場の保育者や教師にはリスクマࢪࢿ
 の基♏的理解に୙十分さが見られ、まずは▱㆑をࢺ࣓ࣥ

෗┿1 Ꮫᰯのኳ஭ⴠୗ⿕ᐖ㸦ᩥ㒊⛉Ꮫ┬㸪2015㸧 

 

 
෗┿2 య⫱㤋࡛のඣ❺向けのㅮ₇୰ࠕᆅ㟈ࡀ᮶ࡽࡓ

とࢆࢬの࣏࣮ࢩ࣒ࢦࣥࢲ㸽ࠖのኌに⣲᪩くࡿࡍ࠺࡝

 ඣ❺㸦ⴭ⪅᧜ᙳ2025㸧ࡿ

෗┿3-1 ᆅ㟈のῶ⅏⣬Ⱚᒃࠖࡽࡄࡓࡀࠕ 

 

 
෗┿3-2 ᆅ㟈のῶ⅏⣬Ⱚᒃࠖࡽࡄࡓࡀࠕの実᪋ 
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ඹ᭷しㄆ㆑をᥞえることが୙可欠である。教育関ಀ者が

このどⅬを理解・合意することで、訓練や教育のアࣉࢵ

 。とつながる࡬ࢺ࣮ࢹ
㟼ᒸᕷでは、こどもᮍ᮶ᒁの౫㢗を起Ⅼに、保育・ᗂ

児教育ᅋ体、┴㆟会やᕷ㆟会、௻ᴗなど多ᵝな主体の協

ാにより♫会実⿦の➨一Ṍが形となった。ᚨᓥ┴でも、

▱事のリ࣮ࣉࢵࢩ࣮ࢲのもと、┴危機管理課や教育ጤ員

会、⚟♴・子育て関㐃ᅋ体、PTA 㐃合会、௻ᴗなどが㐃
ᦠし、地域ࡄるみでの導ධが㐍められている。さらに、

2024 年 1 ᭶からጞまった「こどもࣘࣞࣥࣂࣛࣕ࢟ࢱ」は
これまでに 87回㛤ദされ、2020年 4᭶から 2025年 9᭶
までに実施した「避難訓練 2.0研修」は 443回に達してい
る。こうした動きは௚地域にもᗈがり、♫会実⿦の඙し

が見えጞめている。 
 
㸲．⤖ᯝと⪃ᐹ 
 実践を㏻じてᚓられた結果は、以下の 6 Ⅼに整理でき
る。 
ձ本番適合度（E/QC）の改ၿ 
 被害想定を前提に行動を設計した訓練を導ධすること

で、「危険がᑡない場所࡬⛣動する」行動の実行⋡がྥ

ୖした。 
ղ訓練の᭦᪂࢖ࢧクルの確立 
 訓練ᚋの᣺り返りとホ౯を㔜どすることで、改ၿがḟ

回に཯ᫎされる௙⤌みが成立した。これにより、訓練が

༢なる൤式ではなく、⥅⥆的な学習ࢭࣟࣉス࡬とኚ化し

た。 
ճ発達段階に応じた積層的発達 

 ᗂ児ᮇには「危険ㄆ▱」、小学生には「判断力」、୰

㧗生には「ඹຓ」といった自然な積みୖげが確ㄆされた。

これにより、年㱋や発達段階に応じた防災教育のᒎ㛤が

可能となった。 
մ地域防災計画との整合的᭦᪂ 
 訓練が地域の被害想定や防災計画と㐃動することで、

形骸化を防ࡄ௙⤌みが機能した。 
յ行動ኚ容の確ㄆ 

保育施設では例外なく「ࢩ࣒ࢦࣥࢲの࣏࣮ࢬ」が指導

されていたが、研修を㏻じてその᭷ຠ性の欠如と危険性

の理解がඹ᭷された。その結果、ᑡなくとも㟼ᒸᕷෆ࡬

235ᅬのうち 64ᅬ（公立ᅬ 57ᅬ、⚾立ᅬ 7ᅬ）において

との確ㄆがᚓられ「を指導しないࢬの࣏࣮ࢩ࣒ࢦࣥࢲ」

た。さらに、143 ᅬでは研修ཷㅮによる行動ኚ容がほᐹ

され、ᕷの担ᙜ課⫋員も「ᕷෆ全ᅬでのᗫṆを目指す」

と㏙࡭ており、こうした行政方㔪もྵめて、Instruction 

to Action型から Risk to Action型࡬の㌿᥮が現場でᾐ

㏱しつつあることを示唆している。 

ն現場のᙉいニ࣮ࢬ 
 㟼ᒸ┴は、᫛࿴ 51年に㥴Ἑ‴を震※とする東ᾏ地震ㄝ
が浮ୖして以᮶、日本で最も᪩くから大つᶍ地震࡬のഛ

えを㐍めてきた「防災先㐍┴」とされてきた。しかし、

その㟼ᒸ┴の保育者（161ᅬ 743ྡ）を対象としたアࣥࢣ
ㄪᰝ結果（2021年ࢺ࣮ 9᭶㹼2025年 9᭶）からは、本研
究がྲྀり⤌ࡴ課題と現場のษ実なニ࣮ࢬが一致している

ことが明らかになった。以下、アࣥࢺ࣮ࢣ結果（ᅗ 1）
から示された課題をまとめる。 

 
ࡶ࡝ࡇࠊࡿࡼYURETAࠖにࠕࢺࢵᆅ㟈య㦂࣐ࡶ࡛ࡇ࡝(1)

ᅬ࡛᝿ᐃࡿࢀࡉ㟈ᗘࢆయ㦂ࡿࡍᗂඣࢩ࣒ࢦࣥࢲࠋの࣏

 ࠺ࡲࡋてࡗࡀは㌿࡛ࢬ࣮

 
ࡿࡆ㏨ࡽࡀ࡞ࡋㄆ☜ࢆ࿘ᅖの༴㝤࡛ࢬの࣏࣮ࢤ࢝ࢺ(2)

ᗂඣ 

෗┿4 Risk to Action型訓練に࠾けࡿ実㊶౛ 

 
(1)ᚨᓥ┴㜿༡ᕷ❧ᶲᑠᏛᰯ࡛のࣕ࢟ࢱࣞࣘࡶ࡝ࡇࠕ

ඣ❺とయࡿࡍࢆయ㦂ࡉኳ஭の㔜ࠋの୍ᖥ࡛ࠖࣥࣂࣛ

㦂ࡿࡍࢺ࣮࣏ࢧࢆᆅᇦఫẸ࡛ࡘくࡿᚨᓥࡋࡽࡺ㝲 

 
(2)㟼ᒸᕷ㆟会࡛行ࡓࡗ避難訓練2.0研ಟの୍ᖥࠋ㉳

㟈㌴࡛はయ㦂࡛࠸࡞ࡁ⏕ά⎔ቃ࡛の᝿ᐃ㟈ᗘయ㦂 

෗┿5  Risk to Action型訓練に࠾けࡿᆅᇦ୺ᑟの実

㊶౛ࠖࣥࣂࣛࣕ࢟ࢱࣞࣘࡶ࡝ࡇࠕ 
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・ 基♏▱㆑の୙㊊: 想定される地震の震度や⥅⥆時㛫に
ついて、「▱らなかった」が 60㸣（446 ྡ）、「想
像していたものと␗なっていた」が 25㸣（186 ྡ）
であり、基♏的な想定ㄆ▱の୙㊊が顕著であった。

これは、教育現場における▱㆑の欠落という構㐀的

課題を示している。 
・ 想定に対するഛえの現状: ᅬのഛえについては「想定

にさえ㊊りていない」が 54㸣（400 ྡ）、「わから
ない」が 15㸣（113 ྡ）に達し、十分にഛえられて
いると回⟅したのは 30㸣ᮍ‶であった。多くの施設
が、実際のリスクに対してഛえが୙十分であること

をㄆ㆑している。 
・ ア࡬ࢺ࣮ࢹࣉࢵのᙉい意ᚿ: 避難訓練の改ၿについて

は 99㸣（739 ྡ）が必要と回⟅しており、᪤存の訓
練の限界をᙉくឤじている現場の危機ឤが明らかに

なった。 
・ ᑓ㛛的ア࢖ࣂࢻス࡬のニ࣮(1)ࢬ: ⥅⥆的なᑓ㛛的アࢻ

スについては࢖ࣂ 97㸣（687 ྡ）が「ཷけたい」と
回⟅し、現場は自らの力だけでは課題解Ỵが難しい

ことをᙉくㄆ㆑していた。このことは、本研究が提

ၐするక㉮ᨭ᥼の᭷ຠ性を⿬௜ける。 

 
ᅗ 1 㟼ᒸ┴のಖ⫱⪅㸦161 ᅬ 743 ྡ㸧ࢆᑐ㇟とࣥ࢔ࡓࡋ

ㄪᰝ⤖ᯝ㸦2021ࢺ࣮ࢣ ᖺ 9 ᭶㹼2025 ᖺ 9 ᭶㸧 

 
さらに、これらの現場の課題は、教育ෆ容の೵⁫という

実態とも➢合している。ᮘの下にもࡄる行動がᗂ児から

大人に⮳るまで཯᚟的に教え㎸まれ、発達段階に応じた

避難行動が積みୖがっていないという現状である。本᮶、

ᗂ児ᮇは命を守るための基♏基本を㌟につける出発Ⅼで

ある࡭きだが、現実には成長に応じた発ᒎが㏵絶し、

「ᮘの下」「ࢩ࣒ࢦࣥࢲ」にとどまったままᛮ考と行動

がᅛ定化されている。 
文部科学省（2014）『生きる力を育ࡴ防災教育のᒎ㛤』

においては、防災教育は発達段階や地域の実᝟に応じて

積みୖげていくことの㔜要性が明記されており、その出

発Ⅼとしてᗂ児ᮇの防災教育の㔜要性がᙉㄪされている。

ᗂ児ᮇに「命を守る基♏基本」を確立することこそが、

ᚋの小・୰・㧗等学校での学びをᨭえる基┙となる。本

研究がᗂ児段階から避難訓練2.0を提起する意義は、まさ
にこのⅬにある。 
 
㸳．ࡾࢃ࠾に 
本研究のྲྀり⤌みはあくまでも真の♫会実⿦にྥけた

➨一Ṍにすࡂない。ここでኚ㠉が定╔しなければ、従᮶

型訓練࡬の㏫ᡠりや、事なかれ主義によるண定ㄪ࿴にᇙ

ἐする危険性がある。したがって、避難訓練 2.0を⥅⥆的
に㐍化させ、地域や全ᅜ࡬ᗈげていくためには、行政・

教育現場・௻ᴗ・研究者などが、それࡒれのᙉみを持ち

ᐤって㐃ᦠすることが୙可欠である。本研究は、そのた

めの基┙を提示するものであり、௒ᚋさらなる実践と᳨

証を㏻じて、協ാの㍯をᗈげていくことがᮇᚅされる。 
防災教育と避難訓練のアࢺ࣮ࢹࣉࢵは༢なる教育改ၿ

にとどまらず、♫会のᙉ㠌性そのものを㧗めるႠみであ

る。「誤った訓練は命を奪う（大川小学校が示したよう

に）」リスクを起Ⅼに行動を設計し、実践を㏻じて改ၿ

を㔜ࡡる「Risk to Action」こそが、命を守る行動を可能
にし、子どもたちの主体性や「生きる力」を育ࡴ基┙と

なる。避難訓練2.0の♫会実⿦は、日本の防災教育を᰿本
からኚえ、より安全でᙉいᮍ᮶を⠏く㘽となる。 
 

⿵ὀ 
本設問は㏵୰から㏣加されたため、n=702となっている。 
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災害時避難所における運営組織体制の実態 
―20避難所調査に基づく分析― 

The Organizational Structures of Evacuation Shelter Management during Disasters: 
An Analysis Based on a Survey of 20 Shelters 

○有吉恭子1,2，柴野将行1,3，保下徹4，菊地祥吾1，越山健治2

Kyoko ARIYOSHI1,2, Masayuki SHIBANO13 , Tohru BOUSHITA4 ,Shogo KIKUCHI1 
and Kenji KOSHIYAMA2 

1  吹田市危機管理室 
Department of Crisis Management, Suita City Office 

2 関西大学 
   Kansai University 
3 日本大学 
 Nihon University 

4 輪島市 
   Wajima City Office 

   This study examines organizational structures of evacuation shelters during the prolonged phase of the 2024 Noto 
Peninsula Earthquake in Wajima City, Japan. Interviews with staff, residents, and external personnel at 20 shelters were 
analyzed to clarify decision-making bodies and operational role-sharing. Shelters were classified into three decision-
making types (community-led, collaborative, administration-led) and three role-sharing types (resident-centered, 
mixed, administration/external-centered). Decision-making types corresponded closely with role-sharing patterns, and 
both varied systematically by facility type and scale. These findings provide insights for designing sustainable, multi-
stakeholder shelter management systems. 

Keywords : Evacuation shelter , Organizational structure , Decision-making , Role-sharing, 
Multi-stakeholder collaboration , evacuation shelter management system 

１．はじめに 
災害時に開設される避難所は，被災者の生命を守ると

ともに，生活の継続を支える拠点として極めて重要な役

割を担っている 1）．避難所は単なる一時的な居住空間で

はなく，食料・水・医療・情報などの基本的な生活資源

を提供する場であり，同時に被災者の心理的安定や社会

的つながりを維持・再構築する場としても機能する 2）．

そのため，避難所の運営は，災害対応の中でも特に複雑

かつ多面的な課題を含む領域である． 
避難所の運営には，避難者自身に加え，地域住民組織，

自治体職員，学校や公民館などの施設管理者，さらには

支援職員やボランティアなど，実に多様な主体が関与す

る．これらの主体は，災害発生直後から避難所の開設・

維持・改善に至るまで，さまざまな役割を担いながら協

働することが求められる．しかし，特に災害の規模が大

きく，避難生活が長期化する場合には，外部からの支援

職員や専門職（医療・保健・福祉など）が派遣されるこ

とで，避難所内の運営構造は一層複雑化する． 
一方で，こうした複数主体による運営体制が，災害時

の現場においてどのような意思決定構造や役割分担のも

とで実際に機能しているのかについては，実証的に把握

された研究は限られている．特に，意思決定に関与する

会議体や構成員の構造と，日常業務の担い手との関係性

を体系的に分析した研究は少なく，避難所運営の実態を

組織的に理解する上での課題となっている． 

本研究は，令和 6 年能登半島地震に伴い輪島市内で運
営が長期化した 20か所の避難所を対象に，運営に関わっ
た多様な主体の役割分担と意思決定構造を調査・分析し

て，類型化することを目的とする．  

２．先行研究 
近年，日本における避難所運営の課題は多岐にわたっ

ている．牧 3）は，戦後日本における自然災害後の応急居

住空間の変遷を整理し，避難所・仮設住宅を含む空間整

備が，行政主導の画一的計画から，被災者や地域住民の

主体的関与を重視する方向へと変化してきたことを指摘

している．これは，避難所が単なる一時的収容空間では

なく，被災者の生活再建過程の基盤として位置づけられ

てきたことを示しており，避難所運営体制の検討におい

ても，空間的側面と社会的主体構造を統合的に捉える必

要性を示唆している．有吉 4）は特に災害発生後 1 週間を
超える避難生活において，空間的・組織的な制約が顕在

化するこの状況を「After one week問題」と定義し，避難
所空間の管理・運営計画の根本的な見直しの必要性を指

摘している．

避難所運営における役割分担に関する研究は，これま

で主として行政，住民，学校，ボランティアなどの特定

主体に焦点を当てて論じられてきた．例えば矢守 5）は，

阪神・淡路大震災の事例をもとに，発災初期には行政や

施設管理者が中心となって物資供給を担い，避難生活が
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長期化するにつれて住民やボランティアがྎ㢌し，Ύ

ᤲ・⅕きฟし・物資௙分けなどの業務を担うようになる

と報࿌している．避難所運営は時間の⤒過とともに行政

中心型から住民・ボランティア中心型へと⛣行するഴ向

があることが指摘されている．学校を避難所として活⏝

した事例では，బࠎᮌ 6）がᮾ日本大震災時の大ᵔ㧗校に

おいて，学校ᩍ職員が施設管理や⛛ᗎ維持を担い，地域

住民や生ᚐがΎᤲ・㓄⮃・安ྰ☜ㄆを行ったことを᫂ら

かにしている．一方で，行政機能の㯞⑷により市⏫ᮧ職

員が୙在となる中，役割分担は現場で༶⯆的に決定され，

ᩍ員と地域௦⾲との調整୙㊊や⾨生管理㈐௵の᭕᫕さが

課題となったことも指摘されている．大規模災害におけ

る役割分担のΰ஘については，ᮧ上 7）が⇃本地震の調査

において，急ቑした避難所の多くが役割分担を整備しな

いまま開設され，⅕きฟしや物資௙分けはボランティア

主導，⾨生や健ᗣ管理は行政主導と機能が分᩿され，地

域住民の役割がḞⴠしやすい構造を報࿌している． 
௚方で，ᯇᕝ 8）は複数災害のඃⰋ事例をẚ㍑し，ཷ

௜・Ύᤲ・物資㓄ᕸ・健ᗣ管理といった日常業務を住民

が中心となって担い，行政職員や外部支援は支࣮ࢲ࣮ࣜ

援的役割に徹したことが，生活⎔ቃの向上にもつながっ

たと指摘している．このように，住民が主体的に役割を

分担できた事例では，避難所運営が෇⁥に機能したഴ向

がࡳられる．また，制ᗘ的・構造的視点からは，有吉ら

はࠊ戦後日本における避難所制ᗘが学校➼の公ඹ施設を

๓提とした公主導の制ᗘ設計となっており，⤖ᯝ的に行

政職員への役割㞟中と住民ཧ加のᙅ体化をᣍいた点ࠊ඲

ᅜ自治体調査により，多くの避難所運営࣐ࣗࢽアࣝに

「役割分担⾲」がᏑ在する一方で，స成主体は㜵災部ᒁ

に೫り，住民・職員・外部支援の協働体制を๓提とした

役割設計が行われていないことを指摘した 9）10）11） 

． 
このように，᪤ 研究は避難所運営における役割分担

に関する▱見を⵳✚してきたものの，多くはಶูの主体

や機能に╔目するものであり，複数主体が同時に関与す

る避難所運営を，意思決定構造と役割分担構造の୧面か

ら組織的に分析した研究は少ない．特に，意思決定構成

員（会議体）と日常業務の担い手構造を対応づけてẚ㍑

した実証研究は限られており，避難所運営の඲体ീを把

握する上での課題がṧされている． 
本研究は，これらඛ行研究をࡩまえ，災害時避難所に

おける運営組織体制を，意思決定構造と役割分担構造を

統合したᯟ組ࡳで分析する． 
 

㸱．研究のᑐ㇟࡜᪉ἲ 
(1) 研究ᑐ㇟ 
本研究は，令和 6 年能登半島地震に伴い長期にわたり

避難所として運営された▼ᕝ┴輪島市内の 20施設を対象
とした． 
対象避難所は，ᑠ学校・中学校・公民館・健ᗣࢭンࢱ

࣮➼多様な施設✀ูを含む指定避難所とした．᭱大避難

者数は数༑ே規模から༓ே規模までᖜᗈい（⾲㸰）．発

災直後から数週間,数か᭶間避難所機能を担い，住民，地
域，行政職員，学校職員，外部対ཱྀ支援職員，ボランテ

ィアなど，多様な主体が関与した． 
(2) 調査のᴫせ 
調査は，2024年 7᭶から 9᭶にかけて実施した．避難

所運営に関わった職員・地域住民を対象に，㸯避難所約

㸯時間，市職員❧ࡕ合いのもと半構造化࢖ン࣮ࣗࣅࢱを

行い，その㡢ኌグ㘓およࡧ㏲ㄒグ㘓をస成した．ᚓられ

た࢖ン࣮ࣗࣅࢱグ㘓から௨下の情報を系統的にᢳฟした． 
 

(3) 分析の᪉ἲ 

 ྛ避難所における定例会議の構成員について，࢖ンࢱ

きྲྀり࣓ࣔをもとに，館長・校⪺ࡧ㏲ㄒグ㘓およ࣮ࣗࣅ

長・市職員・ᩍ員・主事などを行政系，༊長・地域住

民・民生ጤ員などを住民系，対ཱྀ支援職員・自⾨㝲・医

療⌜・ボランティアなどを外部支援系として分類した．

会議体に継続的にཧ加していた構成員（⾲㸰にەでグ㘓）

のࡳを対象にே数を࢝࢘ンࢺし，ྛ避難所ࡈとに行政

系・住民系・外部支援系のே数構成ẚを⟬ฟした． 
ḟに，ே数構成ẚに基づき，意思決定構造を௨下の 3

類型に分類した． 
 

・地域主導型㸸行政系より住民系が多く，かつ外部支援

系の構成員が含まれないか，ࡈく限定的であったもの 
・行政主導型㸸行政系または外部支援系が᭱多で，住民

系が限定的であったもの 
・越ቃ型㸸行政系・住民系・外部支援系がいࡎれもཧ加

し，外部支援系が 2௨上含まれていたもの 
 
越ቃ型については，外部支援が意思決定࣓ン࣮ࣂとし

てཧ加していたかを重視し，୕者（行政・住民・外部）

のΰ成性に╔目して分類した． 
ḟに，ྛ業務における役割分担について，ฟ現した単

ㄒを「住民系」「行政系」「外部支援系」に分類して数

を㞟計し，ྛ避難所ࡈとに住民⋡・行政⋡・外部⋡を⟬

ฟした．その上で，住民⋡が0.5を超える場合を「住民主
体型」，行政⋡または外部⋡が 0.5 を超える場合を「行
政・外部主導型」，いࡎれも0.5ᮍ‶の場合を「多主体協
働型」として役割分担ࣉ࢖ࢱを分類した． 

 

 ┠㡯ࡓࡋᢳฟࡽ࠿グ㘓࣮ࣗࣅࢱࣥ࢖ １⾲

ᅗ１ ࣮ࣗࣅࢱࣥ࢖のᵝᏊ㸦2025ᖺ 8᭶᧜ᙳ㸧 

・ 運営意思決定組織（定例会議）に関わった࣓ン࣮ࣂ

・ 対ཱྀ支援職員の派遣状況と役割

・ 業務（ཷ௜ᤲࣞ࢖ࢺࠊ㝖ࠊ食事ࠊ物資➼）の役割分担

・ 避難者の┦ㄯ・ⱞ情のཷ௜主体

・ ㄆ㆑している避難者数

抽出した項目
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㸲．⤖ᯝ 
(1) 意思決定構造の分類 
調査対象となったྛ避難所における定例会議の

構成員およࡧ運営に関する意思決定࣓ン࣮ࣂを整

理した⤖ᯝ，構成主体の組ࡳ合わࡏに応じて，意

思決定構造は௨下の 3つのࣉ࢖ࢱに分類された． 

「地域主導型」は，㹀，㹄，㹅，㹆，㹇，㹈， 

㹉，㹊，㹋，㹎，㹏，㹐，㹒で，館長や༊長，地

域住民など地域内の࣓ン࣮ࣂが意思決定の中心を

担い，市職員や外部支援者は⿵᏶的な❧場で関与

するᙧ態である． 

「越ቃ型」は㹃と㹑で，地域࣓ン࣮ࣂに加えて

DMAT や対ཱྀ支援職員が定例会議に継続的にཧ加し，

合同で意思決定を行うᙧ態である．これは地域と

行政，外部支援が対➼に協働することで，意思決

定の㏱᫂性と合意ᙧ成がᅗられる構造である．特

に大特規模避難所においては，このࣉ࢖ࢱのഴ向

が見られたࠋ 

「行政主導型」は，㸿，㹁，㹂，㹌，㹍で，市

職員や施設管理者，対ཱྀ支援࣒࣮ࢳが主導的に意

思決定を担い，住民のཧ加は限定的なᙧ態である． 

施設規模との関係では，ᑠ規模な公民館では地

域主導型が多く，中規模な施設では地域主導型と

行政主導型が見られࠊ大規模施設では越ቃ型が多

いഴ向が☜ㄆされた． 

(2)役割分担構造の分類 

避難所内で実施された業務（ཷ௜，ࣞ࢖ࢺ，食

事，ᤲ㝖，物資管理➼）について，担い手を「住

民系」「行政系」「外部支援系」に分類し，ฟ現

㢖ᗘを㞟計した．その⤖ᯝ，役割分担構造は௨下

の 3つのࣉ࢖ࢱに分類された． 

「住民主体型」は，㹀，㹃，㹅，㹇，㹉，㹍，

㹎，㹑，㹒で，業務の過半数を住民や地域組織が

担い，行政や外部支援の関与は限定的である．こ

のࣉ࢖ࢱでは，地域の自ᚊ的な運営ຊが発᥹され

ており，避難者自身が運営に✚極的に関与するጼ

ໃが見られた．「多主体協働型」は，㸿，㹁，㹂，

㹈，㹊，㹏，㹐で，業務ࡈとに住民・行政・外部

支援の担当が分かれており，合同会議や調整を㏻

じて分業が行われるᙧ態である．役割の೫りが少

⾲２ 避難所のᐃ౛఍㆟ᵓᡂဨ࡜ᙺ๭分ᢸ 

ᙜ
␒

᪋
タ
⟶
⌮
⪅

୺
஦

ᩍ
ဨ

ᕷ
⫋
ဨ

䠪
䠬
䠫

䝪
䝷
䞁
䝔

叺
䜰

ᑐ
ཱྀ
ᨭ
᥼

⮬
⾨
㝲

䠝 Ꮫᰯ 140 䖃 䚽 䚽 1 0 0 ⾜ᨻ୺ᑟ ᕷ⫋ ᑐཱྀ ᑐཱྀ ᑐཱྀ

ᑐཱྀ

ᕷ⫋

ᕷẸ

䠉 ᕷ⫋ ᩍဨ 0.4 0.5 0.2 ከ୺య༠ാ
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なく，業務分担の公ᖹ性が᥎ᐹされる．「行政・

外部主体型」は，㹄，㹆，㹋，㹌で，業務の過半

数を市職員・┴職員・対ཱྀ支援・DMAT ➼が担い，

住民は⿵ຓ的に関与するᙧ態である．医療・⾨生

など専門性が求められる業務においては，外部支

援のẚ重が㧗かった． 

施設規模との関係では，ᑠ規模な避難所では住

民主体型が多く，規模が大きくなる࡯ど行政・外

部主導型がቑ加するഴ向が☜ㄆされた． 

(3)意思決定構造と役割分担構造の対応関係 

意思決定構造と役割分担構造の対応関係を分析

した⤖ᯝ，୧者には᫂☜なഴ向がㄆめられた． 

地域主導型の避難所では，役割分担も住民主体

型が多く，意思決定と実務の୧面で地域住民が中

心的な役割をᯝたしていた．一方，行政主導型の

避難所では，役割分担も行政・外部主導型が多く，

意思決定と業務㐙行の୧方を行政・外部支援が担

っていた．協働統合型の避難所では，役割分担も

ΰ成協働型が多く，住民・行政・外部支援のいࡎ

れかに೫ることなく，分業と調整が行われていた．

このことから，意思決定の主導主体と役割分担構

造はおおむࡡ対応関係にあることが示唆された． 

（4）施設✀ู・避難者数と構造の関㐃 

施設✀ูおよࡧ避難者数との関㐃を分析した⤖

ᯝ，௨下のഴ向が᫂らかとなった． 

公民館やฟᙇ所などのᑠ規模施設では，地域主

導型の意思決定構造と住民主体型の役割分担構造

が多く見られた．これは，地域ᐦ╔型の施設であ

ることから，地域住民の関与が自然に㧗まるため

と⪃えられる．ᑠ中学校などの中規模施設では，

協働統合型の意思決定構造とΰ成協働型の役割分

担構造が多く，地域と行政の協働がẚ㍑的ࣂラン

よく機能していた．行政施設や学校体⫱館などࢫ

大規模施設では，行政主導型の意思決定構造と行

政・外部主導型の役割分担構造が多く，避難者数

が多い࡯ど外部支援の導ධが㐍ࡳ，行政・外部主

導型がቑ加するഴ向が☜ㄆされた． 

意思決定構造と役割分担構造は施設規模や避難

者数とᐦ᥋に関㐃しており，避難所の運営体制は，

物理的᮲௳とே的資源の㓄置によってᕥྑされる

ことが示唆された． 

 

㸳．࡜ࡲめ 

本研究では，令和 6年能登半島地震に伴い長期化

した▼ᕝ┴輪島市内の 20 か所の避難所を対象に，

避難所運営に関与した多様な主体の役割分担と意

思決定構造を調査・分析した．その⤖ᯝ，意思決

定構造は「地域主導型」「協働統合型」「行政主

導型」の 3類型に，役割分担構造は「住民主体型」

「ΰ成協働型」「行政・外部主体型」の 3類型に分

類され，୧者の間には一定の対応関係があること

が᫂らかとなった． 

また，施設✀ูや避難者数との関㐃を分析した

⤖ᯝ，ᑠ規模施設では地域主導×住民主体型，中規
模施設では協働統合×ΰ成協働型，大規模施設では

行政主導×行政・外部主導型が多く，施設の規模や
機能，避難者数の多ᐻが運営体制に大きくᙳ㡪す

ることが示唆された． 

これらの▱見は，避難所運営における多主体の

協働体制を理解する上で有⏝であり，௒後の避難

所࣐ࣗࢽアࣝ整備，カ⦎設計において，施設特性

や地域資源に応じたᰂ㌾な運営ࣔࣝࢹの構築が求

められることを示している．௒後の研究では，本

研究で᫂らかとなった運営構造の類型ࡈとの課題

と解決手ἲを᥀り下ࡆ，避難所運営の㉁的向上に

向けたල体的な課題解決⟇の検討を㐍める． 

 

ㅰ㎡ 

本研究は，輪島市ᩍ⫱ጤ員会ᩍ⫱長ᑠᕝṇẶ，ᩍ⫱部長ᮌ下

඘Ặはじめ輪島市職員のⓙ様にはࡈ多ᛁの中，本研究への῝い

協ຊを㈷りました．ここにグして心よりឤㅰ⏦し上ࡈ理解とࡈ

ます．ி㒔大学㜵災研究所の牧⣖⏨ᩍᤵには，本研究の構᝿ࡆ

ẁ㝵から多くのຓゝをいたࡔきました．専門的な▱見とࡈ支援

に῝くឤㅰ⏦し上ࡆます． 

本研究は，吹田市およࡧ関西大学の「すいた㜵災ラボ」から

の支援をཷけました．ここにグして心よりឤㅰ⏦し上ࡆます． 

なお，本研究は⛉研㈝・ⱝ手研究（課題␒ྕ㸸25K17811）に

よるຓ成をཷけて実施されました．ここにグして῝くឤㅰ⏦し

上ࡆます． 
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኱Ꮫ⏕の㜵災άືに関する஦౛ᩚ⌮࡜⪃ᐹ
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University Students’ Disaster Risk Reduction Activities:  

A Typology by Disaster Phases, Engagement Levels, and Activity Locations 
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   This study examines the potential contribution of university students to community-based disaster risk reduction, a 
topic for which comprehensive analysis remains limited. To address this gap, we conducted an online survey of 546 
universities across Japan, mainly in metropolitan areas, collecting case studies of student engagement. Activities were 
categorized by level of involvement, disaster phase, location, and target groups. Results indicate that educational and 
awareness activities focusing on immediate response were most common, particularly near campuses, where initial 
response and evacuation phases dominated. Conversely, activities addressing the recovery phase were limited, 
highlighting insufficient student involvement in pre-disaster recovery. 

Keywords: University students, Disaster risk reduction, Public participation 

１．はじめに
(1)研究⫼ᬒ

㜰⚄・ῐ路大㟈災௨㝆ࠊ防災分野におࡅる行ᨻの㝈⏺

がᣦ᦬されるととࡶにࠊ地域が୺体となって行ᨻや専㛛

ᐙな࡝と連ᦠしࠊ自ຓ・ඹຓ・බຓの最適な⤌み合ࡏࢃ

を実⌧さࡏることがᚿྥされるよ࠺になってきた㸦ᒸ⏣ࠊ

2006㸧ࠋ㏆ᖺにおいてそのഴྥはさらに強ࡲりࠊ地域住

Ẹが୺体性をࡶって防災ά動に取り⤌ࡴ重要性はࡲすࡲ

す高くなっているࠋ௚᪉でࠊ地域୺体の防災がより重要

になるにつれࠊ住Ẹࡅࡔのຊでは」㞧な฼ᐖ調ᩚな࡝の

ᒁ㠃で関ಀ者を୍つの目的にྥかࡏࢃることがᅔ難にな

りࠊそのためのࢥーデࢿ࢕ーターのᏑᅾがᚲ要とされるࠊ

とい࠺㆟論がある㸦ᓲら2017ࠊ㸧ࡲࠋたࠊ஦๓防災のみ

ならࠊࡎᮾ᪥本大㟈災からの᚟⯆ではࠊ大学教ဨらが㆟

論や࣡ークショࣉࢵにཧ画しࠊ合ពᙧ成をಁ㐍した஦౛

がሗ࿌されている㸦Ώ部・⚟ᓥ, 2018㸧ࠋ 
௨ୖよりࠊ地域住Ẹ୺体の防災・᚟⯆においてࠊ外部

୺体の関୚は฼ᐖ調ᩚと合ពᙧ成のⅬで重要なᙺ割をᣢ

つといえるࠋ防災௨外の分野での㆟論をཧ↷するとࠊ⏣

中㸦2021㸧の関ಀ人ཱྀ論はࠕࠊよそ者ࠖが地域住Ẹの୺

体性をᙧ成するメ࢝ࢬࢽムを示しておりࠊ外部者の関୚

がෆ発的な行動変ᐜをゐ発し࠺る可能性を示唆するࠋ関

ಀ人ཱྀに関してはࠊᏳ⸨ら㸦2023㸧は大つᶍ調査に基づ

きࠊゼၥ型関ಀ人ཱྀのࠕࡕ࠺テレ࣡ー࢝ーࠖとࠕ学生ࠖ

で地域への┤᥋ᐤ୚型ά動の割合が高いことをᩚ理して

いるࠋこれらはࠊ外部者が地域のෆ発的な行動変ᐜをゐ

発し得ることを示唆するࠋ௨ୖの▱ぢはࠊ஦๓防災や᚟

⯆のሙ㠃においてࠊࡶ外部୺体は単なる調ᩚᙺのみなら

つᏑࡶす✚ᴟ的なᙺ割をಁࡶᙜ஦者の୺体性ᙧ成をࠊࡎ

ᅾとして位⨨づࡅられ࠺るとい࠺可能性を示唆するࡶの

でありࠊ防災分野での実証的な検証のᚲ要性を⿬௜ࡅるࠋ

本研究ではࠊᏳ⸨ら㸦2023㸧でᣦ᦬された 2 ᒓ性の中

でࡶ学生ࠊとりࡅࢃ大学生に╔目するࠋ大学生は地域ࡲ

ࠊὀ目されてこなかったがࡶしࡎづくりにおいてᚲࡕ

つことで多୺体間の調ᩚᙺをᢸい得るこࡶ中❧性ࠖをࠕ

と㸦᯽ཎら, 2009㸧ࠊさらにࠕよそ者ࠖとして地域にධり

㎸みㄢ㢟解Ỵに取り⤌ࡴ㐣⛬でࠊ住Ẹの地域への関ᚰや

ཧ加動ᶵを高め得る可能性がᣦ᦬されている㸦㷏ཎら, 
2020㸧ࠋこのよ࠺な可能性を通ᖖの地域ࡕࡲづくりのみ

ならࠊࡎ災ᐖ発生๓の地域におࡅる防災・ῶ災ࡕࡲづく

りにࡶ適用するときࠊ外部から✚ᴟ的なᙳ㡪を୚え࠺る

୺体としての大学生が࡝のよ࠺なᙺ割を果たし࠺るかࠊ

その࣏テンシࣕルと㝈⏺を実証的に示すことは重要な♫

఍的ព義をࡶつㄢ㢟であるࠋ

(2)研究の┠ⓗ

本研究ではୖࠊ㏙の⫼ᬒを㋃ࡲえてࠊ大学生が地域୺

体の防災ࡕࡲづくりにおいて࡝のよ࠺なᙺ割を果たして

いるかを網⨶的な調査とẚ㍑に基づいて明らかにするࠋ

より具体的にはࠊそれࡒれのά動についてࠊά動୺体ࠊ

対象者ࠊハࢨーࢻ✀類ࠊ関୚ᙧែࠊ対象とする災ᐖࣇェ

ーࢬな࡝のほⅬから類型化を行ࠋ࠺これに基づきࠊ類型

におࡅるά動数の多ᐻや地理的分ᕸな࡝のほⅬからࠊ大

学生が防災ࡕࡲづくりに࡝のよ࠺なᙺ割を果たしࡲࠊた
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は果し得ていないのかを示すことを目的とするࠋ 
 
(3) 研究の఩⨨࡙け࡜᪂つᛶ 
大学生の地域ࡕࡲづくりに関してはࠊ᯽ཎら㸦2009㸧

のよ࠺な研究がࠊ大学生の中❧性に基づく」数୺体の፹

௓やࣟࣉジェクト᥎㐍のᙺ割を示しࠊ㷏ཎら㸦2020㸧は

てࡌよそ者ࠖとしての大学生が地域で果たすᶵ能を論ࠕ

いるࠋ௚᪉ࠊ防災分野におࡅる大学生のᙺ割を扱った研

究としてはࠊ஧⚄・中ᔱ㸦2019㸧ࠊ␃野ら㸦2020㸧ࠊᑠ

ᯇ㸦2005㸧な࡝があるがࠊその多くは大学生の防災ព㆑

調査やࠊ大学のㅮ義・研究ά動の୍環として行ࢃれた地

域での࣡ークショࣉࢵ実㊶といった㝈定的なά動のࢣー

ススタデ࢕にとࡲ࡝っているࠋ大学生が地域୺体の防災

ࠊなᙺ割を果たしているかを࠺のよ࡝づくりにおいてࡕࡲ

」数஦౛をᗈくẚ㍑して検証するヨみは༑分ではないࠋ

本研究はࠊこのリࢧーチࣉࢵࣕࢠをᇙめࠊ災ᐖ๓の地域

におࡅる大学生の関୚の実ែと効果をẚ㍑的どᗙから明

らかにするⅬに᪂つ性を᭷するࠋさらにࠊこれࡲでᩓ発

的にᏑᅾしてきたά動஦౛を体⣔的にᩚ理・類型化する

ことでࠊ大学生によるά動の❧ࡆୖࡕや⥅⥆にあたって

ཧ↷可能な▱ぢを提示しࠊ学生୺体のά動ᙧ成をᚋᢲし

するࡲࠋたࠊ全ᅜ的な஦౛ẚ㍑により示される▱ぢはࠊ

行ᨻや地域ᅋ体が♫఍全体の防災ຊを高めるためのパー

トࢼーシࣉࢵモデル構築を支援し࠺るࡶのであるࠋ 
 

２．研究ᡭἲ 
本研究ではࠊ大学生が防災ࡕࡲづくりに関୚した多ᵝ

な஦౛を対象にࠊその཰㞟と分類を行ったࠋ対象とした

大学はࠊ全ᅜに❧地するす࡭てのᅜ❧大学およࡧබ❧大

学に加えࠊ⚾❧大学については໭海道ࠊᇸ⋢┴ࠊ千ⴥ┴ࠊ

ᮾி㒔ࠊ⚄ዉ川┴ࠊ⁠㈡┴ࠊி㒔ᗓࠊ大㜰ᗓࠊරᗜ┴ࠊ

ዉⰋ┴ࠊ࿴ḷᒣ┴に所ᅾするࡶのであるࠋ㸦表 1㸧 
 

⾲ 1 ㄪᰝのᑐ㇟ࡓࡋ࡜኱Ꮫࡑ࡜の⥙⨶⋡ 

㸦2025ᖺ 9᭶᫬Ⅼ㸧 

✀ู 対象とした大学 ᪥本にある大学 網⨶率 

ᅜ❧大学 85 85 100.0% 

බ❧大学 101 103 98.1% 

⚾❧大学 360 624 57.7% 

合計 546 812 67.2% 
 

஦౛の཰㞟᪉法は௨ୗの通りであるࠋGoogleにてࠕ”大
学名” ࡕࡲづくり 学生 防災ࠖを࢟ー࣡ーࢻとして検⣴しࠊ

PC ୖのࣈラ࢘ࢨにて 10 ࣌ージ目ࡲでに表示される検⣴

結果からࠊ大学生による防災ά動が実施されている஦౛

をᢳ出するࠋたࡔしࠊ本研究ではᑗ᮶の災ᐖ時にഛえた

஦๓ά動でありࠊかつ学生の自୺性によって実施されて

いるά動を対象とするためࠊ大学のㅮ義な࡝ṇㄢά動に

よって実施されているࡶのとࠊ実㝿の災ᐖᚋに被災地で

実施される支援ά動は対象から除外しているࠋこれによ

りࠊᗈ⠊な᝟ሗ཰㞟を可能とするとྠ時にࠊά動の多ᵝ

な実ែを網⨶的にᢕᥱすることを௻図したࠋ 
཰㞟した各஦౛についてはࠊձ災ᐖࣇェーࠊࢬղ大学

生の関୚度合いࠊճά動ሙ所ࠊմά動ෆᐜࠊյハࢨーࢻ

✀類ࠊն対象者のᒓ性ࠊの 6 㡯目に基づく体⣔的な分類

を全஦౛に適用しࠊ㞟計を行った㸦表 2㸧ࡎࡲࠋά動が

対象とするࠕ災ᐖࣇェーࠖࢬに基づく分類を行ったࠋこ

こでい࠺災ᐖࣇェーࢬとはࠊᑗ᮶の災ᐖを想定して行ࢃ

れるά動が࡝のẁ㝵を対象としているかを示すࡶのであ

るࠋたとえึࠕࡤ動ᛂᛴᮇࠖは発災┤ᚋの人࿨ᩆຓや⥭

ᛴ支援を想定したẁ㝵でありࠊ避難カ⦎な࡝がヱᙜするࠋ

このよ࠺にึ動ᛂᛴᮇࠊ避難生άᮇࠊ᚟ᪧᮇࠊ᚟⯆ᮇの

ᅄẁ㝵にᩚ理することでࠊ大学生が࡝のẁ㝵を想定した

ά動に取り⤌ࢇでいるかを明☜にできるࠋḟにࠊ大学生

の関୚度合いを୕ẁ㝵で評価したࠋ分類レベル E-0 は୺

ദ者ではないが୺体的に関ࢃるά動ࠊレベル E-1 は大学

生がඹྠ୺ദ者として重要なᙺ割をᢸ࠺ά動ࠊレベル E-
2 は大学生のみが୺ദするά動と定義したࠋこのᯟ⤌み

によりࠊ大学生が࡝の⛬度の୺体性を発᥹しているかを

定量的にẚ㍑できるࠋ 
ά動ሙ所についてはࠊ大学所ᅾ地と対象地域の距離的

関ಀに基づきࠊ␗なる地᪉୍ྠࠊ地᪉ࡔが௚┴୍ྠࠊ┴

ෆࡔが␗なるᕷ区⏫村୍ྠࠊᕷ区⏫村の 4 つのレベルに

分類したࠋこれによりࠊά動が᪥ᖖ的な࢟ࣕンパスෆに

とࡲ࡝るࡶのかࠊ実㝿の被災地や地域♫఍に┤᥋結ࡧつ

いたࡶのかをᢕᥱできるࡲࠋたࠊά動ෆᐜについてはࠊ

防災教⫱・ၨ発ά動ࠊカ⦎・人ᮦ⫱成ࠊ計画・支援体ไ

の構築ࠊ調査・研究ά動のᅄつに大ูしたࠋこれによりࠊ

防災ά動の中で大学生が果たすᶵ能の多ᵝ性を体⣔的に

ᢕᥱすることを目ᣦしたࠋ 
加えてࡲたࠊ対象とした஦౛をハࢨーࢻの✀類ࡈとに

分類したࠋ災ᐖ✀ࡈとに求められる対⟇は大きく␗なる

ためࠊこの分類によりࠊ大学生が࡝のハࢨーࢻに対して

┦対的に㈉⊩しやすいかを検証できるࠋά動対象者のᒓ

性についてはࠊᑠ中高生௨ୗࠊ大学生୍ࠊ⯡住Ẹࠊ高㱋

者に区分しࠊ大学生がㄡを対象に防災ࡕࡲづくりを実施

しているかを明らかにしたࠋ 
 ௨ୖの 6 㡯目による分類によりࠊ大学生が防災ࡕࡲづ

くりにおいていかなるᒁ㠃や分野でά動しているのかを

⥲合的に分析しࠊその動ྥをᢕᥱすることを可能にしたࠋ 
 
㸱．⤖ᯝ࡜⪃ᐹ 
㸦1㸧༢⣧㞟ィによる⤖ᯝ࡜⪃ᐹ 

本研究で対象とする஦౛㸦対象となるά動஦౛のᏑᅾ

が得られた 187 ⟠所の大学におࡅる全 361 件のά動㸧の

㞟計結果からࠊ大学生がཧ画する防災ࡕࡲづくりά動に

はいくつかの୺要な類型と特徴が☜ㄆされた㸦表 3㸧ࠋ 
 
⾲ 3 ஦౛ࡀ☜ㄆࡓࢀࡉㄪᰝᑐ㇟の኱Ꮫࡑ࡜の๭ྜ 

✀ู ☜ㄆされた大学 対象とした大学 割合 

ᅜ❧大学 57 85 67.1% 

බ❧大学 16 101 15.8% 

⚾❧大学 114 360 31.7% 

合計 187 546 34.2% 
 
➨୍にࠊ災ᐖࣇェーࢬに╔目するとࠊά動はึ動ᛂᛴ

ᮇおよࡧ避難生άᮇに↔Ⅼをᙜてたࡶのが多いことが明

らかとなったࠋ全体としてึ動ᛂᛴᮇに 214 件ࠊ避難生

άᮇに 95 件のά動が☜ㄆされࠊ᚟ᪧᮇや᚟⯆ᮇを対象と

するࡶのにẚ࡭て㢧著に多いࠋこれはࠕࠊ㎿㏿な⥭ᛴ避

難ࠖやࠕഛ⵳ࠖな࡝のẚ㍑的ࢃかりやすい目標を設定し

やすい災ᐖࣇェーࢬに↔Ⅼがᙜたりࠊ஦๓᚟⯆な࡝中㛗

ᮇ的などᗙをࡶって取り⤌ࡴᚲ要があるά動は┦対的に

㝈定的であることが示唆しているࠋ 
 ➨஧にࠊ大学生の関୚度合いに関してはࠊཧ加者とし

て関ࢃるレベル E-0 が 221 件と最ࡶ多くࠊ୺ദ者として
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⾲ 2 ஦౛の分㢮ྛ࡜ᑠ分㢮およࡧヱᙜするάືの౛ 

分類 ᑠ分類 ヱᙜするά動の౛ 

災ᐖࣇェーࢬ 

ึ動ᛂᛴᮇ ᮾ海大学の学生がࠊⰼⅆ大఍時の地㟈を想定して避難経路を考案したࠋ 

避難生άᮇ බ❧㫽取環境大学の学生が避難所設Ⴀカ⦎にཧ加したࠋ 

᚟ᪧᮇ ி㒔大学の学生が地域住Ẹとඹに஦๓᚟⯆࣡ークショࣉࢵにཧ加したࠋ 

᚟⯆ᮇ ᪩✄⏣大学の学生がᑠ学生とඹに地域ㄢ㢟を࢕ࣇール࣡ࢻークで᥈ったࠋ 

その௚ 防災ୖの地域ㄢ㢟を⌜ࡈとに調査㸦対象ࣇェーࢬが␗なり࠺る㸧ࠋ 

大学生の 

関୚度合い 

レベル E-0㸦ά動の୍ཧ加者㸧 ᶓ὾ᕷ❧大学の学生が防災ࣅンࢤࢦーム・防災ク࢟ࢵンࢢの動画をస成したࠋ 

レベル E-1㸦୺ദ者の୍➃を㸧 ┦ᶍዪᏊ大学の学生がࠕ╔たいࠖとᛮえる防ⅆ⾰をᾘ防⤌⧊と連ᦠしてไసしたࠋ 

レベル E-2㸦単⊂での୺ദ㸧 㟼ᒸ大学の学生が全ᅜ学生防災シン࣏ジ࢘ムを開ദしたࠋ 

ά動ሙ所 

レベル L-0㸦␗なる地᪉㸧 千ⴥ科学大学の学生が予めᐤ௜㔠でഛ⵳し災ᐖ時に༠定ඛに㏦るά動をしているࠋ 

レベル L-1㸦␗なる㒔道ᗓ┴㸧 ᮾி大学の学生が浦Ᏻᕷで防災の調査・࣡ークショࣉࢵを行ったࠋ 

レベル L-2㸦␗なるᕷ区⏫村㸧 ❧教大学の学生がᮅ㟘ᕷで防災イベントを௻画したࠋ 

レベル L-3㸦ྠ୍ᕷ区⏫村㸧 高▱┴❧大学の学生がᏊ౪ྥࡅの避難所㓄⨨ࢤームを考案したࠋ 

ά動ෆᐜ 

防災教⫱・ၨ発ά動 ᶓ὾ᅜ❧大学の学生が未ᑵ学ඣྥࡅの防災教⫱を行なったࠋ 

カ⦎・人ᮦ⫱成 ໭海道大学の学生が地ඖ⏫ෆ఍と༠ຊして防災カ⦎ࠊ防災マࣉࢵのస成をしたࠋ 

計画・支援体ไの構築 㤶川大学の学生が୸டᕷෆで地区ู防災マࣉࢵస成の手ຓࡅをしたࠋ 

調査・研究ά動 ᪥本大学の学生がୡ⏣㇂区におࡅる災ᐖ時の避難所㐠Ⴀの⪺き取り調査を行ったࠋ 

対象者のᒓ性 

ᑠ中高生௨ୗ ᗈᓥ大学の学生がᑠ中学生にྥࡅて出๓ᤵ業を行なったࠋ 

大学生 ᅜ㝿་⒪⚟♴大学の学生が大学生のၨ発のためにイベントを௻画したࠋ 

୍⯡住Ẹ ໭஑ᕞᕷ❧大学の学生が住Ẹとඹྠで地区防災計画を⟇定したࠋ 

高㱋者 ᶓ὾⸆科大学の学生が௓ㆤデジタルハࢯ࢝ࢵンで災ᐖ時᝟ሗඹ᭷システムを開発したࠋ 

分類 ᑠ分類 

ハࢨーࢻ 地㟈ࠊὠἼࠊ㢼水ᐖࠊⅆ災ࠊᄇⅆࠊ㞷ᐖࠊ特にᣦ定なし・その௚ 

 
ά動するレベル E-1 は 93 件ࠊ大学生のみで୺ദするレベ

ル E-2 は 47 件にとࡲ࡝ったࠋすなࠊࡕࢃ大学生は多くの

ሙ合において地域や௚୺体のᯟ⤌みにཧ加するᙧでά動

しておりࠊ᏶全に୺体的にά動を㐠Ⴀする஦౛は㝈られ

るࠋこの結果はࠊ学生のά動が地域の既Ꮡ⤌⧊や専㛛ᐙ

との連ᦠを基┙にしていることを示すとྠ時にࠊ大学生

単⊂でά動を⥅⥆する難しさを表しているࠋ 
➨୕にࠊά動ሙ所については୍ྠࠊᕷ区⏫村ෆでのά

動が 214 件と最ࡶ多く୍ྠࠊ┴ෆでのά動㸦76 件㸧ࠊ௚

┴でのά動㸦17 件㸧ࠊ␗なる地᪉でのά動㸦46 件㸧にẚ

大学が❧地する地域♫఍にࠊこれはࠋて㝿❧っている࡭

ᐦ╔したά動が大༙を༨めていることを示すࠋ地域との

᪥ᖖ的な᥋Ⅼをάかしࠊ⥅⥆的な関ࢃりをᙧ成している

Ⅼで୍定のព義をᣢつ୍᪉でࠊ被災地や㐲㝸地でのά動

は┦対的に㝈定的であったࠋ 
➨ᅄにࠊά動ෆᐜをみるとࠊ防災教⫱・ၨ発ά動が最

多の 277 件を༨めࠊカ⦎・人ᮦ⫱成㸦90 件㸧ࠊ計画・支

援体ไの構築㸦56 件㸧ࠊ調査・研究ά動㸦30 件㸧が⥆くࠋ

防災教⫱・ၨ発ά動が✺出して多いのはࠊ学生の▱㆑や

ᢏ能をάかしやすくࡲࠊた学ᰯや地域との連ᦠを通ࡌて

ẚ㍑的実施しやすい領域であることを示しているࠋこれ

に対しࠊ計画⟇定やไ度設計に関୚するά動は┦対的に

ᑡなくࠊ大学生のᙺ割が┤᥋的な教⫱やၨ発ࠊ人的支援

に೫っていることが☜ㄆできるࠋこれは大学生の♫఍的

❧ሙや経㦂のไ⣙を཯ᫎしている୍᪉でࠊ調査・研究ά

動の成果をᨻ⟇や地域計画に㑏ඖする᪉㏵をᩚഛするこ

とでࠊよりᖜᗈいᙺ割がᮇᚅできる可能性を示唆するࠋ 
➨஬にࠊ対象とするハࢨーࢻの✀類ではࠊ地㟈を中ᚰ

にά動がᒎ開されているࠋ地㟈関連の஦౛は 138 件にୖ

りࠊḟいでὠἼ 47 件ࠊ㢼水ᐖ 34 件ࠊⅆ災 27 件であったࠋ

その௚のハࢨーࢻはᑡ数にとࡲ࡝っておりࠊ大学生の防

災ά動が大つᶍ地㟈災ᐖを୺たる想定としているഴྥが

明らかとなったࠋ᪥本におࡅる地㟈・ὠἼ災ᐖの発生㢖

度や♫఍的ᙳ㡪の大きさを㋃ࡲえれࡤጇᙜなഴྥである

がࠊ㞷ᐖやᄇⅆといった地域特᭷のリスクに対する取⤌

は㝈定的であるࠋこのⅬはࠊ地域の災ᐖ特性にᛂࡌて大

学生がά動を多ᵝ化さࡏるవ地があることを示しているࠋ 
➨භにࠊ対象者のᒓ性に╔目すると୍ࠊ⯡住Ẹを対象

とするά動が 281 件と✺出して多くࠊ大学生自㌟を対象

としたά動 48 件やᑠ中高生௨ୗを対象とするά動 79 件

を大きくୖᅇっているࠋこれはࠊ大学生が自らの学ࡧに

とࡲ࡝らࠊࡎ地域♫఍全⯡にാきかࡅるά動をᒎ開して

いることをព࿡するࠋ 
 

㸦2㸧ࢫࣟࢡ㞟ィによる⤖ᯝ࡜⪃ᐹ 

クࣟス㞟計の結果からࠊά動の時✵間㓄⨨と関୚のか

たࡕには୍㈏したഴྥが☜ㄆできるࠕࡎࡲࠋ大学生の関

୚度合い×ά動ሙ所ࠖではࠊᮾ᪥本大㟈災な࡝の被災地

をά動ሙ所とする஦౛やࠊ༡海トラࣇ地㟈を想定した஦

౛が多くࠊ地域೫ᅾ性が大きい㸦図 1㸧ࠋ 
 

 
ᅗ 1 関୚ᗘྜ࡜ࡈ࠸のࠊ┴ቃࢆ㊬ࡄάືの✵㛫分ᕸ 
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୍᪉ࠊ㤳㒔ᅪࠊ㏆␥ᅪと被災地の距離の㐪いによる஦

౛数の㢧著な㐪いはぢられないࡲࠋたࠊ大学生の関୚度

合いはཧ加者型㸦Lv.E-0㸧や୺ദ者の୍➃㸦Lv.E-1㸧が

✺出して多くࠊ┴境を㊬ࡄ学生単⊂でのά動㸦Lv.E-2㸧
は 3 件に␃ࡲるࠋこれはࠊ㐲᪉での学生の防災ά動はࠊ

大学のᯟ⤌みの฼用やཷࠊධ地域との༠ാで行ࢃれてい

ることを示唆するࠋ 
ḟにࠕ災ᐖࣇェーࢬ×ά動ሙ所ࠖではࣕ࢟ࠊンパス⮳

㏆㸦Lv.L-3㸧におࡅるά動がึ動ᛂᛴᮇと避難生άᮇに

大きく೫りࠊ行ẚでそれࡒれ ୍ࠋ29.0%を༨めるࠊ66.7%

᪉ࠊ㐲㝸地㸦Lv.L-0㸧は᚟⯆ᮇのẚ率が最ࡶ高く 42.9%
であったࠋすなࠊࡕࢃ㏆᥋域ではึ動ᮇを対象とするά

動が中ᚰとなりࠊ㐲㝸域では᚟⯆ẁ㝵をぢᤣえた関୚が

多いࠋ 
カ⦎・人ᮦ⫱成が࢟ࣕࠊά動ෆᐜ×ά動ሙ所ࠖではࠕ

ンパス⮳㏆に強く㞟中しࠊ行ẚで 78.9%がレベルL-3に位

⨨するࠋこれに対しࠊ調査・研究ά動は㐲㝸地へのᒎ開

が┦対的に目❧ࠊࡕ行ẚで 33.3%がレベル L-0 に分ᕸす

るࠋ防災教⫱・ၨ発は全ሙ所にᗈく分ᕸするがࠊそれで

最大はレベルࡶ L-3㸦ิẚ 56.0%㸧でありࠊ㏆᥋域のཷࡅ

─としてᶵ能しているࠋ 
ึࠊ大学生の関୚度合いࠖをみると×ࢬェーࣇ災ᐖࠕ

動ᛂᛴᮇと避難生άᮇはཧ加型㸦Lv.E-0㸧が多数を༨め

㸦各ิẚ ᚟ᪧᮇではཧ加型とඹྠ୺ദࠊ57.9%㸧ࠊ64.0%

㸦Lv.E-1㸧がᣕᢠ㸦ิẚ 50.0㸣対 50.0㸣㸧しているࠋす

なึࠊࡕࢃ動ᮇを対象としたά動では既Ꮡᯟ⤌みへのཧ

加が中ᚰでࠊ᚟ᪧẁ㝵を対象としたά動で┦対的に୺ദ

ഃへの関୚がቑえる構図がㄞみ取れるࠋ 
௨ୖを⥲合するとࠊձ㏆᥋域ではึ動・避難ᮇ中ᚰか

つ教⫱・カ⦎⣔のά動ࠊղ㐲㝸域では᚟⯆ẁ㝵での調査

研究ࠊճึ動はཧ加型ࠊ᚟ᪧではඹྠ୺ദのẚ重がቑすࠊ

とい࠺ことが☜ㄆできるࠋこれらはࠊά動のᣢ⥆化や対

象ᣑᙇを検討する㝿の๓提条件として᭷用であるࠋ 

 
㸲．⤖ㄽ 
本研究はࠊ全ᅜのᅜබ❧大学 186 ⟠所と୍部地域の⚾

❧大学 360 ⟠所を対象にࠊ大学生が関୚する防災ࡕࡲづ

くり஦౛を 361 件཰㞟しࠊ災ᐖࣇェーࠊࢬ大学生の関୚

度合いࠊά動ሙ所ࠊά動ෆᐜࠊハࢨーࢻ✀類ࠊ対象者の

ᒓ性のභ㡯目で体⣔的にᩚ理・類型化したࠋその結果ࠊ

いくつかの特徴が明らかとなったࠊࡎࡲࠋά動はึ動ᛂ

ᛴᮇと避難生άᮇを想定したࡶのが多くࠊ᚟ᪧᮇや᚟⯆

ᮇを対象とする取⤌は㝈定的であったࠋ大学生による防

災ά動はẚ㍑的取り⤌みやすいẁ㝵に೫りࠊ㛗ᮇ的どᗙ

を要するά動がᑡない実ែが示されたࠋḟにࠊ大学生の

関୚度合いはཧ加者型が大༙を༨めࠊ単⊂୺ദ஦౛はᑡ

数であったࠋ地域のᯟ⤌みにཧ加するᙧでά動するഴྥ

が強くࠊ学生୺体でά動を⥅⥆する難しさが࠺かがえるࠋ

ά動ሙ所に関してはࠊ大学所ᅾ地のᕷ区⏫村に㞟中しࠊ

㐲㝸地でのά動は┦対的に㝈定的であったࠋά動ෆᐜで

は防災教⫱・ၨ発が✺出して多くࠊ計画⟇定やไ度設計

への関୚はᑡなかったࠋハࢨーูࢻでは地㟈関連が最多

でࠊ௚の災ᐖリスクへの取⤌は㝈られたࠋさらにクࣟス

㞟計からはࠊ㏆᥋域ではึ動ᮇを対象とするά動が中ᚰ

となりࠊ㐲㝸域では᚟⯆ẁ㝵をぢᤣえた関୚が┦対的に

多いことな࡝が☜ㄆされたࠋこれらの▱ぢはࠊ大学生の

ά動がᣢつ強みとไ⣙を明らかにしࠊ௒ᚋのά動のᣢ⥆

化や対象ᣑᙇを検討する㝿の基♏となるࠋ 
௒ᚋはࠊ対象⠊ᅖのᣑ඘と⦪᩿的㏣㊧ࠊά動の成果や

⥅⥆性を評価するᣦ標のᑟධな࡝の調査手法ᣑ඘によりࠊ

ά動の᭷効性とᣢ⥆性を⢭⦓に評価するᚲ要があるࠋあ

大学生による取⤌がẚ㍑的ᑡない࡝஦๓᚟⯆なࠊてࡏࢃ

とされた防災ά動に関してࠊインタࣅューや࢔ンࢣート

な࡝㉁的調査をྵࡴ」数の手法を用いることでࠊ大学生

による関୚ᣑ大によってᮇᚅされる効果や関୚を㜼ᐖす

る࣎トルࢵࢿクな࡝についてより詳細な検討を行࠺こと

が求められるࠋ 
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災害時の現金給付プログラムに関する基礎的研究 

Preliminary Study of Cash Transfer Programming on Disaster 

〇白土 直樹1
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，菊池 勇人1
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   This paper is a preliminary study examining the possible effectiveness of implementing Cash Transfer Programming 
(CTP) for disaster victims in Japan. It introduces the mechanisms and principles of CTP widely adopted overseas by 
International Red Cross and Red Crescent Movement and analyzes the differences and challenges compared to Japan's 
current support systems. The study suggests that CTP may offer a more flexible and dignified approach to addressing 
individual needs for disaster recovery. 

Keywords: Cash transfer Programming(CTP), International Red Cross and Red Crescent Movement, livelihood 
recovery, victim’s dignity 

１．序論 

 日本は過去から幾多の自然災害に見舞われており，こ

れに対応すべく国は数多くの災害関連法制や多額の資金

を投入して主に公共のハード面に対する防災関連設備等

を整備してきた．こうしたなか，災害被災者の支援につ

いては，災害弔慰金の支給等に関する法律や被災者生活

再建支援法によるものなど一部を除き，災害救助法等に

基づく現物給付を原則としており，現金を給付する制度

はほぼ存在しない．これについて青田１）は，「国は，被

災者の私有財産の維持形成にかかわるものには原則とし

て公的に支援しない，被災者の自己責任や自助努力によ

るものとの姿勢を保持している」と述べている．また，

その論拠として，阿部２）は，「国家が損失を補填するの

は，公務員に違法・過失がある場合か，財産権を公共に

ために用いる場合に限られる」，「国家は天災に対して

法的な責任を負うものではないから，その犠牲者に賠償

なり保障をする理由はない」ためとしており，更に「被

災者には財産の喪失のいかんを問わず一律に見舞金を与

えよという意見もあるが，被災者の判定が困難であるう

え，それは焼け太りを承認することになり，国家賠償・

損失補償における焼け太り禁止原則との均衡を欠く上，

被災地外の国民との間に絶対的な不公平を生じる」とし

ている． 
 しかし，被災地の実相を見ると，多くの被災者は災害

からの生活再建が迅速かつ十分に進まないことに喘いで

いる一方，多額の公的資金を投入して行われるインフラ

などハード面の着実な再建と対比すると，そのコントラ

ストは際立っているようにも見える．

こうしたなか，国も近年，津久井らが提唱する災害ケ

ースマネジメントに代表される被災者生活再建支援強化

の考え方を打ち出すなど，一人ひとりのニーズに応じた，

よりきめ細かな支援の必要性を認識しつつあるが，その

道程はまだ半ばであると言えよう． 
 時系列に振り返ってみると，昭和の時代は，災害救助

法に代表されるように，被災者を一括りに扱い，同じ物

品を一律に給付するmass careの考え方であったと言える．
それが平成の時代に遷り，被災者生活再建支援法に代表

されるように，家屋被害の程度などに基づき被災者を一

定の分類にカテゴライズし，そのカテゴリーに該当した

被災者にはより手厚く支援するsegment careの考えに変わ
ってきた．そして令和の時代に入り，被災者個々のニー

ズに個別に対応するindividual careの考えに移行しつつあ
るように見える． 
 仮に時代の要請に応じて，一人ひとりの個別ニーズに

きめ細かく対応しようとするのであれば，国や自治体が，

従前からの手法である現物給付のみで支援を行うことは

可能であろうか．おそらくその答えはノーである．無数

の個別ニーズに対して昭和の時代の論理に基づき現物給

付で対応しようとすると，ミスマッチや時間の遅れなど

の問題が発生するし，そもそも日々刻々と発生し変化す

る被災者一人ひとりの個別ニーズを国や自治体が把握す

ることは不可能であろう．そしてここに新たな時代に即

した現金給付の必要性が生まれてくると考える．現金で

あれば被災者は自らの自由意思により必要な物品を自ら

選び適時調達することが可能となる．災害ケースマネジ

メントに代表される，被災者に対する伴走型の生活再建

への個別助言機能と併せて現金給付が行われれば，被災

者の生活再建は個別ニーズにマッチしながら，より柔軟

かつスピーディーに進むほか，被災者を中心に据えた支

援のあり方となることで，ひいては被災者の尊厳を守る

ことにもつながると考える．

 このような考えのもと，海外の災害や紛争時等の被災

者支援では近年主流となりつつあり，先行事例とも言え
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る国際赤十字・赤新᭶㐠ື㸦International Red Cross and 
Red Crescent Movement）による現金給付ࢢࣟࣉラ࣒
㸦CTP, Cash Transfer Program）の௙⤌みを調ᰝすることで，
日本での適用の可能性とㄢ題等について᳨ウをヨみたい． 

㸰．㉥༑Ꮠにࡼる現金給付プログラム 

現在ୡ⏺に191あるྛ国の赤十字♫・赤新᭶♫の国際的
な連合体である連┕㸦International Federation of Red Cross 
and Red Crescent Societies, IFEC, 国際赤十字・赤新᭶♫連
┕）は,  スイスのジࣗネーࣈに事務ᒁがあるほかୡ⏺60
カ所௨上に代表部を⨨いている⊂立した人道機関である．

そのṔྐは，➨1ḟ大ᡓ⤊஢ᚋの1919年2᭶，ྛ国の赤十
字♫を国際連┕㸦現在の国際連合）に༉ᩛする⤌⧊に連

合するべく，࢔メリカ，イࢠリス，フランス，イࢱリ࢔

そして日本の5カ国の赤十字♫代表が஬♫ጤ員఍を⤖成，
༠㆟を行い，同年5᭶にྛ国赤十字♫の国際的連合体とし
て赤十字♫連┕を設立した．そのᚋ，ྡ⛠を国際赤十

字・赤新᭶♫連┕とᨵ⛠し，௒日に⮳っている．

 国際赤十字・赤新᭶㐠ືによる現金給付ࢢࣟࣉラ࣒は

1998年の中ኸ࢔メリカ地ᇦにおけるハリケーン・ミッチ
被災国にጞまり，そのᚋ，2003年のイラン・࣒ࣂ地㟈や
2004年スマトラᓥἈ地㟈・津Ἴ，2005年⡿国ハリケー
ン・カトリーࢼなどで実᪋されているほか，近年でも࢘

⦼༴機等においても行われているなど多くの実ࢼライࢡ

をୡ⏺ྛ国で有している．こうしたなか，連┕は，国際

赤十字・赤新᭶㐠ືによる現金給付ࢢࣟࣉラ࣒の࢞イド

ラインを⟇定する必要性を

認識し，2007年に同㐠ືや
人道支援ࢱࢡࢭーがこれま

でྛ地で⵳✚してきた⤒㦂

をもとに，現金給付ࢢࣟࣉ

ラ࣒の設ィཬび実行を支援

するための手㡰をゎㄝした

「現金給付の࢞イドライン

㸦Guidelines for cash transfer
programming）」3）㸦ᅗ１）

をห行した．

本研究では，௨ᚋ，同࢞

イドラインに基づき，現金

給付の考え方や原則，௙⤌

みや␃意Ⅼ等をㄝ᫂する．

㸱．現金給付プログラムの௙⤌ࡳ 

現金給付ࢢࣟࣉラ࣒は人道支援の一✀であり，基本的

ニーズに応え，生ィ手ẁまたは⤒῭的生産活ືを保護，

☜立あるいは再ᵓ⠏するために活用されるものである．

こうしたなか，国際赤十字・赤新᭶㐠ືが現金給付ࣟࣉ

ラ࣒を実行する主な┠的は，ཷ給対㇟者の㉎㈙力を㧗ࢢ

めることで，基本となる必要᭱ప限の㣗ᩱ品やそれ௨外

の物資のニーズを‶たし，生ィ手ẁの保護と再ᵓ⠏を支

援することであるとしている．

国際赤十字・赤新᭶㐠ືにおいても，従᮶は，被災によ

り失った物や被災者が必要としている物を現物で提౪す

る，物資による支援を中心に活ືしてきた．一方，現金

給付は，地ඖのᕷ場で直᥋物品を㉎入したり，ࢧーࣅス

の提౪をཷけるなど，ཷ給者に選ᢥ⫥が与えられるⅬが

大きな違いだとしている．現金給付により，被災者は基

本的ニーズを‶たすための一過性の対応⟇をྲྀらずに῭

み，⤖ᯝとして自らの生ィ手ẁを守ることが出᮶ること，

そして現金があれば，生ィ手ẁを☜立するために必要な

資産やࢧーࣅスを㉎入したり，೉金の返῭に඘てたりす

ることが出᮶るため，被災者の生活再建につながるとし

ている．また，物資支援よりも現金給付のほうが迅速に

実行できるケースも多くなっているとしている． 
なお，現金給付ࢢࣟࣉラ࣒を実行する際に必要な事㡯

して，ձࢢࣟࣉラ࣒の実行ᮇ間中，被災者඲員を対㇟と

したコンࣝࢧティンࢢを行うこと，ղニーズに対する࢔

┠ラ࣒のࢢࣟࣉスメントを行うこと，ճึᮇẁ㝵からࢭ

的を᫂☜化すること，մニーズに対するࢭ࢔スメントの

⤖ᯝとࢢࣟࣉラ࣒の┠的にἢって᭱適な支援の形ែをỴ

定すること，յ支援のෆᐜとつᶍについて合意をᚓるこ

と，ն対㇟者選定の᰿拠を᫂☜化すること，շ迅速に支

援を提౪すること，ո⤌⧊としての対応能力を十分に☜

保すること，չᨻᗓཬび㠀ᨻᗓの関ಀ者と༠力すること，

պࣔニࢱリンࢢ・ሗ࿌・ホ౯を行うことの10㡯┠をᣲࡆ
ている．

また，現金のみの給付では不十分な場合もあるとし，現

金給付ࢢࣟࣉラ࣒の多くは，インフラのᨵಟ，ᕷ場への

支援ཬびࢧーࣅスの฼౽性ྥ上などに≉化した௚のࣟࣉ

ラ࣒と⤌み合わせて実行する必要があるとしているほࢢ

か，物資㓄ᕸと⤌み合わせて実᪋されることもあり，௚

の⤌⧊や国・自治体との対ヰ・༠力が欠かせないとして

いる．すなわち，現金給付は必ずしも௚の支援形ែを代

᭰するものではなく，困❓している人々を支援するため

に౑われる௙⤌みの１つとしてᤊえるべきである．

ḟに，現金給付の形ែであるが，ձ無᮲௳現金給付，

ղ᮲௳付き現金給付，ճ物資または現金࢘ࣂチࣕー，մ

࢟ࣕッࣗࢩ・フ࢛ー・࣡ーࢡ，յ♫఍的支援における現

金給付の5形ែがあり，その形ែと≉ᚩは表1のとおりで
ある．またձ一ᅇ限りの給付か」数ᅇにわたる給付か，

ղ一律給付か≉定の㞟ᅋのみへの給付か，ճ༢⊂で行う

のか，ᨻᗓ機関と連ᦠして行うのか，など，方法論とし

てもいくつかの選ᢥ⫥がありうる．

更に現金給付を行う時ᮇとして，ձ災害前，ղ災害の

ึᮇẁ㝵，ճ᚟⯆ᮇཪは移行ᮇ，մᜏ久的・៏性的な༴

機発生時，յ紛争中の㸳つのフ࢙ーズがあり，その┠的

は表2のとおりそれࡒれ␗なってくる． 

ᅗ 1 現金給付の࢞࢖ 

 ࣥ࢖ラࢻ

現金給付の
ࣉイࢱ

ㄝ᫂ 

無᮲௳現金 
給付 

無᮲௳現金給付の場合ࠊ現金の౑㏵は限定されませ

んࠋただしࢭ࢔ࠊスメントで基本的ニーズが≉定され

ている場合はࠊそのニーズに対応する౑㏵が᝿定され

ますࠋつまりࠊ生ィ手ẁまたは生産的活ືへの支援が

必要であるとされている場合ࠊ給付された現金はその

支援に活用されますࠋ 
無᮲௳㸦かつ඲員を対㇟とした）現金給付は多くの場

合ࠊ⥭ᛴ事ែ発生の直ᚋから行われますࠋ 

᮲௳付き現金

給付２ 
᮲௳付き現金給付はཷࠊ給者がఱらかの行ືをするこ

とを᮲௳に実行されます㸦例えばࠊ家屋の再建ࠊ᧛

 ࠋ（生ィ手ẁのᵓ⠏・再ᵓ⠏などࠊປാࠊ✀

物資または現金

 チࣕー࢘ࣂ
物資࢘ࣂチࣕーにはཷࠊ給者がその࢘ࣂチࣕーと஺᥮

できるၟ品㸦およびその数㔞・㔜㔞）ࠊまたはࢧーࣅ

スのྡ⛠が᫂グされていますࠋ現金࢘ࣂチࣕーは額面

金額がỴまっておりࠊᘬき᥮えられるࢧーࣅスやၟ品

㸦またはၟ品⩌）が限定されている場合もありますࠋ

その代わりཷࠊ給者は࢘ࣂチࣕーでఱを㉎入するかを

選ᢥする自由がありますࠋコンࣂインド・࢘ࣂチࣕー

㸦現金とၟ品の⤌み合わせ）も存在します࢘ࣂࠋチࣕ

ーは事前に選定されたၟᗑやᣦ定のྲྀᘬᴗ者・事ᴗ者

でࠊまたは≉別に㛤ദされたフ࢙࢔で฼用できますࠋ

࢟ࣕッࣗࢩ・

フ࢛ー・࣡ーࢡ

㸦CFW） 

コミࣗニティ活ືまたは公共事ᴗでのປാへの対౯と

して支ᡶうものでࠊコミࣗニティࢧーࣅスの඘実やイ

ンフラのᨵၿにつながりますࠋ㈤金は基本的ニーズを

‶たせるࣞ࣋ࣝでࠊかつປാᕷ場との➇争を㑊けるた

めᕷ場のỈ‽よりもⱝᖸపく設定しますࠋ

♫఍的支援に 
おける現金給付 

㛗ᮇ的な♫఍的ᙅ者やᴟ度の㈋困ୡᖏࠊ≉定の個人

㸦㧗㱋者ࠊዷ፬など）を対㇟にࠊ」数ᅇにわたって定

ᮇ的に現金給付を無᮲௳で行いますࠋᨻᗓ機関と連ᦠ

してࠊᨻ治面での必要な支援と併せて実行することが

ᮃましい形ですࠋ 

⾲ 1 現金給付のᙧែ࡜≉ᚩ 
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これらを㋃まえたうえで，一ཱྀに現金給付ࢢࣟࣉラ࣒

と言ってもᵝ々な方法論があるなか，どのような現金給

付ࢢࣟࣉラ࣒が᭱適かは，対ฎすべき問題，௓入の┠的，

支援対㇟となる㞟ᅋによって␗なり，ᵝ々な形の現金給

付による相஫補᏶స用を活かし，ࣟࣉ࢔ーチを⤌み合わ

せて᭱適化することも可能である．被災地のඃ先事㡯を

無どすると௓入のຠᯝがᑠさくなってしまうため，ཷ給

者自ಙが᭱もᮃんでいる支援の形ែを᥈る必要がある． 
そのうえで，᭱適な現金給付の形ែを判᩿するためのフ

ࣟーチࣕートがᅗ2のとおりであり，被災地や被災者の≧
ἣを十分に把握したうえで方法を選ᢥする必要がある．

一方，現金給付が現物給付よりもᖖにඃれた手法である

とは限らない．現金よりも物資支援の方が適しているケ

ースとして，ձᕷ場，ղ治Ᏻと不ṇ，ճス࢟ࣝと能力，

մ調整ཬびᨻ治的な実現可能性，յ⎔ቃ的ഃ面などのほ

Ⅼを考៖する必要があるとし，表3にグ㍕の≧ἣがある場
合は物資支援を選ᢥすべきケースとしている．

㸱．᪥ᮏにࡅ࠾る現金給付プログラム 

 日本において，国や自治体による公的な現金給付の௙

⤌みは，ෆ㛶ᗓ資ᩱ4）によると，災害弔慰金の支給等に

関する法律に基づく災害弔慰金と災害障害見舞金，それ

に被災者生活再建支援法に基づく支援金がある．なお，

本研究ではあくまで被災者への現金給付㸦grant）に限定
し，㈚付や⼥資㸦loan），ῶච等はྵまないこととする． 
 災害弔慰金は，災害によりṚஸした被災者の㑇᪘に対

して᭱大500୓෇が支給される制度である．また，災害障
害見舞金では，災害により㔜い障害をཷけた被災者に対

して᭱大250୓෇が支給される．いずれも被災者のṚஸཪ
は障害という人㌟に⏒大なᙳ㡪が生じたことがトリ࢞ー

となって支給される制度である．一方，被災者生活再建

支援法による支援金は，ᒃఫするఫ家の被害程度に応じ

て᭱大300୓෇が支給される制度であり，こちらはఫ家被
害をトリ࢞ーとして支給される制度となっている． 
 なお，自治体が発災ᚋに設⨨する᚟⯆基金により現金

給付等が行われる事例も存在するが，災害つᶍや自治体

の考えによって設⨨されない場合もᑡなくなく，被災者

඲体をᖖにカࣂーするᏳ定的な௙⤌みとはなっていない． 
 このほか，民間からのၿ意のᐤ付による災害⩏援金も

あるが，こちらもᐤ付額によって金額の変ືが大きい࣎

ラティリティーの㧗い௙⤌みであり，被災者にとってᏳ

定的に現金を入手する手ẁとは言い難い．

㸲．⪃ᐹ 

 海外で行われている現金給付ࢢࣟࣉラ࣒は，被害のែ

ᵝを問わず，主に被災者の生ィ維持や生活再建に主║が

⨨かれ，被災者ഃにいわば生活再建の「主ᑟ権」をΏす

௙⤌みであると言える．そのことによって被災者の自立

をಁ進し，ひいては人間としての尊厳を守ることにᐤ与

することに㔜きを⨨いている．一方，日本の現金給付ࣉ

ラ࣒は，人㌟やఫ家の㔜大な被害がトリ࢞ーとなっࢢࣟ

て支給されるものであり，もちろん被災者生活再建支援

に一定のᐤ与はするものの，事実上，被害の補償あるい

はお見舞い的性᱁を持つ，行ᨻഃに「主ᑟ権」がある௙

⤌みであると考える．このように୧者にはその᰿ᗏにあ

る思᝿や理ᛕがそもそも␗なっており，同一⥺上で㆟論

をᒎ㛤することは難しいようにឤじる．また，現金給付

リンࢱスメントやࣔニࢭ࢔ラ࣒にはᴟめて㧗度なࢢࣟࣉ

⾲ 2 現金給付࠺⾜ࢆ時ᮇ࡜┠的 

ᅗ 2 現金給付ᙧែุ᩿ࢆするࣇロ࣮ࢺ࣮ࣕࢳ 

時ᮇ ┠的 

災害前 ண される災害に備えてࠊまたは災害リスࢡపῶࣟࣉ

 ࠋラ࣒の一⎔として実行しますࢢ

災害のึᮇẁ㝵 当面の㣗ᩱࠊ㣗ᩱ௨外の物資および཰入を☜保しࠊ生

ィ手ẁの保護・再ᵓ⠏やఫᒃの提౪を行いますࠋ 

᚟⯆ᮇまたは 

移行ᮇ 

生ィ手ẁの再ᵓ⠏・再建を支援しࠊఫᒃやコミࣗニテ

ィに資する▷ᮇ的なປാの場を提౪しますࠋ 

ᜏ久的・៏性的な

༴機発生時 

㈋困の㍍ῶにᐤ与しࠊ人道ࢢࣟࣉラ࣒から♫఍的支援

への移行をᅗりࠊ基本的な㣗ᩱおよび㣗ᩱ௨外のニー

ズに対応しࠊ生ィ手ẁの支援またはᵓ⠏をಁしますࠋ 

紛争中 当面のニーズに対応しࠊ生ィ手ẁの支援またはᵓ⠏に

ᐤ与しますࠋ 

-  123 -



ホ౯等の機能がồめられるほか，ᵝ々な外部᮲௳が・ࢢ

整えられている必要もあることから，その実᪋にあたっ

ての難᫆度は㧗いと言え，一ᮅ一ኤにᑟ入できるもので

はない．それでも，現金給付ࢢࣟࣉラ࣒には，こうした

難Ⅼを補ってవりある฼Ⅼもあり，なにより被災者生活

再建支援がㄢ題とされている現在の日本の災害対⟇にお

いては，ṧされた᳨ウㄢ題の一つであると言えよう． 

㸳．ࡵ࡜ࡲ 

 本研究では，被災者生活再建支援の手ẁとして，海外

の現金給付ࢢࣟࣉラ࣒に着║し，そのෆᐜをゎㄝすると

ともに，日本の現金給付の௙⤌みをㄝ᫂し，୧者の相違

Ⅼや日本へのᑟ入にあたってのㄢ題等を論じるヨみを行

った．本研究はあくまで基♏的研究であり，᳨ドや᳨ウ

が不十分なところも多数あるほか，例えば生活保護に代

表される平時の♫఍保障ࢢࣟࣉラ࣒の存在も考៖する必

要がある．そのうえで，被災者生活再建のㄢ題をゎỴす

る選ᢥ⫥の一つとして，ㅖ外国ではᗈく実᪋されている

災害時の現金給付ࢢࣟࣉラ࣒が日本においても適用可能

かどうかを㆟論する一つのዎ機となることをᮇᚅしたい． 

ㅰ㎡ 

日本赤十字看護大学附属災害救護研究所国際救援部㛛のబ⸨

ᒎ❶部㛛㛗には本研究の過程において多大なࡈ༠力・㈉⊩を㡬

いたことにつき，ここにㅰ意を表する．  
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_tsuujou.pdf  (2025.9.15㜀ぴ) 

ほⅬ 物資支援を選ࡪべきケース 
ᕷ場 インフラの損ቯとᕷ場のΰ஘が⃭しくࠊ迅速な⥭ᛴ支援がồめら

れている場合ࠋ
␃意Ⅼ㸸 
ᕷ場の機能がᅇ᚟すれば現金給付をẁ㝵的にᑟ入できるケース
も多いࠋ 

地ඖや࿘㎶のᕷ場ではၟ品が入手できず㸦✀Ꮚの品ᥞえがᝏいな
ど）ࠊ紛争またはᨻᗓによる制限ୗにあるためࠊ㊥㞳的に㞳れた
ᕷ場からၟ品を㐠ࡪこともできない場合ࠋ 
␃意Ⅼ㸸 
ホ౯の⤖ᯝからࠊ㞳れた場所や紛争によって被災した地ᇦからの
要ᮃにもᴗ者が対応できることが分かっているࠋ 
補助的な௓入によりᕷ場が機能しጞめる場合もあるࠋi 

ᛴ⃭なインフࣞが㉳きている場合ࠊまたはᑗ᮶的に㉳きる可能性
がᴟめて㧗い場合ࠋ 
␃意Ⅼ㸸 
例えばࠊ現金給付を行う時Ⅼでண される౯᱁に応じて給付Ỉ‽
を設けるなどࠊៅ㔜にィ⏬すればある程度のインフࣞは相ẅでき
るࠋ 
௚のྲྀᘬによる流㏻㔞と比㍑してᕷ場への現金投入㔞が大きくࠊ
インフࣞをᘬき㉳こしたりࠊ助㛗するᜍれがある場合ࠋ
␃意Ⅼ㸸 
これまでࠊ౯᱁にᙳ㡪を与えるほど大つᶍな現金給付が行われた
ことはほとんどないࠋ 
」数ᅇにわたって現金給付を行う場合ࠊインフࣞのᙳ㡪を㏣㊧調
ᰝしつつࠊ⥭ᛴ時には現金給付から物資㓄ᕸにษり᭰えられるよ
う代᭰⟇を‽備しておくࠋ 
現金を投入することでࠊ現地の事ᴗ活ືやྲྀᘬが活性化するな
ど࣏ࠊジティࣈなຠᯝもᮇᚅできるࠋ 
物資支援の場合も౯᱁にᙳ㡪をཬぼす可能性があるࠋ 

事ᴗ活ືをしているᴗ者がᴟ➃にᑡないためࠊそれらのᴗ者に౯
᱁がコントࣟーࣝされ㧗㦐するᜍれがある場合ࠋ 
␃意Ⅼ㸸 
十分な᝟ሗを提౪しࠊ௚のᴗ者に౯᱁をᘬき上ࡆないよう㆙࿌す
ることでࠊ活ືへのཧຍをಁし౯᱁をᢚ制できるࠋ 

治Ᏻと不ṇ 現金がㄢ⛯対㇟となったり࢚ࠊリートᒙや武⿦㞟ᅋによっ
てᕪしᢲさえられたりする場合ࠋ 
現金を直᥋給付する際にࠊ現金の㐠ᦙと保⟶といったほⅬ
からࠊ同㐠ືのᢸ当者およびཷ給者がᴟめて大きな治Ᏻ上
のリスࢡにさらされる場合ࠋ 
␃意Ⅼ㸸 
治Ᏻがᝏい地ᇦまたは物理的に㞳れた地ᇦでもࠊ現金をᏳ
඲にᒆけるためのさまࡊまなᕤኵがなされてきたࠋi 
治Ᏻ上のリスࢡをపῶするための原則も⵳✚されているࠋ 

ཷ給者リストのᨵࡊんࠊ地ඖリーࢲーへの資金ᶓ流しとい
った不ṇが生じるリスࢡがࠊ物資㓄ᕸと比㍑して現金給付
の方が᱁ẁに大きいと考えられる場合ࠋ 
さらにࠊこれらのリスࢡを⟶理することがほぼ不可能な場
合ࠋ 
␃意Ⅼ㸸 
現金給付の方が不ṇの☜⋡が㧗いことを実ドするデーࢱは
ほとんどないࠋリスࢡのෆᐜが␗なることはあるもののࠊ
必ずしも現金給付のリスࢡが大きいとは限らないࠋ 
例えばࠊㄡがどのような権฼を持っているのかを᫂らかに
しࠊ可能であればở⫋防止ᅋ体の༠力をᚓるなどしてࠊ不
ṇリスࢡを᭱ᑠ限にᢚえることは可能であるࠋ 

ス࢟ࣝと能力 現金給付ࣟࣉジ࢙ࢡトを定められたᮇ間中に実行するに
はࠊ⤌⧊ෆのス࢟ࣝと能力が十分ではなくࠊ同㐠ືのෆ外
からそれらのス࢟ࣝと能力を支援してもらうこともできな
い場合ࠋ 
␃意Ⅼ㸸 
現金給付ࢢࣟࣉラ࣒に関するᑓ㛛▱識は同㐠ືだけでなく
௚の⤌⧊でも⵳✚されておりࠊそうした▱見を活用できる
ケースも多いࠋ 

調整およびᨻ治的
な実現可能性 

現金給付ࢢࣟࣉラ࣒のෆᐜがࠊ௚の⤌⧊がすでに実行中か
ィ⏬中の支援ෆᐜと㔜」または▩┪する場合ࠋ 

ᨻᗓの方㔪を㋃まえるとࠊ現金給付ࢢࣟࣉラ࣒を実行する
ためのチ認可ྲྀᚓが不可能であると考えられる場合ࠋ 
␃意Ⅼ㸸 
調整とᨻ治的ཷᐜがồめられるのはࠊ物資支援の場合も同
じであるࠋ 

⎔ቃ的なഃ面 現金給付によってࠊ⎔ቃへのリスࢡが㧗まるᜍれがある場
合㸦ఫᒃ用建ᮦを⎔ቃに㓄៖した౪給ඖから調達できない
など）ࠋ 

現金給付によってࠊᏳ඲基‽や品㉁がపୗするᜍれがある
場合㸦現金を⤒由せず同㐠ືが直᥋建ᮦを提౪したりసᴗ
をጤクしたりした方がࠊ建物の⪏㟈基‽をᚭᗏしやすいな
ど）ࠋ 

i例えば࢔ࠊフ࢞ニスࢱンとࢯマリ࢔の㏦金ࢩステ࣒やࢨࠊン࢔ࣅで㆙備఍♫に㆙備を

ጤクしࠊ㖟行の移ືᗑ⯒ࢧーࣅスを提౪した࢜ッࢡスフ࣒࢓の現金ࣟࣉジ࢙ࢡトなどࠋ

⾲ 3 ≀㈨ᨭ᥼ࢆ㑅ᢥすࢫ࣮ࢣࡁ࡭ 
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This paper reviews the outcomes of the “Summer School on Regional Safety Science,” organized annually by the 
Safety and Security Young Researchers Group with support from the Japan Association for Regional Safety Studies, 
based on this year’s participant survey. With students forming the majority and focusing on presentations and 
networking, the aims of fostering young researchers and building networks were largely achieved. Career messages 
from lectures encouraged participants to reflect on future research. The program thus served not only for 
presentations but also as a platform for interdisciplinary exchange, expected to further advance education and 
collaboration. 

Keywords: summer school, Institute of Social Safety Science, young scientist, student, human resource development, 
human network 

１．はじめに

「地域安全学夏の学校」は安全・安心若手研究会が主催

し、地域安全学会の助成を受けて 2016 年より毎年開催さ

れている研究会である。若手研究者の人材育成やネット

ワーク構築を目的に、研究発表や交流企画を通じて多様

な概念や手法を共有し、地域安全学の活性化に寄与して

きた。これまでに 8回の開催実績があり 1-8)、今年度は国

立研究開発法人防災科学技術研究所（以下、防災科研と

する）との共催で実施した。本イベントの継続的な発展

には、開催成果の自己評価と改善点の検討が不可欠であ

る。そこで本稿では、今年度の参加者アンケートの結果

をもとに、防災に関する知識の効果的な習得や研究者間

ネットワーク構築の成果について総合的に評価する。さ

らに、その分析を通じて次年度以降の開催に向けた改善

策を提示し、地域安全学における教育・研究交流の一層

の充実が期待される。 

２．研究会の概要と開催結果

(1) 研究会の概要

研究会の概要を表 1に示す。主催である安全・安心若手

研究会は、企画立案および当日の運営を担当した。共催

の防災科研は、会場と施設の提供に加え、施設見学や説

明対応を行い、さらに事業紹介を目的として印刷物やホ

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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ームページ等に名義を掲載した。一般社団法人地域安全

学会からは、実施費用の助成および参加者募集活動への

協力を得た。 

 

表１  研究会概要 
項目 内容 

名称 
地域安全学夏の学校 2025―基礎から学ぶ防

災・減災― 

開催日 令和 7 年 8 月 21 日（木）、22 日（金） 

開催場所 
防災科学技術研究所東京会議室（21 日）、

防災科学技術研究所つくば本所（22 日） 

主催 安全・安心若手研究会 

共催 国立研究開発法人防災科学技術研究所 

助成 一般社団法人地域安全学会 

 
(2) 目的と対象 
本研究会は、若手研究者の人材育成とネットワーク構築

を主な目的とし、研究発表や交流企画を通じて多様な概

念や手法を共有する場として実施した。さらに、後述す

るオプショナルツアーを通じて、防災科研が推進する防

災・減災活動の社会的意義や知見を初学者層に伝えるこ

とも目的とした。対象は大学生・大学院生・研究者等と

し、周知は地域安全学会による案内および主催事務局か

らの個別連絡を中心に行った。 

 

(3) 開催内容と結果 
開催内容を表 2に示す。1日目には 26名が参加し、任

意参加とした 2日目には 14 名が参加した。 
 

表 2 開催内容 

日程 時間 内容 
講師・担当／実

施場所 

8 月 21 日

（木） 

11:30–

13:00 

ランチセッション

(自己紹介を交えた

参加者間交流会) 

― 

 13:00–

14:10 

講演①「質的研究と

災害心理」 

常葉大学 

社会環境学部 

教授  

河本尋子氏 

 14:20–

15:30 

講演②「私が都市防

災・都市計画分野の

研究を志した理由－

帰宅困難者対策から

WUI 火災避難まで

－」 

東京大学 

先端科学技術研

究センター 

教授  

廣井悠氏 

 15:40–

17:10 

ポスターセッション

(参加者による研究

発表) 

― 

8 月 22 日

（金） 

10:00–

12:00 

オプショナルツアー

（所内展示物、地震

動体験「地震ザブト

ン」、大型耐震実験

施設、大型降雨実験

施設〈降雨体験あ

り〉） 

防災科学技術研

究所つくば本所 

 

1 日目はランチセッション、講演、ポスターセッション

を実施した。ランチセッションでは、スライドを投影し

ながら参加者が順に自己紹介を行い、その後、昨年度に

引き続き「人物ビンゴゲーム」による交流企画を実施し

た（写真 1）。この企画は、研究テーマにとどまらず

個々の関心や生活面にも触れる会話を生み出し、参加者

間の交流を促進することを狙いとしている。「人物ビン

ゴゲーム」とは、あらかじめ作成した 5×5のマス目に参

加者の名前をランダムに配置した用紙を用い、内面的な

特徴や関心の共通点を探しながらマス目を埋めていくゲ

ームである。自己紹介を通じて共通点を見つけ、その内

容をカードの該当マスに記入する。同じ共通点で縦・

横・斜めいずれかの 5 マスを揃えるとビンゴとなり、最

も多くのビンゴを達成した参加者を勝者とした。なお、

本年度は共通点を「災害研究に関すること」と設定し

た。 

講演は、共著者でもある常葉大学の河本教授と東京大学

の廣井教授に依頼し、研究テーマに加えてご自身のキャ

リアにも触れていただいた。第 1 の講演「質的研究と災

害心理」では、大学院時代から災害対応の業務分析に取

り組み、その後は避難生活や生活再建、障がい者支援、

地域愛着へと研究を広げてきた経緯が紹介された。参加

者に対しては、過程を理解する視点と、多様な経験を丁

寧に記述し新たな問いを紡ぐ姿勢の重要性が伝えられ

た。第 2 の講演「私が都市防災・都市計画分野の研究を

志した理由」では、応用数学を経て都市防災へ進んだ経

緯、さらに東日本大震災の調査が転機となったことが述

べられた。参加者に対しては、自身の関心から出発し、

写真２ ポスターセッションの様子 

 

写真１「人物ビンゴゲーム」の様子 
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新しい現象や未踏の課題に挑む姿勢を持つことの大切さ

が語られた。 

ポスターセッションでは 10名が研究発表を行った(写真

2)。発表者自身も他の発表者の研究内容を閲覧できるよ

う、1時間のセッションを前半・後半に分けて担当を交

代しながら発表を行った。会の最後には参加者全員によ

る投票を実施し、最優秀発表者を選出した。 

2日目はオプショナルツアーを実施した。防災科研の展

示物紹介や地震動体験「地震ザブトン」に加え、大型耐

震実験施設および大型降雨実験施設の見学を行い、さら

に降雨実験も実施した。 

 

 

３．アンケート調査結果 
 

(1) 調査方法 

参加者の特徴や参加目的、企画内容や開催方法に対する

評価を把握するため、研究会終了後にアンケートを行っ

た。アンケートは Google Formで作成し、会議中に配布

した QR コードからイベント終了後に回答してもらう形

式とした。設問は参加者の属性、参加目的、企画内容、

開催方式に関する項目で構成し、比較可能とするため過

去の研究会アンケート 1-8)と同一項目とした。 

 

(2) 回答状況 

参加者 26名のうち 25 名から有効回答を得た（回収率約

96%）。 

 

(3) 調査結果 

1) 参加者属性 

参加者の属性を表 3に示す。回答者のうち 56％が学生

であり、本研究会が若手主体の集まりであることを示し

ている。男女比については、昨年度に比べて女性の比率

がやや低下した。参加者の所属学会を図 1 に示すと、地

域安全学会の会員が多数を占め、日本自然災害学会の会

員も一定数みられた。一方で、いずれの学会にも所属し

ていない参加者も確認された。 

2) 参加目的 
参加にあたっての目標・期待を聞いた問いについて、

回答結果を図２にて示す。昨年度に比べ、「参加者との

交流」の割合が減り、「知識を深めたい」「講師の話が

聞きたい」の割合が増えた。 

3) 企画内容の評価 

企画内容の評価に関しては、参加にあたっての目標・期

待を踏まえ、企画全体の評価項目として「期待した内容

であったか」「防災・減災に関する基礎的な知識が身に

付けられたか」「受講者同士で人的ネットワークを作る

ことができたか」を設定した。さらに、「周囲の友人や

知人にも勧めたいと思ったか」「講義の内容は理解しや

すかったか」「自身の今後の活動や研究に活かせる内容

であったか」の 6項目について、5段階（非常にそう思

う＝5 ～ 全くそう思わない＝1）のリッカート尺度に基

づき質問を行った。図３に結果を示す。例年と比較して

もほとんどの項目で高い評価が得られ、企画全体に対す

る満足度の高さが確認された。 

  

図 2 参加にあたっての目標・期待(SA) 

図 1 参加者の所属学会(MA) 

 

表３ 参加者属性（SA） 

 

写真 3 オプショナルツアー(降雨実験) 
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4) 次回に向けた要望や意見 

任意回答として収集した自由記述の要望・意見には、

「ポスターセッションにおいて全体に向けた発表時間を

設け、その後に意見交換を行う形式が望ましいのではな

いか」「年の途中にオンライン企画を実施すれば、さら

に交流が深まるのではないか」といった具体的な改善提

案が寄せられた。一方で、「非常に有意義であった」と

いった肯定的な意見も複数みられ、企画全体に対する評

価の高さもうかがえた。 
 
 
４．評価と改善策 
 
評価について、学生が過半数を占め、研究発表や交流を

主要な目的としていたことから、若手の育成とネットワ

ーク形成という当初の目的は概ね達成されたと考えられ

る。研究の発表経験やキャリアの視野を広げる機会を提

供できた点は有効であったと言える。研究者自身のキャ

リア形成に関するメッセージは、若手研究者にとっても

今後の研究活動の方向性を考える契機となったと捉えら

れる。また、所属学会の分析から、地域安全学会員だけ

でなく非会員層も一定数参加していたことが明らかにな

った。これは、地域安全学会を通じた広報と併せて、事

務局による個別周知が初学者層に届いた結果と考えられ

る。学会活動の裾野を広げる観点からも効果が確認され

た。改善策について検討してみると、まず男女比におい

ては女性が 28％にとどまり、偏りが大きいことが挙げら

れる。今後は、女性研究者や多様なバックグラウンドを

持つ参加者が参加しやすい環境整備も求められる。ま

た、自由記述では「ポスターセッションの時間拡大」や

「オンラインを含めた年数回の開催」など具体的な改善

要望が挙げられた。これらは、本研究会が単なる発表の

場にとどまらず、学際的な交流を深める場として機能す

ることを期待されていることを示唆している。 
 
 
５．おわりに 
  
本稿では、安全・安心若手研究会が主催し、地域安全学

会の助成を受けて継続開催されている「地域安全学夏の

学校」について、今年度の参加者アンケートをもとに成

果を整理した。学生が過半数を占め、研究発表や交流を

主要な目的としていたことから、若手の育成とネットワ

ーク形成という当初の目的は概ね達成されたといえる。

さらに、講演で示された研究者のキャリア形成に関する

メッセージは、若手が今後の研究活動を考える契機とな

った。これらの点からも、本研究会は研究発表の機会に

とどまらず、学際的な交流を促す場としての意義を持つ

ことが示唆された。今後は、交流機会のさらなる充実や

多様な参加者層の参画を促すことで、地域安全学分野に

おける教育・研究交流の発展に資することが期待され

る。 
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令和6年能登半島地震を対象とした 
「自治体の災害対応および応援受援活動の全国調査」

―全国応援受援団体ならびに

応援派遣職員へのアンケート調査について―

Nationwide Survey on Disaster Response and Mutual Assistance Coordination 
 among Prefectures and Municipalities in the 2024 Noto Peninsula Earthquake 

○折橋 祐希1
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 This study aimed to clarify the overall picture and structural characteristics of support and assistance activities through 
a nationwide survey. The findings revealed that while diverse support activities are being carried out through 
institutional frameworks, disaster-affected municipalities bear the burden of simultaneously accepting multiple 
frameworks. Furthermore, it was pointed out that flexibility is necessary when situations do not proceed according to 
established systems, suggesting the importance of incorporating operational flexibility into mechanisms alongside 
institutional design and development. 

Keywords : Disaster response , Mutual Assistance , Coordination, The 2024 Noto Peninsula Earthquake 

１．はじめに
市区町村をはじめとする地方公共団体は災害時に住民の

生命・生活を守る最前線の主体であるが，大規模災害で

は行政機能が損なわれ，広域的な職員応援が不可欠とな

る．これまでの災害においても全国的な応援活動が展開

され，その制度や調整のあり方が議論されてきた 1)2)3)4) ．
災害対策基本法の改正や総務省による「応急対策職員派

遣制度」の創設により制度的枠組みも整備されてきたが，

実態把握は被害認定調査や避難所運営，派遣職員調整な

ど個別課題に関する報告にとどまり，活動を全体的・構

造的に把握する視点は十分に蓄積されていない．本稿は

全国調査の結果から応援・受援活動の全体像と構造的特

徴を整理することを目的とする．

２．調査概要
(1) 調査の位置付け

国立研究開発法人防災科学技術研究所社会防災研究領域

災害過程研究部門（以下，防災科研）は，自治体におけ

る災害応急対策の継続的な改善に資する研究調査事業の

一環として，令和 6 年能登半島地震を対象に，自治体の

災害対応および応援・受援活動に関する全国調査（以下，

本調査）を実施した．調査の全体像を図 1 に示す．本稿

では，このうちアンケート調査結果を分析対象とする．

アンケート調査の概要は表 1 で示す．本調査では，全国

の 47 都道府県，20 政令市，1,721 市区町村を対象として，

まず①団体アンケート調査を実施し，団体としての受援

または応援活動の有無や概要（活動期間，規模等）を把

握した．さらに，第 2 次調査として，協力の得られた応

援団体を対象に②職員アンケート調査を行い，応援派遣

職員個人の活動内容や課題を明らかにした．

(2) 回収状況・分析方法

団体調査の回収率は，都道府県が 68.1％，政令市が

60％，市区町村が 30.2％であった（表 2）．また，職員

調査については，都道府県・政令市・市区町村を合わせ

て 1,257件の回答を得た（表 3）．団体アンケートについ

ては，回答を単純集計することで応援・受援活動の実態

を把握した．また，職員アンケートについては自由記述

回答を用いて，制度的枠組みと現場実務に関する具体的

な意見を抽出・整理した．以下では，この分析結果を

「多元」（小学館『デジタル大辞泉』：物事を成立させ

る要素や根源がいくつもあること）という表現を用い，

既往研究に基づき業務・経路・制度という三つの多元性

に沿って整理する． 

図 1 調査の全体像 
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表1 アンケート調査概要 

 
表2  団体調査回収率 

 
表 3 職員調査回収数 

 
３．調査結果 
(1) 業務の多元性 

沼田ら 5)は，応援職員の活動が基礎業務から専門業務へ

と時間軸に沿って展開することを明らかにしている． ア
ンケート調査によれば，被災市区町村に対する応援業務

は，団体種別によらず住家被害認定調査，避難所運営支

援，罹災証明書発行の応援を行った団体が多く，都道府

県では保健医療福祉分野，政令市では水道や廃棄物分野

も多かった（図 2）．一部の自治体ではリモートによる

支援や管内民間事業者・支援団体との連携による派遣も

実施された（図 3）．また，規模の大きい自治体は人員

のほか救援物資や資機材の提供も多い傾向があった．自

由記述には「避難所の運営について市区町村が事前にマ

ニュアル化することが望ましい」，「罹災証明書発行業

務について市区町村として事前に業務処理要領の流れを

整理することが望ましい」といった意見が寄せられた．

基礎業務や専門業務の体系化の必要性が指摘されている． 
 
(2) 経路の多元性 
応援活動には，公平性や責任の明確化を担保する国―都

道府県―市区町村の公式経路がある一方で，隣接市町村

間の直接支援や既存ネットワークを通じた補完的経路も

併存する．永松ら 6)は，南三陸町の事例から，行政機能

が低下した状況下で公式経路が機能せず，派遣職員の約

半数（49％）が「直接指示型」で活動したと報告してい

る．アンケート調査によれば，被災市区町村に対して政

令市が行った応援業務分野は，被災自治体（県・市区町

村）からの指定に基づくものが最も多く約 7 割に及び，

次いで国の指定，応援団体の幹事団体の指定が約半数を

占めた．一般市区町村による応援業務分野は，規模を問

わず所属する応援都道府県の指定・依頼が最も多く 7 割
を超えていた（図 4）．一方で自由記述では，「応援職

員が実施する業務の責任の所在を明確にしてほしい」

「市町村同士の横の連携（情報共有や対応）について都

道府県がある程度は対応等にズレが生じないよう，積極

的に助言等することが望ましい」といった意見が寄せら

れた．  
 
(3) 制度の多元性 
応援活動は，全国知事会スキーム，都道府県間協定，市

町村間協定，専門職派遣制度など複数の制度に基づき展

開されている 7)．これらは支援の多様化を可能にする一

方，制度の複雑さが現場調整を困難化させることも指摘

されている 8) 9)．アンケート調査結果によると，都道府

県による被災都道府県への派遣は，全国知事会による派

調査期間 2024年 9月 27日から 2025年 3月 10日 

調査対象 

団体調査 
全国の 47都道府県，20政令市，
1721市区町村 

職員調査 
地方公共団体から令和 6 年能登
半島地震で派遣された応援派遣

職員 

主な 
調査項目 

団体調査 

・応援派遣職員向け調査への協

力の可否（応援団体のみ） 
・応援活動の有無 
応援活動有の場合：派遣先自治

体，総人数・総期間，活動分野

（派遣スキームごと），活動分

野ごとの人数や期間等 
・受援活動の有無 
受援活動有の場合：総受援人

数，総期間，受援活動分野 

職員調査 

派遣先となった被災自治体，活

動分野，活動期間 
活動内容，活動時の課題，要改

善点（応援，受援，全国スキー

ム） 

調査方法 オンライン形式 

!"#$ %&' '()* +,

-./ 01 23 4124 4155
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-./ 01 02 342 351
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図 2 応援の分野 
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遣が最も多く 7 割を超え，次いで厚生労働省による派遣
が約 4割であった（図 5）．被災市区町村への派遣は総務
省制度によるものが最も多く 9 割に及び，厚生労働省に
よる派遣が約7割，環境省による派遣が約4割と続いた．
政令市では，市長会や水道部門，総務省・厚生労働省・

環境省による派遣が多く，一般市区町村では規模の大き

い団体ほど水道・厚労省の派遣が目立ち，規模の小さい

団体では所属都道府県の独自協定による派遣が多い傾向

が見られた(図 6)．自由記述には，「被災地の応援につい
て市区町村が災害時に支援を受ける際に支援体制の役割

分担することが望ましい」「応急対策職員派遣制度につ

いて市区町村が事前に研修等により理解することが望ま

しい」といった制度の理解や運用を補強すべきとの意見

が多く示された． 

図 3 現地派遣以外の支援形態 

図 5 応援の制度・枠組み（都道府県） 

 

図 4 応援派遣の経緯（政令市・市区町村） 
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４．考察 
 調査結果からは，多岐にわたる分野で応急対策職員派

遣制度をはじめとする制度的枠組みが広く活用され，応

援活動が展開されていることが確認された．これにより

細やかな支援が実現している一方で，被災自治体は，そ

れぞれに派遣枠組みや業務範囲をもつ複数の団体・チー

ムを受け入れている状況にあるといえる．自由記述では，

「想定どおりにいかない様々な事について，都道府県が

災害時に支援を受ける際に仕方ないと思えることが望ま

しい（都道府県職員）」といった意見が寄せられた．こ

れは，制度通りに進まない場面において柔軟性を許容す

る姿勢が必要であることを示している．これまでの研究

が制度設計や整備の進展に焦点を当ててきたのに対し，

本調査結果からは，制度の運用においても柔軟性を持た

せる仕組みが必要であることが示唆された． 
 
5．おわりに 
本調査事業は，大規模災害に対する地方公共団体の災害

対応について継続的に調査をすることによって，我が国

の災害対応の課題を抽出し，改善に資することを目的と

している．ヒアリング調査も含む本調査の結果は，回答

頂いた個人や団体が特定されないよう整理をしたうえで，

弊所のデータベースに保存し，応援受援活動に携わる行

政職員向けに急ぎ，公開並びに申請に基づく提供を開始

した 10)．本調査の成果は，行政関係者等による応援活動

マニュアルの作成や各種防災計画の見直し，研修企画等

に際して，参考資料としてご活用いただけるものと期待

している．また研究機関や教育機関についても，データ

提供に向けた規約や事務処理フロー等の準備が整い次第，

提供を開始する予定である．今後も大規模災害が発生し

た際には，地方公共団体の災害対応について継続的に調

査を行い，我が国の災害対応における課題を明らかにし，

その改善に向けて取り組んでいくことを目指している． 
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ࡿࡅ࠾半ᓥ௜㏆の地震Ⓨ⏕᫬に࢝ࢵࣕࢳ࣒࢝

࿴ḷᒣ┴୵本⏫⏣ཎ地༊の㑊㞴⾜ືのᐇែとㄢ㢟
Evacuation Behavior and Challenges in Tahara District, Kushimoto Town, Wakayama 

Prefecture, during the Earthquake off Russia’s Kamchatka Peninsula 
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This study analyzes the evacuation behavior observed in Tahara District, Kushimoto Town, Wakayama Prefecture, 
during the tsunami advisory and warning issued following the earthquake that occurred off the Kamchatka Peninsula 
on July 30, 2025. Using chronological records documented by the district head, the study examines evacuation initiation 
decisions, the conditions and limitations of evacuation shelters, the role of information environments in residents’ 
decision-making, and the use of multiple evacuation sites. The objective is to obtain insights necessary for preparing 
for the anticipated Nankai Trough megathrust earthquake. 

Keywords : distant tsunami, evacuation behavior, community response, disaster preparedness 

１．はࡌめに
ὠἼ防災の研究は、༡ᾏトࣛࣇᕧ大地震に௦表される

㏆地ὠἼの༶᫬㑊㞴を対象とするものがከく、㐲地ὠἼ

に関する研究は౫↛として限られている１）。㐲地ὠἼは

数᫬㛫から十数᫬㛫かけて฿㐩する場合もあり、住Ẹの

㛫では「すࡄ大きな被害は㉳こらないࢁࡔう」「㑊㞴し

なくてもよい」とุ᩿するࢣーࢫがᑡなくない。௚方で、

実㝿に㑊㞴場所まで⛣ືした住Ẹも存在した。しかし、

㑊㞴した住Ẹの㛫でも、⅖ኳୗでのᚅᶵࡸ⇕中⑕の༴㝤

性といった᪂たなㄢ㢟が指᦬されており、「㑊㞴の開ጞ」

けでなく「㑊㞴の⥅⥆」に↔点を当てた㆟論がồめらࡔ

れている。

本研究は、2025 年 7 ᭶ 30 日 8 ᫬ 25 分㡭に発生したࣟ

ࢻーࣗࢳニࢢ࣐）ッ࢝半ᓥ௜㏆の地震ࣕࢳム࢝・࢔ࢩ 8．
7 ）にకうὠἼὀព報・㆙報᫬に、和ḷᒣ県୵本町⏣ཎ

地༊で記㘓された㑊㞴行ືを分ᯒし、㐲地ὠἼ㑊㞴の実

ែとㄢ㢟を明らかにすることを目的とする。⏣ཎ地༊は

༡ᾏトࣛࣇ地震のὠἼ฿㐩᫬㛫がᴟめて▷い地ᇦであり、

本研究の▱見はᑗ᮶の㑊㞴計⏬ࡸカ⦎タ計に㈨すると考

えられる。

２．◊✲方法
(1)ㄪᰝ対㇟地ᇦ

本研究の対象である和ḷᒣ県୵本町⏣ཎ地༊は、紀ఀ

半ᓥ༡➃に位⨨し、༡ᾏトࣛࣇᕧ大地震発生᫬には全国

でも最▷ࢫࣛࢡのὠἼ฿㐩᫬㛫（3 分）が᝿ᐃされ、ὠ

Ἴ㑊㞴ᅔ㞴地ᇦでもある。一方で、㐲地ὠἼの場合には

数᫬㛫以上の⊰ணが生ࡌ、住Ẹの行ືࡸពᛮỴᐃの性㉁

が大きく␗なる可能性がある。この地ᇦにおける㐲地ὠ

Ἴ㑊㞴の実ែを明らかにすることは、㏆地ὠἼ࡬のഛえ

を᳨ウする上でも重要なព࿡をᣢつ。

(2)◊✲に౑⏝ࢱ࣮ࢹࡓࡋ

本研究では、2025年 7᭶ 30日に発生した࢝ムࣕࢳッ࢝

半ᓥ௜㏆の地震にకい㑊㞴行ືを行った⏣ཎ地༊の༊㛗

が記㘓した᫬⣔ิデータを主な分ᯒ対象とした。記㘓に

は、㑊㞴所での⁫在ࡸ一ᩧᖐ宅の発生、㑊㞴⪅数の☜認

方ἲといった現場の対応もྵまれており、ᚑ᮶のᮘ上᝿

ᐃでは把握できない「地ᇦの実ែ」を明らかにする一ḟ

㈨ᩱとして位⨨࡙けられる。

㸱．グ㘓かࡿࡳࡽ⏣ཎ地༊の㑊㞴⾜ື 
༊㛗の記㘓によると、当日はᪧ⏣ཎ中学ᰯ（ᰯ⯋の 2

階以上が指ᐃ㑊㞴所）（1）でྂᗙ中学ᰯの地ᇦ஺ὶ௻⏬

「㑊㞴所めࡄり」を実施するணᐃがあったため、記㘓に

は⏣ཎ地༊内での㑊㞴対応に加えてྂᗙ中学ᰯに関する

ືきもྵまれている。 

(1)㑊㞴㛤ጞのዎᶵ

2025 年 7 ᭶ 30 日༗前 8 ᫬ 37 分にὠἼὀព報のࣛ࢔ー

トが発ಙされた。しかしこの᫬点で⏣ཎ地༊では、ྂᗙ

中学ᰯから౫㢗された行事をணᐃ㏻り実施可能とุ᩿し

ており、㑊㞴‽ഛࡸ行ືはጞまっていなかった。実㝿、

ྂᗙ中学ᰯからは 9 ᫬ 15 分に௚の地༊での地ᇦ஺ὶ௻⏬

の中Ṇがఏえられたが、⏣ཎ地༊では開ദ可能とのุ᩿

のもと‽ഛが㐍められていた。ᪧ⏣ཎ中学ᰯでは࢖ベࣥ

ト対応のため、9 ᫬ 30 分に఍場ᩍᐊの࢚ࣥࢥ࢔が✌ാし

たことも記㘓されている。

㌿ᶵとなったのは、9 ᫬ 40 分に発ಙされたὠἼ㆙報࢔

ࣛートである。9 ᫬ 50 分ࢁࡈに༊㛗がྂᗙ中学ᰯから生

ᚐたࡕのᰯ⯋内㑊㞴実施と௻⏬中Ṇの連⤡を受けている

㛫に、㑊㞴してきた住Ẹが఍場に╔いている。それ以㝆、

㡰ḟ㑊㞴⪅がᩍᐊに฿╔している

 すなわࡕ、⏣ཎ地༊ではὀព報段階では地ᇦ行事を⥅

⥆可能とุ᩿し、㆙報ࣛ࢔ートをዎᶵに㑊㞴所集合࡬と

行ືがษり᭰わったことが明らかになった。 
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(2) 㑊㞴ሙᡤ࡛のึື対ᛂ 
9 ᫬ 40 分のὠἼ㆙報ࣛ࢔ートをዎᶵに、⏣ཎ地༊では

ᪧ⏣ཎ中学ᰯに住Ẹが集まりጞめた。当日はྂᗙ中学ᰯ

の地ᇦ஺ὶ௻⏬をணᐃしており、そのためにᪧ⏣ཎ中学

ᰯでは෭ᡣがすでに✌ാし、఍場‽ഛがᩚっていた。こ

の⎔ቃが、㆙報発令ᚋの㑊㞴所㐠Ⴀに直⤖し、㑊㞴所開

タのึືを㎿㏿にした。 
 9 ᫬ 50 分㡭には住Ẹが㑊㞴所に入ᐊし、ᢡ␚ࢫ࢖ࡳに

╔ᗙしてᚅᶵした。10᫬ 10分には୵本町ᙺ場防災ᢸ当ㄢ

から㟁ヰ連⤡が入り、地༊の≧ἣが報࿌された。さらに

10᫬ 30分にはᙺ場⫋ဨが現地に฿╔し、㑊㞴⪅ྡ⡙のస

ᡂが開ጞされた。最終的に 27 ྡ（⚟♴事ᴗᅋ⫋ဨ 3 ྡを

 。が㑊㞴所に集まり、㑊㞴所としてのᶵ能がᩚった（ࡴྵ
 たࡔし、㑊㞴⪅からは「␚の上でᶓになりたい」とい

った要ᮃもฟされており、࢖ベࣥト఍場を㌿用した㑊㞴

場所としての限⏺も見られた。すなわࡕ、既存の࢖ベࣥ

ト‽ഛを活用して㎿㏿に開タできた一方で、㑊㞴生活を

᝿ᐃした十分な⎔ቃᩚഛには⮳らなかったことが明らか

になった。 
(3) 㑊㞴⥅⥆とᖐᏯุ᩿ 

11᫬ 45分㡭、ᙺ場⫋ဨとともに 3階ᐙᗞ⛉ᩍᐊで非常

㣗にഛえた2、で階段ためጞをഛ‽しかἛ‮ 階にいた㑊

㞴⪅が全ဨᖐ宅を開ጞしたとの連⤡が入った。そのᚋは

ྛ自の自主ุ᩿でのᖐ宅が㐍ࡳ、༊㛗は見㏦りにᚭする

しかなかったという。この事例は、㐲地ὠἼにおいて㑊

㞴場所に㛗᫬㛫と࡝まることのᅔ㞴さを♧すものである。

加えて、㑊㞴⪅は࣐ࢫート࢛ࣥࣇでὠἼ情報を☜認し⥆

けており、ண᝿された฿㐩᫬้（11:00㹼11:30）を㐣ࡂ

てもὠἼ᮶くの報がなかったことが、一ᩧᖐ宅をᚋᢲし

した要ᅉとなった。 
 のᚋの対ᛂとほᐹࡑ (4)

ᪧ⏣ཎ中学ᰯでの㑊㞴が▷᫬㛫で終஢したᚋも、༊㛗

は༗ᚋにデ⒪ண⣙のため⛣ືし、ᙺ場庁内をどᐹした࡯

か、町Ẹはࢸレ࣐ࢫࡸࣅート࢛ࣥࣇを㏻ࡌて情報཰集を

⥆けていたことが記㘓されている。さらに⩣ 7 ᭶ 31 日ࡸ

8᭶ 1日には、学ᰯࡸ㒑౽ᒁ等をゼၥし、㑊㞴タ࣡ーと複

数の㧗ྎに分ᩓ㑊㞴した人ࠎに㑊㞴人数（2）ࡸ対応につ

いてࢢࣥࣜ࢔ࣄを行っている。⏣ཎ地༊では単一の㑊㞴

場所に౫存ࡎࡏ、複数の拠点を౑い分ける行ືがࡳられ、

㑊㞴場所までⓏらࡎ㑊㞴路入ཱྀにいたという報࿌もある。

すなわࡕ、ᪧ⏣ཎ中学ᰯには࢚ࣥࢥ࢔があったが、ᒇእ

に㑊㞴した人は⅖ኳୗでの㛗᫬㛫㑊㞴が㞴しく、㑊㞴場

所に㏆いとこࢁの日㝜を᥈してᚅᶵしていたことがわか

る。 
 
㸲．⪃ᐹとまとめ 
(1) 㑊㞴㛤ጞุ᩿の࠶り方 

⏣ཎ地༊ではὀព報段階では㑊㞴は開ጞされࡎ、㆙報

をዎᶵに行ືがጞまった。これは、㐲地ὠἼはษ㏕性が

పいという認識に基࡙く行ືであり、一ᐃの合⌮性をᣢ

つ。しかし、この「まࡎ様Ꮚを見る」ุ᩿が㏆地ᆺὠἼ

で⧞り㏉されれば、㑊㞴の㐜れに直⤖する༴㝤性が㧗い。

したがって、༶᫬㑊㞴を前ᥦとしたุ᩿基‽をᖹ᫬から

ඹ᭷することが不可欠である。 
(2) 㑊㞴ඛ࡛の⁫ᅾ⎔ቃと㝈⏺ 

ᪧ⏣ཎ中学ᰯは指ᐃ㑊㞴所であるが、㑊㞴生活を⥅⥆

する⎔ቃとしては十分ではなかった。特に、㣗事ࡸఇ㣴

の場が☜ಖされていない≧ἣは、▷᫬㛫での一ᩧᖐ宅を

ᣍく要ᅉとなった。㐲地ὠἼでは「㑊㞴を開ጞすること」

以上に「㑊㞴を⥅⥆すること」のᅔ㞴さがㄢ㢟であり、

㛗᫬㛫⁫在に⪏えうる⎔ቃᩚഛがồめられる。 
また、ᪧ⏣ཎ中学ᰯ以እにも、㑊㞴タ࣡ーࡸ㧗ྎ入ཱྀ

な࡝複数の場所が㑊㞴ඛとして利用された。これらは

「一᫬的な㑊㞴」には᭷ຠであるものの、㐲地ὠἼのよ

うに㛗᫬㛫にわたる事象においては、⅖ኳୗでの⁫在ࡸ

㑊㞴生活の⥅⥆にㄢ㢟があり、㛗᫬㛫の㑊㞴ඛとして十

分にᶵ能するかについては再᳨ウがᚲ要である。 
(3) ᝟報⎔ቃとఫẸุ᩿ 

行ᨻからの公ᘧ情報と、住Ẹが࣐ࢫート࢛ࣥࣇな࡝で

ᚓる情報が୪行してཧ↷されるከ重的な情報⎔ቃがᙧᡂ

されていた。この情報⎔ቃは、住Ẹが≧ἣを主体的に把

握することを可能にした一方で、ண᝿᫬้（11:00ࠥ
11:30）を㐣ࡂてもὠἼ᮶くの報がなかった≧ἣを「Ᏻ全」

とゎ㔘さࡏ、一ᩧᖐ宅をᚋᢲしした。情報の㐣ከとᩚ合

性の欠ዴがពᛮỴᐃをᦂらがࡏる点は、௒ᚋの重要なㄢ

㢟である。さらに、ὀព報࡬のษり᭰えは༗ᚋ 6 ᫬ 30 分

であったにもかかわらࡎ、住Ẹはそれをᚅたࡎに自主的

にᖐ宅しており、公ᘧ情報よりもಶ人のุ᩿ࡸ生活上の

都合がඃඛされるഴྥが明らかになった。 
(4) ༡ᾏࣇࣛࢺᕧ大地震࡬の♧၀ 

本事例は数᫬㛫の⊰ணをᣢつ㐲地ὠἼであったにもか

かわらࡎ、㑊㞴開ጞの㐜れ、⁫在⎔ቃの不十分さ、情報

のከ重໬によるุ᩿のᦂらࡂ、そして一᫬的㑊㞴ඛと㛗

᫬㛫⁫在ඛの౑い分けに関するㄢ㢟が明らかとなった。

これらは、ὠἼ฿㐩まで数分しかない༡ᾏトࣛࣇᕧ大地

震のような㏆地ᆺὠἼにおいては、さらに῝้໬するこ

とがண᝿される。 
したがって、௒ᚋの対策としては、ձ༶᫬㑊㞴を前ᥦ

としたุ᩿基‽の࿘▱、ղ㛗᫬㛫⁫在に⪏えうる㑊㞴⎔

ቃのᩚഛ、ճ情報発ಙの一ඖ໬と住Ẹ࡬の㐺ษなᥦ♧、

մ一᫬的㑊㞴ඛと㛗᫬㛫⁫在ඛのᙺ割分ᢸを㋃まえたไ

度タ計と連ᦠᙉ໬、が不可欠である。本研究の▱見は、

㐲地ὠἼでの⤒㦂を㏻ࡌて、㏆地ὠἼ࡬のഛえを再᳨ウ

する重要な手がかりをᥦ౪している。 
 

ㅰ㎡ 

本研究は、「㏨ࡆ地ᅗ」࡙くり等を㏻ࡌて༡ᾏトࣛࣇᕧ大地

震からの㑊㞴可能性をඹに᳨ウしてきた⏣ཎ༊㛗・⟄஭ᨻኈẶ

が、⏣ཎ地༊における住Ẹࡸ観ගᐈ等の㑊㞴行ືを記㘓し、➹

⪅にᥦ౪してくࡔさったことをዎᶵとしている。㈨ᩱのᥦ౪な

らࡧにࢢࣥࣜ࢔ࣄにከ大なࡈ༠ຊを㈷ったことに、ここに記し

て῝⏒なるㅰពを表する。 

ὀ 

（1�⏣ཎ地༊の㑊㞴場所は、中ᚰ市⾤地にタ⨨された 1 基のὠ

Ἴ㑊㞴タ࣡ーを㝖けば、࿘ᅖの急ᓧなᒣ地に位⨨するᾏᢤ50P

前ᚋの㧗ྎである。ᾏᢤ 20P ௜㏆までは階段等がᩚഛされ、

防災಴ᗜも⛣タされているものの、㧗㱋໬にకい「階段・防

災಴ᗜの⥔ᣢ管⌮の㈇ᢸが大きい」「㧗ྎまでⓏる体ຊに不

Ᏻがある」といった⌮⏤から、最ึからᪧ⏣ཎ中学ᰯに㑊㞴

したいという住Ẹのኌも☜認されている。 

（2�㑊㞴タ࣡ー㸸3ྡ、㧗ྎ㸸26ྡ、㧗ྎの㑊㞴路入ཱྀ㸸4ྡ。 
ཧ⪃ᩥ⊩ 

1� 金஭ᫀಙ・∦⏣ᩄᏕ㸸ὠἼく᮶᫬の住Ẹ㑊㞴をㄏ発する♫఍

対応の᳨ウ㸫2010 年ࣜࢳ地震ὠἼの㑊㞴実ែから㸫㸪災害情
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論文集 9RO.28㸪S. ,B138�,B143㸪2012． 

-  134 -



能登半島地震（2024）後の障害者グループホームにおける 
災害後の対応と中長期的な運営・再建への課題 

Post-Disaster Response and Challenges in the Medium-to-Long-Term Operation 
and Reopening of Group Homes 

for Persons with Disabilities Following the 2024 Noto Peninsula Earthquake 

○石川 永子1

Eiko ISHIKAWA1

1 横浜市立大学 国際教養学部 都市学系 
 Yokohama City University, Course of Urban Science, School of International Liberal Arts 

   In group homes for people with disabilities in Wajima City and Suzu City that were affected by the 2024 Noto 
Peninsula Earthquake, many residents and staff returned to the homes after a short evacuation period. This was in 
contrast to group homes for the elderly. Facilities operated by the management organization not only secured living 
spaces for group home residents, but also functioned as welfare evacuation centers and local medical activity hubs. 
Even while continuing local operations, challenges persist. These include the need to evacuate residents and staff on a 
large scale, operational difficulties due to reduced staffing levels 14 months after the disaster, financial strain, and 
insufficient funds to rebuild damaged group homes. 

Keywords : Residential Facility for People with Disabilities, The 2024 Noto Peninsula Earthquake, Continuation of 
Employee Employment, Welfare Shelter 

１． 研究の背景と目的 
(1) 研究の背景

能登半島地震（2024）の被災地，とりわけ奥能登（輪

島市，珠洲市等）では，災害関連死を防止する観点から，

高齢者や障害者を中心とした広域避難が災害発生後にす

すめられ，高齢・福祉施設においても，利用者やスタッ

フが避難した例も多い．また，福祉施設は災害時に福祉

避難所に指定されており，地域とのつながりづくりも平

時から進められていることから，災害時に地域住民が避

難してきた例もみうけられる．例えば，能登町の高台に

位置する高齢者施設は，多くの地域住民が津波避後にそ

のまま滞在した．

また，奥能登では住宅等を改装してグループホームと

した例もある一方で，ショートステイなどの多機能なサ

ービスを行う非木造のグループホームも建設された．こ

れらのグループホームは，地域とのつながりの場であっ

たり，災害時は福祉避難所となったりすることも多く見

受けられる．特に，輪島市では，2007年の能登半島地震

の際に，災害救助法による福祉避難所をわが国で初めて

開設し，その後，行政と福祉事業者の連携により福祉避

難所開設訓練等を継続し取組みをすすめてきた． 

一方で，災害後に施設の建物が被害を受け，利用者も

広域避難などで減少するなかで，被災した福祉施設の経

営，例えば施設の維持管理費，職員の雇用継続にかかる

費用などの課題も指摘されている．広域避難が長期化し

たり，水道等のインフラの復旧見通しがたたず，施設利

用者の減少があるなかで，多くの課題を抱えていると報

じられている． 

近年，わが国の障害のある人への福祉的なサービスは，

大規模で地域との交流のない施設中心から，利用者が地

域との関わりのなかで暮らす中小規模の施設中心への変

化してきている．ひとつひとつのグループホームが小さ

くても，多くの施設を運営する大規模な法人と，それ以

外の中小規模の法人がある．大規模な法人は災害が発生

したときに，被災地外の同法人の施設に利用者を避難さ

せて運営を続けるのが一般的であるが，中小規模の法人

はそれが難しいことも多い． 

(2) 研究の目的と方法

本研究では，多くの高齢者や障害者が広域避難した能

登半島地震（2024）を対象とし，小規模福祉施設のなか

でも障害者のグループホームを運営する福祉法人を調査

委対象とし，①グループホームを中心とした法人の特徴，

②被害とインフラ復旧と再開後の利用者・スタッフ数の

変化 ③元旦の災害発生直後の対応（避難行動や直後の

避難生活），④被災後の施設の利用状況（福祉避難所や

医療支援拠点となったか）と利用者やスタッフの広域避

難の有無と利用者への負担，⑤災害直後からの地域との

関係性，⑥災害後の中長期的な外部支援（再建を含む），

⑦施設運営（福祉人材の雇用継続や経費等）の実態と現

在の状況を把握する．

本研究は，能登半島地震の被災地のなかでも特に被害

の大きかった，輪島市と珠洲市に地震当日に存在したグ

ループホームを運営している福祉法人４法人のうち３法

人を訪問し，職員への聞き取りと施設への見学を実施し

た．加えて，各自治体の福祉部署の職員に，質問紙によ

る半構造化ヒアリングを行った．比較対象として，石川

県羽咋市のグループホームを運営している一般社団法人

に同様の調査を行った（表―１）．
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表―１ ㄪᰝ対㇟の⚟♴法ேのᴫせ 

表―㸰 㑊㞴⾜ືおࡧࡼ㑊㞴⏕ά 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―㸱 ྛ᪋タの฼⏝と฼⏝者の㑊㞴≧ἣ 
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㸰． 法ேの≉ᚩと⿕害 
(1)法ேの≉ᚩ 

 福祉法人 Aは，所在地はⓑᒣ市で職員が⣙ 1000ྡの大

規模法人である．௒ᅇの調査は輪島市ෆのみを対象とし

た．輪島市中心市⾤地ෆの建物をグループホームに改装

する等して，ィ㸷Ჷのグループホームを運営．࿘㎶には

地域住民との᥋点となるኳ↛ Ἠ施設やス࣏ーࢶ施設，

市ᙺ所ෆには A 法人の利用者がാく࢝フ࢙がある．職員

は国際༠ຊ関係の経㦂のあり比較的ⱝい人が多い．福祉

法人 B は，市中心市⾤地の➃部にあり，グループホーム

㸰Ჷ（うち㸯Ჷは表㸫１のように多くの事業を行ってお

り広いᒃ㛫のような✵㛫を持つ施設である．同一市ෆの

みで運営する法人である．福祉法人 C は多機能ᆺ事業所

（ᑵປ継続支援 B や生活௓ㆤ事業）が市のಖ೺福祉施設

や社఍福祉༠㆟఍と同ᩜ地ෆにあり，能登半島地震発生

後は࣎ランテ࢕アࢭンターがᩜ地ෆで開設されていた．

グループホームはその多機能ᆺ事業所に通う方が利用さ

れている．同一市ෆのみで運営する法人である．比較対

象として調査した一般社団法人 D は羽咋市ෆにグループ

ホームを３Ჷ運営．利用者がὒⳫ子の〇造㈍኎，࢝フ࢙

をᒎ開している． 

 

(2)グループホームの⿕害 

各法人の障害者グループホームに関する୺な被害は以

ୗのとおりである．法人Aは，元旦の地震でサテライトᆺ

グループホーム㸯Ჷが඲↝，小規模グループホーム㸰Ჷ

が඲ቯ．㸷᭶の水害で㸰Ჷがᗋୖᾐ水．法人Bは㸯Ჷがᅵ

◁災害関連での被害，一般社団法人Dでは，グループホー

ム㸯Ჷで建物のഴき等の被害（㈤೉物௳）があった． 

 

 

㸱．災害┤後の㑊㞴⾜ືと฼⏝者への対応 
(1)地震┤後の対応 

 2024 年㸯᭶の地震後，施設外に避難したのは，A,C,D
で，そのうち A は津波およࡧⅆ災での避難，D は津波か
らの避難であった．どの施設も当日担当職員が㌴に利用

者をのせて，高台や学ᰯなどに避難した．非␒の職員も

連⤡をとって当日ኪにྜ流した． 
 たࡔし，一般の住民の多い避難所での利用者への対応

は難しく，当日ኪまたは⩣日に，法人ෆで比較的被害が

小さい，㟁Ẽが利用できる施設に⛣っている（表―㸰）． 

また，年ᮎ年ጞ用に多めに㣗ᩱや水などを㈙いࡔめして

いたり，水道管の෾⤖対応でഛ⵳していた㣧ᩱ水が災害

時にᙺ立ったという法人もあった． 

 

(2)㑊㞴⏕άと⚟♴㑊㞴ᡤ・་⒪ᣐⅬ➼と࡚ࡋのᙺ๭のな

 ⸩のㄪᩚとⴱ࡛࠿

 奥能登の福祉法人A,B,Cは，地震後には，グループホー

ムの利用者の避難生活✵㛫以外に，地域住民を含めた福

祉避難所やDMATの医療拠点や┳ㆤ支援団体等の活動拠点

としても利用された．どの法人も通所事業としての✵㛫

のある建物（B,C）や，市ᙺ所建物ෆで運営している࢝フ

࢙（A）や地域に開かれたධᾎ施設等が活用された．法人

Cは加えてู建物のグループホームも災害๓に福祉避難所

指定されていたが通所事業の✵㛫を医療拠点としグルー

プホームは利用者のみの✵㛫となった．しかし，Bについ

ては，通所事業とグループホームのᒃ住✵㛫が同一建物

に存在し，かつ，災害๓から地域連携を✚ᴟ的に行って

いたため，多くの住民が避難してきており，᭱大で78ྡ

の福祉避難所となっていた．㞄が地域の避難所の建物で

あったこともあり，物㈨などの支援がᒆかない直後期で

あっても，住民や職員が㣗ᩱやṇ᭶ᩱ理を持ちᐤり，助

けྜいにより運営が行われていた（表―㸱）． 

 しかし，受ධ人数も多く，ឤᰁ⑕などの⾨生㠃での対

応ᙉ化，地域の医療福祉拠点としての㔜せ性もあり，㸯

᭶㸯㸳日から，グループホーム利用者は羽咋市への避難，

その後，ឡ▱の福祉施設に広域避難のุ᩿がୗされた．

㐲方のឡ▱への避難のỴ᩿はࠕ避難するなら，利用者と

職員がまとまって避難できることࠖをඃඛしての㑅ᢥࡔ

ったという．その後，法人㹀の施設は福祉避難所や医療

活動拠点として౑用された．たࡔし，この広域避難をỴ

᩿した際に，それまで被災しながらも地域組⧊と連携し，

グループホーム等の事業の運営を担っていた多くの施設

職員が広域避難や㏥職のỴ᩿をしたのも事実ではある． 

 

 

㸲．⿕災後の㑊㞴⏕άと⚟♴㑊㞴ᡤ 
 避難生活期の利用者へのᏳྰ☜ㄆ，物㈨のධᡭ経㊰

（表―㸰），生活用水等の水の☜ಖとグループホームへ

の利用者のᡠり（表―１）について㏙࡭る． 
 グループホームの被害が多かった法人A（震災๓に，市

⾤地の✵きᐙをグループホーム等に改ಟして障害者グル

ープホーム㸷Ჷを運営）では，市ᙺ所がධる建物ෆのま

とまった✵㛫を利用者がはാく࢝フ࢙として運営してい

たことあり，市と┦ㄯし福祉避難所とし，ẁ࣎ール࣋ッ

，けでなくࡔ等をᦙධし⎔ቃをᩚえて，同法人の利用者ࢻ

地域住民のなかで一般避難所での対応がཝしい方の受け

ධれを行った（⣙㸯㸮日㛫，⣙４㸮人を受ධ）． 

 法人Bでは，長期にわたって福祉避難所を継続し，㸷᭶

の㇦㞵水害発生直๓で㸯３ྡを受けධれており，その後，

㇦㞵対応の福祉避難所として継続し，2024年ᗘᮎまで受

ධを継続した．そのなかには，同法人のグループホーム

で被害を受けた建物の利用者であった３ྡも含まれてい

る． 

 奥能登でも，特に輪島市では，2007年の能登半島地震

により災害救助法による福祉避難所がわが国で᭱初に開

設されて以᮶，福祉避難所開設のための事๓‽ഛが市と

福祉法人で行われてきました．また，福祉施設と地域ࢥ

，でおりࢇとの日ᖖからの交流や連携もすす࢕テࢽ࣑ࣗ

2024年の地震後は᩿水の長期化にもかかわらず，福祉施

設の福祉避難所が外部の医療等の団体の支援も含めて実

施されたといえるであࢁう． 

 

 

㸳．グループホーム࡛の⏕ά再㛤とࡑの‽ഛ 
(1)᩿Ỉへの対応 

 法人Aでは，再開した各グループホームに㸰᭶初᪪まで

に，支援者による大ᆺタンࢡを設置しୖୗ水道ᕤ事をし，

法人がᡭ㓄した⤥水㌴による⤥水を㐌㸰ᅇ行うことで，

トイࣞ（一部施設は㢼࿅も）など利用者が日ᖖに近い生

活が㏦れるようにしたことで，㸰᭶のẁ㝵でのグループ

ホーム再開が実現した．㣧ᩱ水は法人が࣌ット࣎トルで

各グループホームศを用ពした） 

 

(2)㸷᭶のỈ害にࡼる⿕害と対応 

 同じく法人Aでは，３Ჷのグループホームが川ἢいにあ

り，2024年㸷᭶の水害でᾐ水した（うち㸯Ჷはᗋୖ⣙㸯

㹫，௚㸰Ჷはᗋୖ10cm⛬ᗘ）．ෆ装のಟ理などはあった
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が㟁Ẽや水道等の೵止はなかった． 

 

 

㸴．฼⏝者・⫋ဨᩘのኚ໬と᪋タ運営 
 利用者数，職員数，職員の雇用継続⟇などについての

ヒアリング⤖ᯝを表―㸲に♧す． 
 」数のグループホームの被災（地震・水害）があった

法人 A については，聞き取りによると（㔠ἑへの広域避
難などから）職員の半数近くがධれ᭰わったが人ᡭ୙㊊

が῝้というヰではなかった．同法人は，国際༠ຊ関係

のࢿット࣡ーࢡとのつながりがᙉく，比較的ⱝい人材を

㞟めることができていること，法人組⧊が௚の法人に比

 ．て大規模であることがᙳ㡪していると᥎ される࡭
 法人 B は，地震当日から施設ෆで利用者が生活してい
たにもかかわらず，避難⎔ቃୖの課題や地域の医療拠

点・福祉避難所としての機能がඃඛされたこともあり，

県ෆやឡ▱への広域避難が行われた．その後，３᭶に元

の施設で再開したのちも，長期にわたって福祉避難所が

継続され，そのなかには同法人で被災したグループホー

ムで生活していた利用者も含まれていた．広域避難のタ

イ࣑ングで㞳職者が多くあり，その後，復職者や᪂規᥇

用は多くはない． 
法人㹁は法人㹀࡯どではないが，災害後の㞳職者はい

るため，人材☜ಖが㔜せであるとのことであった．比較

対象としている，羽咋市でグループホームを」数運営し

ている一般社団法人 D でも，被災したグループホーム
（㈤೉）で，同じ利用者で，᪂たにᡞ建住宅を改ಟして

再開した際の経費は，බ的⿵助㔠の対象外となり，支援

団体等のᐤ௜でᕤ㠃したとのことであった． 
 福祉法人でᑓ㛛的な▱㆑や経㦂のある職員の☜ಖは難

しく，一ᗘ㞳職で職員数が減ってしまうと，௚の事業の

再開（訪問・┦ㄯなどを含む）や被災したグループホー

ムの再建などの見通しがたたなくなってしまう．雇用調

ᩚ⿵助㔠や，職員への一時㔠の助ᡂ㔠などの利用も☜ㄆ

できたが，雇用調ᩚ⿵助㔠の対象者の社఍ಖ㝤の法人負

担ศやග⇕費，利用者数減少による཰┈の減少など経営

がཝしい現状が᫂らかになった． 
 
 
表―㸲 ྛ法ேの運営㛵㐃の課題 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

㸵．おࡾࢃに 
 能登半島地震（2024）で被災した奥能登（輪島市・珠
洲市）の障害者グループホームでは，多くの高齢者グル

ープホームと対↷的に，利用者と職員が▷い避難生活後

にグループホームにᡠり生活をつづけた例がみられた． 
 福祉法人の施設（同法人の通所事業の✵㛫を含む）は

グループホーム利用者の生活の場の☜ಖとඹに，福祉避

難所や地域の災害時医療活動拠点として，外部医療支援

団体の活動拠点としても活用された． 
 グループホームの運営を継続したとしても，利用者や

職員の┦当数が広域避難をしたこともあり，震災から㸯

４か᭶後（調査時）で，職員数が少ないなかでの業ົศ

担のやりくりや被災した職員の負担と㏥職による人材୙

㊊，利用者が減少するなかでの経営的なཝしさ，被災し

たグループホームの再建費用の୙㊊などの課題のなかで

運営が続いている． 
 
 本✏は，聞き取り調査をまとめたものであり，よりヲ

⣽なศᯒやไᗘ的な⪃ᐹは，௒後にᇳ➹をண定している． 
 
ㅰ㎡ 
本研究は，බ┈㈈団法人横浜学⾡教⫱᣺⯆㈈団 2024年
ᗘ研究助ᡂࠕ能登半島地震（2024）被災地の小規模福祉
施設における，被災後の運営の状況把握と中長期的な運

営・再建への課題に関する調査研究（石川永子）ࠖのᡂ

ᯝである． 
また，調査に༠ຊいたࡔいた福祉法人職員およࡧ被災

地の行政職員の方ࠎにឤㅰする．また，研究ィ⏬の助

ゝ・調査に同行いたࡔいた，ᐊ津⁠ᶞẶ（NPO 法人地域
生活ࢭンター，横浜市グループホーム連⤡఍㢳問┦ㄯ

ᙺ）・Ύ水㐩㑻Ặ・⚄ⷵ⣧子Ặにឤㅰを⾲したい． 
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㒔市㒊における住宅火災ࡢ⿕ᐖ≉ᛶに㛵ࡍるᇶ♏ⓗ◊✲ 
㸫吹田市ࡢ火災ᐇ⦼ࢆ஦౛と࡚ࡋ㸫 

Basic Research on the Damage Characteristics of Residential Fires in 
Urban Areas 

-Fire Achievements in Suita City as a Case Study-

żᰘ㔝ᑗ行1.2
，᭷ྜྷᜤᏊ

1.3
，ሷὠ㐩ဢ

1
，㉺ᒣ೺἞

3

Masayuki SHIBANO1.2,Kyoko ARIYOSHI1.3,Tatsuya SHIOZU1,
and Kenji KOSHIYAMA3

1 吹田市⥲ົ部༴ᶵ⟶理ᐊ 
     Department of Crisis Management Suita City Office 
2᪥ᮏ大Ꮫ 
     Nihon University 
3㛵す大Ꮫ 
     Kansai University 

This study aimed to clarify the damage characteristics of residential fires, considering regional characteristics, by 
comparing actual fire situations in Suita City with data from the Fire and Disaster Management Agency White Paper. 
The results showed that while the occurrence rate is higher in apartment buildings, fatalities are concentrated in single-
family homes, with many deaths occurring in small-scale fires. Notably, fatalities occurred in fires with a spread area 
of less than 50 square meters, revealing that spaces filled with smoke and carbon monoxide can significantly hinder 
evacuation. Future analysis of spatial environments and smoke diffusion processes is expected to accumulate insights 
contributing to fire prevention and evacuation measures in urban areas. 

Keywords : Residential fire, apartment fire, Suita City, small-scale fire, area burned, cause of fire 

㸯㸬ࡵࡌࡣに 
㒔市部における住宅火災は，ேཱྀᐦᗘの高さや住宅形

態・ᵓ㐀の多様໬によって，その発生要ᅉや⿕ᐖの様┦

が」㞧໬している．消防ᗇの消防白書によれࡤ，建物火

災の約半数を住宅火災が占め，さらに建物火災による死

者の約 8 割が住宅火災で発生していることがᣦ᦬されて
いる 1）．このように，住宅火災は件数・⿕ᐖともに建物

火災全体に占める割合がᴟめて大きく，そのᐇ態をᢕᥱ

することは㒔市防災上きわめて重要である．さらに，᪥

ᮏ♫఍では高㱋໬がᛴ㏿に㐍行しており，住宅火災によ

る死者の約半数が 65ṓ以上で占められている．㛵ἑは，
全国の住宅火災死亡事౛（1983ࠥ1987 年）を分ᯒし，住
宅火災死者には「᫨間・要ᨭ᥼者ᆺ」と「ኪ間・㠀要ᨭ

᥼者ᆺ」という஧つの඾ᆺⓗࣃターࣥがᏑᅾすることを

᫂らかにした 2)．๓者は要ᨭ᥼高㱋者が᫨間に༢⊂ᅾ宅

中に出火し避難できずに死亡する事౛，ᚋ者は㌟体ⓗに

⮬❧した者がኪ間にᑵᐷ中や㣧㓇中に出火にẼ௜かず死

亡する事౛であるとし，とくに高㱋໬の㐍行にకい๓者

のᆺによる死亡がቑຍするྍ⬟性をᣦ᦬している． 
一方で，㒔市部の住宅形態やᵓ㐀の㐪いが火災⿕ᐖ特

性に୚えるᙳ㡪についても，⤫計ⓗな᳨ウが⵳積されて

いる．ᯇᾆは，全国の火災⤫計を用いてᡞ建住宅火災の

ᘏ焼性状を分ᯒし，ᘏ焼火災のうち約 43％がᡞ建住宅を
火ඖとして発生しており，さらに焼損床面積の⥲㔞でも

ᡞ建住宅が全体の約 38％を占めていたことを示した 3)．

また，బ⸨らは住宅火災の焼損床面積分布を⤫計ⓗに分

ᯒし，建物ᵓ㐀・出火ཎᅉ・初期対応の᭷↓といった要

ᅉが焼損規模に大きくᙳ㡪することを示している 4)5)．さ

らに，㔝➉らは住宅・共同住宅火災の 10年分の⤫計分ᯒ
から，ᵓ㐀✀別や用途✀別によって火災ࣜࢡࢫに㢧ⴭな

ᕪ␗がᏑᅾすることを示し，ᚑ᮶の一ᚊⓗな避難Ᏻ全᳨

ド法ではࣜࢡࢫの㐪いが༑分に考៖されていないとᣦ᦬

した 6)．ᵽᮏらも，㒔市部における建築物のᘏ焼防Ṇ性

⬟を┦対ࣜࢡࢫに基࡙いてホ౯するᡭ法をᥦ示し，㒔市

ᐦ㞟ᆅでのᵓ㐀ⓗ᮲件が火災ᣑ大ࣜࢡࢫに大きく㛵୚し

ていることを᫂らかにしている 7)． 
以上のように，住宅火災は㒔市部における୺要な火災

形態であり，その⿕ᐖ特性はᒃ住者ᒓ性や建物ᵓ㐀・住

宅形態など多様な要ᅉに規ᐃされていることがᣦ᦬され

ている．しかし，㒔市部の一⮬἞体を対象として，住宅

形態別に出火要ᅉ・焼損規模・死者発生状況を⤫合ⓗに

分ᯒした◊✲は༑分に⵳積されていない． 
そこでᮏ◊✲では，多様な住宅形態と住Ẹᒓ性がΰᅾ

する中᰾市の大㜰ᗓ吹田市で㐣ཤ 5 年間に発生した建物
火災事౛ 137 件を対象に，住宅形態別に出火要ᅉ・焼損
規模・死者分布の特徴を᫂らかにし，㒔市部における住

宅火災の⿕ᐖ特性をᐇドⓗに᳨ウすることを┠ⓗとする． 
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㸰. ◊✲᪉ἲ
ᮏ◊✲では，㒔市部における住宅火災の⿕ᐖᵓ㐀を᫂

らかにすることを┠ⓗとし，その事౛として大㜰ᗓ໭部

に఩⨨する中᰾市・吹田市を対象とした．吹田市はேཱྀ

約 38୓ேで，ྂくからのᮌ㐀住宅ᆅと大規模㞟合住宅が
ΰᅾし，共同住宅ᒃ住⋡が7.5割を㉸える．また高㱋໬⋡
も上᪼しており，多様な火災ࣜࢡࢫを内ໟする㒔市ᵓ㐀

を᭷していることから，㒔市部における火災ࣜࢡࢫの特

性を᳨ウする対象として㐺していると考えた． 
分ᯒには，吹田市消防ᮏ部によりグ㘓された 2020年か

ら 2024年までの住宅火災データ 5年分を用いた．対象件
数は 185 件であり，内ᐜにはぬ▱᪥᫬，発生ሙᡤ，建物
✀別，焼損床面積，出火⟠ᡤ，発火※，⤒㐣にຍえて，

出ື㌴両やάື᝟報，出火ᐊ平面ᅗなどがྵまれる．こ

れらのデータを⤫計ⓗに整理し，傾向をᢳ出したうえで，

全国ⓗな⤫計資料（消防白書）と比較することで，吹田

市における住宅火災の特性を᫂らかにする．さらに，こ

れらのデータを⿵᏶するものとして吹田市により取りま

とめた⤫計資料もά用した 8)．また，全国データについ

ては，消防白書に཰㘓され࢜ーࣥࣉデータ໬されている

2023年までのものを分ᯒ対象とした． 

㸱. 分ᯒ⤖ᯝ
(1) 建物火災発生状況

2020年から 2023年までの 4年間に全国で発生した出火
件数は 144,899件であり，そのうち建物火災件数は 80,055
件(55.2%)を占めていた.一方，吹田市では 2020 年から
2024年までの 5年間に発生した出火件数 185件のうち，
建物火災は137件（74.1％）であり，全国と比較して建物
火災の割合が約 20%高い⤖ᯝとなった(表 1).さらに，こ
の建物火災を火ඖ用途別に分類した⤖ᯝ(表 2)，全国では
一般住宅 29,615 件（ 37.0％），共同住宅 13,995 件
（17.5％），その他 36,445件（45.5％）であったのに対し，
吹田市では一般住宅 42 件（30.7％），共同住宅 66 件
（48.2％），その他 29 件（21.2％）となった．一般住宅
における火災割合は全国と類ఝしているものの，共同住

宅における火災割合は吹田市のほうが 25%以上高い傾向
を示している． 
(2)出火ཎᅉࡢ住宅形態ᕪと死者分布

吹田市で発生した住宅火災を୺な出火ཎᅉ別に分類し

た⤖ᯝを表 3 に示す．୺な出火ཎᅉは，たࡤこ，こࢁࢇ，
㟁Ẽᶵჾ，㓄⥺ჾල，࣐࢖ࣛ・ࢳࢵターなどであり，୙

᫂を除くと「こࢁࢇ」が᭱も多く，ḟいで「㟁Ẽᶵჾ」

となった．さらに，これらを住宅形態別に比較した⤖ᯝ，

一般住宅では，「㟁Ẽᶵჾ」8 件(19.0％)，「こࢁࢇ」7
件(16.7％)，「たࡤこ」，「ࢺࢫーࣈ」5件(11.9％)の㡰で
多かった．一方，共同住宅では「こࢁࢇ」14 件(21.2％)，
「㟁Ẽᶵჾ」11 件(16.7％)，「たࡤこ」10 件(15.2％)の㡰
であった(表 3).消防ᗇ「消防白書」による 2023 年中の全
国における建物火災の୺な出火ཎᅉは「こࢁࢇ」，「た

ࡡこ」，「㟁Ẽᶵჾ」の㡰であり，吹田市の傾向もᴫࡤ

これと一⮴していた．吹田市における住宅形態ᕪによる

出火ཎᅉについて大きなᕪはぢられなかったが，「ࢺࢫ

ーࣈ」に㛵しては，共同住宅において 1 件（1.5％）にと
どまっており，一般住宅火災で特徴ⓗに多くみられる出

火ཎᅉとなっている．また，住宅形態別に出火ཎᅉと死

者の㛵ಀ性を確認するため，死者が発生した事案を出火

ཎᅉࡈとに分類したが，出火ཎᅉや住宅形態ࡈとの᫂確

な傾向は認められなかった(表 4). 

表㸯 出火件数に建物火災ࡀ༨ࡵる割合 

表㸰 建物火災火ඖ建物⏝㏵ู状況 

表㸱 吹田市における住宅火災ࡢ୺࡞出火ཎᅉ 

表㸲 建物火災住宅形態࣭㝵ᒙู死者数 

住宅 ඹྠ住宅 住宅 ඹྠ住宅 住宅 ඹྠ住宅 住宅 ඹྠ住宅 住宅 ඹྠ住宅

1 1 1 4 2 2 1 3 0 0 5 11.9% 10 15.2%

2 4 2 3 0 2 1 1 2 4 7 16.7% 14 21.2%

0 2 1 1 2 2 3 3 2 3 8 19.0% 11 16.7%

1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 2 4.8% 1 1.5%

1 0 0 1 0 2 3 0 0 3 4 9.5% 6 9.1%

0 3 0 1 0 1 1 0 0 0 1 2.4% 5 7.6%

1 2 0 0 1 1 0 0 0 0 2 4.8% 3 4.5%

2 0 1 0 0 1 0 0 2 0 5 11.9% 1 1.5%

1 0 0 1 0 1 0 3 1 1 2 4.8% 6 9.1%

1 2 1 2 3 2 1 1 0 2 6 14.3% 9 13.6%

10 14 6 14 8 14 11 11 7 13 42 100.0% 66 100.0%

ఫᏯⅆ⅏䛷死者が発生 ඹྠఫᏯⅆ⅏䛷死者が発生

࣮ࢱ࢖࣭ࣛࢳࢵ࣐

୺࡞出火ཎᅉ

大阪府吹田市 2020ᖺ 2021ᖺ

ࡇࡤࡓ

ࢁࢇࡇ

㟁Ẽᶵჾ

火ධࢀ

㓄⥺ჾල

2022ᖺ 2023ᖺ 202�ᖺ

住宅 ඹྠ住宅

合計

ᨺ火

ࣈ࣮ࢺࢫ

୙᫂

ⅉ火

合計

大阪府吹田市

出火件数

建物火災件数

割合

2020ᖺ 2021ᖺ 2022ᖺ 2023ᖺ 202�ᖺ

37 36 39 36 37

30 26 28 25 28

74.1%81.1% 72.2% 71.8% 69.4% 75.7%

合計

185

137

全国

出火件数

建物火災件数

割合

2020ᖺ 2021ᖺ 2022ᖺ 2023ᖺ 合計

34,691 35,222 36,314 38,672 144,899

19,365 19,549 20,167 20,974 80,055

55.8% 55.5% 55.5% 54.2% 55.2%

全国

建物火災件数

୍⯡住宅 6,859 35.4% 7,242 37.0% 7,427 36.8% 8,087 38.6% 29,615 37.0%

ඹྠ住宅 3,349 17.3% 3,334 17.1% 3,600 17.9% 3,712 17.7% 13,995 17.5%

௚ࡢࡑ 9,157 47.3% 8,973 45.9% 9,140 45.3% 9,175 43.7% 36,445 45.5%

19,365 19,549 20,167 20,974 80,055

2020ᖺ 2021ᖺ 2022ᖺ 2023ᖺ 合計

大阪府吹田市

建物火災件数

୍⯡住宅 10 33.3% 6 23.1% 8 28.6% 11 44.0% 7 25.0% 42 30.7%

ඹྠ住宅 14 46.7% 14 53.8% 14 50.0% 11 44.0% 13 46.4% 66 48.2%

௚ࡢࡑ 6 20.0% 6 23.1% 6 21.4% 3 12.0% 8 28.6% 29 21.2%

合計

30 26 28 25 28 137

2020ᖺ 2021ᖺ 2022ᖺ 2023ᖺ 202�ᖺ

1㝵以ୗ 2 100.0% 1 50.0% 1 100.0% 1 50.0% 2 100.0% 7 77.8%

2㝵 0 0.0% 1 50.0% 0 0.0% 1 50.0% 0 0.0% 2 22.2%

3㝵以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

୙᫂ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 2 50.0% 2 66.7% 1 100.0% 2 100.0% 2 100.0% 9 75.0%

3㝵以ୗ 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 33.3%

�㝵以上 1 50.0% 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 66.7%

�㝵以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

୙᫂ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計 2 50.0% 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 25.0%

0 0.0% 0 0.0% 0 11.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

㐣ཤ5ᖺ㛫�合計2020ᖺ 2021ᖺ 2022ᖺ 2023ᖺ 202�ᖺ

ඹྠ住宅

௚ࡢࡑ

大阪府吹田市

2 12建物火災死者数 4 3 1 2

୍⯡住宅

1㝵以ୗ 631 79.8% 713 81.5% 665 78.3% 708 78.4% 2,717 79.5%

2㝵 134 16.9% 127 14.5% 157 18.5% 170 18.8% 588 17.2%

3㝵以上 6 0.8% 9 1.0% 4 0.5% 2 0.2% 21 0.6%

୙᫂ 20 2.5% 26 3.0% 23 2.7% 23 2.5% 92 2.7%

合計 791 74.9% 875 75.1% 849 72.4% 903 75.3% 3,418 74.4%

3㝵以ୗ 111 10.5% 130 11.2% 160 13.6% 165 13.8% 566 77.7%

�㝵以上 46 4.4% 29 2.5% 26 2.2% 37 3.1% 138 19.0%

�㝵以上 8 1.3% 1 0.1% 4 0.6% 5 0.7% 18 4.0%

୙᫂ 1 0.1% 2 0.2% 2 0.2% 1 0.1% 6 0.8%

合計 166 15.7% 162 13.9% 192 16.4% 208 17.3% 728 15.8%

99 9.4% 128 11.0% 132 11.2% 89 7.4% 448 9.8%

2020ᖺ 2021ᖺ 2022ᖺ 2023ᖺ 合計

1,056 1,165 1,173 1,200 4,594

୍⯡住宅

ඹྠ住宅

全国

建物火災死者数

௚ࡢࡑ
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(3)焼損規模と吹田市における死者発生状況

建物火災における焼損床面積について，全国と吹田市

で比較を行った(表 5)．ここでは，一般住宅と共同住宅を
対象とし，それら以外の形態は対象外として取り扱って

いる．全国データは消防白書で報告されている 2020年か
ら2023年までの建物火災段階別出火件数(4年分)を用い，
吹田市は 2020年から 2024年までの 5年間のデータを対
象とした．なお，吹田市では建物火災出火件数が 137 件
のうち，100 ㎡以上の件数が 10件未満と少なくなかった
ため，焼損床面積の分類を 50㎡未満，100㎡未満，100㎡
以上の 3区分とした． 
全国では 4年間に 80,055件の建物火災が発生し，焼損

床面積の合計は 4,094,719㎡であった．そのうち，50㎡未
満が 63,338 件(79.1％)，100 ㎡未満が 5,063 件(6.3％)であ
り，100 ㎡未満の火災が全体の約 85%を占めていた.また，
1件あたりの焼損床面積は，51.15㎡であった． 
一方，吹田市では 137 件の建物火災で合計焼損床面積

は 3,454㎡となり，50㎡未満が 116件（84.7％），100㎡
未満が 13件（9.5％）であった．焼損床面積が 100㎡未満
の火災は全体の 94.1％を占め，全国と比較しても 1 割ほ
ど多くなっている.また 1 件あたりの平均焼損床面積は
25.21㎡で，全国と比べ約半分にとどまり吹田市における
建物火災の特徴のひとつと言える．さらに，死者 12名の
発生事案を焼損床面積別に整理すると，2022 年に発生し
た 100㎡以上の火災による 1名を除き，他の 11名はすべ
て 100 ㎡未満の火災で亡くなっていた．内訳は，50 ㎡以
上 100㎡未満で 4名，50㎡未満で 7名であった．さらに
詳細をみると，40㎡台 2名，30㎡台で 3名，1㎡で 1名，
若干焼損で 1 名となっており，小規模な焼損でも死者が
発生している．このことは，火災規模にかかわらず， 

早期避難や初期対応の重要性を示唆している． 
(4)住宅形態と死者分布 
 建物火災による死者を住宅形態別に全国と吹田市で比

較した(表 4)．全国では 2020年からの 4年間で 4,594名が
亡くなっており，そのうち一般住宅火災が 3,418 名
(74.4%)，共同住宅で 728名(15.8%)であった．吹田市では，
2020年からの 5年間で死者が 12名発生しており，一般住
宅火災によるものが 9件(75.0％)，共同住宅で発生した件
数は 3 件(25.0%)であった．両者を比較すると，全国・吹
田市ともに 7 割以上が一般住宅火災によるものであり，
同様の傾向が確認された． 
さらに，住宅形態別に死者が発生した建物階層を比較

した．階層区分については，建築基準法及び消防白書参

考資料「建物用途別及び階層別の死者の発生状況」にお

いて分類された階層を参照し，一般住宅は 1階以下，2階，
3 階，共同住宅については，3 階以下(低層)，4 階以上(中
層)，9階以上(高層)の 3区分とした．全国における一般住
宅火災では，死者の約 95%にあたる 3,305件が 1，2階で
発生しており，特に 1階部分が 2,717件(79.5％)と約 8割
を占めていた．共同住宅についても，3 階以下の低層部
分で 566件(77.7％)と大半が発生しており，階層が上がる
につれて件数は減少する傾向がみられた． 
一方，吹田市における建物火災では，死者 9件のうち 7

件(77.8％)が 1階以下，2件(22.2%)が 2階で発生しており，
全国の分布と近い傾向であった．しかし，共同住宅火災

では 3件中 1件(33.3％)が低層，2件(66.7%)が中層(4階以
上)で発生しており，件数は少ないものの全国のように階
層が上がるほど発生件数が減少する傾向は確認されなか

った． 

出火件数 割合 出火件数 割合 出火件数 割合 出火件数 割合 出火件数 割合

50未満 15,264 78.8% 15,440 79.0% 15,940 79.0% 16,694 79.6% 63,338 79.1%

50以上 100未満 1,247 6.4% 1,239 6.3% 1,239 6.1% 1,338 6.4% 5,063 6.3%

100以上 200未満 1,570 1,532 1,620 1,577 6,299

200以上 300未満 626 605 632 638 2,501

300以上 500未満 415 476 448 447 1,786

500以上 1,000未満 184 191 211 204 790

1,000以上 2,000未満 34 45 58 50 187

2,000以上 3,000未満 13 10 6 12 41

3,000以上 12 11 13 14 50

19,365 100.0% 19,549 100.0% 20,167 100.0% 20,974 100.0% 80,055 100.0%

合計

14.6%

4,094,719

51.15

1,022,440

48.75

2020年 2021年 2022年全国

建物焼損床面積（㎡）

出火件数合計

建物焼損床面積合計（㎡）

平均建物焼損床面積（㎡）

14.0%

1,015,053 992,353 1,064,873

52.42

14.7% 14.7% 14.8%

2023年

50.76 52.80

割合 割合 割合 割合 割合 出火件数 割合

50未満 25 (2) 83.3% 20 (2) 76.9% 23 82.1% 23 (2) 92.0% 25 (1) 89.3% 116 (7) 84.7%

50以上 100未満 4 (2) 13.3% 3 (1) 11.5% 3 10.7% 0 0.0% 3 (1) 10.7% 13 (4) 9.5%

100以上 200未満 1 2 1 (1) 1 0 5 (1)

200以上 300未満 0 0 0 1 0 1

300以上 500未満 0 1 1 0 0 2

500以上 1,000未満 0 0 0 0 0 0

1,000以上 2,000未満 0 0 0 0 0 0

2,000以上 3,000未満 0 0 0 0 0 0

3,000以上 0 0 0 0 0 0

30 (4) 100.0% 26 (3) 100.0% 28 (1) 100.0% 25 (2) 100.0% 28 (2) 100.0% 137 (12) 100.0%

死者が発生

合計

5.8%

3,454

25.21

0.0%

2024年

292

10.43

出火件数(死者数)

建物焼損床面積合計（㎡）

平均建物焼損床面積（㎡）

大阪府吹田市

建物焼損床面積（㎡）

出火件数合計

1,018

36.36

576

19.20

1,054

40.54

7.1% 8.0%

2020年 2021年 2022年 2023年

514

20.56

3.3% 11.5%

出火件数(死者数) 出火件数(死者数) 出火件数(死者数) 出火件数(死者数)

表５ 建物火災焼損規模と吹田市における死者発生状況 
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㸲. ࡵとࡲ
ᮏ◊✲では，吹田市消防ᮏ部によりグ㘓された住宅火

災データ（2020㹼2024 年の 5 年間）と全国⤫計（消防白
書）と比較し，吹田市における住宅火災の特性を᫂らか

にすることを┠ⓗに 4 つのほⅬから分ᯒを行った．その
⤖ᯝを以下に示す. 

・建物火災発生状況

全国と比較すると一般住宅火災の割合はほࡰ同様であ

ったが，共同住宅火災は吹田市が 2.5割以上高い傾向を示
した．これは共同住宅が多く౪⤥されている㒔市特性を

཯ᫎしている．一方，住宅౪⤥ᡞ数を基準としたሙ合に

は，一般住宅における火災発生⋡が高いことがண され，

௒ᚋも一般住宅火災に対するண防・⌧ሙάືの両面での

対⟇が重要となる． 

・出火ཎᅉと死者分布

出火ཎᅉは「たࡤこ」，「こࢁࢇ」，「㟁Ẽᶵჾ」が

全国・吹田ともに୺要ᅉであり，住宅形態ᕪによる大き

なᕪはぢられなかった．たࡔし吹田市では「ࢺࢫーࣈ」

をཎᅉとする発生割合が一般住宅で比較ⓗ多く，特徴と

してᣲࡆられる．また，吹田市における死者分布は，出

火ཎᅉ別，住宅形態別ともに᫂確な傾向はぢられなかっ

たが，一般住宅において၏一」数死者を出したཎᅉが

 ．であり，特徴ⓗで␃ពすべきⅬである「ࣈーࢺࢫ」

・焼損規模と死者発生状況

全国・吹田市ともに焼損床面積 50㎡未満の火災が大半
を占めていた．特に吹田市では，100㎡未満が 94.2％と㠀
ᖖに高く，全国(85.9％)より高い割合であり特徴ⓗなⅬで
ある．また，死者発生状況については，データを᭷する

吹田市のみ分ᯒを行ったが，その多くは吹田市の特徴と

いえる焼損床面積 50㎡未満の火災に㞟中しており，1 ㎡
焼損，若干焼損といったᴟめて小規模な事案でも死者が

発生していた．これは「焼損面積が大きい㸻死者が多い」

という༢⣧な㛵ಀではなく，大きく⇞えᗈがった火災で

は避難ᶵ఍がある一方，「部ᒇの一部ࡔけが⇞えた」⛬

ᗘの小規模な火災でも，ᐊ内にとどまった⤖ᯝ，↮や一

㓟໬Ⅳ⣲のᙳ㡪で死亡に⮳るࢣーࢫが多いことを示唆し

ている．小規模火災における死者発生をᢚṆするために

は，死亡に⮳る⤒㐣を✵間状況や↮，一㓟໬Ⅳ⣲のᙳ㡪

のほⅬから分ᯒするᚲ要がある． 

・死者発生分布（階層別）

一般住宅では 1 階に㞟中する傾向が全国・吹田市でと
もに確認された．一方，共同住宅では全国ⓗに階層が高

くなるほど死者数が減少する傾向にあるが，吹田市では

同様の傾向はみられなかった．市Ẹの 7 割が㞟合住宅に
ᒃ住し，高㱋໬が㐍ࡴ吹田市においては，௒ᚋこのⅬに

␃ពし火災Ᏻ全対⟇をᙉ໬していくᚲ要があると言える． 

５. ௒ᚋࡢ◊✲ᒎ㛤
௒ᅇの分ᯒにより吹田市の特徴として，焼損床面積は

全国と比較し 5割⛬ᗘ少ないこと，また焼損床面積 50㎡
未満の火災で多くの死者が発生していることが᫂らかに

なった．この焼損床面積と死者発生の㛵ಀについては，

ᚑ᮶「全焼・半焼・部分焼・ࡰや」といった焼損⛬ᗘに

よる分類が多く，面積（㎡）によるᶓ᩿ⓗなබⓗ⤫計資

料は多くないのが⌧状である．௒ᚋ，小規模火災により

死亡に⮳る行ື⤒㐣や避難のྍ⬟性をᢕᥱするため，Ᏻ

全ᕤᏛⓗどⅬから避難⤒㊰までの㊥㞳や↮のᣑᩓのᙳ㡪

を考㔞した࣑ࣞࣗࢩーࣥࣙࢩ分ᯒを行い，ᆅᇦ特性を㋃

まえた防火・避難対⟇のᥦ言࡬発ᒎさࡏていく． 

ㅰ㎡ 
様ࠎデータを౪୚いたࡔいた大㜰ᗓ吹田市消防ᮏ部，データ整

理➼༠ຊいたࡔいた㆙防ᩆᛴᐊ（ᣦ᥹ᨭ᥼・ㄪᰝG）⫋ဨに῝
くឤㅰする．ᮏ◊✲は，吹田市・㛵す大Ꮫの「すいた防災ࣛ࣎」

のᨭ᥼をいたࡔいた．ここにグし，ᚰよりឤㅰ⏦し上ࡆる． 

ཧ⪃ᩥ⊩ 
1) ⥲ົ┬消防ᗇ㸸消防白書，2020-2024. 
2) Sekizawa, A: Statistical Analyses on Fatalities Characteristics of 
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International Symposium, pp. 475–484.1991 
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pp.1–118，2009 
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 ࡿࡍ行動変容に㛵ࡧࡼブラックアウト大作戦ࠖ参加⪅の意識おࠕ
㏣㊧ㄪᰝࡑ࡜の考ᐹ 

Follow-up Survey and Related Observations on Changes in Disaster Preparedness 
Awareness and Behavior Among Participants in “Operation Blackout” 
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   This study investigates the long-term behavioral effects of "Blackout Simulation," a disaster preparedness program 
simulating a electricity outage at home. A six-month follow-up survey revealed the program prompted tangible actions, 
such as stockpiling, especially among participants with high pre-existing awareness. However, the primary barriers to 
sustained action were the busyness of daily life and fading awareness over time. The study concludes that while such 
experiential programs are effective for motivated individuals, new strategies are needed to engage less-aware 
populations and maintain preparedness momentum through periodic follow-ups. 

Keywords : Blackout Simulation, Disaster Prevention Vaccine, Proactive Response Skills, Sense of Ownership 

㸯．ࡵࡌࡣに 
(1)⫼ᬒ

㑊㞴のᡭ㡰や防災知識のᬯグ，防災用具の体験，グ録

ᫎ像のど⫈に代表されるようなᚑ来の防災教育は，過ཤ

の災害事例や体験を通じて得られた知識や技⬟をఏえる

ことに㔜点が⨨かれてきた．学校を中ᚰとしてこうした

知識㔜どᆺの防災教育がᗈまり，防災知識のᬑཬ⋡は高

くなった一方で，知識や技⬟を⩦得しているだけでは，

非常時に適ษな行動がとれるとは限らない．このことは，

ᮾ日本大震災や 2018年のす日本㇦㞵における㑊㞴行動の
実態からも指摘されている．また，このような知識㔜ど

ᆺの防災教育は，ᖹ時の防災行動の実践にも十分に結び

ついていないと考えられている．実際に，全国の 20歳௨
上の男女 500 人を対象に実施されたアンケート調査では，
防災対⟇を行っていないと回答した人が 48.4㸣にのぼり，
防災対⟇をしていない理⏤として「具体的にどのような

対⟇をすれࡤよいかわからないから」を挙げた人が

50.8%を占めた 1)．この結果より，知識のᬑཬに比して，

主体的な防災行動に結びついている人の割合はỴして高

くない⌧状がᾋき᙮りとなっている．こうした⌧状は，

「災害に対して当事者意識をもって主体的にุ᩿し，行

動することのできる人を養う」という防災教育の本来の

目的を඘分に㐩成しているとはいえず，知識㔜どᆺの防

災教育が当事者意識と主体的行動力を養うことには限⏺

があるといえるだろう． 
では，なࡐ知識や技⬟を得ただけでは当事者意識と主

体的行動力を඘分に養うことができないのだろうか．上

村らは，防災における当事者意識と主体性の⋓得には，

無関ᚰ・傍観者・当事者・主体・⋡先者の 5 段階がある
と考え，主体性⋓得の 5段階ࣔࢹル(図 1)を提ၐした 2) 3)．

このࣔࢹルに照らすと，知識㔜どᆺの防災教育は，防災

について無関ᚰなᒙを防災意識を持つ傍観者ᒙへ引き上

げることには寄与している一方，「ࣜアࣜテ࢕のあるඹ

体験」や「୙安やࢫトレࢫをឤじる状ἣタᐃ」の୙㊊に

よって，「ឤじる」機会や「考える」機会を参加者に与

えられず，災害について当事者意識を持つには⮳ってい

ないと考えられる． 

図 1 ୺యᛶ⋓ᚓの 5段㝵ࣔࣝࢹ 2) 3) 

こうした状ἣから，㏆年では当事者意識と主体性の育

成を㔜どした防災教育プログラムが㛤発されてきている． 
➹者らは先行研究において，当事者意識と主体性の育成

を主║に⨨いた防災教育プログラム「ブラックアウト大

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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作戦」を実施した．加えて，事前・事後調査の結果より，

当該プログラムが参加者の当事者意識を高め，照明や備

蓄に関する具体的な課題への「気づき」を促す点で有効

であることを示した 4)．しかし，千々和らが指摘するよ

うに，「気づき」が実生活における「行動」へ転換され

たかを評価するには，プログラム直前および直後の調査

だけでは十分とはいえない 5)． 

(2)┠ⓗ

著者らは，2023年と 2024年に，停電を各家庭で疑似体験
する「ブラックアウト大作戦」を実施した．これは，災

害の一場面を疑似体験するプログラムであり，知識では

なく体験を通して，参加者が実際に体験しないとわから

なかった潜在的課題に気づき，災害に対する当事者意識

の醸成と，主体的対応力の向上を促す効果を期待したも

のである．そこで本研究では，ブラックアウト大作戦の

参加者を対象に半年後の追跡調査を行い，疑似体験で得

た気づきが具体的な防災行動に結びついたかを検証し，

行動変容を促進する要因と阻害する要因を明らかにする．

さらに，一過性のプログラムにとどまらない今後の防災

教育のあり方について考察する．

㸰．ࠕブラックアウト大作戦ࠖのᴫせ 
ࢬーࣜࢩࠖࣥࢳ防災ワクࠕ(1)

上村は，住民を傍観者から当事者，当事者から主体の

段階に引上げ，かつ対応力を養うため「防災ワクチン」

という概念を提案した6)．防災ワクチンとは，被災前に

弱毒化した災害体験（経験・訓練・知識等）を持つこと

で本来自分たちが有している災害時の対応力を高め，災

害への免疫力を養うものである．本研究で用いた「ブラ

ックアウト大作戦」は，この防災ワクチンの概念に基づ

いた一つの適用例である． 

ブラックアウト大作戦ࠖࠕ(2)

ブラックアウト大作戦とは，上述の「防災ワクチン」

の一種であり，災害発生時の停電を自宅で疑似体験する

ものである．参加者は任意の時間にブレーカーを落とし，

停電した室内で 1～2時間程度過ごす．この間，参加者は
調理や食事，家族での会話などの日常生活を行う．ただ

し，外部電源およびインターネットの使用，ならびに外

出はプログラムの趣旨に沿わないため禁止としている．

本プログラムは停電を疑似体験することで，参加者が実

際の停電時に起こりうる事態を把握し，主体的に備える

きっかけを作ることを目的としている．他の防災教育プ

ログラムと比べた特徴として，場所や時間の制限が少な

いことが挙げられる．参加者は都合の良い時間に自宅で

体験することができ，居住する場所によらず，かつ生産

年齢世代の参加ハードルが低いといえる．

家庭防災をテーマとしているのも特徴の一つだろう．

全国の 20〜69 歳男女計 2000 人を対象としたアンケート
では「自然災害への備えができている」と答えた人の割

合や，停電時に備えたほうが良いと思うものの回答から，

停電経験者と未経験者の間には，備えに対する当事者意

識と，潜在的課題への気づきの有無による，停電時の生

活に対する想像力のギャップがあることが示唆された 7)．

こうしたギャップを，実際に停電が発生する前に，実際

の停電とほぼ同じ自宅という環境での疑似体験によって

埋めることにも，本プログラムは寄与すると考える． 
実施概要を表 1 に，参加者の様子を図 2 に示す．追跡

調査に回答した参加者の属性は図 3 に示したとおりであ
り，年齢に注目すると 30～50代がほかの世代に比べて非
常に多く，合わせて25名(78.1%)であった．参加のきっか
けに注目すると，長岡市内の小中学校で配布したチラシ，

もしくは地域の子供向け大規模防災イベントをきっかけ

に参加した方が20名(62.5%)と，過半数を占めていた．先
述の 30~50 代の参加割合の高さは，子育て世帯の参加割
合が高いことが大きな要因だと考えられる．また，中越

大震災をはじめとした災害の経験者は 22名(68.8%)であり，
その割合は非常に高いといえるだろう． 

⾲  ブラックアウト大作戦ࠖᐇ᪋ᴫせࠕ 1

図 2 ブラックアウト大作戦ᐇ᪋୰の参加⪅のᵝᏊ 

図 3 参加⪅ᒓᛶ(n=32) 

㸱．ㄪᰝᡭἲ 
前述のとおり，ブラックアウト大作戦実施に当たって，

追跡調査を Google Formsを用いたアンケート形式で行っ
た．事前・事後調査とあわせて質問内容を表 2 に示す．
事前調査では回答者の属性を，事後調査では事前準備の

内容や停電中の過ごし方，困りごとを，追跡調査は意識

と行動の変化を主に尋ね，集計を行った． 

主催 長岡技大地域防災実践研究センター・中越防災安全推進機構

実施場所 参加者の自宅

参加登録・事前調査 2024/9/24～10/23

ブラックアウト体験 2024/10/19～10/23
事後調査 2024/10/19～11/1

追跡調査 2025/4/9～4/23
事前調査 187名

事後調査 70名
追跡調査 32名

①参加登録・事前調査回答

②停電状態での調理・食事などの生活体験(1～2時間程度)

③事後調査回答・話し合い

④追跡調査回答

実施期間

回答者数

構成
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⾲ 2 ྛㄪᰝの㉁ၥෆ容 

㸲．ㄪᰝ結果 
(1) ࣒ࢬࢽ行動変容の࣓࢝࡜ラ࣒の᭷ຠᛶࢢࣟࣉ

図4より，追跡調査回答者32名のうち 28名(87.5%)が，
プログラムで得た気づきをもとにఱらかの備蓄を行った

と回答した．また，29名(90.6%)はプログラムをきっかけ
に備蓄௨外にも具体的な防災行動をとっており，本プロ

グラムが参加者の行動変容を促進したことが☜ㄆされた． 
ḟに，この行動を促進した要因について，図 3，4に示

す結果をもとに分ᯒする．➨一に， U 検ᐃの結果，被災
経験がある⩌は，ない⩌に比べ，事前調査での「停電時

にࢫトレࢫなく過ごせる時間」の自ᕫ評価が有意に高か

った(U=147.5, p<.05)．➨஧に，プログラム後に備蓄を行
った割合が高いのは，事前調査での「停電時にࢫトレࢫ

なく過ごせる時間」の自ᕫ評価が低いᒙ(2 時間未‶)では
なく，高いᒙ(2 時間௨上)であることが明らかになった
(U=89.5, p<.05)．このことから，ᬑ段からの防災意識のᕪ
が行動変容の㘽となることが示唆される．すなわち，被

災経験などを通じて防災意識が高いᒙは自らの備えを評

価しつつ，常にᨵၿ点を模⣴しており，本プログラムは

具体的なᨵၿ点などの「気づき」の⋓得と備えのᙉ化に

㈨する有効な機会となっていたと考えられる．一方で，

この U 検ᐃの結果は，自ᕫ評価が低いᒙ，すなわち当事
者意識の向上と行動変容が特に期待されるᒙほど，実際

には行動に⮳らなかったともㄞྲྀࡳれる．このことから，

本プログラムの効果は，参加者のᬑ段の防災意識に大き

く౫Ꮡしていることが示唆される．今後の防災教育にお

いては，特に当事者意識の向上と行動変容が課題となる

ᒙに対し，どのようにാきかけて具体的な行動につなげ

るかが㔜要な課題になると考える． 

(2) 行動変容の㜼ᐖせᅉ࡜防災ᩍ⫱のㄢ㢟

本調査における自⏤グ述からは，行動変容を阻害する

要因として主に「日常の多ᛁさにより防災行動が後回し

になること」と，「時間の経過とともに防災意識がⷧれ

ていくこと」が明らかとなった．実際，「日々のᴗົに

追われてすっかりᛀれていた」「半年経つとブラックア

ウト大作戦で得たឤぬや意識はⷧれてくる」といったኌ

が多く寄せられた．また，本プログラムが一時的には防

災への関ᚰや行動を促したものの，日常生活にᡠると，

ᚎ々に意識が低ୗするഴ向もうかがえた．

一方で，「時々このような注意ႏ起をしてもらえると

ありがたい」「ᐃ期的にできるとよい」「イベントだけ

でなく SNS やチラシなどの᝟ሗ発ಙがあると良い」とい
ったグ述からは，⥅⥆的・ᐃ期的なၨ発活動や᝟ሗ提供

が防災意識の⥔持・向上に有効であることが示唆された．

実際「今回のアンケートや日々の災害のࣗࢽーࢫをぢる

と，備えなくては，とᨵめて思います」というኌに代表

されるように，追跡調査のような外部からの「問いかけ」

が，意識や行動の෌促進につながることが☜ㄆできる． 
このように，本プログラムがきっかけとなり一ᐃの行

動変容がもたらされた一方で，自⏤グ述を通して，時間

の経過や日常の多ᛁさによる意識低ୗが行動の⥅⥆を阻

害する主な要因であること，またᐃ期的なၨ発や᝟ሗ発

ಙ，⥅⥆的な関与が防災意識と行動の⥔持に効果的であ

ることが示唆された． 

図 4 防災行動にࡘいて 

図 5 参加を機にഛ࠼たࡶの 

図  のࡶかった࡞ࢀら࠼ഛࡀった࠶ࡣࠖࡁẼ࡙ࠕ 6

①Ặ名 ն参加形態

②性ู շ参加動機

③年齢 ո被災経験

④居住地 չ停電時にࢫトレࢫなく

յ⫋ᴗ 過ごせると思う期間

①事前準備の有無と内容 ո᚟ᪧ後の困りごと

②参加形態 չ備蓄は十分か

③停電中の話し合いの有無と内容 պあって౽฼だったもの

④停電中の活動 ջあれࡤよかったもの

յ停電中の困りごと ռ実際の停電時にៃてるか

ն停電中の食事の有無と内容 սᏲれなかった禁止事㡯

շ停電中のឤ᝟ վ参加したឤ想

①ᚲ要だとឤじて備えたもの ④直後と半年後の意識変化

の有無と内容 յ参加をきっかけに行った

②ᚲ要だとឤじたが備えられ 防災活動

なかったものの有無と内容 ն半年の行動を᣺り㏉って

③参加直前と直後の意識変化 のឤ想

追跡調査

事前調査

事後調査
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図 7 普段から行っていた防災行動 

図 8 参加を機に行った防災行動 

図 9 ブラックアウト大作戦直前から直後の意識変容 

図 10 ブラックアウト大作戦直後から半年後の意識変容 

(3) 計量テキスト分析結果

ブラックアウト大作戦から半年経過後のឤ想について

計㔞テ࢟ࢫト分ᯒを行い，༢ㄒ間の関㐃性やそのᙉ弱を

示すඹ起ネットワーク図として出力した(図 11)．なお，
᭱小出⌧数は 3，᭱小ᩥ᭩数は 1，Jaccardಀ数は 0.2とし
た． Subgraph01 に注目するとブラックアウト大作戦への
参加で高まった防災意識が時間経過によってⷧれた，と

いう回答が多いことが推察される．これは先の自⏤グ述

分ᯒと▩┪せず，分ᯒのಙ៰性を高めるものといえる． 

図 11 参加した感想の共起ネットワーク図 

５．おわりに 
 本研究から，ブラックアウト大作戦は，᪤に一ᐃの備

えがあり防災意識が高いᒙのさらなる行動を促進する点

で有効であることが示された．一方で，行動変容が特に

ᚲ要なᒙを動機づける㞴しさや，時間の経過にకう意識

の低ୗという課題も明らかとなった．今後の防災教育に

は，参加者の⩦⇍度や防災意識に応じた行動指㔪を提示

し，防災行動への⥅⥆的な関与を促す௙⤌ࡳがᚲ要であ

る．特に，本研究で実施した追跡調査のようなᐃ期的な

「問いかけ」は，プログラムの体験から実際の災害まで

の期間の意識低ୗを防ࡄ，低ࢫࢥトで⌧実的なᡭἲとし

て今後の防災教育プログラムタ計に寄与する㔜要な知ぢ

といえる． 
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